



凡例



本書における用語等の意義は、次のとおりである。


1（1）　刑法犯………特に断りのない限り、道路上の交通事故に係る危険運転致死傷（改正前の刑法第208条の2の危険運転致死傷をいう。以下同じ。）、業務上（重）過失致死傷及び自動車運転過失致死傷（改正前の刑法第211条第2項の自動車運転過失致死傷をいう。以下同じ。）を除いた「刑法」に規定する罪並びに「爆発物取締罰則」、「決闘罪ニ関スル件」、「暴力行為等処罰ニ関スル法律」、「盗犯等ノ防止及処分ニ関スル法律」、「航空機の強取等の処罰に関する法律」、「火炎びんの使用等の処罰に関する法律」、「航空の危険を生じさせる行為等の処罰に関する法律」、「人質による強要行為等の処罰に関する法律」、「流通食品への毒物の混入等の防止等に関する特別措置法」、「サリン等による人身被害の防止に関する法律」、「組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律」、「公職にある者等のあっせん行為による利得等の処罰に関する法律」及び「公衆等脅迫目的の犯罪行為のための資金等の提供等の処罰に関する法律」に規定する罪をいう。


（2）　特別法犯………上記（1）の「刑法犯」以外の罪をいう。ただし、特に断りのない限り、道路上の交通事故に係る危険運転致死傷、業務上（重）過失致死傷、自動車運転過失致死傷及び「自動車の運転により人を死傷させる行為等の処罰に関する法律」に規定する罪並びに「道路交通法」、「道路運送法」、「道路運送車両法」、「道路法」、「自動車損害賠償保障法」、「高速自動車国道法」、「駐車場法」、「自動車の保管場所の確保等に関する法律」、「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法」、「タクシー業務適正化特別措置法」、「貨物利用運送事業法」、「貨物自動車運送事業法」、「スパイクタイヤ粉じんの発生の防止に関する法律」及び「自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律」に規定する罪を除く。


（3）　包括罪種………刑法犯を「凶悪犯」、「粗暴犯」、「窃盗犯」、「知能犯」、「風俗犯」、「その他の刑法犯」の6種に分類したものをいう。


ア　凶悪犯………殺人、強盗、放火、強姦（かん）（改正前の刑法第177条の強姦、同法第178条第2項の準強姦、同法第178条の2の集団強姦、同法第181条第2項の強姦致死傷及び同法第181条第3項の集団強姦致死傷をいう。）

イ　粗暴犯………暴行、傷害、脅迫、恐喝、凶器準備集合

ウ　窃盗犯………窃盗


エ　知能犯………詐欺、横領（占有離脱物横領を除く。）、偽造、汚職、背任、「公職にある者等のあっせん行為による利得等の処罰に関する法律」に規定する罪

オ　風俗犯………賭博、わいせつ


カ　その他の刑法犯………公務執行妨害、住居侵入、逮捕監禁、器物損壊等上記に掲げるもの以外の刑法犯

2（1）　非行少年………犯罪少年、触法少年、ぐ犯少年をいう。


ア　犯罪少年………犯罪行為をした14歳以上20歳未満の者（少年法第3条第1項第1号）

　・　刑法犯少年………犯罪少年のうち刑法犯で警察に検挙された者


イ　触法少年………刑罰法令に触れる行為をした14歳未満の者（少年法第3条第1項第2号）


ウ　ぐ犯少年………刑罰法令に該当しないぐ犯事由があって、将来、罪を犯し、又は刑罰法令に触れる行為をするおそれのある20歳未満の者（少年法第3条第1項第3号）


（2）　不良行為少年………非行少年には該当しないが、飲酒、喫煙、家出等を行って警察に補導された20歳未満の者をいう。


3　　　交通事故………道路交通法第2条第1項第1号に規定する道路において、車両等及び列車の交通によって起こされた事故で、人の死亡又は負傷を伴うもの（人身事故）をいう。


4（1）　認知件数………警察において発生を認知した事件の数をいう。


（2）　検挙件数………刑法犯において警察で検挙した事件の数をいい、特に断りのない限り、解決事件の件数を含む。


（3）　検挙率………認知件数に対する検挙件数の割合を次のとおり計算して百分比で表したものをいう。

（　検挙件数（当該年の前年以前の認知事件の検挙を含む。）　/　当該年の認知件数　）　×　100


　　　なお、検挙件数には、当該年の前年以前の認知事件の検挙が含まれることから、検挙率が100％を超える場合がある。

（4）　未遂罪及び予備罪は、それぞれの既遂の罪に含めている。


（5）　昭和47年以前の各種数値については、特に断りのない限り、47年5月14日以前の沖縄県該当分の数を含んでいない。


（6）　統計、図表その他の計数資料は、特に断りのない限り、警察庁の調査等に基づくものである。

（7）　図表の増減欄における「△」印は、減少を示す。


（8）　統計図表中の構成比等は、四捨五入してあるため総計が必ずしも100.0にならない場合がある。


（9）　平成元年の各種数値については、特に断りのない限り、昭和64年1月1日から1月7日までの数を含む。


（10）　被疑者等の国籍等において、「中国」は「中国（台湾）」及び「中国（香港等）」を含まず、「中国（台湾）」は中国の国籍を有する者のうち、台湾に本籍又は生活の本拠を有し、在タイ王国日本大使館による査証シールが貼付されている台湾の権限ある機関が発行した旅券を所持する者等を、「中国（香港等）」は中国の国籍を有する者のうち、香港特別行政区若しくはマカオ特別行政区の政府が発行した旅券又は中国、香港特別行政区若しくはマカオ特別行政区以外の政府（シンガポール、マレーシア等）が発行した身分証明書等を所持する者等をいう。

※　本白書に記載した地図は、我が国の領土を網羅的に記したものではありません。

※　警察庁ウェブサイト（https://www.npa.go.jp/hakusyo/h29/data.html）に、本白書に掲載している統計以外の各種統計を掲載しています。











第1部　特集・トピックス

特集　交通安全対策の歩みと展望

特集に当たって

本年の警察白書の特集テーマは、「交通安全対策の歩みと展望」です。


交通事故は、国民の生命、身体及び財産に重大な被害を与えるものであり、警察では、交通事故の被害から国民を守るため、関係機関・団体等と共に交通安全対策に取り組んでいます。


これまでの累次にわたる道路交通法の改正、交通安全教育の充実、交通安全施設等の整備、交通指導取締りの推進等の警察の取組に加え、関係機関において必要な対策が講じられてきたことや、政府のみならず、国民一人一人が交通事故防止に向けて積極的に取り組んできたことによって、交通事故死者数が年間1万人を超えて「交通戦争」と称された時期に比べて、大幅に状況が改善されました。


しかしながら、今なお多くの尊い命が交通事故で失われていることには変わりなく、近年では、高齢者人口の増加等を背景として、交通事故死者数の減少幅が縮小する傾向にあるなど、交通事故情勢は依然として厳しい状況にあります。


こうした中、平成28年3月に作成された第10次交通安全基本計画においては、政府として、「人優先」の交通安全思想の下、究極的には交通事故のない社会を目指しつつ、「平成32年までに24時間死者数を2,500人以下とし、世界一安全な道路交通を実現する」という目標を掲げ、交通安全対策を一層強力に推進することとされました。この目標を達成するためには、従来の施策の深化はもとより、あらゆる知見を積極的に取り入れた新たな時代における対策が求められています。


こうした対策を企画・立案する上で前提となるのが交通事故分析であり、高度かつ精緻な分析を行い、その結果に基づき、地域の実情を踏まえたきめ細かな交通事故防止対策を実施するとともに、その効果を検証し、検証結果を次の対策に反映する、いわゆるPDCAサイクルにより、交通事故防止対策を一層効果的かつ効率的に推進していかなければなりません。


また、交通事故死者数全体に占める高齢者の割合と共に、交通死亡事故件数全体に占める高齢運転者によるものの割合も増加しており、超高齢社会が到来した我が国において、その対策は喫緊の課題となっています。


さらに、近年、国内外において、自動運転に関する技術開発が進展しており、更なる交通事故防止を図り、交通事故のない社会を実現するためには、交通安全の確保に資する先端技術の普及活用を促進していくことが極めて重要です。

この特集では、まず第1節で交通事故情勢の推移を概観しつつ、交通事故の現状と交通安全対策における新たな目標について紹介し、第2節でこれまでの交通安全対策の変遷を振り返り、第3節で安全かつ快適な交通の確保に向けた警察の取組について紹介します。そして、第4節で今後の交通安全対策の展望について記述します。


悲惨な交通事故を根絶するためには、警察による取組だけでは十分ではなく、関係機関・団体等はもとより、国民一人一人の理解と協力を得て、社会が一丸となって交通安全対策を推進することが不可欠です。この特集が、国民の皆様の警察の取組に対する理解を深めるとともに、今後の交通安全対策について考える一助となれば幸いです。











第1節　交通事故の現状

1　交通事故情勢の推移


我が国では、戦後のモータリゼーションの急速な進展に対して、道路の整備が十分に進んでおらず、信号機や道路標識を始めとする交通安全施設等が不足していたことなどを背景として、昭和30年代から交通事故が激増し、交通戦争と称される深刻な状況となり、45年には死者数（注）が1万6,765人でピークとなった。


その後、総合的な交通安全対策の推進によって、死者数は一旦減少したが、国民皆免許時代と称されるように運転免許保有者数及び自動車保有台数が年々着実に増加を続ける一方、交通警察官の増員や交通安全施設等の整備等を推進するための予算を十分に措置できなくなったことなどを背景として、55年に死者数が増加に転じ、63年には再び1万人を超え、第二次交通戦争と称される状況となった。


平成4年には死者数が1万1,452人で第2のピークとなり、その後は交通安全対策の強化によって死者数は減少傾向にあるが、近年では、高齢者人口の増加等を背景として、死者数の減少幅が縮小する傾向にある。27年中の死者数は4,117人で、15年ぶりに前年より増加したものの、28年中は3,904人で、昭和24年以来67年ぶりに3千人台となった。

注：交通事故発生から24時間以内に死亡した人数

　
図表特-1　交通事故発生件数・負傷者数の推移（昭和23～平成28年）

[image: 図表特-1　交通事故発生件数・負傷者数の推移（昭和23～平成28年）]

　
図表特-2　死者数の推移（昭和23～平成28年）

[image: 図表特-2　死者数の推移（昭和23～平成28年）]

　
図表特-3　人口10万人当たり死者数の推移（昭和23～平成28年）

[image: 図表特-3　人口10万人当たり死者数の推移（昭和23～平成28年）]

　
図表特-4　運転免許保有者数の推移（昭和44～平成28年）

[image: 図表特-4　運転免許保有者数の推移（昭和44～平成28年）]

　
図表特-5　自動車保有台数の推移（昭和23～平成28年）

[image: 図表特-5　自動車保有台数の推移（昭和23～平成28年）]











2　交通事故の発生状況

（1）概況


平成28年中の交通事故発生件数及び負傷者数は、12年連続で減少した（注1）。


19年と比較して、28年中の死者数は32.6％減少し、また、28年中の65歳以上の死者数は22.2％、人口10万人当たり死者数は38.9％減少したが（注2）、65歳以上は全年齢層の約2倍の水準で推移しており、死者数全体に占める65歳以上の割合は24年以降増加し、28年中は54.8％を占め、過去最高を記録した。


人口10万人当たり30日以内死者数（注3）の諸外国との比較は、図表特-8のとおりである。

注1：2頁（図表特-1）参照

注2：3頁（図表特-2及び特-3）参照

注3：交通事故発生から30日以内（交通事故発生日を初日とする。）の死者数

　
図表特-6　交通事故の概況（平成28年）

[image: 図表特-6　交通事故の概況（平成28年）]

　
図表特-7　死者数全体に占める65歳以上の割合（平成19～28年）

[image: 図表特-7　死者数全体に占める65歳以上の割合（平成19～28年）]

　

図表特-8　人口10万人当たり30日以内死者数の諸外国との比較（平成27年（2015年））

[image: 図表特-8　人口10万人当たり30日以内死者数の諸外国との比較（平成27年（2015年））]

（2）状態別・類型別の特徴

状態別人口10万人当たり死者数をみると、歩行中及び自動車乗車中が多い。


また、類型別人口10万人当たり死亡事故件数をみると、正面衝突等（注）、横断中及び出会い頭衝突が多い。

注：正面衝突、路外逸脱又は工作物衝突

　
図表特-9　状態別人口10万人当たり死者数の推移（平成19～28年）

[image: 図表特-9　状態別人口10万人当たり死者数の推移（平成19～28年）]

　
図表特-10　類型別人口10万人当たり死亡事故件数の推移（平成19～28年）

[image: 図表特-10　類型別人口10万人当たり死亡事故件数の推移（平成19～28年）]

（3）自動車乗車中死者


自動車乗車中の座席別死者指数をみると、運転者席及び助手席は大幅な減少傾向にあり、後部座席等（注1）も減少傾向にあるが、その減少率は小さい。


また、平成28年中の自動車乗車中死者のうちシートベルト非着用者の割合をみると、後部座席等は57.0％と、運転者席の41.2％及び助手席の27.1％に比べて高い。28年中のシートベルト着用・非着用別の致死率（注2）をみると、非着用時は着用時の約14.5倍である。

注1：普通車の後部座席、バス車両の座席等

注2：死傷者数に占める死者数の割合

　
図表特-11　自動車乗車中の座席別死者指数の推移（平成19～28年）

[image: 図表特-11　自動車乗車中の座席別死者指数の推移（平成19～28年）]

　
図表特-12　シートベルト着用・非着用別致死率（平成28年）

[image: 図表特-12　シートベルト着用・非着用別致死率（平成28年）]

（4）歩行中・自転車乗用中死者


歩行中死者数及び自転車乗用中死者数は、いずれも減少傾向にあるが、法令違反があった死者の割合は、いずれも高い水準で推移している。

　
図表特-13　歩行中死者数の推移（平成19～28年）

[image: 図表特-13　歩行中死者数の推移（平成19～28年）]

　
図表特-14　自転車乗用中死者数の推移（平成19～28年）

[image: 図表特-14　自転車乗用中死者数の推移（平成19～28年）]











3　交通事故の分析

（1）正面衝突等死亡事故


正面衝突等死亡事故は、約8割が単路（注1）において発生しており、このうち直線区間及び左右カーブ区間のそれぞれで約半数ずつ発生している。


単路での正面衝突等死亡事故は、昼夜間ともに、65歳以上の高齢運転者は直線区間におけるものの割合が、65歳未満の運転者は左右カーブ区間におけるものの割合が相対的に高い。

この要因として、危険認知速度（注2）や人的要因の分析から、


・　65歳以上の高齢運転者は、操作不適や漫然運転等により直線区間において死亡事故を起こしている可能性が高いこと


・　65歳未満の運転者は、速度超過により左右カーブ区間において死亡事故を起こしている可能性が高いこと

が考えられる。

注1：交差点、交差点付近、踏切等を除く道路形状

注2：運転者が相手方車両、人、物件等を認め、危険を認知した時点（ブレーキやハンドル操作等の事故回避行動をとる直前）の速度

　
図表特-15　正面衝突等死亡事故の内訳（平成28年）

[image: 図表特-15　正面衝突等死亡事故の内訳（平成28年）]

（2）横断中死亡事故


横断中死亡事故は、5割が交差点において、約3割が単路において発生している。また、交差点における死亡事故では、車両が直進中に多く発生しており、特に夜間では、その割合が高い。


さらに、交差点及び単路のいずれにおいても、夜間、横断中の歩行者が左方向から進行する車両と衝突する死亡事故が多く、特に高齢者が当該事故に遭うことが多い。

　
図表特-16　横断中死亡事故のイメージ

[image: 図表特-16　横断中死亡事故のイメージ]

夜間に高齢者がこのような事故に遭うことが多い要因として、高齢歩行者には、


・　安全に横断するためには、右方向から進行する車両との距離よりも左方向から進行する車両との距離を十分に確保する必要があるにもかかわらず、横断可能と判断する距離を左右同じと認識してしまう

・　安全確認から横断開始までに1、2秒の時間を要してしまう

・　横断中は左右を確認しない

との傾向がみられることや、特に夜間は車両運転者による歩行者の発見が遅れることなどが考えられる。

　

図表特-17　歩行者に対する車両進行方向別の横断中死亡事故件数の内訳（平成28年）

[image: 図表特-17　歩行者に対する車両進行方向別の横断中死亡事故件数の内訳（平成28年）]

（3）出会い頭衝突死亡事故


出会い頭衝突死亡事故は、自動車対自転車によるものが最も多く、その大半は交差点において相互の車両が直進中に発生している。特に、自転車が交差点を直進中に左方向から進行する自動車と衝突する死亡事故が多く、夜間では、高齢者の方が、より当該事故に遭う割合が高くなるなど、横断中死亡事故の歩行者と同様の傾向がある。

このような形態の事故が多い要因として、

・　自転車の信号無視や一時不停止等の法令違反が多いこと


・　自動車の運転者が左方向から進行してくる車両に気を取られることやフロントピラー等が死角となることなどにより、右方向から進行してくる自転車に気付くのが遅れること

などが考えられる。

　
図表特-18　出会い頭衝突死亡事故のイメージ

[image: 図表特-18　出会い頭衝突死亡事故のイメージ]

　

図表特-19　交差点における昼夜間別の出会い頭衝突死亡事故件数の内訳（平成28年）

[image: 図表特-19　交差点における昼夜間別の出会い頭衝突死亡事故件数の内訳（平成28年）]

（4）飲酒死亡事故


飲酒死亡事故は、飲酒運転に対する取締りの強化や罰則の引上げ等によって大幅に減少したが、近年、その減少幅が縮小しており、平成28年中は213件で、6年ぶりに前年より増加した。

飲酒死亡事故は、

・　飲食店だけでなく、自宅で飲酒して死亡事故を起こすものが多いこと

・　車両単独事故によるものが多いこと


・　飲酒直後から1時間経過するまでの時間帯のものが多いが、飲酒終了から一定時間経過後のものも発生していること

などが明らかとなっている。

　
図表特-20　飲酒死亡事故件数の推移（平成9～28年）

[image: 図表特-20　飲酒死亡事故件数の推移（平成9～28年）]

　
図表特-21　飲酒死亡事故の運転者の飲酒場所別割合（平成28年）

[image: 図表特-21　飲酒死亡事故の運転者の飲酒場所別割合（平成28年）]

　

図表特-22　運転者の飲酒終了から飲酒死亡事故発生までの経過時間別割合（平成28年）

[image: 図表特-22　運転者の飲酒終了から飲酒死亡事故発生までの経過時間別割合（平成28年）]

（5）子供の交通事故


平成28年中の15歳以下の子供の死者数は74人であり、これを状態別にみると、歩行中が44.6％、自転車乗用中が23.0％を占めている。


24年から28年までの期間において人口10万人当たり死傷者数を年齢別にみると、歩行中は7歳が、自転車乗用中は16歳が、それぞれ突出して多い。また、小学生の歩行中事故は横断中と飛出しが、中学生・高校生の自転車乗用中事故は出会い頭衝突が、それぞれ多く、いずれも新年度の開始から夏休みにかけての間及び秋に発生するものが多い。

　

図表特-23　年齢別人口10万人当たり歩行中死傷者数（平成24～28年の平均）

[image: 図表特-23　年齢別人口10万人当たり歩行中死傷者数（平成24～28年の平均）]

　

図表特-24　年齢別人口10万人当たり自転車乗用中死傷者数（平成24～28年の平均）

[image: 図表特-24　年齢別人口10万人当たり自転車乗用中死傷者数（平成24～28年の平均）]

（6）高齢運転者による死亡事故


75歳以上の自動車等（注1）の運転者による死亡事故件数は、近年、横ばいで推移しているが、死亡事故件数全体が減少傾向にあるため、その占める割合は増加している。


平成28年中の第1当事者（注2）の年齢層別運転免許人口10万人当たり死亡事故件数をみると、75歳以上の運転者によるものは8.9件と、75歳未満の運転者によるものに比べて2倍以上多い。

注1：自動車、自動二輪車及び原動機付自転車

注2：交通事故の当事者のうち最も過失が重い者

　

図表特-25　75歳以上の自動車等の運転者による死亡事故件数等の推移（平成19～28年）

[image: 図表特-25　75歳以上の自動車等の運転者による死亡事故件数等の推移（平成19～28年）]

　

図表特-26　自動車等の運転者（第1当事者）の年齢層別運転免許人口10万人当たり死亡事故件数（平成28年）

[image: 図表特-26　自動車等の運転者（第1当事者）の年齢層別運転免許人口10万人当たり死亡事故件数（平成28年）]

28年中の75歳以上の自動車等の運転者による死亡事故は、

・　約8割が昼間に、98.0％が一般道路で発生していること


・　類型別では、工作物衝突、出会い頭衝突、正面衝突の順に多く発生しており、75歳未満の運転者によるものに比べ、車両単独の占める割合が高いこと


・　人的要因別では、操作不適が最も多く、75歳未満の運転者によるものに比べ、ブレーキとアクセルの踏み違いの占める割合が高いこと

などが明らかとなっている。

　

図表特-27　自動車等の運転者（第1当事者）の類型別死亡事故件数の内訳（平成28年）

[image: 図表特-27　自動車等の運転者（第1当事者）の類型別死亡事故件数の内訳（平成28年）]

　

図表特-28　自動車等の運転者（第1当事者）の人的要因別死亡事故件数の内訳（平成28年）

[image: 図表特-28　自動車等の運転者（第1当事者）の人的要因別死亡事故件数の内訳（平成28年）]











4　交通安全対策における新たな目標

（1）第10次交通安全基本計画の作成に至る経緯


我が国では、戦後、自動車交通の急成長期を迎え、交通事故が激増する中、交通安全対策は、行政各分野が協力して取り組むべき重要な政策課題と位置付けられ、昭和30年の内閣官房長官を本部長とする交通事故防止対策本部の設置等（注）を経て、45年には、交通安全対策基本法が制定されるとともに、同法に基づき内閣総理大臣を会長とする中央交通安全対策会議が設置された。


交通安全基本計画は、46年以降5年ごとに同会議において作成されており、基本理念、基本的考え方、目標及び対策によって構成されている。これまでの各計画における道路交通に関する目標値等は、図表特-29のとおりである。


平成18年度から22年度までの間を計画期間とした第8次交通安全基本計画では、22年までに死者数を5,500人以下にするという目標が掲げられていたところ、その目標を20年に達成し、21年に公表された内閣総理大臣（中央交通安全対策会議会長）の談話において、21年以降10年間を目途に、更に死者数を半減させる決意が示され、政府として、30年を目途に死者数を2,500人以下にするという目標が掲げられた。


また、23年度から27年度までの間を計画期間とした第9次交通安全基本計画では、27年までに死者数を3,000人以下にするという目標が掲げられたが、27年中の死者数は4,117人となり、目標を達成するに至らなかった。


こうした中、内閣府が実施した同計画の政策評価、意見公募手続、公聴会における国民からの意見・要望等を踏まえ、今後の道路交通安全に関する基本政策について検討が進められ、28年3月、第10次交通安全基本計画が作成された。

注：35年には、同本部が発展的に解消され、新たに交通対策本部が設置された。

　
図表特-29　これまでの交通安全基本計画の目標値等

[image: 図表特-29　これまでの交通安全基本計画の目標値等]

（2）第10次交通安全基本計画の概要

①　基本理念


「人優先」の交通安全思想を基本とし、究極的には交通事故のない社会を目指しつつ、交通安全対策を一層強力に推進していくほか、あらゆる知見を積極的に取り入れ、交通安全の確保に資する先端技術の普及活用を促進するとともに、新たな技術の研究開発にも積極的に取り組んでいくことが、基本理念として掲げられた。

②　目標


交通事故のない社会を実現するという究極の目標を一朝一夕に達成することは困難であると考えられることから、計画期間である平成32年までに、年間の死者数を2,500人以下にすることを目指すものとされた。また、交通事故そのものの減少や死傷者数の減少にも一層積極的に取り組み、32年までに、年間の死傷者数を50万人以下にすることを目指すものとされた。

③　対策


従来の交通安全対策を基本としつつ、社会経済情勢、交通情勢の変化等に対応し、また、実際に発生した交通事故に関する情報の収集・分析を充実し、より効果的な対策への改善を図るとともに、有効性が見込まれる新たな対策を推進するものとされた。


対策の実施に当たっては、図表特-30のとおり、「交通事故による被害を減らすために重点的に対応すべき対象」及び「交通事故が起きにくい環境をつくるために重視すべき事項」という視点を明確にした上で、「道路交通環境の整備」、「交通安全思想の普及徹底」等を柱として、交通安全対策を実施するものとされた。

　
図表特-30　第10次交通安全基本計画の概要

[image: 図表特-30　第10次交通安全基本計画の概要]











第2節　交通安全対策の歩み

（1）交通安全対策の基本的枠組みの形成

①　道路交通取締法の制定等


戦後の道路交通の混乱に対処するため、昭和22年、「道路における危険防止及びその他の交通の安全を図ること」を目的とした道路交通取締法が制定され、道路交通の基本的なルールが定められた。


同法の制定当初は、歩行者も車馬と同様に左側通行が原則であったところ、歩車道の分離が十分でない中、通行方法をより安全で合理的なものとするため、24年の同法の一部改正により、「人は右、車は左」という対面交通が採用された。

②　道路交通法の制定等


道路交通取締法は、変貌する道路交通の実態に対応しきれず、規定の不備等も指摘されるようになり（注）、35年、同法が廃止され、新たに「道路における危険を防止し、交通の安全と円滑を図ること」を目的とした道路交通法が制定された。


以後、その時々の交通情勢に応じ、累次の法令改正が行われており、45年には、同法の目的に「道路の交通に起因する障害の防止」が加えられ、自動車交通による大気汚染、騒音、振動等の交通公害の防止のための交通規制が行えるようになった。


注：歩行者・自動車の通行方法や自動車の運転者の義務等に関する規定が十分でなかったほか、政令への委任の範囲が広く、国民の権利や自由の制限に関わる規定が少なからず政令で規定されているなどの問題があった。

③　交通安全基本計画の作成等


45年、交通安全対策基本法が制定されるとともに、同法に基づき内閣総理大臣を会長とする中央交通安全対策会議が設置された。


46年度以降、同会議において作成される交通安全基本計画に基づき、交通安全対策が総合的かつ計画的に推進されることとなった（注）。

注：10頁参照


コラム　交通事故被害者の遺族の声

「悔しさと悲しみを抱いて～あまりにも理不尽な息子の死～」（注）

加害者は29歳の大手運送会社の運転手でした。


飲酒した上、速度オーバー、前方不注意で、バイクに乗った20歳の息子を跳ね飛ばし、26メートル先の地面にたたき付けたのです。バイクは息子が倒れていた位置から33.5メートルも引きずられて大破していたと捜査書類にあります。


救急病院のICUで、酸素マスクを当てられて、変わり果てた姿で横たわる息子。耳から血を流しながら意識がありません。頭が混乱して現実を受け取れません。

「だーい、ここで死んでどうするん！まだまだやりたいことがいっぱいあるやろ！」


横たわる息子の耳元で叫んでも何の反応もありません。輸血をしても血圧が上がらない。ぬくもりのある足をさすり続けることしかできません。電気ショックもむなしく、息子は、10時間後に息を引き取りました。

我が子が目の前で死ぬ、という光景を想像してみてください。残酷で…地獄で…正気を失いそうでした。


早朝に元気な足音を残して新聞配達に出掛けて行った子が、午後には遺体になって帰って来るというのですから、あまりにも惨（むご）すぎて、嗚咽（おえつ）を漏らしながらの帰宅でした。


斎場に向かうという日の朝、息子の部屋の襖（ふすま）を開けると、彼の匂いが充満していました。気丈にしていた気持ちがプツリと切れた瞬間です。

「だーい、ごめんね。ごめんね」

息子に取りすがって声を放って泣いても、とめどもなく涙があふれて止まりません。

ハンドルを握る人全てが、命に想いを寄せて、安全運転に徹してほしいと心から願っています。


注：平成28年12月中、福岡県警察において、交通指導取締りの際に違反者に手渡し、交通事故の悲惨さを訴えて交通安全意識の醸成を図るために作成された資料に掲載された手記。なお、掲載に当たって一部改稿した。



（2）第一次交通戦争と警察の取組


我が国の自動車交通は、昭和30年代に入り、急成長期を迎えた。それまでの自動車交通の中心は貨物自動車であったが、30年代には自動二輪車を中心として、40年代には乗用自動車を中心として増加した自動車保有台数（注1）は、45年には約1,859万台と、30年に比べて約13倍に増加したほか、運転免許保有者数（注2）や自動車走行キロも大幅に増加を続けた。


また、これと並行して道路整備も進み、44年には道路実延長が100万キロメートルを超えたほか、高速自動車国道供用距離も増加を続け、40年には名神高速道路が、44年には東名高速道路が全線開通することとなった。


自動車交通の急成長は、社会経済の発達と国民生活の向上に大きく寄与した一方で、交通事故も急増したことから、交通戦争と称されるようになり、45年には死者数（注3）が1万6,765人でピークとなった。


この間の死者数を状態別にみると、図表特-31のとおり、歩行中と自動車乗車中の死者が増加しており、死亡事故件数を類型別にみると、図表特-32のとおり、正面衝突等や横断中の死亡事故が増加している。これは、自動車保有台数の増加や道路整備により自動車走行キロが増加する中、自動車乗車中の重大事故も増加したことや、当時、信号機等の整備が十分ではなく、道路横断中の歩行者が死亡する事故が増加したことによるものと考えられる。

注1：3頁（図表特-5）参照

注2：3頁（図表特-4）参照

注3：3頁（図表特-2）参照

　
図表特-31　状態別死者数の推移（昭和39～平成28年）

[image: 図表特-31　状態別死者数の推移（昭和39～平成28年）]

　
図表特-32　類型別死亡事故件数の推移（昭和39～平成28年）

[image: 図表特-32　類型別死亡事故件数の推移（昭和39～平成28年）]


20年代後半から50年代初めにかけて警察が重点的に取り組んだ交通安全対策の概要は、次のとおりである。

①　交通違反に対する取締りの強化


重大な交通事故の多くは運転者の無謀な運転行動により発生するとの考え方に基づき、20年代後半から運転者の交通違反に対する取締りを強化し、30年代以降、白バイ及びパトカーの大幅増強等により取締りの体制を充実させた。特に、47年から49年にかけて、交通警察官を全国で約9,000人増員したことにより、取締りの執行力が高まった。


また、42年の道路交通法の一部改正により、大量に発生する交通違反を刑事手続を経ずに処理することができるよう、交通反則通告制度（注）が新設された。


さらに、40年代後半以降、暴走族による一般通行者に多大な危険・迷惑を及ぼす暴走行為や暴走族同士の対立抗争事件の多発等が社会問題となったことから、53年には、共同危険行為等が禁止・処罰されることとなった。


注：道路交通法に違反する行為について罰則を存置しながら、車両等の運転者が行った違反のうち、比較的軽微であって、現認・明白・定型のものを反則行為とし、反則行為をした者（一定の者を除く。）に対しては、行政上の手続として警視総監又は道府県警察本部長が定額の反則金の納付を通告し、その通告を受けた者が反則金を任意に納付したときは、その反則行為に係る事件について公訴が提起されないが、一定期間内に反則金を納付しなかったときは、本来の刑事手続が進行することを内容とするもの

②　交通安全施設等の整備


歩行者等が安全に通行することができる交通環境を整えることが重要であるとの考え方に基づき、41年の「第1次交通安全施設等整備事業三箇年計画」の策定以降、道路管理者による歩道、ガードレール等の整備と協調しながら、信号機や道路標識を始めとする交通安全施設等の整備を推進した。


また、信号機や可変式道路標識の増加に伴い、46年から、交通情報の収集、信号機の制御等を一体的かつ有機的に行う交通管制センターの整備を始めた。

③　交通安全教育の推進


歩行中の子供が犠牲となる痛ましい交通事故が続発する中、歩行者が、正しい通行方法を始め、交通事故の危険から身を守るための知識や技能を習得することが重要であるとの考え方に基づき、30年代半ばから、交通指導員、学校関係者等と連携し、子供に対する交通安全教育を強力に推進した。45年には、新たな制度として、歩行者の通行の安全の確保等を任務とする交通巡視員が各都道府県警察に置かれることとなり、通学・通園中の児童・幼児の誘導や小学校等における交通安全教育に携わるようになった。


また、46年には、交通安全に関する知識の普及を図るため、国家公安委員会が交通の方法に関する教則を作成・公表することとされ、47年に国家公安委員会告示として公示された。

　
[image: 子供に対する交通安全教育（昭和40年代）]

子供に対する交通安全教育（昭和40年代）

（3）第二次交通戦争と警察の取組


昭和45年をピークに減少し始めた死者数（注1）は、55年に増加に転じ、63年には再び1万人を超え、第二次交通戦争と称される状況となり、平成4年には1万1,452人を記録した。


この間、自動車保有台数（注2）は、増加率が徐々に低下したものの、引き続き増加を続けたほか、自動車走行キロも増加を続けた。また、貨物自動車や自動二輪車が中心であった自動車交通は、昭和50年代に入ると、乗用自動車が中心となった。さらに、運転免許保有者数（注3）も増加を続けた。


この間の死者数を状態別（注4）にみると、特に自動車乗車中の死者が増加しており、死亡事故件数を類型別（注5）にみると、正面衝突等の死亡事故が増加している。また、63年以降、図表特-34のとおり、自動車乗車中の若者（注6）の死者が急増しており、その一因として、第二次ベビーブーム世代の者が運転免許取得年齢に達し、運転技能が十分ではない若者の運転免許保有者数が増加したことがあるものと考えられる。

注1：3頁（図表特-2）参照

注2：3頁（図表特-5）参照

注3：3頁（図表特-4）参照

注4：13頁（図表特-31）参照

注5：13頁（図表特-32）参照

注6：16歳以上24歳以下の者

　
図表特-33　年齢層別死者数の推移（昭和42～平成28年）

[image: 図表特-33　年齢層別死者数の推移（昭和42～平成28年）]

　
図表特-34　年齢層別自動車乗車中死者数の推移（昭和53～平成28年）

[image: 図表特-34　年齢層別自動車乗車中死者数の推移（昭和53～平成28年）]


50年代半ばから平成10年代にかけて警察が重点的に取り組んだ交通安全対策の概要は、次のとおりである。

①　運転者教育の充実


国民皆免許時代と称される状況において、自らの意思で安全運転を励行する運転者を育成することが重要であるとの考え方に基づき、運転者に自己の心理的・性格的特性や運転技能の特性に由来する危険性を自覚させたり、危険の予測や回避について理解を深めさせたりするための教育手法を開発し、それを活用した各種の講習制度を導入した。


昭和50年代には、運転免許証の更新時の講習を見直し、運転免許の種別や年齢に応じた学級編成を推進するとともに、更新者の心理的・性格的特性を検査して本人に自覚させるなどの教育手法の導入を図った。

61年には、一定の違反行為をした初心運転者に特別な講習を受講させる制度を導入した。


平成6年には、運転免許証の取得時に、危険予測能力等を修得させるための講習を受講させる制度を導入し、運転シミュレーターを活用するなど、更に教育効果の向上を図った。


10年には、運転免許証の更新期間が満了する日における年齢が75歳以上の者に対して、運転免許証の更新時に高齢者講習（注）が義務付けられ、14年には、その受講対象者について、同年齢が70歳以上の者に拡大された。


注：安全運転に必要な知識等に関する講義のほか、自動車等の運転及び動体視力等の検査を通じ、受講者に自らの身体機能の変化を自覚させた上で、その結果に基づく助言・指導を行うことを内容とするもの

　
[image: 運転シミュレーターを活用した講習]

運転シミュレーターを活用した講習

②　運転免許制度の充実


2年には、技能及び知識が十分に定着していない運転者を矯正することを目的として、初心運転者期間制度が導入され、この期間に一定の違反行為をした者は、講習又は再試験を受けなければならず、再試験に合格しなければ運転免許を取り消されることとなった。


一方、6年には、優良運転者の優遇措置が講じられ、運転免許証の有効期間が3年間から5年間に延長されるとともに、運転免許証には優良運転者である旨が記載されることとなった。


また、貨物自動車の大型化に運転者の知識や技能が追い付いていなかったことなどを背景として、貨物自動車の死亡事故が頻発していた状況を踏まえ、16年の道路交通法の一部改正により、車両総重量が5トン以上11トン未満の自動車に対応した中型免許が新設された（注）。


注：貨物自動車に係る交通事故防止対策の推進を図るための規定の整備等を内容とする27年の道路交通法の一部を改正する法律による準中型免許の新設については、33頁参照

③　被害軽減対策


死者数が増加に転じたことを踏まえ、交通事故が発生した際の被害を最小限に抑えるための被害軽減対策を積極的に講じた。


自動二輪車乗車中のヘルメット着用については、昭和40年に高速道路において、47年に最高速度が40キロメートル毎時以上とされている道路において順次義務化されていたところ、53年には、全ての道路において義務化された。また、原動機付自転車乗車中のヘルメット着用については、61年に義務化された。


自動車乗車中のシートベルト着用については、46年に高速道路において努力義務とされていたところ、60年に全ての道路において運転者及び助手席同乗者に対して義務化された。また、同年から高速道路における運転者に係る義務違反に対して、61年から全ての道路における運転者及び助手席同乗者に係る義務違反に対して、それぞれ運転者に行政処分点数が付されることとされた。さらに、平成19年の道路交通法の一部改正により、後部座席同乗者のシートベルト着用が義務付けられ、20年から高速道路における違反に対して、運転者に行政処分点数が付されることとされた。

6歳未満の幼児を同乗させる際のチャイルドシートの使用は、12年に義務化された。

④　悪質・危険運転者対策の強化


最高速度違反や飲酒運転のような死亡事故につながりやすい悪質・危険な運転行為に対しては、長年にわたり、取締りを強化するとともに、罰則の引上げ、行政処分の強化等の対策を講じてきた。


しかしながら、11年には、東名高速道路で飲酒運転のトラックに追突された乗用車が炎上して幼児2人が死亡した交通事故が発生するなど、悪質・危険な運転行為による交通事故が後を絶たず、厳罰化を求める声が高まってきたことも踏まえ、14年に飲酒運転、過労運転、無免許運転等に対する罰則や違反行為に付する行政処分点数の引上げ等を行った。また、13年の刑法の一部改正では、危険運転致死傷罪が新設され、飲酒の影響により正常な運転が困難な状態で自動車を運転し、人を死傷させた者等に対して、より厳しい罰則が適用されることとなった。


さらに、18年には、福岡県で飲酒運転の乗用車に追突された乗用車が橋の下の海中に転落して幼児3人が死亡した交通事故の発生等を契機として、国民の飲酒運転根絶気運が一層高まり、19年に飲酒運転を助長する行為（注）を直罰化するとともに、飲酒運転に対する罰則を更に引き上げた。また、同年の刑法の一部改正では、それまで業務上過失致死傷罪等が適用されていた自動車運転による死傷事故について、交通事故事件の実態に即した適正な科刑を実現するため、自動車運転過失致死傷罪が新設された。

注：車両等提供、酒類提供及び要求・依頼しての同乗

　
[image: 飲酒運転根絶の広報啓発用リーフレット]

飲酒運転根絶の広報啓発用リーフレット

⑤　違法駐車対策の推進


違法駐車は、交通事故を誘発させ、交通渋滞を悪化させる要因となるほか、地域住民の生活環境を害することから、対策が求められていた一方、その大半は、運転者が車両を離れているため、違反者を特定することが困難であるという問題があるほか、大量の違反に見合うだけの警察力を違法駐車の取締りに振り向けられず、その結果、不出頭者を捕捉できなかったことから、違法駐車を十分に抑止できていなかった。


そこで、16年の道路交通法の一部改正により、放置違反金制度（注1）を導入するとともに、放置車両（注2）の確認事務（注3）を民間に委託することができるようにし、違法駐車の抑止を図った。


注1：運転者に対して放置駐車違反の責任追及を行うことができないときは、都道府県公安委員会が車両の使用者に放置違反金の納付を命ずることができる制度


注2：違法駐車と認められる車両であって、その運転者がこれを離れて直ちに運転することができない状態にあるもの

注3：放置車両の確認と放置駐車確認標章の取付けに関する事務

⑥　自転車対策の推進


自転車は車両であるとの意識が徐々に薄れ、自転車の歩道通行が常態化し、自転車が関係する交通事故が増加していたことから、19年の道路交通法の一部改正により、車道通行の原則を維持しつつ、自転車が例外的に歩道通行できる要件を明確化するなどし、自転車の交通秩序の整序化を図った。

（4）近年における警察の取組


平成4年を第2のピークに減少し始めた死者数は、21年には、57年ぶりに4千人台となり、その後も減少傾向が続き、28年には、67年ぶりに3千人台となったが、高齢者人口の増加等を背景として、死者数の減少幅が縮小する傾向にある。

20年代から警察が重点的に取り組んだ交通安全対策の概要は、次のとおりである。

①　高齢運転者対策の推進

ア　認知機能検査の導入


高齢運転者に対して、自己の記憶力・判断力の状況を簡易な検査によって自覚させ、引き続き安全運転を継続することができるように支援することを目的として、21年に、運転免許証の更新期間が満了する日における年齢が75歳以上の者に対する認知機能検査が導入された。


検査の結果、認知症のおそれがあると判定され、かつ、一定期間内に信号無視等の特定の違反行為をした場合には、臨時適性検査として認知症の専門医の診断を受けなければならず、認知症と診断されると、運転免許の取消し又は停止処分がなされることとなった（注）。


注：高齢運転者対策の推進を図るための規定の整備等を内容とする27年の道路交通法の一部を改正する法律による臨時認知機能検査の導入等については、30頁参照

　
図表特-35　認知機能検査の内容

[image: 図表特-35　認知機能検査の内容]

イ　高齢運転者等専用駐車区間制度の導入


身体機能の変化が運転に影響を与えるおそれのある高齢運転者等による駐車を支援することを目的として、22年に高齢運転者等専用駐車区間制度が導入された。この制度により、道路標識により指定されている場所では、高齢者等が運転し、都道府県公安委員会が交付した標章を掲示した普通自動車に限り、駐車又は停車をすることができることとなった。

②　一定の症状を呈する病気等に係る運転者及び無免許運転への対策の推進


意識障害を伴う発作を起こす持病について、運転免許の拒否事由等に該当しないよう虚偽の申告をし、運転免許証の更新をしていた運転者による多数の死傷者を伴う交通事故が、23年には栃木県鹿沼市で、24年には京都市で、それぞれ発生した。


また、同時期には無免許運転による交通事故も相次いで発生しており、23年には名古屋市においてブラジル人による死亡ひき逃げ事件が、24年には京都府亀岡市において少年による通学中の児童等10人を死傷させる交通事故が発生した。


こうした状況を踏まえ、25年の道路交通法の一部改正により、免許を受けようとする者等に対する病気の症状に関する質問制度や、一定の症状を呈する病気等に該当する者を診断した医師による任意の届出制度等を導入するとともに、無免許運転に対する罰則の引上げ等を行った。

③　通学路における交通安全の確保


24年4月以降、登下校中の児童等が死傷する交通事故が全国で連続して発生したことを受け、通学路の危険箇所に対する具体的な交通安全対策を講ずるため、教育委員会、学校、道路管理者等と連携し、全国約2万校の公立小学校及び公立特別支援学校小学部の通学路において、約8万か所を対象とした緊急合同点検を実施し、交通安全対策を必要とする箇所として約7万5,000か所を抽出して、必要な対策を可能なものから順次推進している（注）。

注：23頁参照

④　交通事故抑止に資する取締り・速度規制等の推進


25年8月から同年12月にかけて、国家公安委員会委員長が、学識経験者、自動車評論家、関係団体の関係者等から構成される「交通事故抑止に資する取締り・速度規制等の在り方に関する懇談会」を主催し、同月、「交通事故抑止に資する取締り・速度規制等の在り方に関する提言」が取りまとめられた。同提言を踏まえた各種施策の実施により、交通事故防止に資する交通指導取締りや交通規制を推進している（注）。

注：36、42頁参照

　

図表特-36　交通事故抑止に資する取締り・速度規制等の在り方に関する提言（概要）

[image: 図表特-36　交通事故抑止に資する取締り・速度規制等の在り方に関する提言（概要）]


コラム　交通警察官の声①


第一線の交通警察官に対するアンケート（注）では、10年前と比べた業務負担の変化について、図表特-37のとおり、多くの者が交通事故捜査を中心に業務負担の増加を感じていることが明らかとなり、特に、交通事故に係る証拠収集・聞き込み等に関する業務は、「増加」又は「やや増加」と答えた者が7割を超えた。


また、交通警察官の仕事に「やりがいを感じる」と答えた者は82.9％であり、このうち、最もやりがいを感じるものとして、「交通事故の被害者や管内の住民から感謝されたとき」と答えた者は40.8％であった。


注：警察庁において、平成28年12月から29年1月にかけて、各都道府県警察のうち、交通警察官の人数が最も多い警察署に勤務している交通警察官（交通部門における勤務経験が通算10年以上である者に限る。）に対して実施したもの（636人が回答）

　
図表特-37　10年前と比べた業務負担量

[image: 図表特-37　10年前と比べた業務負担量]

　
図表特-38　最もやりがいを感じるもの

[image: 図表特-38　最もやりがいを感じるもの]













第3節　安全かつ快適な交通の確保に向けた警察の取組

1　交通事故分析の高度化・精緻化に向けた取組

（1）警察庁における取組


これまで、総合的な交通安全対策の実施により、交通事故情勢は、大幅に改善されたところであるが、近年、高齢者人口の増加等を背景として、死者数の減少幅が縮小する傾向にある。このため、発生地域、場所、形態等を詳細な情報に基づき分析し、よりきめ細かな対策を効果的かつ効率的に実施していく必要がある。


警察庁では、道路形状に交通規制、交通指導取締り等の対策や交通事故発生状況等を重ね合わせて表示させることで、これまで明らかでなかったこれらの相関を解明し、より効果的な交通安全対策の企画・立案並びに対策の効率的な実施及び効果の客観的な評価に資することを目的として、GIS（地理情報システム）を活用した交通事故分析手法の確立に向けた調査を平成26年度及び27年度に実施した。


同調査において、各都道府県警察の交通事故分析システムの構築に資するシステム要件を策定した上で、モデルシステムを用いた実証実験を行った結果、交通指導取締り、交通安全教育等の対策を重点的に実施すべき場所を効率的に絞り込むことや、対策の実施前後における交通事故発生状況を比較して対策ごとの効果検証を行うことが可能となるなど、GISの有用性が明らかになったところであり、引き続き交通事故分析の高度化・精緻化に向けた取組を推進していくこととしている。

　
図表特-39　GISのイメージ

[image: 図表特-39　GISのイメージ]

（2）都道府県警察における取組


都道府県警察では、限られた予算と人員で効果的かつ効率的な交通安全対策を推進するため、警察庁の調査結果も踏まえ、GISを活用するなどして、地域の実情に応じた交通事故分析を行っている。


また、GISを活用した交通事故分析の結果等について、都道府県警察のウェブサイトを始めとする各種媒体を通じて分かりやすく発信するなどして、地域住民が交通事故の発生状況を認識し、交通事故防止に関する意識を自ら高めることができるよう、広報啓発活動を推進している。


事例


京都府警察では、GISを活用した交通事故分析により、交通事故が多発する地域と高齢者人口が密集する地域との関係を明らかにした上で、交通指導取締りや交通安全教育等の対策を実施している。

　
[image: GISを活用した交通事故分析（京都府警察作成）]

GISを活用した交通事故分析（京都府警察作成）













2　交通安全意識の醸成

（1）交通安全教育と交通安全活動

①　交通安全教育

ア　交通安全教育指針


交通安全教育は、運転者や歩行者という「人」の危険な行動が交通事故の主な原因となっていることに着目し、道路利用者に必要な知識及び技能を修得させることにより、道路交通の場で安全な行動をとるように促すものである。


国家公安委員会は、地方公共団体、民間団体等が適切かつ効果的に交通安全教育を行うことができるようにするとともに、都道府県公安委員会が行う交通安全教育の基準とするため、交通安全教育指針を作成し、公表している。


警察では、関係機関・団体等と連携し、同指針を基準として、教育を受ける者の年齢、心身の発達段階や通行の態様に応じた体系的な交通安全教育を実施している。

イ　事業所等における交通安全教育


一定台数以上の自動車を使用する事業者等では、道路交通法の規定に基づき選任された安全運転管理者により、同指針に従って適切に交通安全教育を実施することが義務付けられており、警察では、安全運転管理者等を対象とした講習を行うなど必要な指導を行っている。

②　交通安全活動

ア　全国交通安全運動


広く国民に交通安全思想の普及と浸透を図るとともに、交通ルールの遵守と正しい交通マナーの実践を習慣付けることにより、交通事故防止の徹底を図るため、全国交通安全運動を毎年春と秋の2回実施している。


コラム　諸外国における交通安全教育


英国では、「THINK!キャンペーン」という交通安全に関する組織的なキャンペーンが展開されており、自転車利用、飲酒・薬物使用運転、疲労時の運転、携帯電話の使用等の様々なテーマに関する広報啓発のほか、教師、保護者及び生徒に対する交通安全教育の教材をインターネット上で提供することによる交通安全教育の支援が行われている。また、平成14年（2002年）から平成19年（2007年）にかけては、「カーブクラフトプログラム」という歩行者安全プログラムがパイロット事業として行われた。同プログラムは、5歳から7歳までの子供に対して「道路を横断する際の安全な場所と危険な場所を認識すること」、「駐車車両がある箇所で安全に道路を横断すること」及び「交差点を安全に横断すること」という3つの技能を実践的に習得させるものであり、地域のボランティアが、各自治体の道路安全部局のコーディネーターの支援を受け、学校付近の道路において指導に当たったもので、現在も多くの自治体において活用されている。


スペインでは、平成15年（2003年）に設立された交通安全教育センターにおいて、5歳から15歳までの子供に対する交通安全教育が行われており、同センターに併設された交通公園における自転車の実技指導等が教育プログラムに組み込まれている。

　
[image: スペインにおける交通安全教育の状況]

スペインにおける交通安全教育の状況


デンマーク、オランダ、スイス及びドイツでは、小学校において、道路の横断方法や自転車の利用方法等に関する知識及び実技についての体系的かつ実践的な交通安全教育が行われている。



イ　シートベルトの着用及びチャイルドシートの使用の徹底


平成28年に実施された全国調査（注1）では、後部座席同乗者のシートベルト着用率は、一般道路で36.0％、高速道路（注2）で71.8％にとどまり、チャイルドシートの使用率も64.2％にとどまっている。警察では、関係機関・団体等と連携し、衝突実験映像等を用いたシートベルトの着用効果を実感できる参加・体験・実践型の交通安全教育を行うほか、幼稚園・保育所等において保護者に対するチャイルドシートの正しい取付方法の指導をすることなどにより、これらの適正な着用・使用の徹底を図っている。


注1：警察庁と一般社団法人日本自動車連盟（JAF）の合同調査で、シートベルト着用率については同年10月に、チャイルドシートの使用率については同年11月に、それぞれ実施されたもの（http://www.jaf.or.jp/eco-safety/safety/data/index.htm）


注2：高速自動車国道及びこれと類似の性格や機能を有するもので国家公安委員会が指定する自動車専用道路

　
図表特-40　シートベルト着用率の推移（平成19～28年）

[image: 図表特-40　シートベルト着用率の推移（平成19～28年）]

ウ　反射材用品等の普及促進


薄暮時・夜間に歩行者及び自転車利用者が被害に遭う交通事故を防止するため、反射材用品等の視認効果、使用方法等について理解を深める参加・体験・実践型の交通安全教育や関係機関・団体と連携した広報啓発活動を実施するなど、反射材用品等の普及促進を図っている。


コラム　交通安全に関する世論調査①


交通安全に関する世論調査（注）では、信号機のない横断歩道で歩行者が待っているときの運転者の行動について、図表特-41のとおり、歩行者の安全を確保しようという意識があるものと認められた。一方、実際には横断歩道で歩行者が待っていても停止しない車が多いとも言われており、本来歩行者の保護が図られるべき横断歩道上において、歩行者が被害者となる交通事故が現に発生している。


また、運転者の進路前方に信号機のない横断歩道があることについて、横断歩道の手前に設置されている「菱形の道路標示で判断する」と答えた者は23.2％にとどまっており、警察では、指示標示「横断歩道又は自転車横断帯あり」の周知を含め、歩行者に対する保護意識の高揚を図るための交通安全教育や広報啓発活動を推進することとしている。


注：内閣府の調査で、平成28年11月17日から同月27日にかけて実施されたもの（http://survey.gov-online.go.jp/tokubetu/h28/h28-kotsu.pdf）

　
[image: 指示標示「横断歩道又は自転車横断帯あり」]

指示標示「横断歩道又は自転車横断帯あり」

　
図表特-41　信号機のない横断歩道で歩行者が待っているときの運転者の行動

[image: 図表特-41　信号機のない横断歩道で歩行者が待っているときの運転者の行動]



（2）子供の安全確保

①　子供が関係する交通事故の状況


15歳以下の子供の人口10万人当たり死者数及び死傷者数の推移をみると、いずれも全年齢層に比べて減少率が大きい。しかし、人口10万人当たり死傷者数を年齢別にみると、歩行中は7歳が突出しているなど（注）、依然として子供が関係する交通事故は多く発生している。

注：8頁参照

　
図表特-42　15歳以下の人口10万人当たり死者数の推移（平成19～28年）

[image: 図表特-42　15歳以下の人口10万人当たり死者数の推移（平成19～28年）]

　

図表特-43　15歳以下の人口10万人当たり死傷者数の推移（平成19～28年）

[image: 図表特-43　15歳以下の人口10万人当たり死傷者数の推移（平成19～28年）]

②　子供の交通事故防止対策

警察では、心身の発達段階に応じた段階的かつ体系的な交通安全教育を推進している。


幼児に対しては、交通ルールや交通マナー等道路の安全な通行に必要な基本的知識・技能を習得させるため、幼稚園・保育所等及び保護者等と連携して、紙芝居等の視聴覚教材を活用した交通安全教室等を実施している。

　
[image: 幼児に対する交通安全教室]

幼児に対する交通安全教室


児童に対しては、歩行者及び自転車利用者として必要な技能・知識を習得させるとともに、道路交通における危険を予測し、これを回避して安全に通行する意識及び能力を高めるため、小学校、PTA等と連携した交通安全教育を実施している。


中学生に対しては、自転車で安全に道路を通行するために必要な技能・知識を習得させるとともに、自己の安全だけでなく他人の安全にも配慮できるようにするため、中学校、PTA等と連携した自転車教室等を実施している。


また、警察では、通学路の定期的な合同点検等の結果を踏まえ、警察による対策が必要な箇所において、教育委員会、学校、道路管理者等と連携し、信号機や横断歩道の設置等による道路交通環境の整備、通学路の危険箇所を取り上げた具体的な交通安全教育等を推進している。

　
図表特-44　通学路における交通安全の確保に向けた取組状況

[image: 図表特-44　通学路における交通安全の確保に向けた取組状況]

（3）高齢者の安全確保

①　高齢者が関係する交通事故の状況


平成28年中の65歳以上の高齢者の死者数は2,138人であり、これを状態別にみると、歩行中が46.9％、自動車乗車中が30.1％、自転車乗用中が16.0％を占めている。また、28年中の人口10万人当たり歩行中死者数を年齢層別にみると、おおむね年齢層が高いほど多くなる傾向にある。24年から28年までの期間において横断中死者の法令違反内容をみると、年齢層が高いほど走行車両の直前・直後横断及び横断歩道以外横断が顕著に多くなるほか、信号無視も多くなる傾向にある。

　

図表特-45　年齢層別人口10万人当たり歩行中死者数の推移（平成19～28年）

[image: 図表特-45　年齢層別人口10万人当たり歩行中死者数の推移（平成19～28年）]

　

図表特-46　年齢層別人口10万人当たり横断中死者の法令違反内容の内訳（平成24～28年の合計）

[image: 図表特-46　年齢層別人口10万人当たり横断中死者の法令違反内容の内訳（平成24～28年の合計）]

②　高齢者の交通事故防止対策


警察では、運転免許を保有していない高齢者を含め、幅広く交通安全教育を受ける機会を提供するため、関係機関・団体等と連携し、交通事故が多発している交差点等における交通ルールの遵守を呼び掛ける指導や、医療機関、福祉施設等における広報啓発活動を行っているほか、加齢に伴う身体機能の変化が行動に及ぼす影響等を理解させるため、シミュレーター等の各種教育用機材を積極的に活用した参加・体験・実践型の交通安全教育を実施している。特に、高齢者については、走行車両の直前・直後横断等の法令違反に起因する死亡事故が多いという交通事故実態や、夜間に横断中、左方向から進行する車両と衝突する死亡事故が多いという交通行動の傾向等（注1）を周知するとともに、これらの知見に基づいたきめ細かな交通安全教育を実施している。

　
[image: 参加・体験・実践型の交通安全教育]

参加・体験・実践型の交通安全教育


また、交通事故の多い薄暮時における高齢者の保護・誘導活動、明るい目立つ色の衣服の着用や反射材用品等の普及促進活動を行っている。


このほか、交通環境の整備による高齢者の安全確保に向けた取組（注2）及び高齢運転者の交通事故防止対策（注3）を推進している。

注1：6、7頁参照

注2：38頁参照

注3：30、31頁参照

（4）自転車の安全利用の促進

①　自転車が関係する交通事故の状況


自転車が関係する交通事故件数は減少傾向にあるものの、依然として全交通事故件数の約2割を占めている。


平成28年中の自転車乗用中死者数は509人と、前年より63人（11.0％）減少したが、法令違反別にみると、自転車側の約8割に何らかの法令違反があり、中でも、安全不確認及び運転操作不適が多い。

　

図表特-47　自転車乗用中死者（第1・2当事者）の法令違反の内訳（平成28年）

[image: 図表特-47　自転車乗用中死者（第1・2当事者）の法令違反の内訳（平成28年）]

②　良好な自転車交通秩序の実現のための対策

ア　自転車通行環境の確立


警察では、歩行者、自転車及び自動車のいずれも安全かつ適切に通行できるよう、道路管理者と連携して、自転車専用の走行空間（自転車専用通行帯（注1）及び自転車道（注2））を整備するとともに、普通自転車（注3）の歩道通行を可能とする交通規制の実施場所の見直し（注4）等を通じて自転車と歩行者の安全確保を図っている。

注1：交通規制により指定された自転車専用の車両通行帯

注2：縁石線や柵等の工作物によって分離された自転車専用の走行空間

注3：車体の大きさと構造が一定の基準に適合する二輪又は三輪の自転車で、他の車両を牽（けん）引していないもの

注4：道路交通法では、普通自転車は車道通行が原則とされているところ、道路標識等により歩道通行を可能とする交通規制を実施することができるが、幅員3メートル未満の歩道においては、歩行者の通行量や保育施設等の存在といった沿道環境等を総合的に勘案し、当該交通規制を原則廃止する方針に基づく見直しを実施している。

　
[image: 自転車専用通行帯の設置例（仙台市）]

自転車専用通行帯の設置例（仙台市）

イ　自転車利用者に対するルールの周知徹底


警察では、地方公共団体、学校、自転車関係事業者等と連携し、「自転車安全利用五則」（注）を活用するなどして、全ての年齢層の自転車利用者に対して、自転車は車道通行が原則であること、車道では左側通行すること、歩道では歩行者を優先することなどの自転車の通行ルール等の周知を図っている。


また、ルールを守らなかった場合の罰則や交通事故発生の危険性、交通事故の加害者となった場合の責任の重大性、損害賠償責任保険への加入の必要性等の周知を図るとともに、交通事故の被害を軽減するための対策として、ヘルメットの着用や幼児を自転車に乗車させる場合のシートベルトの着用の促進を図っている。


注：「自転車は、車道が原則、歩道は例外」、「車道は左側を通行」、「歩道は歩行者優先で、車道寄りを徐行」、「安全ルールを守る（飲酒運転・二人乗り・並進の禁止、夜間はライトを点灯及び交差点での信号遵守と一時停止・安全確認）」及び「子どもはヘルメットを着用」を内容とし、19年7月に中央交通安全対策会議交通対策本部で決定された「自転車の安全利用の促進について」において、自転車の通行ルールの広報啓発に当たって活用することとされた。

ウ　自転車安全教育の推進


警察では、学校等と連携して、児童・生徒に対する自転車安全教育を推進しており、自転車シミュレーターの活用等による参加・体験・実践型の自転車教室を開催するなど、教育内容の充実を図っている。28年中、児童・生徒や高齢者等を対象とした自転車教室を全国で約5万回開催し、約525万人が受講した。


また、27年6月から、交通の危険を生じさせるおそれのある一定の違反行為を反復して行った自転車の運転者を対象とする自転車運転者講習を実施しており、28年中、信号無視や制動装置不良自転車（ブレーキがない自転車等）を運転するなどの危険行為を反復して行った80人が同講習を受講した。

エ　自転車利用者に対する指導取締りの推進


警察では、自転車指導啓発重点地区・路線（注）を中心に、自転車利用者の無灯火、二人乗り、信号無視、一時不停止等に対し、指導警告を行うとともに、悪質・危険な交通違反に対しては検挙措置を講ずるなど、厳正に対処している。


注：自転車が関係する交通事故の発生状況、地域住民の苦情・要望の状況等を踏まえ、全国1,806か所（28年末現在）を指定し、自転車利用者に対する街頭における指導啓発活動等を推進している。

　
図表特-48　自転車利用者に対する指導取締り状況（平成28年）

[image: 図表特-48　自転車利用者に対する指導取締り状況（平成28年）]

（5）飲酒運転の根絶に向けた警察の取組

①　飲酒運転根絶に向けた規範意識の確立


平成28年中の飲酒運転による交通事故件数は3,757件で、16年連続で減少したものの、飲酒死亡事故件数は前年より増加した（注1）。


飲酒運転の死亡事故率（注2）は、飲酒運転以外のものと比べて約8.4倍も高く、極めて悪質・危険な犯罪行為である。


警察では、飲酒運転の危険性、飲酒運転による交通事故の実態、飲酒運転につながるアルコール依存症に関する正しい知識等について積極的に広報するとともに、飲酒が運転等に与える影響について理解を深めるため、運転シミュレーターや飲酒体験ゴーグルを活用した参加・体験・実践型の交通安全教育を推進している。


また、酒類の製造・販売業、酒類提供飲食業等の関係業界に対して飲酒運転を防止するための取組を要請しているほか、一般財団法人全日本交通安全協会等が推進している「ハンドルキーパー運動」（注3）への参加を国民に呼び掛けるなど、関係機関・団体等と連携して「飲酒運転をしない、させない」という国民の規範意識の確立を図っている。

注1：8頁参照

注2：交通事故発生件数に占める死亡事故件数の割合

注3：自動車によりグループで酒類提供飲食店に来たときには、その飲食店の協力を得て、グループ内で酒を飲まず、ほかの者を自宅まで送る者（ハンドルキーパー）を決め、飲酒運転を根絶しようという運動

　
図表特-49　飲酒運転の死亡事故率（平成28年）
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②　飲酒運転根絶の受け皿としての運転代行サービスの普及促進


飲酒運転根絶の観点からは、その受け皿としての運転代行サービスの普及促進を図っていく必要がある。警察庁では、24年3月に国土交通省と共に策定した「安全・安心な利用に向けた自動車運転代行業の更なる健全化対策」に基づき、自動車運転代行業の健全化及び利用者の利便性・安心感の向上を図るための施策を推進している。

　
図表特-50　自動車運転代行業の認定業者数等の推移（平成24～28年）
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③　飲酒運転の取締り


飲酒運転の根絶に向け、警察では引き続き厳正な取締りを推進するとともに、車両等提供、酒類提供及び要求・依頼しての同乗に対する罰則規定の適用を推進している。

　
図表特-51　飲酒運転の取締り件数（平成28年）

[image: 図表特-51　飲酒運転の取締り件数（平成28年）]

　
[image: 飲酒検問の状況]

飲酒検問の状況

（6）高速道路における交通警察活動

①　高速道路ネットワークと交通事故の状況


高速道路は、年々、路線数が増加し、平成28年末には199路線となり、その総延長距離は1万2,200キロメートルを超えている。28年中の高速道路における死者数は196人と、前年より19人減少した。

　

図表特-52　高速道路における交通事故発生件数・死者数・負傷者数の推移（平成19～28年）

[image: 図表特-52　高速道路における交通事故発生件数・死者数・負傷者数の推移（平成19～28年）]

②　高速道路における交通の安全と円滑の確保

ア　道路管理者と連携した交通安全対策


警察では、交通事故の発生状況を詳細に分析し、重大事故の発生地点や交通事故の多発地点等における現場点検を道路管理者と共同して実施し、必要な対策を協議・検討するとともに、パトロール等を強化している。


特に、逆走が原因となる交通事故や、中央帯がなく、往復の方向別に分離されていない区間における対向車線へのはみ出しによる交通事故が後を絶たないことから、道路管理者と連携し、誤進入防止のための交通安全施設等の整備や、中央分離帯の設置等を推進している。また、渋滞発生時には、的確な臨時交通規制を実施するほか、迅速に道路管理者と情報共有を行うことで、道路情報板や後尾警戒車の活用等による渋滞区間における追突事故の防止を図っている。

イ　安全利用のための広報啓発及び交通安全教育


警察では、高速道路の安全利用のため、関係機関・団体等と連携して、交通事故の発生状況や逆走の危険性等に関する広報啓発活動を行うとともに、車両故障等により運転が困難となった場合の措置等に関する参加・体験・実践型の交通安全教育を行っている。

ウ　交通事故防止に資する交通指導取締り


警察では、著しい速度超過や飲酒運転、車間距離保持義務違反、通行帯違反等の悪質性・危険性の高い違反に重点を置いた取締りを推進している。また、全ての座席でのシートベルトの着用及びチャイルドシートの使用の徹底を図るため、関係機関・団体等と連携して普及啓発活動を推進するとともに、28年中はシートベルト装着義務違反を17万4,569件取り締まった。


コラム　高規格の高速道路における速度規制の見直し


平成25年12月に取りまとめられた「交通事故抑止に資する取締り・速度規制等の在り方に関する提言」（注1）を踏まえ、片側3車線以上の高規格の高速道路における交通事故の分析、国民の意識調査、諸外国における速度規制の見直しに関する調査等を行い、28年3月に学識経験者等から構成される調査研究委員会において「高規格の高速道路における速度規制の見直しに関する提言」が取りまとめられた。


同提言では、構造適合速度（注2）が120キロメートル毎時の高規格の高速道路のうち、交通事故の発生状況や実勢速度等に関する一定の条件を満たす区間については、規制速度を100キロメートル毎時を超える速度に引き上げることが可能であるとされた。これを踏まえ、新東名高速道路の新静岡インターチェンジから森掛川インターチェンジまでの区間及び東北自動車道の花巻南インターチェンジから盛岡南インターチェンジまでの区間において、試行的に規制速度の引上げを実施することとなった。

注1：19頁参照

注2：道路の構造等を基に、数キロメートル単位の区間ごとに算出した道路の設計速度に相当する値

　
[image: 新東名高速道路]

新東名高速道路













3　きめ細かな運転者施策による安全運転の確保

（1）運転者教育

①　運転者教育の体系


運転者教育の機会は、運転免許を受ける過程及び運転免許を受けた後における各段階に体系的に設けられており、その流れは次のとおりである。

　
図表特-53　運転者教育の体系

[image: 図表特-53　運転者教育の体系]

②　運転免許を受けようとする者に対する教育の充実


運転免許を受けようとする者は、都道府県公安委員会の行う運転免許試験を受けなければならないが、指定自動車教習所（注1）の卒業者は、このうち技能試験が免除される。


指定自動車教習所は、初心運転者教育の中心的役割を担うことから、警察では教習指導員の資質の向上を図るなどして、指定自動車教習所における教習の充実に努めている。


全国で平成28年末現在1,332か所ある指定自動車教習所の卒業者で、28年中に運転免許試験に合格した者の数は、154万8,685人（合格者全体の97.1％）となっている。


また、運転免許を受けようとする者は、その種類に応じ、安全運転に関する知識や技能等を習得するための講習（取得時講習）を受講することが義務付けられているところ、指定自動車教習所又は特定届出自動車教習所（注2）を卒業した者はこれと同内容の教育を受けているため、受講が免除される。


注1：職員、施設及び運営方法が一定の基準に適合するものとして都道府県公安委員会が指定した自動車教習所

注2：届出自動車教習所（所在地を管轄する都道府県公安委員会に対して、名称や所在地等の届出を行った自動車教習所）のうち、職員、施設、教習方法等が一定の基準に適合するものとして都道府県公安委員会が指定した教習課程を行う自動車教習所

　
図表特-54　取得時講習の実施状況（平成28年）
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③　運転免許取得後の教育の充実

ア　きめ細かな更新時講習の実施


更新時講習は、運転免許証の更新の機会に定期的に講習を行うことにより、安全な運転に必要な知識を補い、運転者の安全意識を高めることを目的としている。この講習は、受講対象者を法令遵守の状況等により優良運転者、一般運転者、違反運転者及び初回更新者に区分して実施している。

　
図表特-55　更新時講習の実施状況（平成28年）

[image: 図表特-55　更新時講習の実施状況（平成28年）]

イ　危険運転者の改善のための教育


道路交通法等に違反する行為をし、累積点数が一定の基準に該当した者や行政処分を受けた者に対しては、その危険性の改善を図るための教育として、初心運転者講習、取消処分者講習、停止処分者講習及び違反者講習を実施している。


特に、飲酒運転者対策として、飲酒運転違反者に対する一層効果的な教育を目的とした、AUDIT（注1）、ブリーフ・インターベンション（注2）等の飲酒行動の改善のためのカリキュラムを盛り込んだ取消処分者講習（飲酒取消講習）を全国で実施し、受講者の飲酒行動の改善や飲酒運転に対する規範意識の向上を図っている。また、停止処分者講習等において、飲酒運転違反者を集めて行う飲酒学級を設け、運転シミュレーター、飲酒体験ゴーグル等を活用した酒酔いの疑似体験、飲酒運転事故の被害者遺族による講義を実施するなど、教育内容の充実を図っている。

注1：Alcohol Use Disorders Identification
Testの略。世界保健機関（WHO）がスポンサーになり、数か国の研究者によって作成された「アルコール使用障害に関するスクリーニングテスト」で、面接又は質問紙により、その者が危険・有害な飲酒習慣を有するかどうかなどを判別するもの


注2：受講者に、自身が設定した日々の飲酒量等に関する目標の達成状況を一定期間記録させた上で、その記録内容に基づき、受講者ごとに問題飲酒行動及び飲酒運転の抑止のための指導を行うもの

　
図表特-56　危険運転者の改善のための教育の実施状況（平成28年）
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ウ　自動車教習所における交通安全教育


自動車教習所は、いわゆるペーパードライバー教育を始めとする運転免許保有者に対する交通安全教育も行っており、地域における交通安全教育センターの役割を果たしている。都道府県公安委員会は、認定制度により、こうした教育の水準の向上と普及を図っている。

（2）高齢運転者の交通事故防止対策の推進

①　高齢運転者に対する教育等


更新期間が満了する日における年齢が70歳以上の者は、運転免許証を更新する際、高齢者講習の受講が義務付けられている（注1）。同講習では、安全運転に必要な知識等に関する講義のほか、実車指導や運転適性検査器材（注2）による指導等を通じ、受講者に自らの身体機能の変化を自覚させるとともに、その結果に基づいた安全な運転の方法について、具体的な指導を行っており、平成28年中は253万3,417人が受講した。


また、更新期間が満了する日における年齢が75歳以上の者は、満了する日より前の6月以内に、認知機能検査を受けることが義務付けられている（注3）。同検査は、高齢運転者に対して、自己の記憶力・判断力の状況を自覚させることや、引き続き安全運転を継続することができるよう支援することなどを目的とし、同検査の結果に応じた高齢者講習を行っており、28年中は166万2,512人が受検した。

注1：16頁参照

注2：視覚を通じた刺激に対する反応の速度及び正確性を検査する器材、動体視力検査器、夜間視力検査器及び視野検査器

注3：18頁参照

②　臨時認知機能検査の導入等


高齢運転者対策の推進を図るための規定の整備等を内容とする道路交通法の一部を改正する法律（以下「改正道路交通法」という。）が、29年3月に施行された。


改正道路交通法により、一定の違反行為（注1）をした75歳以上の運転者に対して臨時認知機能検査を行い、その結果が直近の認知機能検査の結果と比較して悪化した者については、臨時高齢者講習が実施されることとなった。


また、運転免許証の更新時の認知機能検査又は臨時認知機能検査の結果、認知症のおそれがあると判定された者については、その者の違反状況にかかわらず、医師の診断を要することとなった。


さらに、改正道路交通法の施行に合わせて、運転免許証の更新時の高齢者講習について、認知機能検査で認知症のおそれがある又は認知機能が低下しているおそれがあると判定された者に対しては、ドライブレコーダー等で録画された受講者の運転状況の映像を用いた個人指導を講習内容に含むこととし、講習時間を3時間として高度化を図る一方、このほかの者に対する講習は、講習時間を2時間として合理化を図った（注2）。


注1：信号無視、通行区分違反、一時不停止等の認知機能が低下した場合に行われやすい違反行為

注2：視覚を通じた刺激に対する反応の速度及び正確性に関する検査項目については、従来は運転適性検査器材を用いて確認していたが、実車指導を通じて確認することとなった。

③　申請による運転免許の取消し（運転免許証の自主返納）


身体機能の低下等を理由に自動車の運転をやめる際には、運転免許の取消しを申請して運転免許証を返納することができるが、その場合には、返納後5年以内に申請すれば、運転経歴証明書の交付を受けることができる。この運転経歴証明書は、金融機関の窓口等で犯罪収益移転防止法（注1）の本人確認書類として使用することができる。


警察では、申請による運転免許の取消し及び運転経歴証明書制度の周知を図るとともに、運転免許証を返納した者への支援について、地方公共団体を始めとする関係機関・団体等に働き掛けるなど、自動車の運転に不安を有する高齢者等が運転免許証を返納しやすい環境の整備に向けた取組を進めている（注2）。

注1：犯罪による収益の移転防止に関する法律

注2：一般社団法人全日本指定自動車教習所協会連合会のウェブサイト（http://www.zensiren.or.jp/kourei/）において、運転免許証を自主返納した者等を対象とした各種支援施策について紹介している都道府県警察等のウェブページを集約し、高齢者等への情報提供に取り組んでいる。

　
[image: 運転経歴証明書の様式]

運転経歴証明書の様式

　

図表特-57　申請による運転免許の取消し件数及び運転経歴証明書の交付件数の推移（平成24～28年）
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コラム　高齢運転者交通事故防止対策に関する有識者会議の開催


高齢運転者による交通死亡事故の発生状況等を踏まえ、高齢運転者の交通事故防止対策に政府一丸となって取り組むため、平成28年11月に、「高齢運転者による交通事故防止対策に関する関係閣僚会議」が開催された。同会議において、安倍首相から、「改正道路交通法の円滑な施行」、「社会全体で高齢者の生活を支える体制の整備」及び「更なる対策の必要性の検討」について指示があり、同月には、高齢運転者の交通事故防止について、関係行政機関における更なる対策の検討を促進し、その成果等に基づき早急に対策を講ずるため、中央交通安全対策会議交通対策本部の下に、関係省庁の局長等から構成される「高齢運転者交通事故防止対策ワーキングチーム」が設置された。

　
[image: 高齢運転者による交通事故防止対策に関する関係閣僚会議（提供：内閣広報室）]

高齢運転者による交通事故防止対策に関する関係閣僚会議（提供：内閣広報室）


警察庁では、29年1月から、法学、社会学、自動車工学、交通心理学等の学識経験者や医療・福祉等の関係団体の代表者等から構成される「高齢運転者交通事故防止対策に関する有識者会議」を開催し、高齢運転者に係る詳細な事故分析（注）を行い、専門家の意見を踏まえ、高齢者の特性が関係する事故を防止するために必要な方策を幅広く検討している。

注：9頁参照




コラム　交通安全に関する世論調査②


交通安全に関する世論調査（注）では、高齢運転者の事故を防ぐために重要なことについて「運転免許を保有している高齢者の身体機能のチェックの強化」を挙げた者が最も多かった。

注：22頁参照

　
図表特-58　高齢運転者の事故を防ぐために重要なこと（複数回答）
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（3）様々な運転者へのきめ細かな対策

①　運転者の危険性に応じた行政処分の実施


警察では、道路交通法違反を繰り返し犯す運転者や重大な交通事故を起こす運転者を道路交通の場から早期に排除するため、行政処分を厳正かつ迅速に実施している。

　
図表特-59　運転免許の行政処分件数の推移（平成24～28年）
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②　運転適性相談の充実等


警察では、障害者及び一定の症状を呈する病気等にかかっている者が安全に自動車等を運転できるか個別に判断するため、運転適性相談窓口を運転免許センター等に設置し、運転者本人だけでなく、その家族等からも相談を受け付けている。運転適性相談窓口では、専門知識の豊富な職員を配置するとともに、適切な相談場所を確保するなどして、相談者のプライバシーの保護のために特段の配慮をしている。また、患者団体や医師会等と密接な連携を取りながら、必要に応じて相談者に専門医を紹介するなど、運転適性相談の充実を図っている。あわせて、運転免許センターや警察署におけるポスターの掲示、都道府県警察のウェブサイトの活用等により、運転適性相談窓口の周知徹底を図っている。

　
[image: 運転適性相談の広報ポスター]

運転適性相談の広報ポスター

　
図表特-60　運転適性相談受理件数の推移（平成24～28年）

[image: 図表特-60　運転適性相談受理件数の推移（平成24～28年）]


コラム　医療系専門職員の運転適性相談窓口への配置


身体の障害や病気の症状が自動車等の運転に及ぼす影響は様々であり、運転免許に一定の条件を付すことにより補うことができる場合や治療により回復する場合等もあることから、運転適性相談窓口では、運転免許の取得や運転を続けることに不安を有する者及びその家族等からの相談に対し、個別具体的な事情に応じてきめ細かな対応を行っている。

　
[image: 運転適性相談の状況]

運転適性相談の状況


特に、看護師等の医療系専門職員が運転適性相談に当たることで、その専門知識をいかした対応が期待されるところ、今後、高齢化に伴い、更なる運転適性相談受理件数の増加や相談内容の複雑化が予想されることから、医療系専門職員を運転適性相談窓口に配置するなどして、その体制の確保を図っている。

平成29年4月現在、17都県で30人の医療系専門職員が配置されている。



③　聴覚障害者への対応


聴覚障害者（注1）については、平成20年6月から、特定後写鏡（注2）を使用することを条件に、普通自動車免許を取得することができるようになり、運転の際には聴覚障害者標識を表示することが義務付けられている。


聴覚障害者が運転できる車両の種類については、当初、普通乗用車に限られていたところ、24年4月には、全ての普通自動車並びに大型自動二輪車、普通自動二輪車、小型特殊自動車及び原動機付自転車に拡大され、29年3月には、新設された準中型自動車も加わった（注3）。


聴覚障害者標識を表示した自動車に対する幅寄せや割込みは禁止されており、警察では、関係団体等と連携しながら、運転免許取得時の教習等を充実させるとともに、聴覚障害者標識や運転者が配慮すべき事項について広報啓発を推進している。


注1：両耳の聴力が、補聴器を使用しても、10メートルの距離で、90デシベル以上の警音器の音を聞くことができない者

注2：後方及び運転者席と反対側の斜め後方の交通の状況を運転者席から容易に確認することができる後写鏡(ワイドミラー又は補助ミラー）


注3：29年3月から、普通自動車及び準中型自動車を運転する条件として、後方等確認装置の使用を特定後写鏡の使用に代替することが可能となった。

④　国際化への対応


警察では、日本語を解さない外国人に対し、運転免許学科試験の外国語による実施、更新時講習等における外国語版教本の活用等を推進している。


また、外国等の行政庁等の運転免許証を有する者については、一定の条件の下に運転免許試験の一部を免除できる制度（注）があり、28年中の同制度による運転免許証の交付件数は3万7,256件であった。

注：https://www.npa.go.jp/policies/application/license_renewal/have_DL_issed_another_country.html/

　

図表特-61　外国等の行政庁等の運転免許証を有する者に対する運転免許試験の一部免除の流れ

[image: 図表特-61　外国等の行政庁等の運転免許証を有する者に対する運転免許試験の一部免除の流れ]


このほか、外国人運転者のための安全教育DVDを作成し、その活用を図るとともに、地域の実情に応じ、外国人運転者に対する安全教育の充実を図っている。

⑤　貨物自動車に係る交通事故防止対策

改正道路交通法により、免許区分として18歳で取得可能な準中型免許が新設された。


準中型免許は、貨物自動車に係る交通事故防止対策と共に、若年者が貨物自動車を運転することが可能となる運転免許の必要性という社会的要請に応えることを目的として新設され、就職を希望する高校生や事業者を中心に、その趣旨及び内容が周知されるよう、関係機関・団体と連携して広報啓発活動を推進している。

　
図表特-62　準中型免許の新設

[image: 図表特-62　準中型免許の新設]

⑥　運転免許手続等の利便性の向上と国民負担の軽減


警察では、運転免許証の更新に係る利便性の向上と国民の負担の軽減のため、更新免許証の即日交付、日曜日の申請受付、警察署における更新窓口の設置、申請書の写真添付の省略等の施策を推進している。


28年中は、全国で1,085か所の運転免許証の更新窓口において、1,834万3,489件の更新免許証を交付しており、このうち即日交付は1,455万4,653件であった。


また、障害者の利便性向上のため、試験場施設のバリアフリー化等の整備・改善、漢字に振り仮名を付けた学科試験の実施、字幕入り安全教育DVDの活用、身体障害者用に改造された持込車両を用いた技能試験の実施等を推進するとともに、指定自動車教習所等に対して、身体障害者の教習に使用できる車両や取付部品の整備を促すなど、障害者に係る教習体制の充実について指導している。











4　交通環境の整備

（1）交通実態を踏まえた交通環境の整備

①　交通安全施設等整備事業の推進


警察では、交通の安全と円滑を確保するため、信号機や道路標識を始めとする交通安全施設等の整備を進めている。


交通安全施設等の整備については、昭和41年以降、多発する交通事故を緊急かつ効果的に防止するため、交通安全施設等整備事業長期計画に即して推進してきたが（注）、平成15年以降は、交通安全施設等、道路、港湾等の社会資本の整備に関して従来の事業分野別の長期計画を統合した「社会資本整備重点計画」に即して推進している。


27年度から32年度においては、当該期間を計画期間とする第4次社会資本整備重点計画に即して、重点的、効果的かつ効率的に交通安全施設等の整備を推進することとしている。


一方、整備後長期間が経過した信号機等の老朽化対策が課題となっており、警察庁では、25年11月にインフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議において策定された「インフラ長寿命化基本計画」に基づき、27年3月、警察関連施設の維持管理・更新等を着実に推進するための中長期的な取組の方向性を明らかにする「警察庁インフラ長寿命化計画」を策定した。警察では、同計画等に即して、交通安全施設等の整備状況を把握・分析した上で、中長期的な視点に立った老朽施設の更新、交通環境の変化等により効果が低下した施設の撤去、施設の長寿命化等による戦略的なストック管理、ライフサイクルコストの削減等に努めている。

注：14頁参照

　
[image: 整備後長期間が経過した信号機]

整備後長期間が経過した信号機

　
図表特-63　主な交通安全施設等整備状況

[image: 図表特-63　主な交通安全施設等整備状況]

　
図表特-64　警察の整備する交通安全施設等

[image: 図表特-64　警察の整備する交通安全施設等]

　
図表特-65　第4次社会資本整備重点計画の概要（警察関連部分）

[image: 図表特-65　第4次社会資本整備重点計画の概要（警察関連部分）]


コラム　外国人運転者にも分かりやすい道路標識の整備


訪日外国人が増加を続けていることや2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を控えていることから、国民と訪日外国人の双方にとって分かりやすい道路標識を整備するため、平成29年4月、道路標識、区画線及び道路標示に関する命令の一部を改正し、同年7月に施行された。


この改正により、規制標識「一時停止」について、「止まれ」という日本字の下に「STOP」という英字を併記した様式が、規制標識「徐行」及び「前方優先道路」について、「徐行」という日本字の下に「SLOW」という英字を併記した様式が、それぞれ追加された。

　
[image: 新たに追加された様式]

新たに追加された様式



②　交通管制システムの整備

都市部では道路交通が複雑化・過密化し、交通渋滞、交通公害及び交通事故の一因となっている。


警察では、交通管制システムにより、車両感知器等から収集した交通量や走行速度等のデータを分析し、その分析結果に基づき信号の制御や交通情報の提供を行うことにより、交通の流れの整序に努めている。

具体的には、


・　交通状況に即応した信号の制御により、車両の流れをコントロールすることで、交通の安全と円滑を図る


・　パトカーや警察官等からの報告のほか、車両感知器等から情報を収集し、交通情報板や光ビーコン（注）等を活用した交通情報の提供により、交通流・交通量の誘導及び分散を図る

などの対策を講じ、複雑化・過密化した道路交通を安全かつ効率的に管理して、交通の安全と円滑の確保を図っている。


注：通過車両を感知して交通量等を測定するとともに、車載装置と交通管制センターの間のやり取りを媒介する路上設置型の赤外線通信装置

　
図表特-66　交通管制システム

[image: 図表特-66　交通管制システム]

③　交通実態の変化等に即した交通規制


警察では、地域の交通実態を踏まえ、速度、駐車等に関する交通規制や交通管制の内容について常に点検・見直しを図るとともに、道路整備、地域開発、商業施設の新設等による交通事情の変化に対しても、これを的確に把握してソフト・ハード両面での総合的な対策を実施することにより、安全で円滑な交通流の維持を図っている。


このうち、速度規制については、25年12月に取りまとめられた「交通事故抑止に資する取締り・速度規制等の在り方に関する提言」（注）を踏まえ、一般道路においては、実勢速度、交通事故発生状況等を勘案しつつ、規制速度の引上げ、規制理由の周知措置等を計画的に推進するとともに、生活道路においては、速度抑制対策を積極的に推進している。


また、26年から、交通事故の減少や被害の軽減、交差点における待ち時間の減少、災害時の対応力の向上等の効果が見込まれる環状交差点について、適切な箇所への導入を推進しており、28年度末までに65か所で導入された。

注：19頁参照

　
[image: 環状交差点（新潟市）]

環状交差点（新潟市）


このほか、信号制御については、歩行者・自転車の視点で、信号をより守りやすくするために、横断実態等を踏まえた信号表示の調整等の運用の改善を推進している。


コラム　英国における交通安全施設等の整備


英国では、信号機のない横断歩道の一部において、「ベリーシャ・ビーコン」という夜間に点滅するポールが整備されており、歩行者優先であることを車両の運転者に示している。


また、押ボタン式信号機が整備された「ペリカン・クロッシング」という横断歩道の一部において、ボタンを押してから約10秒後に青色の灯火となり、その約10秒後に赤色の灯火となるように信号サイクルが設定され、歩行者と車両の運転者の双方にとって待ち時間が少なくなるような工夫がなされている。

　
[image: ベリーシャ・ビーコン]

ベリーシャ・ビーコン

　
[image: ペリカン・クロッシング]

ペリカン・クロッシング



④　警察による交通情報提供


警察では、交通管制システムにより収集・分析したデータを交通情報板やVICS（注1）等を通じて交通情報として広く提供し、運転者が混雑の状況や所要時間を的確に把握して安全かつ快適に運転できるようにすることにより、交通の流れを分散させ、交通渋滞や交通公害の緩和を促進している。


また、関係団体の協力の下、警察が保有するリアルタイムの交通情報をカーナビゲーション装置等にオンラインで提供するシステムを構築するなど、民間の交通情報提供事業の高度化を支援するとともに、交通情報の提供に関する指針を定め、当該事業が交通の安全と円滑に資するものとなるよう働き掛けている。このほか、民間事業者が保有するプローブ情報（注2）を活用しつつ、災害時に通行実績情報等の交通情報を提供するためのシステムを整備・運用している。

注1：Vehicle Information and Communication
System（道路交通情報通信システム）の略。光ビーコン等を通じてカーナビゲーション装置に対して交通情報を提供するシステムで、時々刻々変動する道路交通の状況をリアルタイムで地図画面上に表示することができるほか、図形・文字でも分かりやすく表示することができる。


注2：カーナビゲーションに蓄積された走行履歴情報

　
[image: VICS対応型カーナビゲーション装置の画面表示例]

VICS対応型カーナビゲーション装置の画面表示例

⑤　交通管理等による環境対策


警察では、沿道地域の交通公害の状況や道路交通の実態に応じて、通過車両の走行速度を低下させてエンジン音や振動を抑えるための最高速度規制、エンジン音や振動の大きい大型車を沿道から遠ざけるための中央寄り車線規制等の対策を実施している。

　
[image: 大型貨物車等の中央寄り車線規制]

大型貨物車等の中央寄り車線規制


また、エコドライブ（環境負荷の軽減に配慮した自動車の使用）は、環境保全効果だけでなく交通事故防止にも一定の効果が期待されることから、警察では、「エコドライブ10のすすめ」（注）を活用し、毎年11月をエコドライブ推進月間に設定して、エコドライブの普及を促進している。


さらに、交通状況に即応した信号の制御により、交差点における車両の停止・発進回数を低減させることで、騒音、振動及び排出ガスの発生を抑え、交通公害の低減を図っている。


注：警察庁、経済産業省、国土交通省及び環境省から構成されるエコドライブ普及連絡会において、エコドライブの効果や取り組みやすさ等を考慮して策定したもの

　
図表特-67　エコドライブ10のすすめ

[image: 図表特-67　エコドライブ10のすすめ]

（2）道路交通環境の整備による歩行者等の安全通行の確保


我が国では、全交通事故死者のうち、歩行中・自転車乗用中の死者の占める割合が欧米諸国と比べて著しく高くなっており（注）、歩行者・自転車利用者の交通事故防止対策が重要な課題となっている。


注：30日以内死者数のうち、歩行中・自転車乗用中の死者数の占める割合は、フランスが17.8％（平成27年（2015年））、英国が29.2％（同年）、アメリカが17.3％（平成26年（2014年））であるのに対して、日本は50.1％（28年）となっている。

①　ゾーン30の推進


警察では、市街地等の生活道路における歩行者等の安全な通行を確保するため、道路管理者と連携して、ゾーン30の整備を推進している。ゾーン30とは、区域（ゾーン）を設定して、最高速度30キロメートル毎時の区域規制や路側帯の設置・拡幅を実施するとともに、その区域の道路交通の実態に応じて通行禁止等の交通規制の実施やハンプ（注）の設置等の対策により、区域内における速度規制や通過交通の抑制・排除を図るものである。23年に定めた当初の整備目標を達成し、28年度末までに全国で3,105か所を整備した。

注：車両の低速走行等を促すための道路に設ける盛り上がり（凸部）

　
図表特-68　ゾーン30の整備イメージ

[image: 図表特-68　ゾーン30の整備イメージ]


コラム　ゾーン30の効果検証


ゾーン30の整備は、区域内における車両の速度及び交通量に対して一定の抑制効果を上げることが確認されており、平成26年度末までに全国で整備したゾーン30のうち約700か所において、整備前の1年間と整備後の1年間における交通事故発生件数を比較したところ、図表特-69のとおり、交通事故防止に効果があることが確認された。

　
図表特-69　ゾーン30の整備前後における交通事故発生件数の比較

[image: 図表特-69　ゾーン30の整備前後における交通事故発生件数の比較]



②　バリアフリー対応型信号機等の整備の推進


警察では、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に基づき、高齢者、障害者等が道路を安全に横断できるよう、次の対策を講じている。

ア　バリアフリー対応型信号機の整備


音響により信号表示の状況を知らせる音響式信号機、信号表示面に青時間までの待ち時間及び青時間の残り時間を表示する経過時間表示機能付き歩行者用灯器、歩行者等と車両が通行する時間を分離して交通事故を防止する歩車分離式信号等を整備している。

イ　見やすく分かりやすい道路標識・道路標示等の整備


標示板を大きくする、自動車の前照灯の光に反射しやすい素材を用いるなどして見やすく分かりやすい道路標識・道路標示を整備するとともに、横断歩道上における視覚障害者の安全性及び利便性を向上させるエスコートゾーンを整備している。

　
[image: 音響式信号機]

音響式信号機

　
[image: 経過時間表示機能付き歩行者用灯器]

経過時間表示機能付き歩行者用灯器

　
[image: 高輝度標識]

高輝度標識

　
[image: エスコートゾーン]

エスコートゾーン

（3）総合的な駐車対策

①　違法駐車の状況


違法駐車は、交通渋滞を悪化させる要因となるほか、歩行者や車両の安全な通行の妨げとなったり、緊急自動車の活動に支障を及ぼしたりするなど、地域住民の生活環境を害し、国民生活全般に大きな影響を及ぼしている。


また、違法駐車は、交通事故の原因ともなっており、駐車車両への衝突事故件数は平成16年以降減少傾向にあるものの、28年中には832件発生し、35人が死亡した。さらに、110番通報された苦情・要望・相談のうち、駐車問題に関するものが13.1％を占めており、国民の関心も高い。

②　駐車対策の推進


警察では、必要やむを得ない駐車需要への対応が十分でない場所を中心に、地方公共団体や道路管理者に対し、路外駐車場や荷さばきスペースの整備等を働き掛けるハード的手法及びきめ細かな駐車規制、違法駐車の取締り、積極的な広報啓発活動等のソフト的手法が一体となった、総合的な駐車対策を推進している。

ア　きめ細かな駐車規制


地域住民の意見・要望等を十分に踏まえつつ、駐車規制の点検・見直しを実施するとともに、物流の必要性や自動二輪車の駐車需要等にも配慮し、地域の交通実態等に応じた規制の緩和を行うなど、きめ細かな駐車規制を推進している。

　
[image: 荷さばきに配慮した駐車規制]

荷さばきに配慮した駐車規制

イ　違法駐車の取締り


違法駐車の取締りについては、地域住民の意見・要望等を踏まえてガイドラインを策定・公表し、悪質性・危険性・迷惑性の高いものに重点を置いて実施している。当該ガイドラインについては、定期的に見直しを行い、常に警察署管内における駐車実態を反映したものとなるよう努めている。また、放置車両の確認事務（注）については、警察署長から委託を受けた法人の駐車監視員や警察官等により適正に運用されている。

注：17頁参照

　
[image: 駐車監視員の活動状況]

駐車監視員の活動状況

　
図表特-70　確認事務の民間委託の状況の推移（平成24～28年）

[image: 図表特-70　確認事務の民間委託の状況の推移（平成24～28年）]

　
図表特-71　放置車両確認標章の取付け状況の推移（平成24～28年）

[image: 図表特-71　放置車両確認標章の取付け状況の推移（平成24～28年）]

ウ　保管場所の確保対策


道路が自動車の保管場所として使用されることを防止するため、自動車の保管場所の確保等に関する法律に基づき、保管場所証明書の交付、軽自動車の保管場所に係る届出受理等を行うとともに、いわゆる青空駐車（注1）や車庫とばし（注2）の取締りを行っている。

注1：道路を自動車の保管場所として使用する行為

注2：自動車の使用の本拠の位置や保管場所の位置を偽って保管場所証明を受ける行為

（4）ITS（注）の推進と自動運転の実現に向けた取組

注：Intelligent Transport
Systems（高度道路交通システム）の略

①　ITSの推進

ア　UTMS（注）の開発・整備によるITSの推進


警察では、最先端の情報通信技術等を用いて交通管理の最適化を図るため、光ビーコン等の機能を活用したUTMSの開発・整備を行うことによりITSを推進し、安全・円滑かつ快適で環境負荷の低い交通社会の実現を目指している。

注：Universal Traffic Management
Systems（新交通管理システム）の略

　
図表特-72　警察におけるITSの概要（平成28年度末現在）

[image: 図表特-72　警察におけるITSの概要（平成28年度末現在）]

イ　ITSに関する国際協力の推進


警察では、平成28年（2016年）10月、オーストラリア・メルボルンで開催された第23回ITS世界会議（注）において、各種発表を通じてUTMSの先進的な技術を紹介するとともに、各国とITSに関して情報交換を行うなどして協力関係を深めた。


注：ITSに関する3つの団体が共同で開催する、ITSの研究・実用化を推進するための会議。第1回は平成6年（1994年）にパリで開催され、第23回は世界73か国から産学官の関係者約1万1,500人が参加

　
[image: 第23回ITS世界会議]

第23回ITS世界会議


また、警察庁では、米国運輸省道路交通安全局との間で署名した、交通安全、ITS及び緊急時対応の協力に関する文書に基づき、29年1月、米国で会議を開催し、両国が推進するITSに関する施策について情報交換を行った。

②　自動運転の実現に向けた取組


自動運転の技術は、交通事故防止や渋滞の緩和等に寄与することが期待されており、警察では、その進展を支援すべく積極的に取り組んでいる。

ア　自動走行システムの実用化に向けた研究開発


総合科学技術・イノベーション会議（注1）が司令塔となり、省庁の枠にとらわれず、社会的な課題解決の鍵となる技術の開発を推進するプログラムとして26年5月に創設されたSIP（注2）においては、研究開発の対象となる課題の一つとして、「自動走行システム」が掲げられている。


自動走行システムを実用化するに当たっては、自動車が信号情報等をリアルタイムに認識し、制御を行う仕組みが必要不可欠となることから、警察庁では、SIPに基づき、信号情報等を提供する路側システム等の研究開発を実施している。


注1：内閣総理大臣及び科学技術政策担当大臣のリーダーシップの下、総合的・基本的な科学技術・イノベーション政策の企画立案及び総合調整を行うことを目的とした会議


注2：Cross-ministerial Strategic Innovation Promotion
Program（戦略的イノベーション創造プログラム）の略

イ　国際的な議論への参画


我が国が締約しているジュネーブ条約（注1）では、車両には運転者がいなければならないことなどが定められており、運転者が存在しない形態の自動運転を実現するためには、国際条約との整合性を図るための措置が必要となると考えられる。


平成28年（2016年）2月、国際連合経済社会理事会の下の欧州経済委員会内陸輸送委員会において、我が国が、自動運転と国際条約との整合性等について議論を行っているWP1（注2）の正式メンバーとなることが承認され、警察庁では、WP1への参画等を通じて、完全自動運転の早期実現を目指し、国際的な議論に取り組んでいる。


注1：昭和24年（1949年）にスイス・ジュネーブにおいて作成された道路交通に関する条約の通称

注2：Working Party on Road Traffic
Safety（道路交通安全作業部会）の通称。平成29年（2017年）2月にGlobal Forum for Road Traffic
Safety（道路交通安全グローバルフォーラム）に名称が変更された。

ウ　法制度面を含む各種課題の検討


運転者が存在しない形態の自動運転を実現するためには、運転者の存在を前提としている道路交通法の見直しが必要となる。


警察庁では、27年10月から、有識者を交えて、自動運転の実現に関する法制度面を含む各種課題について検討を行っており、28
年5月には、交通の安全と円滑を図る観点から留意すべき事項等を示す「自動走行システムに関する公道実証実験のためのガイドライン」を、29年6月には、「遠隔型自動運転システムの公道実証実験に係る道路使用許可の申請に対する取扱いの基準」（注）を、それぞれ策定・公表した。


注：自動車から遠隔に存在する運転者が電気通信技術を利用して当該自動車の運転操作を行うことができる自動運転技術を用いて公道において自動車を走行させる実証実験について、道路使用許可の対象行為とすることとし、全国において実験主体の技術のレベルに応じた実験を、一定の安全性を確保しつつ円滑に実施することを可能とするもの


コラム　「自動運転」機能の利用に関する運転者等に対する注意喚起


衝突被害軽減ブレーキ、車間距離制御システム（ACC（注1））等の先進安全技術を利用して運転者の安全運転を支援するシステムを搭載した先進安全自動車（ASV（注2））が既に実用化されているが、同システムは、運転者が責任を持って安全運転を行うことを前提としたものであり、その限界や注意点を正しく理解し、その技術を過信せずに運転する必要がある。


しかしながら、米国において、平成28年（2016年）5月、「自動運転」機能を利用して走行中の自動車がトレーラーに衝突し、運転者が死亡する事故が発生したほか、我が国においても、「自動運転」機能の過信により、適切なブレーキ操作がなされなかったことが原因とみられる追突事故等が発生しており、警察庁では、同年7月及び29年4月、国土交通省と共同して、「自動運転」機能の利用について運転者等に対する注意喚起を実施するとともに、28年10月、交通の方法に関する教則を改正し、先進安全自動車の運転に係る内容を加えた。

注1：Adaptive Cruise Controlの略

注2：Advanced Safety Vehicleの略













5　道路交通秩序の維持

（1）交通事故防止に資する交通指導取締り

①　PDCAサイクルによる交通指導取締り


警察では、平成25年12月に取りまとめられた「交通事故抑止に資する取締り・速度規制等の在り方に関する提言」（注）を踏まえ、交通事故の発生状況等を分析し、取締りを実施する時間、場所等の交通指導取締りに関する方針を策定した上で、計画的に取締りを実施するとともに、その効果を検証し、検証結果を次の対策に反映するというPDCAサイクルを機能させることによって、交通事故防止に資する交通指導取締りを推進している。

注：19頁参照

　
図表特-73　PDCAサイクルによる交通指導取締り

[image: 図表特-73　PDCAサイクルによる交通指導取締り]


また、交通指導取締りの必要性について国民の理解を深めるため、最高速度違反に起因する交通事故の発生状況や地域住民からの要望等を踏まえた速度取締りに関する指針を策定し、速度取締りを重点的に実施する路線や時間帯等をウェブサイト等により公表している。

　
[image: 重点取締り場所の公表（警視庁のウェブサイト）]

重点取締り場所の公表（警視庁のウェブサイト）


コラム　新たな速度違反取締装置の整備


警察では、取締りスペースの確保が困難な生活道路や警察官の配置が困難な深夜等の時間帯において速度取締りが行えるよう、新たな速度違反取締装置の整備を進めており、埼玉県及び岐阜県における試行的運用の結果を踏まえつつ、全国的な整備を図ることとしている。

　
[image: 新たな速度違反取締装置の例]

新たな速度違反取締装置の例



②　悪質性・危険性・迷惑性の高い運転行為への対策


警察では、交通街頭活動を推進し、違法行為の未然防止に努めるとともに、無免許運転、飲酒運転、著しい速度超過、交差点関連違反等の交通事故に直結する悪質性・危険性の高い違反及び駐車違反等の迷惑性が高い違反に重点を置いた取締りを推進している。


また、近年、スマートフォンの画面を注視していたことに起因する交通事故が増加傾向にあり、運転中に携帯電話等を使用することは重大な交通事故につながり得る極めて危険な行為であることから、関係機関・団体等と連携し、運転者等に対して広報啓発を推進するとともに、携帯電話使用等の交通指導取締りを推進している。

28年中は、673万9,199件の道路交通法違反を取り締まっている。

　
図表特-74　主な道路交通法違反の取締り状況（平成28年）

[image: 図表特-74　主な道路交通法違反の取締り状況（平成28年）]

　
[image: 携帯電話使用等の防止に関する広報啓発用ポスター]

携帯電話使用等の防止に関する広報啓発用ポスター

　

図表特-75　携帯電話使用等に係る交通事故の発生状況の推移（平成24～28年）

[image: 図表特-75　携帯電話使用等に係る交通事故の発生状況の推移（平成24～28年）]


コラム　英国における速度取締り


英国では、高速道路だけでなく、一般道路においても、固定式カメラを用いた速度取締りが行われている。


また、「コミュニティ・ロード・ウォッチ」と呼ばれる訓練を受けたボランティアが、スピードガンを使用して発見した速度超過車両の情報を警察に提供し、情報提供を受けた警察が、違反者に警告文書を送付するという取組が行われている。

　
[image: 速度取締りの固定式カメラ]

速度取締りの固定式カメラ



③　使用者等の責任追及等


事業活動に関して行われた過労運転、過積載運転、放置駐車、最高速度違反等の違反やこれらに起因する事故事件について、運転者の取締りにとどまらず、使用者に対する指示や自動車の使用制限命令を行っているほか、これらの行為を下命・容認していた使用者等（注）を検挙するなど、使用者等の責任も追及している。


また、タクシーやトラック等の事業用自動車の運転者が、その業務に関して行った道路交通法等に違反する行為については、運輸支局等に通知して所要の行政処分等を促し、事業用自動車による交通事故防止を図っている。


さらに、自動車整備業者等による車両の不正改造等、事業者による交通の安全を脅かす犯罪に対しても、取締りを推進している。


注：使用者のほか、安全運転管理者その他自動車の運行を直接管理する地位にある者を含む。


事例


27年9月、タクシー運転手の男（54）が運転中に失神状態に陥る発作を発症するおそれを認識していたにもかかわらず、乗客を輸送中に発作を発症して正常な運転ができない状態に陥り、対向車と衝突して、同乗客及び対向車の運転者を負傷させた。


この交通事故を端緒に、同男が正常な運転ができない状態で自動車を運転することを容認していたとして、28年3月、同男が勤務する会社の運行管理者の男（35）を道路交通法違反（自動車の使用者の義務違反）で検挙するとともに、同社に両罰規定を適用した（広島）。

　
[image: タクシーの交通事故状況]

タクシーの交通事故状況



④　暴走族等対策


暴走族は、減少傾向にあるものの、都市部を中心に、地域住民や道路利用者に多大な迷惑を及ぼしている。


警察では、共同危険行為、騒音関係違反（注）、車両の不正改造に関する違反等の取締りを推進するとともに、家庭、学校、保護司等と連携し、暴走族から離脱させるための措置をとるなど、総合的な暴走族対策を推進している。


また、元暴走族等が中心となって結成された「旧車會」等と呼ばれる集団の中には、暴走族風に改造した旧型の自動二輪車等を連ねて、大規模な集団走行を各地で行うなど、迷惑性の高いものもあることから、都道府県警察間での情報共有を図るとともに、関係機関と連携して騒音関係違反等に対する指導取締りを行っている。


注：道路交通法違反のうち、近接排気騒音に係る整備不良、消音器不備及び騒音運転等をいう。

　
図表特-76　暴走族等の人員及び検挙人員の推移（平成24～28年）

[image: 図表特-76　暴走族等の人員及び検挙人員の推移（平成24～28年）]

　
[image: 共同危険行為を敢行する暴走族]

共同危険行為を敢行する暴走族

　
[image: 旧車會に対する取締り]

旧車會に対する取締り

（2）適正かつ緻密な交通事故事件捜査

①　交通事故事件の検挙状況

平成28年中の交通事故事件の検挙状況は、図表特-77のとおりである。

　
図表特-77　交通事故事件の検挙状況（平成28年）

[image: 図表特-77　交通事故事件の検挙状況（平成28年）]

②　適正かつ緻密な交通事故事件捜査


警察では、一定の重大・悪質な交通事故の発生に際しては、交通事故事件捜査の豊富な経験を有する交通事故事件捜査統括官等が現場に臨場して、初動段階から捜査を統括するとともに、科学的な交通事故解析の研修を積んだ交通事故鑑識官が現場で証拠収集に従事するなど、組織的かつ重点的な捜査を推進している。


特に、飲酒運転、信号無視、無免許運転等が疑われるものについては、一般的に交通事故に適用される過失運転致死傷罪より罰則の重い危険運転致死傷罪や過失運転致死傷アルコール等影響発覚免脱罪の立件を視野に入れた捜査を推進している。


また、ひき逃げ事件については、交通鑑識資機材や常時録画式交差点カメラの有効活用による被疑者の早期検挙を図っており、28年中の死亡ひき逃げ事件の検挙率（注）は、100.7％であった。


注：検挙件数には、28年の前年以前の認知事件の検挙が含まれることから、検挙率が100％を超える場合がある。


事例


28年4月、普通乗用自動車を運転して、歩行者をひいて逃走した死亡ひき逃げ事件について、運転者の男（40）を過失運転致死罪及び道路交通法違反（救護義務違反等）で逮捕した。その後、被疑者の取調べや実況見分等の捜査を実施した結果、事件当時、アルコールの影響により正常な運転が困難な状態で自動車を走行させていたことを立証（同年5月、より罰則の重い危険運転致死罪で起訴）した（広島）。

　
[image: 交通事故現場の状況]

交通事故現場の状況



③　交通事故事件捜査の科学化・合理化


緻密で科学的な交通事故事件捜査を推進するため、警察庁では、交通鑑識に携わる都道府県警察の警察職員を対象とした研修を行っている。研修内容は、様々な状況を想定した車両の衝突実験を行い、衝突後の状況のみを見分させた上で交通事故の発生時における車両の状況や速度を究明させるなど、実践的・専門的なものとなるよう工夫している。


また、客観的な証拠に基づいた事故原因の究明を図るとともに、交通事故当事者の負担を軽減するため、常時録画式交差点カメラや3Dレーザースキャナ（注）を始めとする各種の機器の活用を図っている。


他方で、重大な交通事故事件の捜査に集中することができるよう、軽微な交通事故に関しては、検察庁への送致書類の簡素化を図るなど、業務の合理化も進めている。


注：レーザー光線を周囲に照射することで、事故現場における道路構造や路面の痕跡、遺留品の散乱状況等を自動的かつ正確に計測し、三次元点群データを作成する機器。同データは、専用のシステムにより、三次元画像処理や図化ができる。

　
[image: 事故解析に関する研修の状況]

事故解析に関する研修の状況

　
[image: 3Dレーザースキャナによる測定状況]

3Dレーザースキャナによる測定状況

　
[image: 3Dレーザースキャナによる三次元画像]

3Dレーザースキャナによる三次元画像


コラム　交通警察官の声②


第一線の交通警察官に対するアンケート（注）では、「10年前と比べ、国民の理解や協力は得られやすくなったと思うか」との質問に対し、「ひき逃げ事件の捜査」については、約3割の者が「得られにくくなった」又は「やや得られにくくなった」と答えているが、「得られやすくなった」又は「やや得られやすくなった」と答えた者も2割を超えていた。


また、「交通違反に対する指導取締り」については、半数近くの者が「得られにくくなった」又は「やや得られにくくなった」と答え、「得られやすくなった」又は「やや得られやすくなった」と答えた者は6.9％にとどまっており、交通事故事件捜査や交通指導取締りについての国民の理解を深めるための更なる努力が必要だと考えられる。

注：19頁参照

　
図表特-78　10年前と比べ、国民の理解や協力は得られやすくなったと思うか

[image: 図表特-78　10年前と比べ、国民の理解や協力は得られやすくなったと思うか]



（3）交通事故被害者等（注）の支援

注：交通事故事件の被害者及びその家族又は遺族

①　交通事故被害者等の心情に配慮した相談活動


警察では、「警察庁犯罪被害者支援基本計画」（注）に基づき、交通事故被害者等に対し、きめ細かな支援を推進している。


具体的には、交通事故被害者等に対して、「被害者の手引」等を活用して、刑事手続の流れ、交通事故によって生じた損害の賠償を求める手続、ひき逃げ事件や無保険車両による交通事故の被害者に国が損害を填補する救済制度、各種相談窓口等について説明を行うとともに、交通事故被害者等からの要望を聴取するなど、その心情に配慮した相談活動を推進している。


注：平成28年4月に第3次犯罪被害者等基本計画が閣議決定されたことを受け、32年度末までの5年間において、警察庁が講ずるべき具体的な取組内容等について定められている。

②　交通事故被害者等に対する適切な情報の提供等


交通事故事件に関しては、長期間の捜査を要することも少なくなく、この間、交通事故被害者等からは、自らの被害に係る交通事故の捜査経過や手続等について、詳細な情報提供を求められることが多い。


そこで、警察では、ひき逃げ事件、死亡又は全治3か月以上の重傷の被害が生じた交通事故事件、危険運転致死傷罪の適用が見込まれる事件等を中心として、交通事故被害者等に対して、捜査への支障の有無等を勘案しつつ、できる限り、交通事故事件の概要、捜査経過、被疑者の検挙や運転免許の停止・取消処分等に関する情報を提供するよう努めている。このような交通事故被害者等への連絡を総括する者として、各都道府県警察に被害者連絡調整官を配置している。


また、交通事故被害者等が適正な経済的補償を迅速に受けられるよう、自動車安全運転センターから交通事故証明書の発行に必要な事項について照会を受けた場合は、迅速かつ正確な回答に努めている。

③　関係機関等との連携


交通事故被害者等を含め犯罪被害者やその遺族等が必要とする支援は多岐にわたるため、警察では、各都道府県で設立されている「被害者支援連絡協議会」に参画する検察庁、弁護士会、医師会、地方公共団体、民間被害者支援団体等の関係機関・団体と連携しつつ、交通事故被害者等の支援の充実を図っている。


また、交通事故被害者等が深い悲しみやつらい体験から立ち直り、回復に向けて再び歩み出すことができるよう、交通事故被害者等の権利及び利益の保護を図ることを目的とする交通事故被害者サポート事業が、28年4月、内閣府から警察庁に業務移管され、同事業の一環として、交通事故被害者等の支援に携わる関係者の意思疎通を図るための意見交換会等を開催している。


事例


28年1月に長野県で発生し、多数の死傷者を出した大型貸切バス転落事故において、長野県警察では、所有者が判明しない衣服等の遺留品を交通事故被害者等に返却するために写真台帳を作成し、交通事故被害者等に示して、持ち主が判明した遺留品を順次返還した。

　
[image: 写真台帳の作成状況]

写真台帳の作成状況













第4節　今後の展望

1　緻密な交通事故分析に基づく効果的な対策の推進


近年、高齢者人口の増加のほか、シートベルト着用率の頭打ちや飲酒運転による交通事故件数の下げ止まりにより、死者数の減少幅が縮小する傾向にある。かつては総合的な交通安全対策の実施により交通事故を大幅に減少させることができたところであるが、死者数が減少しにくい状況となっている中で、今後は、交通事故の直接的な要因を取り除く対症療法的対策のみでは、第10次交通安全基本計画で掲げられた「平成32年までに24時間死者数を2,500人以下とし、世界一安全な道路交通を実現する」という目標を達成することは困難である。


更なる交通事故防止に向けて、効果的な対策を講じていくためには、複雑・多様な交通事故の要因を総合的・科学的に分析し、交通事故の実態を的確に把握することが必要不可欠である。また、国及び地方公共団体は厳しい財政事情にあるため、限られた予算と人員で最大限の効果が得られるよう、これらの交通事故分析に基づく対策を効率的に推進し、その交通事故削減効果及び被害軽減効果について客観的な評価を行い、対策の改善を図っていくことが極めて重要である。


このため、警察庁では、交通事故統計を詳細に分析して交通事故発生の傾向等を浮き彫りにし、都道府県警察では、GISを活用するなどして交通事故分析の高度化・精緻化に向けた取組を推進しているところである。今後、交通事故に関する情報の収集及び交通事故分析を更に充実させ、交通安全対策の方向性を明確にするよう努めるとともに、交通規制や交通指導取締りの実施効果について、交通事故分析の結果等を踏まえて検証するPDCAサイクルを一層機能させることによって、より効果的な対策に向けて不断の見直しを行っていくこととしている。











2　対象者の特性等に応じたきめ細かな対策の強化


緻密な交通事故分析に基づく効果的な対策の効率的推進に当たっては、多様な対象者の実像を踏まえ、それぞれの特性等に応じたきめ細かな対策の強化を図っていくという視点が極めて重要である。


例えば、児童については、小学校入学後、活動範囲が拡大し、保護者から離れて道路を通行する機会が増加する一方で、危険を予測し、これを回避して安全に通行する意識及び能力が十分ではないことから、道路横断中の事故や飛出しによる事故が他の年齢層よりも格段に多くなる傾向にある（注1）。児童の交通事故防止対策としては、児童に交通ルールやマナーを覚えさせるだけでなく、児童にとって身近な小学校周辺の道路の危険箇所等を題材として交通安全教育を実施するほか、保護者に対して交通安全教育を実施する機会を設けたり、児童に対する交通安全教育を実施する場合に保護者の同伴を求めたりするなど、その特性等を踏まえた交通安全教育を推進する必要がある。


また、超高齢社会が到来した我が国において、死者数全体に占める高齢者の割合及び死亡事故件数全体に占める高齢運転者によるものの割合が増加している中、その対策は喫緊の課題であるが、対策の検討に当たっては、歩行中・自転車乗用中と自動車運転中というそれぞれの状態における高齢者の特性等について理解する必要がある。


特に高齢運転者の交通事故防止対策に関しては、改正道路交通法が平成29年3月に施行され、臨時認知機能検査の導入等によって、その認知機能の状況に応じて適時適切な対応をとることが可能となったが（注2）、高齢者の特性が関係する事故は、必ずしも認知機能の低下に起因するものに限られない（注3）。


「高齢運転者交通事故防止対策に関する有識者会議」（注4）では、医師の診断体制の確保、高齢者講習の実施体制の充実等の改正道路交通法の確実な施行に関する取組を引き続き推進すべきとされた一方、高齢者の運転リスクとして、認知症や視野障害のほか、反射神経の鈍化や筋力の衰え等の加齢に伴う身体機能の低下について指摘がなされ、運転免許証の自主返納、高齢者の移動手段の確保、衝突被害軽減ブレーキ等の先進安全技術の普及啓発等に向けた取組を推進すべきとされるなど、多角的かつ幅広い議論が行われた。


このため、警察では、運転を継続する高齢者に対しては、高齢者講習を適切に実施するなどして、加齢に応じた望ましい運転の在り方等について交通安全教育等を推進し、また、運転に不安を有する高齢者に対しては、運転適性相談（注5）の充実・強化を図るなどして、それぞれの高齢者が抱える運転リスクに応じたきめ細かな対応を実施できるよう、関係機関・団体等と緊密に連携しながら、高齢運転者に関する施策を充実させるとともに、今後も、総合的な交通事故防止対策について検討していく。

注1：8頁参照

注2：30頁参照

注3：9頁参照

注4：31頁参照

注5：32頁参照











3　新たな技術の活用


今後、なお一層の交通事故防止を図っていくためには、これまで実施してきた各種施策の深化はもちろんのこと、交通安全の確保に資する先端技術を積極的に取り入れた新たな時代における対策に取り組む必要がある。


特に、情報通信技術は、人間の認知や判断等の能力や活動を補い、また、人間の不注意によるミスを打ち消し、さらには、それによる被害を最小限にとどめるなど、交通安全に大きく貢献することが期待されており、ITSの推進にも活用されている。


また、自動運転の技術は、交通事故の多くが運転者のミスに起因していることを踏まえれば、交通安全の飛躍的向上に資する可能性があると考えられるほか、交通渋滞の緩和、環境負荷の低減、高齢者等の移動支援等、従来の道路交通社会の抱える課題の解決に大きく資するものとなることが考えられる。一方、運転者が存在しない形態の自動運転を実現する自動車は、これまで一般に理解されている「自動車」とは全く異なったものとなることから、その導入に当たっては、社会的受容性を踏まえつつ、制度の在り方を検討する必要がある。さらに、複数の車両を電子連結させる技術を活用した隊列走行や、電気通信技術を活用して車両外から操作する遠隔操縦を始め、様々な形態の自動運転の早期実現に向けた技術開発が今後更に活発化することが予想されることから、その具体的形態に応じて、国際条約との整合性を図りつつ、交通の安全と円滑を確保するための措置を講ずる必要がある。


そこで、警察庁では、引き続きITSを推進し、プローブ情報の活用を含む最先端の情報通信技術等を用いて交通管理の最適化を図るとともに、自動運転に関する具体的な技術開発の方向性を常に確認しながら、導入過程における安全確保を図りつつ、法制度面の検討を含め、自動運転の段階的実現に向けた取組を推進することとしている。


技術開発は日進月歩であり、警察では、刻々と変化する情勢を的確に捉え、新たな技術を活用しながら、将来を見据えた効果的な交通安全対策を講ずることによって、世界一安全な道路交通の実現を目指していく。











警察活動の最前線


交通事故防止対策を陰で支える



京都府警察本部交通部

交通企画課交通戦略室情報分析係

（現　京都府中京警察署交通課交通総務係）

西村　愛（にしむら　あい）　巡査部長

　
[image: ポリスまろん　ポリスみやこ]

ポリスまろん　ポリスみやこ



「なんでこんなところで取締りをするんや」

交通街頭活動の現場では、時に府民からこんな声を掛けられます。


私の業務は、GIS（地理情報システム）を活用した交通事故分析システムを用いて、交通事故の発生状況、交通安全教育といった交通警察活動を実施した場所等を地図上で重ね合わせ、交通事故防止対策の効果を分析する仕事です。交通事故を分析することで、事故が多発する時間帯や場所等を明らかにし、そこに交通指導取締り等の警察力を効率的に投入すれば、交通事故防止対策の効果をより高めることができます。


私自身、この業務に携わった当初、分析の重要性に対して半信半疑だったのですが、分析に基づいた交通警察活動により交通事故が減少した事実を目の当たりにして、その大切さを認識できました。


今後、このシステムを最大限に活用していくためには、現場の警察官に、分析に基づいた活動を行ったら事故が減少した、と分析の効果を実感してもらうことが必要だと感じています。


冒頭のような声に対し、「分析の結果に基づいて、必要な場所で取締りをしているんです」と府民に納得してもらえる説明をすることができ、真に効果が現れるよう、より正確な分析で、交通事故防止対策を支えていきたいと思っています。

　
[image: 京都府警察本部交通部　交通企画課交通戦略室情報分析係　（現　京都府中京警察署交通課交通総務係）　西村　愛（にしむら　あい）　巡査部長]




運転免許証の自主返納を担当して



石川県警察本部交通部

運転免許課免許第二係

中村　智子（なかむら　ともこ）　係長

　
[image: いぬわし君]

いぬわし君



私は現在、石川県運転免許センターで、運転免許証の自主返納手続に関する事務を担当しています。

最近、高齢者による交通事故の報道をよく見掛け、私自身も心を痛めています。


運転免許センターには、「運転に自信がなくなった」「交通事故を起こしてからでは遅い」「家族から返納を勧められた」「車を運転する必要がなくなった」などの理由により、運転免許証の返納を決意された高齢者の方が返納手続のため連日来訪されます。その手続の中で、返納者や付添いの御家族の方から、運転免許証の返納に至った事情や身の上話を伺うことがよくあり、時には共に涙することもあります。


今後、高齢者の運転免許証の自主返納件数は増加するものと思われますが、運転免許証を返納した後、車を運転しなくても生活していくことができる支援施策や環境づくりなど、社会全体で取り組むべき課題もあると思います。


運転免許センターに運転免許証の自主返納手続に訪れる高齢者の方の心に少しでも寄り添えるよう、これからも親切で丁寧な応接を心掛けて、高齢者の交通事故防止につなげたいと思います。

　
[image: 石川県警察本部交通部　運転免許課免許第二係　中村　智子（なかむら　ともこ）　係長]



注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。











トピックスI　サイバー犯罪・サイバー攻撃への被害防止対策


サイバー犯罪（注1）・サイバー攻撃（注2）が多発し、その手口が巧妙化・多様化する中、被害防止対策の重要性が高まっている。警察では、積極的にその手口等に関する情報を発信するとともに、民間事業者や外国捜査機関等と連携し、様々な被害防止対策を推進している。


注1：高度情報通信ネットワークを利用した犯罪やコンピュータ又は電磁的記録を対象とした犯罪等の情報技術を利用した犯罪

注2：130頁参照

（1）警察からの情報発信


警察では、犯罪捜査の過程で得たサイバー犯罪・サイバー攻撃の手口等に関する情報を積極的に発信することで、これらの被害に遭わないよう呼び掛けている。警察庁では、一般のインターネット利用者に向けたサイバーセキュリティのためのポータルサイト「“サイバーポリスエージェンシー”」（注）において、サイバー犯罪・サイバー攻撃の情勢や手口に関する情報等を公開し、適切な被害防止対策を講ずるよう注意喚起を行っている。このほか、各都道府県警察においても、ウェブサイトやSNS等を通じた情報発信により、被害の防止を図っている。

注：https://www.npa.go.jp/cybersecurity/

　
[image: 「“サイバーポリスエージェンシー”」]

「“サイバーポリスエージェンシー”」


事例


警察庁サイバーフォースセンター（注）は、平成28年10月、インターネットに接続されたデジタルビデオレコーダー、ウェブカメラを始めとする家電等の機器を標的とする不正プログラム「Mirai」の感染の拡大について、注意喚起を行った。

注：140頁参照




事例


警視庁は、28年10月、不正送金に関するウイルスが添付されたメールを配信する不正プログラムの一つを解析し、同不正プログラムの指令サーバから同不正プログラムに感染したコンピュータに対して、同ウイルスが添付されたメールを配信させる指令が送られた段階で、その内容を把握するシステムを構築した。警察庁及び警視庁では、同年11月から、同ウイルスが添付されたメールの件名等の情報をSNS等を通じて発信している。

　
[image: SNSによる情報発信（イメージ）]

SNSによる情報発信（イメージ）



（2）官民の連携による取組


サイバー犯罪・サイバー攻撃による被害を防止するためには民間事業者との連携が重要であり、警察では、一般財団法人日本サイバー犯罪対策センター（JC3）（注）と連携し、被害防止のための情報発信を行っているほか、サイバー攻撃の標的となるおそれのある事業者等と共同対処訓練を行うなど、官民の連携による様々な被害防止対策を講じている。

注：145頁参照


事例


警察庁は、平成28年5月から同年7月にかけて、徳島県警察等によるインターネットバンキングに係る不正送金事犯の捜査の過程において得られた、インターネットバンキングのID・パスワード、クレジットカード情報等を窃取することを目的に作成された不正プログラムに関する情報を基に、JC3と連携して分析等を行い、同不正プログラムの感染経路等を特定した。また、同年6月には、外国捜査機関と連携し、同不正プログラムに感染したコンピュータと接続していた指令サーバの機能を停止させるとともに、JC3では、ウェブサイトに同不正プログラムに関する注意喚起情報を掲載し、インターネット利用者等に対して適切な対策を呼び掛けた。




事例


埼玉県警察では、28年3月、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を見据えたサイバー攻撃対策の一環として、競技会場となる施設と共同対処訓練を実施した。同訓練では、サイバー攻撃によって同施設の職員の業務用コンピュータが不正プログラムに感染したことを想定し、当該事案が発生した際の対応手順等について確認した。また、不正プログラムに感染したコンピュータが遠隔操作される様子を実演するなどして、サイバー攻撃の脅威について説明した。

　
[image: 共同対処訓練の状況]

共同対処訓練の状況



（3）外国捜査機関等と連携した取組


サイバー空間の脅威への対処には、国際的な取組が求められるところ、警察では、平素から外国捜査機関等と緊密に連携し、国際的な被害防止対策を実施している。


事例


外国のサーバに開設された、実在する企業のウェブサイトを装ったウェブサイト、インターネットショッピングを利用した詐欺や偽ブランド品の販売を目的とするウェブサイト等による犯罪被害を防止するため、警察庁では、犯罪捜査の過程で把握したこうしたウェブサイトに関する情報のウイルス対策ソフト事業者等に対する提供に加え、平成28年7月から、ウェブブラウザ事業者等が加盟するAPWG（注）に対しても、同情報の提供を開始した。これにより、ウイルス対策ソフト等を導入していないインターネット利用者が、こうしたウェブサイトを閲覧しようとする際に、コンピュータ画面に警告表示を行うことが可能となった。

注：Anti-Phishing Working
Groupの略。平成15年（2003年）に米国で設立された、国際的なフィッシング対策の非営利団体




事例


インターネットバンキングに係る不正送金事犯に利用されているとみられる不正プログラムが世界的に蔓（まん）延していることから、28年11月、ドイツを中心に関係国の捜査機関等が連携し、同不正プログラムを利用した不正送金事犯の被疑者を検挙するとともに、同不正プログラムの指令サーバを押収するなどの国際的な取組が実施された。警察庁では、ドイツの捜査機関等から提供された情報に基づき、関係機関・団体と連携して、インターネットバンキングの利用者等に対し、同不正プログラムによって窃取されたID・パスワードの変更等を促すとともに、国内の同不正プログラムに感染したコンピュータの利用者に対し、同不正プログラムの除去等に関する情報提供を行っている。

　

図表I-1　インターネットバンキングに係る不正送金事犯の国際的な被害防止対策の概要

[image: 図表I-1　インターネットバンキングに係る不正送金事犯の国際的な被害防止対策の概要]













トピックスII　ストーカー規制法の改正を踏まえたストーカー事案への対応について

（1）ストーカー規制法（注1）の改正


近年、多様なストーカー事案が発生し、ストーカー事案の相談等件数は増加傾向にある（注2）。


平成25年6月に成立したストーカー規制法の一部を改正する法律附則第5条により、政府は、ストーカー行為等の規制等の在り方を検討するための協議会の設置等の措置を講ずることとされた。これを踏まえ、警察庁では、同年11月から、有識者や被害関係者等から構成される有識者検討会を開催し、26年8月に「ストーカー行為等の規制等の在り方に関する報告書」が取りまとめられた。28年12月、第192回国会において、同報告書の提言を踏まえたストーカー規制法の一部を改正する法律が成立し、29年6月14日までに全面施行された。

注1：ストーカー行為等の規制等に関する法律

注2：102頁参照

　
図表II-1　ストーカー規制法の改正の概要

[image: 図表II-1　ストーカー規制法の改正の概要]


当該改正後のストーカー規制法（以下「改正ストーカー規制法」という。）は、加害者の行為が激化し、事態が急展開して重大事件に発展するおそれが大きいなどのストーカー事案の特徴を踏まえ、加害者に対し、警察がより迅速に行政措置又は検挙措置を講ずることを可能とするものであり、被害者の身体、自由及び名誉に対する危害の防止が更に図られることとなっている。

　
図表II-2　改正ストーカー規制法に基づく措置の流れ

[image: 図表II-2　改正ストーカー規制法に基づく措置の流れ]


事例


中学校講師の男（23）は、29年1月、元交際相手の女性に対し、拒まれたにもかかわらず、SNSのメッセージ機能を利用してメッセージを連続して送信するなどのストーカー行為をした。同月、同男を改正ストーカー規制法違反で逮捕した（秋田）。




事例


会社員の男（43）は、29年1月、元交際相手の女性に対し、同女性の勤務先周辺を自動車を運転してみだりにうろつくなどのストーカー行為をした。同月、同男を改正ストーカー規制法違反で逮捕した（宮城）。



（2）ストーカー対策の推進


改正ストーカー規制法では、国及び地方公共団体の責務として、ストーカー行為等の被害者に対する措置及びストーカー行為等の防止等に資するための措置が明記された。警察では、関係機関・団体と連携しつつ、以下の取組を推進している。

①　被害者等の一時避難等の支援


警察では、平成27年度から、危険性・切迫性が高い事案の被害者等の安全を確保するため、緊急・一時的に被害者等を避難させる必要がある場合に、ホテル等の宿泊施設を利用するための費用について、公費で負担することとしている（注）。

注：202頁参照

②　ストーカー加害者への対策


警察では、26年度から、ストーカー加害者に対する精神医学的・心理学的アプローチに係る調査研究を実施してきたところ、その結果を踏まえ、28年度から、警察が加害者への対応方法やカウンセリング・治療の必要性について地域精神科医等の助言を受け、加害者に受診を勧めるなど、地域精神科医療機関等との連携を推進している。


事例


茨城県警察では、28年5月、地域精神科医療機関等との間で、相互に連携してストーカー加害者に対するカウンセリング、治療等の適切な措置を講ずることを内容とした「ストーカー加害者に対する精神医学的治療に関する覚書」を締結し、ストーカー加害者への対策に関する連携を推進している。

　
[image: 覚書の調印式の様子]

覚書の調印式の様子



③　ストーカー行為に関する広報啓発の推進


警察では、若年層のストーカー被害を防止するため、高校生、大学生等を対象に、イラスト等を用いてストーカー被害の態様を説明した教材（パンフレット、DVD等）を作成し、当該教材を活用した防犯教室等を開催しているほか、警察庁においてポータルサイト（注）を作成し、ストーカー事案に関する情報を発信している。

注：https://www.npa.go.jp/cafe-mizen

　
[image: 被害者向けリーフレット]

被害者向けリーフレット











トピックスIII　特殊詐欺の手口の変遷と警察の取組

（1）特殊詐欺の現状


特殊詐欺（注1）は、振り込め詐欺（オレオレ詐欺（注2）、架空請求詐欺（注3）、融資保証金詐欺（注4）及び還付金等詐欺（注5））及び振り込め詐欺以外の特殊詐欺（注6）に分類され、犯行グループのリーダーや中核メンバーを中心として、電話を繰り返しかけて被害者をだます「架け子」、被害者の自宅等に現金等を受け取りに行く「受け子」等が役割を分担し、組織的に敢行されている。警察では、手口・被害実態を分析し、これを踏まえながら、犯行グループの検挙の徹底を図る（注7）とともに、被害防止の取組を推進している。


注1：被害者に電話をかけるなどして対面することなく信頼させ、指定した預貯金口座への振り込みその他の方法により、不特定多数の者から現金等をだまし取る犯罪（現金等を脅し取る恐喝を含む。）の総称


注2：親族を装うなどして電話をかけ、会社における横領金の補填金等の様々な名目で現金が至急必要であるかのように信じ込ませ、動転した被害者に指定した預貯金口座に現金を振り込ませるなどの手口による詐欺


注3：架空の事実を口実に金品を請求する文書を送付して、指定した預貯金口座に現金を振り込ませるなどの手口による詐欺

注4：融資を受けるための保証金の名目で、指定した預貯金口座に現金を振り込ませるなどの手口による詐欺

注5：市区町村の職員等を装い、医療費の還付等に必要な手続を装って現金自動預払機（ATM）を操作させて口座間送金により振り込ませる手口による電子計算機使用詐欺


注6：例えば、金融商品等取引名目、ギャンブル必勝法情報提供名目、異性との交際あっせん名目等の詐欺がある。

注7：平成28年5月、刑事訴訟法等の一部を改正する法律が成立し、同年12月から特殊詐欺の捜査に通信傍受を活用できることとなったことから、警察では、特殊詐欺の捜査における通信傍受の有効かつ適正な実施に努めている。101頁参照

①　特殊詐欺の情勢

28年中の特殊詐欺の被害総額は前年より減少したが、認知件数は増加している。


また、28年中の検挙件数は4,471件と23年以降で最多となり、検挙人員は2,369人と過去最多の27年に次ぐ水準となった。さらに、28年中の検挙人員のうち、暴力団構成員等（注）が26.3％を占めており、特殊詐欺が暴力団を始めとする犯罪組織の資金源となっている状況がうかがわれる。

注：150頁参照

②　高齢者を標的とした特殊詐欺


28年中の特殊詐欺の被害者の78.2％を65歳以上の高齢者が占め、特にオレオレ詐欺（95.9％）、還付金等詐欺（93.1%）及び金融商品等取引名目の特殊詐欺（89.6％）においてその割合が高く、高齢者が特殊詐欺の標的となっている。

　
図表III-1　特殊詐欺の情勢の推移（平成19～28年）

[image: 図表III-1　特殊詐欺の情勢の推移（平成19～28年）]

（2）近年の犯行の手口


平成15年5月以降に発生が目立ち始めたオレオレ詐欺を含め、振り込め詐欺の認知件数は16年以降高水準で推移したが、21年には16年の約3分の1まで減少した。22年頃からは金融商品等取引名目の特殊詐欺等振り込め詐欺以外の特殊詐欺が多発し、26年以降は減少傾向にあるものの、24年以降は振り込め詐欺が再び増加傾向に転じている。


また、犯行グループは、介護施設の入居権や医療費等の高齢者にとって身近で興味を示しやすい話題を名目としたり、複数の人物が入れ替わり電話をかけるなどすることにより、特殊詐欺と察知されにくいよう演出するなど、だまし方を巧妙化させている。

28年中の特殊詐欺の手口については、次のとおりである。

①　還付金等詐欺の増加及びオレオレ詐欺の多発


特殊詐欺のうち、還付金等詐欺の認知件数は3,682件（前年比1,306件（55.0％）増加）、被害額は約42.6億円（前年比約17.1億円（67.3％）増加）といずれも大幅に増加しており、特に金融機関職員等による顧客への声掛け等が行われにくい無人ATMに誘導されて被害に遭う場合が多い。


また、オレオレ詐欺の認知件数は5,753件（前年比75件（1.3％）減少）、被害額は約167.1億円（前年比約7.9億円（4.5％）減少）といずれも減少したものの、それぞれ特殊詐欺全体の約4割を占めており、手口別で最も多くなっている。

②　電子マネーの悪用


交付形態別では、被害者が現金を自宅等に受け取りにきた犯人に直接手渡す「現金手交型」及び宅配便等で送付する「現金送付型」の認知件数及び被害額は前年より減少した。


しかし、架空の有料サイト利用料金等の支払を求められた被害者が、コンビニエンスストア等で電子マネー（プリペイドカード）を購入し、そのIDを教えるよう要求され、プリペイドカードの額面分の金額（利用権）をだまし取られる被害が増加している。

　
図表III-2　電子マネー型による被害

[image: 図表III-2　電子マネー型による被害]

（3）警察の取組

①　取締りの推進


警察では、犯行拠点の摘発やだまされた振り作戦（注）の実施のほか、架空・他人名義の携帯電話等が犯行グループの手に渡らないようにするため、携帯電話の不正利用等の特殊詐欺を助長する行為の取締りや悪質なレンタル携帯事業者の検挙を推進している。


注：特殊詐欺の電話等を受け、特殊詐欺であると見破った場合に、だまされた振りをしつつ、犯人に現金等を手渡しする約束をした上で警察へ通報してもらい、自宅等の約束した場所に現れた犯人を検挙する、国民の積極的かつ自発的な協力に基づく検挙手法

②　官民一体となった予防活動の推進


警察では、犯行の手口や被害に遭わないための注意点等の情報を積極的に発信している。特に、高齢者に対しては、各種メディアを通じた広報や民間のコールセンター職員による注意喚起がなされるよう予防活動を推進している。


また、金融機関と連携し、特殊詐欺の被害金が出金又は送金されることを防止するため、顧客への声掛けを推進しているほか、郵便・宅配事業者やコンビニエンスストアに対して、被害金が入っていると疑われる荷物の発見・通報を依頼するなどしている。これらの取組により、平成28年中、1万3,139件、約188.6億円の被害を未然に防止した。

　

図表III-3　声掛け等による特殊詐欺の阻止率（注）の推移（平成23～28年）

[image: 図表III-3　声掛け等による特殊詐欺の阻止率（注）の推移（平成23～28年）]


コラム　犯行使用固定電話の無力化


警察では、犯行グループによる固定電話の悪用の実態を通信事業者等と情報共有するなど、固定電話を特殊詐欺に利用させないための取組を推進している。


例えば、警視庁では、通信事業者に対し、特殊詐欺に悪用された番号等の情報提供を行ったところ、同事業者が、平成28年12月、東京都内の別の通信事業者に提供していた固定電話の約5,900番号を解約した。













トピックスIV　六代目山口組・神戸山口組対策について


平成27年8月末、日本最大の暴力団である六代目山口組傘下の直系組長13人が離脱し、神戸山口組を結成して以降、全国各地で両団体の傘下組織構成員らによる銃器発砲事件（注1）、傷害事件等が発生した。こうした情勢を受け、警察庁は、28年3月7日、両団体が対立抗争の状態にあると判断した。


同年4月には、兵庫県公安委員会が、暴力団対策法（注2）の規定に基づき、神戸山口組を指定暴力団として指定した。また、同年6月には、六代目山口組も、同委員会から9回目の指定暴力団の指定を受けた。

両団体は、29年7月現在も対立抗争の状態にある。

注1：159頁参照

注2：暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律


コラム　神戸山口組をめぐる最新の動向


平成29年4月、神戸山口組傘下組織の一部が別団体の結成を表明した。警察では、六代目山口組を含めた関係団体に関する情報収集、これらの団体に対する取締り及び警戒活動の徹底、暴力団対策法の活用等を通じて、市民生活の安全確保並びにこれらの団体の弱体化及び壊滅に向けた取組を強力に推進している。



（1）対立抗争に起因するとみられる不法行為の発生状況


両団体が対立抗争の状態にあると判断した平成28年3月7日以降、両団体の対立抗争に起因するとみられる不法行為は、29年5月末までに19都道府県で48回発生している。このうち銃器発砲は6回、火炎瓶使用は3回、暴力団事務所等への車両突入は10回となっている。


28年5月には、住宅街の路上において神戸山口組傘下組織幹部が射殺されるなど、市民の身近な場所で凶悪な事件が発生しており、市民生活に対する大きな脅威となっている。

　
図表IV-1　対立抗争に起因するとみられる不法行為の発生状況

[image: 図表IV-1　対立抗争に起因するとみられる不法行為の発生状況]

（2）警察における対策

①　取締り及び警戒活動の徹底


警察では、平成28年3月7日以降、警察庁及び関係都道府県警察に両団体に対する集中取締本部を設置して、全国警察を挙げて対立抗争事件の続発防止と両団体の弱体化を目的とした集中取締りを実施するとともに、市民生活の安全確保に向け、警戒活動の徹底を図っている。


29年5月末までに発生した両団体の対立抗争に起因するとみられる不法行為に関連した検挙事件数は31事件、検挙人員は163人となっている。

　
[image: 六代目山口組総本部事務所に対する捜索時の状況]

六代目山口組総本部事務所に対する捜索時の状況


事例


六代目山口組傘下組織構成員の男（32）は、28年5月、神戸山口組傘下組織幹部に対して拳銃を発射し、殺害した。同年6月、同男を殺人罪等で逮捕した（岡山）。




事例


神戸山口組傘下組織構成員の男（52）らは、28年3月、路上において六代目山口組傘下組織構成員に対し、集団で殴打するなどの暴行を加えた。同月、同男ら6人を暴力行為等処罰ニ関スル法律違反（集団的暴行）で逮捕した（北海道）。



②　暴力団排除活動


警察では、取締り及び警戒活動に加え、暴力追放運動推進センターや弁護士会と緊密に連携し、事務所撤去訴訟を始めとした暴力団排除活動を支援している。


事例


28年1月、六代目山口組傘下組織事務所に対して、火炎瓶が投げ込まれる事件が発生したことから、同年8月、適格暴追センター（注）の認定を受けた福岡県暴力追放運動推進センターが、地域住民から委託を受け、福岡地方裁判所に対し、同センターの名をもって同事務所の使用禁止の仮処分命令の申立てを行ったところ、同年9月、同命令が決定され、同事務所は同年10月に同組織により撤去された。適格暴追センターによる仮処分命令の申立てが裁判所に認められたのは、全国初であった（福岡）。


注：国家公安委員会の認定を受け、指定暴力団等の事務所の付近住民から委託を受けて、自己の名をもって事務所使用差止請求を行うことができる暴力追放運動推進センター




事例


28年3月、茨城県水戸市内の神戸山口組傘下組織事務所に対する車両突入事件及び銃器発砲事件が相次いで発生したことから、同事務所付近の小学校の設置者である水戸市が、茨城県警察、茨城県暴力追放運動推進センター及び茨城県弁護士会と連携し、同事務所の使用禁止の仮処分命令の申立てを行った。同年4月、同事務所を暴力団事務所として使用しないことなどを内容とする和解が成立し、同事務所は同年6月に同組織により撤去された（茨城）。













トピックスV　国際テロ情勢と警察の取組～2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けて～


現在、我が国を始め国際社会は、様々な国際テロの脅威に対峙（じ）している。平成28年（2016年）中は、同年7月に発生したフランス・ニースにおける車両等使用テロ事件を始め、世界各地でテロ事件が相次ぎ、海外において邦人がテロの被害に遭う事件も発生した。また、ISIL（注1）が我が国や邦人をテロの標的として繰り返し名指ししているほか、我が国においても、ISILへの支持を表明する者等が存在している（注2）。


このような情勢の下、我が国において32年に2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会（以下この項において「東京大会」という。）が開催されることを踏まえると、我が国は、開催国としての治安責任を全うするために、万全の警備措置を講ずる必要がある。

注1：Islamic State of Iraq and the
Levantの頭字語。いわゆるイスラム国

注2：170、171頁参照

（1）大規模スポーツイベントを狙ったテロ事件


我が国においては、平成31年にラグビーワールドカップ2019日本大会の開催が、32年に東京大会の開催が予定されている。こうした国際的な大規模スポーツイベントは、世界中から多数の外国要人、選手団、観客等が集まり、大きな注目を集めることから、テロの攻撃対象となることが懸念される。


実際、過去には、平成22年（2010年）のサッカーワールドカップ南アフリカ大会の開催中、ウガンダの首都カンパラのレストラン等2か所において、同大会決勝戦の中継を観戦していた客を狙ったとみられる爆弾テロ事件が発生し、76人が死亡した。また、平成25年（2013年）4月に発生した米国・ボストンにおける爆弾テロ事件では、2万人以上が参加して開催されていたボストンマラソンのゴール付近2か所において爆弾が爆発し、3人が死亡した。さらに、平成27年（2015年）11月に発生したフランス・パリにおける同時多発テロ事件では、サッカーのフランス対ドイツの親善試合開催中に競技場付近において自爆した実行犯の一部は、フランス大統領及びドイツ外相も観戦していた競技場への入場を試みたとみられている。このように、海外では、大規模スポーツイベントを狙ったテロ事件が発生している。


また、ISILは、インターネット上の機関誌で、屋外でのイベントや集会等をテロの標的とするよう呼び掛けるなどしており、今後も、大規模スポーツイベント等において、このようなプロパガンダに呼応したテロが発生することは否定できない。

　
[image: フランス・パリにおける同時多発テロ事件（AFP＝時事）]

フランス・パリにおける同時多発テロ事件（AFP＝時事）


コラム　伊勢志摩サミット等警備


伊勢志摩サミットは、平成28年5月26、27日、三重県志摩市賢島において開催された。また、オバマ大統領（当時）は、27日のサミット終了後に、現職米国大統領として初めて被爆地・広島を訪問した。さらに、サミットの関係閣僚会合として、4月10、11日に広島市で開催された外務大臣会合を皮切りに、5月20、21日に仙台市で開催された財務大臣・中央銀行総裁会議までのおよそ1か月半に8つの会合が集中的に開催されたほか、9月中にも神戸市で保健大臣会合が、長野県軽井沢町で交通大臣会合が開催された。


警察庁では、27年6月、警察庁次長を長とする「伊勢志摩サミット等警備対策委員会」を設置したほか、都道府県警察においては、三重、広島、宮城及び愛知の4県警察がサミット対策課を、その他全ての都道府県警察が警備対策委員会等を、それぞれ設置して体制を確立し、全国警察が一体となって総合的な警備諸対策を強力に推進したことにより、開催国としての治安責任を全うした。警察では、伊勢志摩サミット等警備で推進した警備諸対策の効果を綿密に検証した上で、今後の施策に的確に反映させ、東京大会警備に万全を期していくこととしている。

　
[image: 第42回伊勢志摩サミット（提供：外務省）]

第42回伊勢志摩サミット（提供：外務省）



（2）東京大会に向けた警察の取組


警察では、平成26年1月、警察庁に2020年オリンピック・パラリンピック東京大会準備室を、警視庁に警視庁オリンピック・パラリンピック競技大会総合対策本部を設置し、東京大会における警備諸対策について検討を進めている。また、警察庁次長が「シニア・セキュリティ・コマンダー」として、同大会の警備の計画・運営段階において関係機関を主導する役割を担うこととされているほか、同大会の安全に関する情報集約、リスク分析等を行うセキュリティ情報センターが警察庁に設置されるなど、必要な各種諸準備を推進している。


また、平成28年（2016年）夏に開催されたブラジル・リオデジャネイロオリンピック・パラリンピック競技大会（以下「リオ大会」という。）においては、東京大会での警備等にいかすべく、現地の警備状況等を確認した。


東京大会では、競技会場が4つの地区に集約されたリオ大会と異なり、競技会場が都内及び都外に分散配置されることから、会場ごとに高いセキュリティレベルを確保するため、警戒力の効果的かつ効率的な投入等について検討を進めていく必要がある。また、東京大会前に行われる聖火リレーが全都道府県を巡ることが検討されており、これまでの大会において聖火リレーに対する妨害事案が発生していることから、全国警察においてその対策について検討を進めていく必要がある。


さらに、インターネットが国民生活や社会経済活動に不可欠な社会基盤として定着する中、社会機能を麻痺（ひ）させるサイバー攻撃の脅威にも備えなければならないところ、リオ大会では、開催期間中に行政機関やリオ大会の関係機関等において、ウェブサイトの閲覧障害、情報窃取の被害が発生するなど、国際的な大規模スポーツイベントを狙ったサイバー攻撃の脅威が高まっている。警察では、東京大会に向けて、関係機関と連携して、サイバー攻撃及び攻撃者に関する情報収集・分析等を推進するとともに、サイバー攻撃の発生を想定した共同対処訓練を実施している。











警察活動の最前線


「絶対に被害者を守る」という強い気持ち



北海道警察本部生活安全部

子供・女性安全対策課安全指導係

原　梢（はら　こずえ）　警部補

　
[image: ほくとくん]

ほくとくん




ストーカー事案は、加害者による被害者への執着心が強く、警察による加害者への警告後もストーカー行為が繰り返されるおそれが高いというのが特徴です。


私が、以前担当したストーカー事案の加害者も、警察から何度警告を受けても、元交際女性である被害者へのストーカー行為を繰り返し、その度に被害者は強い恐怖を抱き、更に被害を受けるのでないかという不安と戦い続けていました。そんな中、心身共に疲れ切ってしまった被害者は、「もう、疲れた」という言葉を漏らし、諦めようとしてしまったのです。私は、そんな被害者に対し、「もう少し一緒に戦いましょう」と励まし続けながら捜査を続け、なんとか加害者を逮捕することができました。


ストーカー事案は、被害が長期間にわたるケースが多く、被害者の心的負担は計り知れません。また、ストーカー事案の被害者の心情に配慮した繊細な対応が求められます。


私は、これからも、被害者の心のケア、サポートに努めながら、「絶対に被害者を守る」という強い気持ちを持って、ストーカー事案の対応に当たっていきたいと思います。

　
[image: 北海道警察本部生活安全部　子供・女性安全対策課安全指導係　原　梢（はら　こずえ）　警部補]




暴力団排除の歩みと共に



愛知県警察本部刑事部組織犯罪対策局

組織犯罪対策課暴排係

渡部　正法（わたべ　まさのり）　警部

　
[image: コノハけいぶ]

コノハけいぶ




初めて暴力団排除の業務に携わった平成9年当時、暴力団排除という意識が世間ではまだ浸透していませんでしたが、現在は、全ての都道府県で暴力団排除条例が制定されたほか、行政機関や企業における暴力団排除の仕組みが構築されました。これらは、県民の皆様が暴力団排除に高い関心を持ち続け、各種施策に御協力いただいた結果であると深く感謝しています。


当県は、現在神戸山口組と対立抗争の状態にある六代目山口組の中核を成す弘道会の本拠を有するなど、暴力団対策上の様々な課題が残っております。これまでの経験から、暴力団という組織に打撃を与えるという点で、暴力団排除は検挙に勝るとも劣らない強力な武器であると私は確信しております。過去に賃貸住宅の管理者の方から暴力団の拠点を撤去したいとの相談を受け、撤去に向けて管理者の方と何度も協議を重ねるうちに暴力団排除に深い御理解をいただき、拠点の撤去に成功しただけでなく、県内で行われる各種研修会等において、管理者の方が好事例として発表していただくことで、県下における暴力団事務所等の撤去に対する気運が大きく高まったこともありました。暴力団が最も恐れるのは、社会全体を敵に回すことであり、そのためにも暴排講話や暴力相談を通じて県民の皆様に暴力団排除を御理解いただき、我々の心強い味方を増やすことこそが、暴力団の壊滅につながる道であると信じて日々取り組んでいます。

　
[image: 愛知県警察本部刑事部組織犯罪対策局　組織犯罪対策課暴排係　渡部　正法（わたべ　まさのり）　警部]



注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。











第2部　本編

第1章　警察の組織と公安委員会制度

第1節　警察の組織

（1）公安委員会制度


公安委員会は、警察行政の民主的運営、政治的中立性の確保の目的で導入された合議制の行政委員会であり、国に国家公安委員会を置いて警察庁を管理し、都道府県に都道府県公安委員会を置いて都道府県警察を管理している。国家公安委員会委員長には、治安に対する内閣の行政責任の明確化を図るため、国務大臣が充てられている。

（2）国の警察組織


執行事務を一元的に担う都道府県警察に対し、国の機関である警察庁は、警察制度の企画立案のほか、国の公安に係る事案についての警察運営、警察活動の基盤である教育訓練、通信、鑑識等に関する事務、警察行政に関する調整等を行う役割を担っている。警察庁長官は、国家公安委員会の管理の下、これらの警察庁の所掌事務について、都道府県警察を指揮監督している。

　
図表1-1　国の警察組織（平成29年度）

[image: 図表1-1　国の警察組織（平成29年度）]

（3）都道府県の警察組織


平成29年4月1日現在、47の都道府県警察に、警察本部や警察学校等のほか、1,163の警察署が置かれている。

　
図表1-2　都道府県の警察組織

[image: 図表1-2　都道府県の警察組織]











第2節　公安委員会の活動

（1）国家公安委員会

①　組織


国家公安委員会は、国務大臣たる委員長及び5人の委員によって組織されている。委員は内閣総理大臣が両議院の同意を得て任命する。

　
図表1-3　国家公安委員会の構成（平成29年6月1日現在）

[image: 図表1-3　国家公安委員会の構成（平成29年6月1日現在）]

②　活動


国家公安委員会では、国家公安委員会規則の制定、警察庁長官や地方警務官（注1）の任命、監察の指示、交通安全業務計画や防災業務計画の策定等、警察法やその他の法律に基づきその権限に属させられた事務を行うほか、警察庁が担う警察制度の企画立案や予算、国の公安に関する事案、警察官の教育、警察行政に関する調整等の事務について警察運営の大綱方針を示し、警察庁を管理している。


国家公安委員会は、通常、毎週1回定例会議を開催するものとしている。また、委員相互の意見交換や警察庁からの報告の聴取、都道府県公安委員会委員との意見交換や警察活動の現場の視察を行うことなどにより、治安情勢と警察運営の把握に努めている。このような活動の状況については、ウェブサイト（注2）で紹介している。

注1：都道府県警察の警視正以上の階級にある警察官

注2：https://www.npsc.go.jp/

　
[image: 国家公安委員会の定例会議]

国家公安委員会の定例会議


事例

平成28年9月、国家公安委員会委員長は、千葉県を訪れ、成田国際空港の警戒警備状況を視察した。

　
[image: 成田国際空港の警戒警備状況を視察する国家公安委員会委員長]

成田国際空港の警戒警備状況を視察する国家公安委員会委員長




事例


28年12月、国家公安委員会委員は、富山県を訪れ、山岳警備隊及び警察航空隊の概況説明を受けるとともに、両隊員と意見交換を行った。

　
[image: 山岳警備隊及び警察航空隊の概況説明を受ける国家公安委員会委員]

山岳警備隊及び警察航空隊の概況説明を受ける国家公安委員会委員




事例


28年6月、国家公安委員会委員は、秋田県を訪れ、高齢者安全・安心アドバイザー（注）の高齢者宅の訪問に同行し、同アドバイザーの活動状況を視察した。


注：警察署から委嘱を受け、高齢者に対し、交通事故防止や特殊詐欺等の犯罪被害防止に関する情報提供や助言活動に従事している。

　
[image: 高齢者安全・安心アドバイザーの活動状況を視察する国家公安委員会委員]

高齢者安全・安心アドバイザーの活動状況を視察する国家公安委員会委員



（2）都道府県公安委員会

①　組織


都道府県公安委員会及び方面公安委員会は、都、道、府及び指定県では5人、それ以外の県及び北海道の各方面では3人の非常勤の委員によって組織されており、委員は都道府県知事が都道府県議会の同意を得て任命する。ただし、道、府及び指定県の場合は、委員のうち2人の任命は当該道、府及び県が包括する指定市の市長がその市議会の同意を得て推薦した者について行う。

　
図表1-4　都道府県公安委員会委員の構成（平成28年12月31日現在）

[image: 図表1-4　都道府県公安委員会委員の構成（平成28年12月31日現在）]

②　活動


都道府県公安委員会は、運転免許、交通規制、犯罪被害者等給付金の裁定、古物営業等の各種営業の監督等、国民生活に関わりのある数多くの行政事務を処理するとともに、管内における事件、事故及び災害の発生状況等を踏まえた警察の取組、組織や人事管理の状況等について、定例会議の場等で、警察本部長等から報告を受け、これを指導することにより、都道府県警察を管理している。


都道府県公安委員会は、おおむね月3回ないし4回の定例会議を開催するほか、警察署協議会への参加、教育委員会等の関係機関との協議、警察活動の現場の視察等により、治安情勢と警察運営の把握に努めている。また、このような活動の状況について、ウェブサイトで紹介している。

　
[image: 滋賀県公安委員会のウェブサイト]

滋賀県公安委員会のウェブサイト


事例


平成28年10月、静岡県公安委員会委員は、機動捜査隊を訪れ、女性隊員による不審者制圧訓練を視察するとともに、女性隊員と意見交換を行い、隊員を激励した。

　
[image: 不審者制圧訓練を視察する静岡県公安委員会委員]

不審者制圧訓練を視察する静岡県公安委員会委員




事例


28年5月、熊本県公安委員会委員は、平成28年熊本地震において甚大な被害が発生した地域を視察するとともに、避難所で活動する「警視庁きずな隊」（注）を激励した。


注：28年4月から同年5月にかけて警視庁から派遣され、避難所において、被災者に対する防犯指導や相談対応等の活動を行った部隊

　
[image: 警視庁きずな隊の隊員を激励する熊本県公安委員会委員]

警視庁きずな隊の隊員を激励する熊本県公安委員会委員



（3）苦情処理及び監察の指示


警察法には苦情申出制度が設けられており、都道府県警察の職員の職務執行について苦情がある者は、都道府県公安委員会に対し文書により苦情の申出をすることができ、都道府県公安委員会は、原則として処理の結果を文書により申出者に通知している。平成28年中は、全国の都道府県公安委員会において965件の苦情を受理した。


なお、警察本部長や警察署長に対して申出があったものなど、都道府県警察の職員の職務執行についての苦情でこの制度によらない申出についても、処理の結果を申出者に通知するなどの対応を行っている。

　
図表1-5　苦情申出制度の概要

[image: 図表1-5　苦情申出制度の概要]


また、警察法の規定により、国家公安委員会は警察庁に対して、都道府県公安委員会は都道府県警察に対して、監察について必要があると認めるときは、具体的又は個別的な監察の指示をすることができる。

（4）公安委員会相互間の連絡


国家公安委員会と各都道府県公安委員会は、相互に独立した機関であるが、その職務の性質から、常に緊密な連携を保つため、各種の連絡会議を開催している。平成28年中は、国家公安委員会と全国の都道府県公安委員会との連絡会議を2回開催し、交通事故防止対策、ワークライフバランス及び女性の活躍の推進、非違事案防止対策等について意見交換を行った。


また、28年中は、各管区及び北海道において、管内の府県公安委員会相互、道公安委員会と方面公安委員会相互の連絡会議が合計13回開催され、国家公安委員会委員も出席し、各道府県の治安情勢やそれぞれの取組についての報告や意見交換が行われたほか、都道府県公安委員会相互間の意見交換が行われた。

　
[image: 全国公安委員会連絡会議]

全国公安委員会連絡会議


事例


28年2月、埼玉県、東京都、千葉県及び神奈川県の公安委員会委員が、千葉県において、各都県の公安委員会の管理機能の充実・強化に向けた取組について意見交換を行い、情報共有を図った。

　
[image: 4都県公安委員会委員による意見交換]

4都県公安委員会委員による意見交換













公安委員の声


教えることの難しさ



神奈川県公安委員会委員長

羽田　愼司（はた　しんじ）



委員就任　　平成25年7月26日

委員長就任　平成28年7月26日




私は普段から、「有事の際に一枚岩になれる組織の団結力」は、警察の良き伝統であり、現在も、日々の業務を通じて引き継がれているものと感じています。職員の大量退職期が到来し、当県では採用後4年未満の若手警察官が全体の2割に迫るなど、執行体制が変化している中で、私は、職場での上司や先輩からの指導・教養は大切なことだと思っています。


ベテラン警察官は、事件・事故や相談等に休む間もなく対応しながら、並行して部下を指導しなければならず、自分の経験を十分に伝えるのが困難であると感じることが多いと思います。その際、言葉が投げやりになったり、「なぜこんなことが分からないのか」と、厳しい口調になってしまうこともあるかもしれません。


私も経験したことですが、自分ができない、よく理解していないから部下に対して分かりやすく教えられないのではなく、『教えることの難しさ』があるのだと思います。「教える」ためには、仕事に対する自分自身の向き合い方、目線の置き方、一人の人間として向上する力、いわゆる『人間力』が不足していてはいけないと思います。そして、『人間力』を高めるには、経験を多く積み、人の話をよく聞き、誠実に対応することが大切であり、それらの積み重ねが良好な人間関係を築き、「教える」関係が作り上げられると考えています。


執行体制の変化の中で、自信にあふれ、明るく元気な姿で街頭に立つ若い警察官を育てていくためにも、職員一人一人が、『人間力』を高め、「どんなことでも打ち明けられる」上司や先輩になってくれることを期待するとともに、警察組織の良き伝統を受け継いでいってほしいと思います。

　
[image: 神奈川県公安委員会委員長　羽田　愼司（はた　しんじ）　顔写真]




福島からの感謝～ウルトラ警察隊の活躍～



福島県公安委員会委員長

渋佐　克之（しぶさ　かつゆき）



委員就任　　平成22年10月18日

委員長就任　平成27年7月17日




平成23年3月11日、東日本大震災が発生しました。4月下旬に被災地の視察激励に赴きましたが、津波の爪痕も生々しい凄惨な光景と共に、避難指示区域にも果敢に立ち入り、防護服姿で行方不明者の捜索に当たる警察官の姿が今でも脳裏に鮮明に焼き付いています。


24年には、全国から特別出向者が入県され、当県の治安維持に当たるために組織されたウルトラ警察隊が発足しました。私も多くの出向者の方々と言葉を交わす機会を得ましたが、全国から志願して来県される出向者の皆さんは、並み外れて士気が高く、優秀な方が多いと実感しています。主に被災地や避難者の安全安心の確保を担当する復興支援係として被災地の仮設住宅訪問や巡回連絡、街頭活動等に従事しながら、犯罪の検挙や交通指導取締り、毎月11日に行われる沿岸部の特別捜索にも積極的に参加していただき、多くの成果を上げていただきました。仮設住宅の訪問時には、楽器の演奏や腹話術等で被災者を励ましたり、県内で猛威を振るっている特殊詐欺の被害防止のための寸劇等を企画上演したりするなど、様々な形で本県の復興を治安面から支える活動に貢献して下さいました。遠くの地からはるばる福島県のためにやって来たウルトラ警察隊の支援のおかげで、被災地の住民も安心して生活できているのではないかと思います。


28年度も、103名の特別出向者が新たに入県され、様々な活動に従事していただくこととなりましたが、入県された皆さんに心からの感謝と歓迎の意を表するとともに、快く送り出して下さった各都道府県公安委員会及び各都道府県警察の皆様に、この場を借りて心より感謝申し上げます。引き続き、ウルトラ警察隊の活躍を心から願っております。

　
[image: 福島県公安委員会委員長　渋佐　克之（しぶさ　かつゆき）　顔写真]













第2章　生活安全の確保と犯罪捜査活動

第1節　犯罪情勢とその対策


刑法犯の認知件数は平成14年をピークに一貫して減少しており、犯罪情勢には一定の改善がみられる。しかし、児童虐待やストーカー事案、配偶者からの暴力事案等が増加傾向にあることに加え、振り込め詐欺を始めとする特殊詐欺の28年中の被害総額は約408億円となるなど、犯罪情勢は依然として予断を許さない状況である。また、サイバー犯罪が多発し、サイバー攻撃が相次ぐなど、サイバー空間における脅威が深刻化している。











1　刑法犯

（1）刑法犯の認知・検挙状況


刑法犯の認知・検挙状況の推移は、図表2-1のとおりである。刑法犯の認知件数は、平成8年から14年にかけて増加し続け、同年には約285万件に達した。しかし、15年からは減少に転じ、28年中は99万6,120件と、前年より10万2,849件（9.4％）減少し、戦後初めて100万件を下回った。近年の刑法犯の認知件数の減少は、窃盗犯の認知件数の減少が大きな要因となっており、14年から28年にかけての刑法犯の認知件数の減少数の89.1％を同期間の窃盗犯の認知件数の減少数（165万4,340件）が占めている。


刑法犯の検挙件数は、15年から19年にかけて60万件台で推移していたが、それ以降減少を続け、28年中は33万7,066件と、前年より2万418件（5.7％）減少し、戦後最少となった。刑法犯の検挙件数の減少についても、窃盗犯の検挙件数が減少したことが大きな要因であり、14年から28年にかけての刑法犯の検挙件数の減少数の76.5％を同期間の窃盗犯の検挙件数の減少数（19万5,226件）が占めている。


刑法犯の検挙人員は、9年以降30万人台で推移していたが、24年から30万人を下回り、28年中は22万6,376人と、前年より1万2,979人（5.4％）減少した。


刑法犯の検挙率は、昭和期にはおおむね60％前後の水準であったが、平成に入ってから急激に低下し、13年には19.8％と戦後最低を記録した。その後、14年から19年にかけて上昇し、それ以降はほぼ横ばいで推移している。28年中は33.8％と、前年より1.3ポイント上昇した。

　
図表2-1　刑法犯の認知・検挙状況の推移（昭和21～平成28年）

[image: 図表2-1　刑法犯の認知・検挙状況の推移（昭和21～平成28年）]

（2）刑法犯による身体的被害の状況


刑法犯により死亡し、又は傷害を受けた者の数の推移は、図表2-2のとおりである。平成15年以降、いずれの数も減少傾向にあったが、28年中は、重傷者の数が25年以来3年ぶりに増加に転じた。

　

図表2-2　刑法犯により死亡し、又は傷害を受けた者の数の推移（平成19～28年）

[image: 図表2-2　刑法犯により死亡し、又は傷害を受けた者の数の推移（平成19～28年）]

（3）重要犯罪の認知・検挙状況


重要犯罪（注）の認知・検挙状況の推移は、図表2-3のとおりである。平成28年中の重要犯罪の認知件数は、ピーク時である15年の2万3,971件と比べ1万2,425件（51.8％）減少した。検挙率は、19年以降60％台で推移していたが、27年に70％を超え、28年は76.6％であった。

注：殺人、強盗、強姦、強制わいせつ、放火、略取誘拐及び人身売買

　
図表2-3　重要犯罪の認知・検挙状況の推移（平成19～28年）

[image: 図表2-3　重要犯罪の認知・検挙状況の推移（平成19～28年）]

①　殺人


殺人の認知・検挙状況の推移は、図表2-4のとおりである。殺人の認知件数は、16年以降減少傾向にあり、28年中は895件と、前年より38件（4.1％）減少し、戦後最少となった。また、検挙率は、重要犯罪の他の罪種に比べ高い水準を維持している。殺人の解決事件（注）を除いた検挙件数を被疑者と被害者の関係別にみると、親族が440件（54.3％）と最も多く、このうち配偶者（内縁の者を含む。）が158件（35.9％）で最も多かった。


注：刑法犯として認知され、既に統計に計上されている事件であって、これを捜査した結果、刑事責任無能力者の行為であることなどの理由により犯罪が成立しないこと又は訴訟条件・処罰条件を欠くことが確認された事件

　
図表2-4　殺人の認知・検挙状況の推移（平成19～28年）

[image: 図表2-4　殺人の認知・検挙状況の推移（平成19～28年）]

　
図表2-5　殺人の被疑者と被害者の関係別検挙状況（平成28年）

[image: 図表2-5　殺人の被疑者と被害者の関係別検挙状況（平成28年）]

　
図表2-6　親族間の殺人の被疑者と被害者の関係別検挙状況（平成28年）

[image: 図表2-6　親族間の殺人の被疑者と被害者の関係別検挙状況（平成28年）]

②　強盗


強盗の認知・検挙状況の推移は、図表2-7のとおりである。28年中の強盗の認知件数は、前年より減少し、ピーク時である15年の7,664件と比べ5,332件（69.6％）減少した。手口別の認知件数では、侵入強盗が811件で、強盗全体の34.8％を占め、このうち47.3％がコンビニ強盗であり、非侵入強盗は1,521件で、強盗全体の65.2％を占め、このうち38.1％が路上強盗であった。検挙率は、28年は前年より1.6ポイント上昇するなど近年上昇傾向にある。

　
図表2-7　強盗の認知・検挙状況の推移（平成19～28年）

[image: 図表2-7　強盗の認知・検挙状況の推移（平成19～28年）]

　
図表2-8　強盗の手口別認知状況（平成28年）

[image: 図表2-8　強盗の手口別認知状況（平成28年）]

　
図表2-9　侵入強盗の手口別認知状況（平成28年）

[image: 図表2-9　侵入強盗の手口別認知状況（平成28年）]

③　強姦・強制わいせつ


強姦の認知・検挙状況の推移は、図表2-10のとおりである。強姦の認知件数は、16年から23年にかけて連続して減少し、24年、25年は前年より増加したが、26年からは減少を続け、28年中は989件と、前年より178件（15.3％）減少した。検挙率は、28年中は98.1％と、前年より2.6ポイント上昇した。


強制わいせつの認知・検挙状況の推移は、図表2-11のとおりである。強制わいせつの認知件数は、16年以降減少傾向にあり、24年、25年は前年より増加したが、26年からは減少を続け、28年中は6,188件と、前年より567件（8.4％）減少した。検挙率は、28年中は68.0％と、前年より6.9ポイント上昇した。

　
図表2-10　強姦の認知・検挙状況の推移（平成19～28年）

[image: 図表2-10　強姦の認知・検挙状況の推移（平成19～28年）]

　
図表2-11　強制わいせつの認知・検挙状況の推移（平成19～28年）

[image: 図表2-11　強制わいせつの認知・検挙状況の推移（平成19～28年）]

④　放火


放火の認知・検挙状況の推移は、図表2-12のとおりである。放火の認知件数は17年から24年にかけて減少し、25年、26年は増加に転じたが、27年からは減少を続け、28年中は914件と、前年より178件（16.3％）減少した。検挙率は、過去10年間では、おおむね70～80％の間で推移している。

　
図表2-12　放火の認知・検挙状況の推移（平成19～28年）

[image: 図表2-12　放火の認知・検挙状況の推移（平成19～28年）]

⑤　略取誘拐・人身売買


略取誘拐・人身売買の認知・検挙状況の推移は、図表2-13のとおりである。略取誘拐・人身売買の認知件数を被害者の男女別でみると、女性が被害者である割合は、28年は82.5％であった。また、被害者の年齢層別でみると、13～19歳の割合が近年増加傾向にあり、28年は33.8％であった。検挙率は、過去10年間では、おおむね90％前後で推移している。

　
図表2-13　略取誘拐・人身売買の認知・検挙状況の推移（平成19～28年）

[image: 図表2-13　略取誘拐・人身売買の認知・検挙状況の推移（平成19～28年）]











2　国民の財産を狙う事犯への対策

（1）財産犯の被害額の罪種別状況


財産犯（注）の被害額の推移は、図表2-14のとおりであり、その被害総額は平成14年（約3,758億8,100万円）以降、減少傾向にある。


28年の財産犯の被害額の罪種別状況は、図表2-15のとおりである。同年は窃盗の被害額が約705億9,800万円（47.9％）と最も多かった。

注：強盗、恐喝、窃盗、詐欺、横領及び占有離脱物横領

　
図表2-14　財産犯の被害額の推移（平成19～28年）

[image: 図表2-14　財産犯の被害額の推移（平成19～28年）]

　
図表2-15　財産犯の被害額の罪種別被害状況（平成28年）

[image: 図表2-15　財産犯の被害額の罪種別被害状況（平成28年）]

（2）侵入窃盗対策


侵入窃盗の認知・検挙状況の推移は、図表2-16のとおりである。侵入窃盗の認知件数は、ピーク時である平成14年（33万8,294件）以降減少傾向にあり、同年から28年にかけて、26万1,817件（77.4％）減少した。


警察庁、経済産業省、国土交通省及び建物部品関連の民間団体から構成される「防犯性能の高い建物部品の開発・普及に関する官民合同会議」では、16年4月から、侵入までに5分以上の時間を要するなど一定の防犯性能があると評価した建物部品（CP部品）を掲載した「防犯性能の高い建物部品目録」をウェブサイトで公表するなどして、CP部品の普及に努めており、目録には29年3月末現在で17種類3,332品目が掲載されている。さらに、警察庁のウェブサイトに「住まいる防犯110番」（注）を開設し、侵入犯罪対策の広報を推進している。

注：https://www.npa.go.jp/safetylife/seianki26/index.html

　
[image: CPマーク　CP部品だけが表示できる共通標章でCrime Prevention（防犯）の頭文字を図案化したもの]

CPマーク

CP部品だけが表示できる共通標章でCrime Prevention（防犯）の頭文字を図案化したもの

　
図表2-16　侵入窃盗の認知・検挙状況の推移（平成19～28年）

[image: 図表2-16　侵入窃盗の認知・検挙状況の推移（平成19～28年）]


コラム　平成28年熊本地震の被災地における防犯対策


熊本県警察は、平成28年熊本地震の被災地において、警察災害派遣隊等と一体となって救出救助活動等を実施するとともに、空き巣等の被害を防止するため、パトカー等による24時間体制の警戒・警ら活動や、住民に対する地域安全情報の提供、避難所の巡回等を実施した。また、青色回転灯装備車での防犯パトロール等の県内外の防犯ボランティア団体等による自主的な防犯活動も行われた。

　
[image: パトロールの状況]

パトロールの状況



（3）侵入強盗対策


侵入強盗の認知・検挙状況の推移は、図表2-17のとおりである。平成21年にコンビニ強盗の認知件数が前年比で大きく増加したことなどから、同年には侵入強盗の認知件数が増加に転じたものの、ピーク時である15年（2,865件）以降、減少傾向にある。しかし、28年中は811件と、コンビニ強盗の認知件数の増加等により、再び増加に転じた。


警察では、コンビニエンスストアや金融機関等を対象とした強盗対策として、防犯体制、現金管理の方法、店舗等の構造、防犯設備等について基準を定め、警察官の巡回や機会を捉えた防犯訓練等を実施している。

　
図表2-17　侵入強盗の認知・検挙状況の推移（平成19～28年）

[image: 図表2-17　侵入強盗の認知・検挙状況の推移（平成19～28年）]

（4）自動車盗対策


自動車盗の認知・検挙状況の推移は、図表2-18のとおりである。ピーク時である平成15年（6万4,223件）以降、自動車盗の認知件数は減少傾向にあるが、依然としてその約7割をキーなし（注1）のものが占めている。


警察庁、財務省、経済産業省、国土交通省及び民間19団体から構成される「自動車盗難等の防止に関する官民合同プロジェクトチーム」では、「自動車盗難等防止行動計画」（14年1月策定、28年12月改定）に基づき、イモビライザ（注2）等の盗難防止装置やナンバープレート盗難防止ネジ等の普及促進、自動車の使用者に対する防犯指導、広報啓発等を推進している。


注1：エンジンキーがイグニッションスイッチに差し込まれ、又は運転席若しくはその周辺に放置されていて被害に遭ったもの（以下「キーあり」という。）以外のもの


注2：エンジンキーに埋め込まれた送信機から発するIDコードと、車両本体の電子制御装置にあらかじめ登録されたIDコードが一致しなければ、エンジンが始動しない電子式盗難防止装置

　
[image: 自動車盗難防止の広報ポスター]

自動車盗難防止の広報ポスター

　
図表2-18　自動車盗の認知・検挙状況の推移（平成19～28年）

[image: 図表2-18　自動車盗の認知・検挙状況の推移（平成19～28年）]

（5）万引き対策


万引きの認知・検挙状況の推移は、図表2-19のとおりである。万引きの認知件数は、平成22年以降減少傾向にあるものの、刑法犯認知件数に占める万引きの認知件数の割合は上昇傾向にあり、28年中は11.3％に達している。また、万引きの検挙人員全体に占める高齢者（注）の割合が上昇傾向にあり、28年中は38.5％であった。


警察では、万引きを許さない社会気運の醸成や規範意識の向上を図るため、関係機関・団体等と連携した広報啓発活動を行うなど、社会を挙げた万引き防止に向けた取組を推進している。

注：65歳以上の者

　
図表2-19　万引きの認知・検挙状況の推移（平成19～28年）

[image: 図表2-19　万引きの認知・検挙状況の推移（平成19～28年）]

（6）ひったくり対策


ひったくりの認知・検挙状況の推移は、図表2-20のとおりである。ひったくりの認知件数は、平成14年（5万2,919件）をピークに14年連続で減少しており、28年中は3,493件と、ピーク時の15分の1以下にまで減少した。


警察では、ひったくり事件の発生状況や手口を分析して、ひったくりの被害防止に効果のあるかばんの携行方法や通行方法等について啓発を行っているほか、関係機関・団体等と協力し、自転車用のひったくり防止カバー等の普及を促進するなどしている。

　
図表2-20　ひったくりの認知・検挙状況の推移（平成19～28年）

[image: 図表2-20　ひったくりの認知・検挙状況の推移（平成19～28年）]

（7）通貨偽造犯罪対策

①　発見状況


偽造日本銀行券の発見枚数（注）の推移は図表2-21のとおりであり、平成28年中は、前年より増加した。

注：届出等により警察が押収した枚数

　
図表2-21　偽造日本銀行券の発見枚数の推移（平成19～28年）

[image: 図表2-21　偽造日本銀行券の発見枚数の推移（平成19～28年）]

②　特徴的傾向と対策


最近の偽造日本銀行券の中には、精巧に偽造されたものが発見されている。これは、高性能のプリンタ等が一般に普及したためと考えられる。


警察庁では、財務省、日本銀行等と連携して、ポスターやウェブサイトで偽造日本銀行券が行使された事例や偽造通貨を見破る方法を紹介するなどして、国民の注意を喚起している。

（8）カード犯罪（注）対策


カード犯罪の認知・検挙状況の推移は図表2-22のとおりであり、平成28年中の認知件数、検挙件数及び検挙人員は、いずれも前年より増加した。これは、外国金融機関が保有する顧客情報を基に偽造されたカードが使用されるなど組織的なカード犯罪が多発したためと考えられる。


警察では、早期検挙のため捜査を徹底するほか、口座名義人からキャッシュカード等の盗難・紛失の届出があった場合にカードの利用停止を促すなど、被害の拡大防止に努めている。


注：クレジットカード、キャッシュカード、プリペイドカード及び消費者金融カードを悪用した犯罪

　
図表2-22　カード犯罪の認知・検挙状況の推移（平成19～28年）

[image: 図表2-22　カード犯罪の認知・検挙状況の推移（平成19～28年）]


事例


28年5月、不特定多数の者により、17都府県のコンビニエンスストア等に設置されたATM約1,700台で、外国金融機関が保有する約3,000件の顧客情報を基に偽造されたカードが使用され、約18億6,000万円が窃取された。29年3月までに、全国20都府県警察において、現金を窃取した「出し子」やその「指示役」等合計約180人を窃盗罪等で逮捕した。



（9）悪質商法事犯対策

①　利殖勧誘事犯（注1）


利殖勧誘事犯の検挙状況の推移は、図表2-23のとおりである。平成28年中は、ファンドに関連した事犯（注2）の検挙が目立った。


利殖勧誘事犯では、被害者が被害に遭ってから気付くまでに時間を要する場合が多いことから、警察では、同事犯の被害拡大防止のため、早期の事件化を図るとともに、犯罪に利用された預貯金口座を凍結するための金融機関への情報提供等を推進しており、28年中の同事犯に関する情報提供件数は162件であった。


注1：出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律（以下「出資法」という。）、金融商品取引法、無限連鎖講の防止に関する法律等の違反に係る事犯


注2：出資者から集めた資金を有価証券や事業への投資等で運用し、生じる利益を配分する仕組みを商材とする事犯

　
図表2-23　利殖勧誘事犯の検挙状況の推移（平成19～28年）

[image: 図表2-23　利殖勧誘事犯の検挙状況の推移（平成19～28年）]

　
図表2-24　利殖勧誘事犯の類型別検挙状況（平成28年）

[image: 図表2-24　利殖勧誘事犯の類型別検挙状況（平成28年）]


事例


会社役員の男（53）らは、23年12月頃から27年4月頃にかけて、高齢者を中心に投資ファンドのパンフレット等を閲覧させるなどした上、「毎月、配当として出資金の1％をもらえる」などと虚偽の事実を告げ、同ファンドへの出資金の名目で、1都8県の約130名から約8億2,000万円をだまし取った。28年3月までに同男ら1法人3人を詐欺罪等で検挙した（福岡）。

　
[image: 押収したパンフレット]

押収したパンフレット



②　特定商取引等事犯（注）


特定商取引等事犯の検挙状況の推移は、図表2-25のとおりである。28年の検挙事件を類型別にみると、訪問販売に関連した事犯の検挙が目立った。


特定商取引等事犯では、被害者が被害に遭っていることに気付いても、被害者自身で解決しようとして警察への届出までに時間を要する場合もみられることから、警察では、ウェブサイト等を通じて早期の相談を呼び掛けている。


注：訪問販売、電話勧誘販売等で事実と異なることを告げるなどして商品の販売や役務の提供を行う悪質商法。具体的には、訪問販売等の特定商取引を規制する特定商取引に関する法律違反及び特定商取引に関連する詐欺、恐喝等に係る事犯

　
図表2-25　特定商取引等事犯の検挙状況の推移（平成19～28年）

[image: 図表2-25　特定商取引等事犯の検挙状況の推移（平成19～28年）]

　
図表2-26　特定商取引等事犯の類型別検挙状況（平成28年）

[image: 図表2-26　特定商取引等事犯の類型別検挙状況（平成28年）]


事例


会社役員の男（35）らは、21年10月頃から27年6月頃にかけて、宗教法人を買収するなどした上、チラシ広告等で、願いを成就させる特殊な効果を有すると称するブレスレットの無料モニターを募り、申込みを行った顧客に対し、電話で、「汚れたお金を持っていると不幸になる。お金を浄化したら、それ以上のきれいなお金が入ってくる」などと虚偽の事実を告げて金銭を送付させるなどし、全国の延べ約3万人から約44億円をだまし取った。28年8月までに、同男ら1法人55人を組織的犯罪処罰法（注）違反（組織的な詐欺）等で検挙した（大阪）。

注：組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律

　
[image: 押収したブレスレット]

押収したブレスレット



（10）ヤミ金融事犯（注1）対策


ヤミ金融事犯の検挙状況の推移は、図表2-27のとおりである。ヤミ金融事犯のうち、無登録・高金利事犯（注2）の検挙事件数及び検挙人員は減少傾向にあるが、ヤミ金融関連事犯（注3）は増加傾向にある。


無登録・高金利事犯のうち、携帯電話や預貯金口座を利用して非面接で敢行されるいわゆる090金融事犯については、平成28年中は、検挙事件数の23.0％、検挙人員の38.1％を占めている。また、28年中に検挙した無登録・高金利事犯に占める暴力団が関与した割合は、21.6％であった。


警察では、ヤミ金融事犯の取締りを推進するとともに、ヤミ金融に利用された預貯金口座を凍結するための金融機関への情報提供、レンタル携帯電話等の解約について事業者への要請等の総合的な対策を行っている。28年中の金融機関への情報提供件数は2万3,661件、レンタル携帯電話事業者への解約要請件数は3,010件であった。

注1：無登録・高金利事犯及びヤミ金融関連事犯

注2：貸金業法違反（無登録営業）及び出資法違反（高金利等）に係る事犯

注3：貸金業に関連した犯罪収益移転防止法違反、詐欺、携帯音声通信事業者による契約者等の本人確認等及び携帯音声通信役務の不正な利用の防止に関する法律（以下「携帯電話不正利用防止法」という。）違反等に係る事犯

　
図表2-27　ヤミ金融事犯の検挙状況の推移（平成19～28年）

[image: 図表2-27　ヤミ金融事犯の検挙状況の推移（平成19～28年）]


事例


無登録で貸金業を営む男（29）らは、23年12月から27年5月にかけて、多重債務者の名簿に記載された者をレンタル携帯電話によって勧誘し、全国の顧客約2,200人に対し、その銀行口座に振込送金する方法により、法定利息の約49倍から約1,703倍で金銭を貸し付け、他人名義の口座へ振込送金を受ける方法により、元利金約2億3,800万円を受領した。同年10月までに、同男ら6人を貸金業法違反（無登録営業）、出資法違反（超高金利）等で逮捕した。また、28年7月までに、携帯電話不正利用防止法によって義務付けられた本人確認をしないまま、同男らにSIMカードを貸与したレンタル携帯電話会社役員の男（30）ら1法人3人を同法違反（貸与時本人確認義務違反）で検挙した（徳島）。



（11）知的財産権侵害事犯対策

①　商標権侵害事犯（注1）及び著作権侵害事犯（注2）


偽ブランド事犯等の商標権侵害事犯、海賊版事犯等の著作権侵害事犯においては、インターネットを利用して侵害行為が行われる場合が多いことから、警察では、サイバーパトロール等による端緒情報の把握に努めている。


また、不正商品対策協議会（注3）の活動への参加を始め、権利者等と連携した知的財産権の保護及び不正商品の排除に向けた広報啓発活動を推進している。

注1：商標法違反に係る事犯

注2：著作権法違反に係る事犯

注3：昭和61年、不正商品の排除及び知的財産権の保護を目的として、知的財産権侵害に悩む各種業界団体により設立された任意団体。警察庁等の関係機関と連携し、シンポジウムの主催や各種催物への参加を通じて、広報啓発活動、海外における不正商品販売の実態調査、海外の捜査機関や税関等に対する働き掛け等を行っている。

　
図表2-28　知的財産権侵害事犯の検挙状況の推移（平成24～28年）

[image: 図表2-28　知的財産権侵害事犯の検挙状況の推移（平成24～28年）]

　

図表2-29　押収した偽ブランド品のうち、仕出国・地域が判明したものの国・地域別押収状況の推移（平成19～28年）

[image: 図表2-29　押収した偽ブランド品のうち、仕出国・地域が判明したものの国・地域別押収状況の推移（平成19～28年）]

②　営業秘密侵害事犯（注）


営業秘密侵害事犯については、平成28年中、18事件25人を検挙しており、企業の保有する技術情報等が同業他社に転職した元役員によって持ち出された事犯や、企業の保有する顧客情報が退職した元役員によって持ち出され、同業他社に販売された事犯等がみられた。


警察では、各都道府県警察で指定された営業秘密保護対策官が、警察署における営業秘密侵害事犯の相談対応について指導を行うなどにより捜査能力の一層の向上を図っているほか、被害の早期届出の必要性についての企業に対する啓発等を推進している。

注：不正競争防止法第21条第1項及び第3項に係る事犯


事例


塗料製造・販売等会社（A社）の元役員の男（62）は、不正の利益を得る目的で、A社の子会社（B社）に在職中の25年1月頃、A社及びB社で共有されたサーバにアクセスし、A社の営業秘密である塗料の原料等に関する情報を自己所有のUSBメモリに複製して領得し、同業他社（C社）に転職後の同年4月頃、C社従業員らに対し、同情報に関する書面を手渡すなどして、A社の営業秘密を開示した。28年2月、同男を不正競争防止法違反（営業秘密の開示）で逮捕した（愛知）。













3　構造的な不正事案への対策

（1）政治・行政をめぐる不正事案


国又は地方公共団体の幹部職員等による贈収賄事件、入札談合等関与行為防止法（注）違反事件、公契約関係競売等妨害事件、買収等の公職選挙法違反事件等の政治・行政をめぐる不正は依然として後を絶たない。


しかし、このような事案は、直接の被害者がおらず、金品の受渡し等は密室で行われることが多いことから、被害申告や目撃者の証言等が通常は期待できず、端緒情報の把握や犯罪事実の立証は容易ではない。


警察では、このような事案に対し、端緒情報の把握に努めるとともに、不正の実態に応じて様々な刑罰法令を適用するなどして、事案の解明を進めている。第24回参議院議員通常選挙（平成28年7月10日施行）における選挙期日後90日現在（28年10月8日現在）の公職選挙法違反の検挙件数は107件、検挙人員は117人（うち逮捕者は33人）であった。


注：入札談合等関与行為の排除及び防止並びに職員による入札等の公正を害すべき行為の処罰に関する法律

　

図表2-30　政治・行政をめぐる不正事案の検挙事件数（注1）の推移（平成19～28年）

[image: 図表2-30　政治・行政をめぐる不正事案の検挙事件数（注1）の推移（平成19～28年）]


事例


姫路市建設局長（60）は、26年11月頃及び27年6月頃の2回にわたり、元建設会社社員から、同市が発注する橋補修工事の受注に関して、職務上不正な行為をしたことの謝礼等として、現金合計100万円を収受した。28年10月、同局長を収賄罪等で逮捕した（兵庫）。




事例


大阪大学大学院工学研究科の教授（57）は、24年1月から28年9月にかけて、数回にわたり、建設会社2社の社員2人から、同大学と外部機関等との共同研究に関して、同2社との共同研究の受入れを決定し、同研究の結果の情報を提供したことなどへの謝礼等として、現金合計約780万円を収受した。同年11月、同教授を収賄罪で逮捕した（大阪、千葉、神奈川）。




事例


第24回参議院議員通常選挙の際、選挙運動員（62）は、28年7月、他の選挙運動員4名に対し、投票を呼び掛ける選挙運動をしたことなどの報酬として、現金合計約30万円を供与した。同年8月、現金を供与した選挙運動員を公職選挙法違反（買収）で逮捕した（熊本）。



（2）経済をめぐる不正事案


金融機関等の企業の役職員らが組織の内部統制を逸脱したことによる背任、詐欺、横領等の違法事犯のほか、国及び地方公共団体の補助金の不正受給事犯が後を絶たない状況にある。また、地方議会議員、弁護士、司法書士といった社会的地位を有する者による詐欺、横領等の犯罪も発生している。


警察では、これらの金融・不良債権関連事犯、企業の経営等に係る違法事犯、証券取引事犯、財政侵害事犯及びその他国民の経済活動の健全性又は信頼性に重大な影響を及ぼすおそれのある犯罪の取締りを推進している。また、様々な投資名目で消費者等が被害に遭う詐欺事件等においては、被害者が多数・広域に及ぶ場合があることから、関係する都道府県警察が連携を図っている。


このような事案に対しては、対象となる企業等の財務実態の解明が不可欠であることから、都道府県警察においては、公認会計士や税理士等の専門的な知識を有する者を財務捜査官として採用し、その高度な技能を活用して事案の早期解明を図っている。

　
図表2-31　経済をめぐる不正事犯の検挙事件数の推移（平成24～28年)

[image: 図表2-31　経済をめぐる不正事犯の検挙事件数の推移（平成24～28年)]


事例


森林組合の元専務理事（54）は、平成23年3月頃から26年3月頃にかけて、県地方事務所に対し、国庫補助事業の対象である森林作業道の開設等を実施したように装った書類を提出するなどして補助金の交付を申請し、同事務所から補助金合計約2億4,900万円の交付を受けた。また、22年5月頃から26年11月頃にかけて、下請会社の代表取締役らと共に、工事請負代金を水増しして請求し、同組合から合計約4億6,200万円をだまし取った。27年12月までに、同元専務理事を補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律違反及び詐欺罪で逮捕した（長野）。




事例


投資スクール会員を募集するグループの主催者の男（47）らは、外国為替証拠金取引（FX取引）への投資名目で現金をだまし取ろうと考え、同スクールの会員になれば同取引によって運用利益を上げている投資ファンドを購入でき、運用に充てられるなどと虚偽の事実の話を持ちかけ、22年6月から27年8月にかけて、同スクールの会員約160人から合計約19億円をだまし取った。同年11月、同男ら2人を詐欺罪で逮捕した（愛知）。













4　国民の健康を害する事犯への対策

（1）保健衛生事犯（注）対策

保健衛生事犯の検挙状況の推移は、図表2-32のとおりである。


警察では、厚生労働大臣の承認を得ていない医薬品（以下「無承認医薬品」という。）を広告・販売するなどの医薬品医療機器法違反、無資格で医行為を行うなどの医師法違反、診療所の無許可開設等の医療法違反、無資格で美容施術を行う美容師法違反等の国民の健康被害に直結する保健衛生事犯の取締りを行っている。


無承認医薬品の広告・販売事犯については、近年、国外を仕出地とするものが全体の半数前後を占めている上、インターネットを利用して広告・販売を行っているものも多いことから、外国捜査機関等に対し情報を提供し、ウェブサイトの削除を要請するなどしている。


注：薬事関係事犯（医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（以下「医薬品医療機器法」という。）違反、薬剤師法違反等）、医事関係事犯（医師法違反、歯科医師法違反等）及び公衆衛生関係事犯（食品衛生法違反、狂犬病予防法違反等）

　
図表2-32　保健衛生事犯の検挙状況の推移（平成24～28年）

[image: 図表2-32　保健衛生事犯の検挙状況の推移（平成24～28年）]

（2）食の安全に係る事犯（注1）対策


食の安全に係る事犯の検挙状況の推移は、図表2-33のとおりであり、平成28年中は、産業廃棄物処理の委託を受けた食肉を産業廃棄物ではない食品として販売した事犯等がみられた。


警察では、食の安全に係る事犯の取締りを推進するとともに、食品安全行政に関する関係府省連絡会議（注2）に参加するなど、関係機関との連携の強化に努めている。


注1：食品衛生関係事犯（食品衛生法違反等）及び食品の産地等偽装表示事犯（不正競争防止法違反等）

注2：食品安全基本法に基づき、関係府省間の密接な連携の下、食品の安全性の確保に関する施策を総合的に推進することを目的とした会議

　
図表2-33　食の安全に係る事犯の検挙状況の推移（平成19～28年）

[image: 図表2-33　食の安全に係る事犯の検挙状況の推移（平成19～28年）]


事例


産業廃棄物処理会社（A社）の代表取締役（75）は、27年8月頃から12月頃にかけて、食品等事業者（B社）から廃棄処理委託を受けた産業廃棄物である食肉に関し、全量の廃棄処分をしたように装い、B社から委託料をだまし取るとともに、めん類製造業の経営者（78）に食肉を販売するなどした。また、同経営者らは、同年9月頃から12月頃にかけて、食品卸売業者に対し、同食肉を産業廃棄物ではない食品であると装って販売し、代金をだまし取った。28年8月までに、同代表取締役ら1法人3人を食品衛生法違反（無許可営業）等で検挙した（愛知、岐阜）。













5　良好な生活環境の保持

（1）風俗営業等の状況

①　風俗営業の状況


警察では、風営適正化法（注）に基づき、風俗営業等に対して必要な規制を加えるとともに、風俗営業者等の自主的な健全化のための活動を支援し、業務の適正化を図っている。

注：風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律

　
図表2-34　風俗営業の営業所数の推移（平成24～28年）

[image: 図表2-34　風俗営業の営業所数の推移（平成24～28年）]

②　性風俗関連特殊営業の状況


性風俗関連特殊営業の状況についてみると、近年、無店舗型性風俗特殊営業や映像送信型性風俗特殊営業の届出数が増加している一方で、店舗型性風俗特殊営業及び電話異性紹介営業の届出数は減少している。

　
図表2-35　性風俗関連特殊営業の届出数の推移（平成24～28年）

[image: 図表2-35　性風俗関連特殊営業の届出数の推移（平成24～28年）]

③　深夜酒類提供飲食店営業の状況

深夜酒類提供飲食店の営業所数は、近年減少傾向にある。

　
図表2-36　深夜酒類提供飲食店の営業所数の推移（平成24～28年）

[image: 図表2-36　深夜酒類提供飲食店の営業所数の推移（平成24～28年）]

④　特定遊興飲食店営業の状況


平成28年6月に風営適正化法の一部を改正する法律が全面施行されたことにより、深夜に客に遊興と飲酒をさせる特定遊興飲食店営業が、営業所設置許容地域において許可制の下で営業可能になった。28年中に許可を受けた特定遊興飲食店営業の営業所数は、208軒であった。

（2）売春事犯及び風俗関係事犯の現状

①　売春事犯


平成28年中の売春事犯の総検挙人員に占める暴力団構成員等（注1）の割合は17.8％（79人）と、売春事犯が暴力団の資金源になっていることがうかがわれる。


最近では、スカウト組織から路上で勧誘した女性の紹介を受けて売春をさせる事犯や、女性をマンションの一室に居住させ、出会い系サイト（注2）等を通じて募った不特定多数の男性客を相手に売春をさせる事犯がみられる。

注1：150頁参照

注2：138頁参照

　
図表2-37　売春防止法違反の検挙状況の推移（平成24～28年）

[image: 図表2-37　売春防止法違反の検挙状況の推移（平成24～28年）]


事例


無職の男（58）らは、28年5月、18歳に満たない児童であることを知りながら、家出中の少女らをマンションの一室に居住させ、ホテル等において、出会い系サイト等を通じて募った不特定多数の男性客を相手に売春をさせた。同年7月までに、同男ら4人を売春防止法違反（周旋）等で逮捕した（大阪）。



②　風俗関係事犯

風営適正化法による検挙状況は、近年減少傾向にある。


また、わいせつ事犯の検挙状況は、最近4年間減少している。わいせつ事犯に関しては、近年、海外サーバを経由してわいせつな動画を頒布する事犯やわいせつな画像情報が記録されたDVD等を販売する事犯が多くみられる。


このほか、賭博事犯に関しては、いわゆるインターネットカジノを利用した事犯がみられるほか、最近では、会員制を採り、常連客以外の客を排除したり、喫茶店を装ったりするなど警察の取締りから逃れるための対策が巧妙化している。

　
図表2-38　風営適正化法違反の検挙状況の推移（平成24～28年）

[image: 図表2-38　風営適正化法違反の検挙状況の推移（平成24～28年）]

　
図表2-39　わいせつ事犯の検挙状況の推移（平成24～28年）

[image: 図表2-39　わいせつ事犯の検挙状況の推移（平成24～28年）]


事例


インターネットカジノ店経営者の男（68）らは、28年2月頃から7月にかけて、不特定多数の客に対し、同店に設置したパーソナルコンピュータ等を使用して、インターネットを利用したゲーム等による賭博をさせていた。同月、同男ら4人を常習賭博罪で、客を単純賭博罪で逮捕した（和歌山）。



（3）人身取引事犯対策


警察では、平成26年12月に政府が策定した「人身取引対策行動計画2014」等に基づき、法務省入国管理局等の関係機関と連携し、水際での取締りや悪質な経営者、仲介業者等の取締りを強化し、被害者の早期保護及び国内外の人身取引の実態解明を図っている。また、関係国の大使館、被害者を支援する民間団体等と緊密な情報交換を行っているほか、被害者の早期保護のため、警察等に被害申告するように多言語で呼び掛けるリーフレットを作成し、関係機関・団体等に配布するとともに、被害者の目に触れやすい場所に備え付けるなどの取組を行っている。


28年中の人身取引事犯の検挙人員は46人で、このうち風俗店等関係者が16人、仲介業者が5人であった。また、警察で保護した人身取引事犯の被害者は46人で、その国籍の内訳は、日本（25人）、タイ（8人）、カンボジア（7人）、フィリピン（5人）及びベトナム（1人）であり、日本人の被害者数が過去最多となった。

　
図表2-40　人身取引事犯の検挙状況の推移（平成24～28年）

[image: 図表2-40　人身取引事犯の検挙状況の推移（平成24～28年）]

　
図表2-41　人身取引事犯の被害者の保護状況の推移（平成24～28年）

[image: 図表2-41　人身取引事犯の被害者の保護状況の推移（平成24～28年）]


事例


人身売買ブローカーの女（35）は、28年6月から7月にかけて、「日本に無料で観光旅行に行ける」などと勧誘してタイ人女性を来日させ、高額な借金を負わせた上、その返済のために売春を強要した。同月、同女を入管法（注）違反（不法就労あっせん）で逮捕した（警視庁）。

注：出入国管理及び難民認定法




コラム　いわゆるアダルトビデオ出演強要問題への対策


近年、詐欺・脅迫的な言動を用いられて、いわゆるアダルトビデオへの出演を強要されたり、出演を拒否した際に多額の違約金を請求されるなどして、アダルトビデオへの出演を余儀なくされたりする事案についての相談が警察に寄せられている。本人の意思に反してアダルトビデオへの出演を強いるなどの行為は、精神的・肉体的苦痛をもたらす深刻な人権侵害であり、政府においては、平成29年3月、アダルトビデオ出演強要問題について、必要な対策を緊急かつ集中的に実施することを関係府省対策会議で決定するなど、同問題に対し、政府一体となって対策を推進している。


警察では、各種法令を適用した厳正な取締り、スカウトに対する街頭での指導・警告、各種広報媒体を活用した被害防止対策、相談窓口の周知活動、警視庁及び道府県警察本部並びに各警察署の担当者に対する研修等を実施している。


また、各都道府県警察で指定されたアダルトビデオ出演強要問題専門官が、管内の同問題に関する情報の集約等、同問題に適切に対応するための様々な業務を行っている。



（4）銃砲刀剣類の適正管理と危険物対策

①　銃砲刀剣類の適正管理


平成28年末現在、銃刀法（注）に基づき、都道府県公安委員会から9万6,232人が、19万5,449丁の猟銃及び空気銃の所持許可を受けている。28年中、申請を不許可等とした件数は36件、所持許可を取り消した件数は56件であった。また、猟銃等の事故及び盗難を防止するため、毎年一斉検査を行うとともに、講習会等を通じて適正な取扱いや保管管理の徹底について指導を行う一方、危害予防上支障のない範囲で猟銃等の所持許可に伴う申請者の負担軽減を図るための措置を講じている。


警察では、銃刀法を厳正に運用し、銃砲刀剣類の所持許可の審査と行政処分を的確に行って不適格者の排除に努めるなど、銃砲刀剣類による事件・事故の未然防止に努めている。

注：銃砲刀剣類所持等取締法

　
図表2-42　猟銃及び空気銃の許可所持者の推移（平成24～28年）

[image: 図表2-42　猟銃及び空気銃の許可所持者の推移（平成24～28年）]

　
図表2-43　猟銃及び空気銃の許可丁数の推移（平成24～28年）

[image: 図表2-43　猟銃及び空気銃の許可丁数の推移（平成24～28年）]

　
図表2-44　猟銃等所持不適格者の排除状況の推移（平成24～28年）

[image: 図表2-44　猟銃等所持不適格者の排除状況の推移（平成24～28年）]

②　危険物対策


火薬類、特定病原体等、放射性物質等の危険物の運搬に当たっては、火薬類取締法、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律、放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等の規定に基づき、都道府県公安委員会にその旨を届け出ることとされている。


警察では、これらの危険物が安全に運搬されるよう、関係事業者に対して事前指導や指示等を行うとともに、これらの危険物の取扱場所への立入検査等により、その盗難、不正流出等の防止に努めている。

　
図表2-45　運搬届出・立入検査の状況（平成28年）

[image: 図表2-45　運搬届出・立入検査の状況（平成28年）]

（5）環境事犯対策

①　廃棄物事犯（注）

平成28年中の廃棄物事犯の検挙事件数の約半数を、廃棄物の不法投棄事犯が占めている。


警察では、引き続き環境行政部局との人的な交流や情報交換を行うなどし、早期発見・早期検挙に努めている。

注：廃棄物の処理及び清掃に関する法律違反に係る事犯

　
図表2-46　廃棄物事犯の検挙状況の推移（平成19～28年）

[image: 図表2-46　廃棄物事犯の検挙状況の推移（平成19～28年）]

②　動物・鳥獣関係事犯（注）


28年中の動物・鳥獣関係事犯の検挙事件数の約半数を、違法に捕獲等した鳥獣を飼養するなどの鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律違反が占めている。また、犬、猫等を殺傷するなど、動物の愛護及び管理に関する法律違反も引き続き検挙されている。


注：動物の愛護及び管理に関する法律違反、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律違反等に係る事犯

　
図表2-47　動物・鳥獣関係事犯の検挙状況の推移（平成19～28年）

[image: 図表2-47　動物・鳥獣関係事犯の検挙状況の推移（平成19～28年）]

（6）探偵業の状況


平成28年中の探偵業法（注1）での検挙件数は5件、行政処分件数は57件（営業停止命令4件、指示処分53件）であった。警察では、探偵業法に基づき、探偵業者（注2）の業務実態を把握し、違法行為に対しては厳正に対処するとともに、業界の全国組織である一般社団法人日本調査業協会や認可法人全国調査業協同組合等との連携の下、研修会等を通じて、探偵業務の運営の適正化を図っている。

注1：探偵業の業務の適正化に関する法律

注2：届出のなされている探偵業者数は5,691（28年末現在）











第2節　警察捜査のための基盤整備

1　捜査力の強化

（1）捜査手法、取調べの高度化への取組


警察庁では、犯罪を的確に検挙し、良好な治安の維持に資するため、平成24年3月に策定した「捜査手法、取調べの高度化プログラム」に基づき、各種施策を推進している。また、28年6月には、取調べの録音・録画制度等を内容とする刑事訴訟法等の一部を改正する法律が公布されたことを受け、更なる証拠の収集方法の適正化及び多様化を図る必要があることも踏まえ、捜査手法、取調べの高度化への取組として以下の施策を推進している。

①　捜査手法の高度化の推進


警察庁では、取調べをめぐる環境の変化や科学技術の発達等に伴う犯罪の悪質化・巧妙化等に的確に対応し、客観証拠による的確な立証を図ることを可能とするため、DNA型鑑定及びDNA型データベースを効果的に活用するための取組を推進しているほか、証人保護プログラム、仮装身分捜査等の新たな捜査手法の導入について検討を行っている。

②　取調べの高度化・適正化等の推進


警察庁では、取調べにおいて真実の供述を適正かつ効果的に得るための技術の在り方やその伝承方法について、時代に対応した改善を図るため、24年12月に心理学的知見を取り入れた教本「取調べ（基礎編）」を作成し、25年5月には「取調べ技術総合研究・研修センター」を設置したほか、31年6月までに取調べの録音・録画制度が施行されることを見据え、従来から取り組んできた取調べの録音・録画の試行を一層拡充するなど、取調べの高度化・適正化等に向けた施策を推進している。

（2）初動捜査における客観証拠の収集


事件発生時には、迅速・的確な初動捜査を行い、犯人を現場やその周辺で逮捕し、又は現場の証拠物や目撃者の証言等を確保することが、犯人の特定や犯罪の立証、更には連続発生の防止のために極めて重要である。


都道府県警察では、機動的な初動捜査を行うため、機動捜査隊、機動鑑識隊（班）、現場科学検査班等を設置し、事件発生後、直ちに現場に臨場して迅速な客観証拠等の収集を徹底している。


また、犯人の検挙における防犯カメラ画像の有用性の高さが認識されているところ、防犯カメラ画像の中には、原記録が消去される可能性が高いものや、抽出等に技術的な困難を伴うものもあることから、防犯カメラ画像の抽出及び解析を支援する体制を整備するなどにより、防犯カメラ画像の適切かつ確実な収集に努めている。

　
図表2-48　初動捜査態勢の整備と鑑識活動の徹底

[image: 図表2-48　初動捜査態勢の整備と鑑識活動の徹底]

（3）国民からの情報提供の促進


警察では、犯罪捜査に不可欠な国民の理解と協力を得るため、国民に対し、都道府県警察のウェブサイトを活用して情報提供を呼び掛けるほか、様々な媒体を活用して、聞き込み捜査に対する協力、事件に関する情報の提供等を広く呼び掛けている。また、必要に応じ、被疑者の発見・検挙や犯罪の再発防止のため、被疑者の氏名等を広く一般に公表して捜査を行う公開捜査を行っている。


さらに、警察庁では、平成19年度から、国民からの情報提供を促進し、重要犯罪等の検挙を図ることを目的として、公的懸賞金制度である捜査特別報奨金制度を導入し、警察庁ウェブサイト（注）等で対象となる事件等について広報している。

注：https://www.npa.go.jp/bureau/criminal/reward/index.html

（4）犯罪死の見逃し防止への取組


警察が取り扱った死体数（注1）は、平成28年中は約16万1,000体であった。


警察では、適正な死体取扱業務を推進して犯罪死の見逃しを防止するため、検視官（注2）の臨場率を向上させるとともに、死体取扱業務に携わる警察官に対する教育訓練の充実及び資機材の整備を行っている。


また、警察では、警察等が取り扱う死体の死因又は身元の調査等に関する法律に規定された調査、検査等の措置を的確に実施するとともに、必要な解剖の確実な実施に努めている。

注1：交通関係及び東日本大震災による死者を除く。

注2：原則として、刑事部門における10年以上の捜査経験又は捜査幹部として4年以上の強行犯捜査等の経験を有する警視の階級にある警察官で、警察大学校における法医専門研究科を修了した者から任用される死体取扱業務の専門家

　
図表2-49　死体取扱数及び検視官の臨場率の推移（平成19～28年）

[image: 図表2-49　死体取扱数及び検視官の臨場率の推移（平成19～28年）]

（5）緻密で適正な捜査の徹底


警察では、平成20年1月から、「警察捜査における取調べ適正化指針」（注）に基づき、取調べの一層の適正化を図るための各種施策を推進している。


また、2年5月に栃木県足利市内において発生したいわゆる足利事件について、22年3月、再審公判において、無期懲役の刑に服していた男性に無罪判決が言い渡されたことなどを踏まえ、警察では、相手方の特性に応じた取調べ方法の指導・教育を行った上で、被疑者の供述と客観証拠・裏付け捜査等との関連の精査によって自白の信用性の十分な検討をするなど緻密で適正な捜査のより一層の徹底を図っている。


このほか、警察では、警察捜査における捜査書類及び証拠品の適切な管理について、一層の徹底を図っている。


注：19年11月、警察捜査における取調べの一層の適正化を推進するため、国家公安委員会によって決定された「警察捜査における取調べの適正化について」に基づき、警察庁において、警察が当面取り組むべき施策を取りまとめたもの

①　的確な捜査指揮・管理の徹底


警察では、取調べに過度に依存することのない適正な捜査を推進するため、事件の全容を把握した上での適切な捜査方針の樹立、事件の性質に応じた組織的捜査の推進、被疑者の特性や証拠資料等に基づく取調べの方法についての必要な指示、指導等を徹底するなど、捜査幹部による的確な捜査指揮に努めている。

②　各種教育訓練の実施


警察では、適正捜査に関する教育訓練の充実を図る取組の一環として、警察大学校、管区警察学校等において取調べ専科等を実施し、捜査員の取調べの適正化についての見識の醸成、取調べ等に関する具体的手法の習得等を図っている。


また、捜査幹部による入念な指導教育により、個々の捜査員の適正な取調べに対する意識改革を図るとともに、より実践的な教育訓練や熟練した捜査員等による技能指導を行うなど、若手捜査員等の取調べ技能の向上に努めている。

　
[image: 取調べを想定した教育訓練]

取調べを想定した教育訓練

③　被疑者取調べ監督制度の実施


21年4月、取調べの一層の適正化に資するため、被疑者取調べ監督制度を開始し、警察庁、警視庁及び道府県警察本部の総務又は警務部門に被疑者取調べの監督業務を担当する所属を設置するなど所要の体制を整備して、取調べの状況の確認、調査等必要な措置を行っている。

　
[image: 取調べ室の外部からの視認状況]

取調べ室の外部からの視認状況

（6）捜査技能の組織的な伝承


近年、多くの捜査員が退職する一方、若い捜査員が多数任用され、急速な世代交代が進んでいる中、特に地域の治安に責任を持つ警察署においては、捜査経験が豊富な捜査員が減少しており、犯罪の捜査に必要不可欠な捜査技能の伝承が課題となっている。


従来、捜査技能については、先輩や上司のやり方を見習わせ、実際に何度も経験させてみるなど、捜査経験が豊富な捜査員と共同して捜査に当たるオンザジョブトレーニングの方法により伝承されてきた。しかし、捜査員の世代交代が急速に進んだことから、この方法のみでは捜査技能の伝承が困難となっており、警察では、体系的に捜査技能が伝承されるよう、組織的な取組を進めている。

①　新時代に対応した刑事捜査員等の育成


新たな捜査手法や最先端の科学技術を活用した捜査は、全ての捜査員が実際の事件で経験できるわけではない。他方で、こうした捜査手法等が必要となる事件は、時間や場所を問わず発生し得るものである。警察では、各捜査員の捜査技能の更なる向上を図るため、様々な教育訓練の場において、仮想の事件の模擬的な捜査を通じて、防犯カメラ画像、DNA型鑑定資料等の客観証拠の収集方法を含む様々な捜査手法全般を体験させるなどしている。


捜査幹部に対しては、警察大学校、管区警察局、管区警察学校等において教育訓練を行い、事件の全容を把握した上での適切な捜査方針の策定、事件の性質に応じた組織的捜査の推進、被疑者の特性に応じた適正な取調べの方法、裏付け捜査の徹底等の捜査運営等、捜査幹部としての職務に必要な知識及び技能の向上を図っている。

　
[image: 先輩捜査員による指導状況（DNA型鑑定に用いる資料の採取）]

先輩捜査員による指導状況（DNA型鑑定に用いる資料の採取）

　
[image: 先輩捜査員による指導状況（足跡の採取）]

先輩捜査員による指導状況（足跡の採取）

②　警察庁指定広域技能指導官制度


警察庁では、平成6年から警察庁指定広域技能指導官制度の運用を開始し、卓越した専門技能又は知識を有する警察職員を警察庁長官が指定し、その職員を警察全体の財産として、都道府県警察の枠を超えて広域的に指導官として活用している。


29年4月24日現在、全国警察において、180人の警察職員が情報分析、強行犯捜査、窃盗犯捜査、薬物事犯捜査、鑑識等の各分野で広域技能指導官に指定され、各都道府県警察職員に対して警察活動上必要な助言や実践的指導を行うとともに、警察大学校、管区警察学校等において講義を実施している。

（7）犯罪インフラ対策の推進


犯罪インフラとは、犯罪を助長し、又は容易にする基盤のことをいい、本人確認書類を偽造して携帯電話やクレジットカード等の契約をするなどその行為自体が犯罪となるもののほか、それ自体は合法であっても、特殊詐欺等の犯罪に悪用されている各種制度やサービス等がある。犯罪インフラは、あらゆる犯罪の分野で着々と構築され、犯罪組織等がこれを利用して各種犯罪を効率的に敢行するなど、治安に対する重大な脅威となっている。


警察では、犯罪インフラに関連する情報を広範に収集・分析し、関係事業者等との連携を強化することによって、犯罪インフラの解体等を図るとともに、関係事業者が提供するサービス等に係る捜査に必要な情報の適時・円滑な確保を可能にすることにより、迅速かつ的確な捜査に資する捜査環境（捜査インフラ）を構築するための取組を推進している。


警察庁においては、こうした取組を更に強化するため、平成26年4月、刑事局に捜査支援分析管理官を設置した。捜査支援分析管理官においては、関係省庁及び事業者と連携して、犯罪の捜査に必要な情報の適時・円滑な確保を可能にする取組を行っているとともに、技術の発展等に伴う新たな制度やサービス等が犯罪に悪用されることを防止・解消するための取組を推進している。


コラム　特殊詐欺等に悪用される携帯電話への対策について


特殊詐欺等を実行する犯行グループは、自己への捜査を免れるためにレンタル携帯電話を悪用する実態が認められる。また、レンタル携帯電話事業者の中には、携帯電話不正利用防止法で定められた貸与時の本人確認を適切に行わないものや本人確認を全く行わないものが存在する状況があるとともに、犯行グループの手に渡るまでに複数の事業者が介在している場合もあるなど、レンタル携帯電話の実際の利用者を特定することが困難となっている。


このような状況に鑑み、警察では、貸与時の本人確認が適切に行われなかったレンタル携帯電話について、同法に基づく役務提供拒否がなされるよう携帯電話事業者に情報提供を行うとともに、悪質なレンタル携帯電話事業者を検挙するなど、犯罪に悪用されるレンタル携帯電話対策を推進している。


また、MVNO（注）に対して偽造した本人確認書類を提示したり、本人確認書類に記載された者になりすまして契約するなどの方法により不正に取得された架空・他人名義の携帯電話が特殊詐欺等に悪用されていることから、平成28年9月から、同法に基づく役務提供拒否がなされるようMVNOにも情報提供を行っている。

注：Mobile Virtual Network
Operatorの略。自ら無線局を開設・運用せずに移動通信サービスを提供する電気通信事業者

　

図表2-50　MVNOにおける携帯電話不正利用防止法に基づく役務提供拒否の仕組み

[image: 図表2-50　MVNOにおける携帯電話不正利用防止法に基づく役務提供拒否の仕組み]













2　科学技術の活用


客観証拠による的確な立証を図り、犯罪の悪質化・巧妙化等に対応するため、警察では、犯罪捜査において、DNA型鑑定、プロファイリング等の科学技術の活用を推進している。


また、DNA型鑑定等のうち、特に高度な専門的知識・技術が必要となるものについては、都道府県警察からの依頼により、警察庁の科学警察研究所において実施している。

（1）DNA型鑑定


DNA型鑑定とは、ヒト身体組織の細胞内に存在するDNA（デオキシリボ核酸）（注）の塩基配列を分析することによって、個人を高い精度で識別する鑑定法である。


注：細胞核に存在する23対46本の染色体を構成する物質の一つで、長いらせんのはしご状（二重らせん）の構造をしている。

　
図表2-51　警察におけるDNA型鑑定の概要

[image: 図表2-51　警察におけるDNA型鑑定の概要]

①　警察におけるDNA型鑑定


警察で行っているDNA型鑑定は、主に、STR型検査法と呼ばれるもので、STRと呼ばれる特徴的な塩基配列の繰り返し回数に個人差があることを利用し、個人を識別する検査法である（注）。


現在、日本人で最も出現頻度が高いDNA型の組合せの場合でも、約4兆7,000億人に1人という確率で個人識別を行うことが可能となっている。


注：塩基の繰り返し配列について、その反復回数を調べて、その繰り返し回数を「型」として表記して個人識別を行う。

②　DNA型鑑定の犯罪捜査への活用


DNA型鑑定の実施件数は、図表2-52のとおり、増加傾向にあり、殺人事件等の凶悪事件のほか、窃盗事件等の身近な犯罪の捜査にも活用されている。


また、警察では、被疑者から採取した資料から作成した被疑者DNA型記録と犯人が犯罪現場等に遺留したと認められる資料から作成した遺留DNA型記録をデータベースに登録し、未解決事件の捜査を始めとする様々な事件の捜査において犯人の割り出しや余罪の確認等に活用している。

　
図表2-52　DNA型鑑定実施件数の推移（平成24～28年）
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図表2-53　DNA型データベースの活用件数の推移（平成24～28年）
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③　身元確認のためのDNA型鑑定の活用


警察では、平成26年6月に閣議決定された「死因究明等推進計画」を踏まえ、27年4月から、身元不明死体の身元確認及び特異行方不明者（注）の速やかな発見に活用するため、身元不明死体に関する資料から作成した変死者等DNA型記録及び死体DNA型記録並びに特異行方不明者本人、その実子、実父又は実母に関する資料から作成した特異行方不明者等DNA型記録をデータベースに登録している。


注：犯罪や事故等に巻き込まれ、生命又は身体に危険が生じているおそれ等のある行方不明者

　
図表2-54　身元確認のためのDNA型データベースの活用
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（2）デジタル・フォレンジック


犯罪に悪用された電子機器等に保存されている情報は、犯罪捜査において重要な客観証拠となる場合がある。


電子機器等に保存されている情報を証拠化するためには、電子機器等から電磁的記録を抽出した上で、文字や画像等の人が認識できる形に変換するという電磁的記録の解析が必要である。しかし、電磁的記録は消去、改変等が容易であるため、電磁的記録を犯罪捜査に活用するためには、適正な手続により解析・証拠化することが重要である。


このため、警察では、警察庁及び地方機関（注1）の情報技術解析課において、都道府県警察が行う犯罪捜査に対し、デジタル・フォレンジック（注2）を活用した技術支援を行っている。また、民間企業との技術協力を推進し、常に最新の技術情報を収集するとともに、国内外の関係機関と情報共有を図るなど、電磁的記録の解析に係るノウハウや技術を蓄積するように努めている。


近年では、情報通信技術の急速な進展により、新たな電子機器や情報通信サービスが次々と登場し、電磁的記録の解析が困難化している。そこで警察では、警察庁高度情報技術解析センターを中心に、高度で専門的な知識及び技術を有する職員を配置するとともに、高性能な解析用資機材を整備し、破損した電子機器等に記録された情報の抽出・解析等高度な解析を実施している。


注1：管区警察局情報通信部、東京都警察情報通信部、北海道警察情報通信部、府県情報通信部及び方面情報通信部

注2：犯罪の立証のための電磁的記録の解析技術及びその手続

　
図表2-55　デジタル・フォレンジックの概要
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（3）指掌紋自動識別システム


指紋及び掌紋（以下「指掌紋」という。）は、「万人不同」及び「終生不変」の特性を有し、個人を識別するための資料として極めて有用であることから、明治44年に警視庁において指紋制度が導入されて以来、現在に至るまで、犯罪の捜査に欠かせないものになっている。


警察では、被疑者から採取した指掌紋と犯人が犯罪現場等に遺留したと認められる指掌紋をデータベースに登録して自動照合を行う指掌紋自動識別システムを運用し、犯人の割り出し、余罪の確認等に活用している。

　
[image: 被疑者の指掌紋の採取状況（被疑者は模擬）]

被疑者の指掌紋の採取状況（被疑者は模擬）

（4）情報分析支援システム（CIS-CATS）


警察では、様々な犯罪関連情報を迅速に系統化し、総合的な分析を可能とするシステムとして、平成21年1月から情報分析支援システム（CIS-CATS（注））を運用している。同システムは、犯罪発生状況のほか、犯罪手口、犯罪統計等の犯罪関連情報を地図上に表示し、その他の様々な情報とも組み合わせることで、犯罪の発生場所、時間帯、被疑者の特徴等を総合的に分析することが可能である。


警察では、同システムを活用して、的確な捜査指揮や効率的な捜査の支援を行うことにより、事件解決に役立てている。

注：Criminal Investigation Support-Crime
Analysis Tool & Systemの略

　
図表2-56　情報分析支援システム
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（5）自動車ナンバー自動読取システム


自動車盗を始めとする多くの犯罪では、犯行や逃走に自動車が悪用されていることから、被疑者の早期検挙を果たすためには、車両ナンバーに基づいて当該車両を発見・捕捉することが効果的である。このため、警察庁では昭和61年度から、通過する自動車のナンバーを自動的に読み取り、手配車両のナンバーと照合する自動車ナンバー自動読取システムの整備に努めている。

（6）プロファイリング


プロファイリングとは、犯行現場の状況、犯行の手段、被害者等に関する情報や資料を、統計データや心理学的手法等を用い、また情報分析支援システム等を活用して分析・評価することにより、犯行の連続性の推定、犯人の年齢層、生活様式、職業、前歴、居住地等の推定や次回の犯行の予測を行うものである（注）。


プロファイリングは、連続して発生している性犯罪、窃盗、放火、通り魔事件等、犯行状況に関する情報量の多い事件や犯人の行動の特徴がつかみやすい事件において、特に効果が期待される。


警察では、より高度で効率的な捜査を推進するため、捜査員とプロファイリング担当者が情報を共有・連携し、聞き込み捜査等の従来の捜査の結果と科学的見地に基づくプロファイリングによる推定結果の双方から、犯人像の推定等を行っている。また、プロファイリングには、行動科学や統計分析に関する専門的知識が求められることから、警察庁では、全国警察から捜査員及び科学捜査研究所で勤務する職員を集め、科学警察研究所で研修を実施するなどして、プロファイリング担当者の育成を図る一方、全国警察における分析結果の集約、検証等を通じて分析技術の高度化について研究を進めている。


注：我が国では、平成6年に科学警察研究所においてプロファイリングに関する研究が開始され、12年には北海道警察が都道府県警察として初めて特異犯罪分析班を設置した。警察庁においては、18年に情報分析支援室が設置され、プロファイリングを担当することとなり、26年には、体制を充実させ、捜査支援分析管理官が設置された。それ以降、都道府県警察においても体制の整備を進めている。

　
図表2-57　プロファイリング

[image: 図表2-57　プロファイリング]











3　新たな刑事司法制度に対応した警察捜査


平成28年5月に成立し、同年6月に公布された刑事訴訟法等の一部を改正する法律は、取調べの録音・録画制度や証拠収集等への協力及び訴追に関する合意制度の創設、通信傍受の合理化・効率化等を内容とするものであり、刑事司法の重要かつ多岐にわたる課題に対処するものである。警察では、これらの新たな制度に対応した警察捜査の構築に向けた取組等を推進している。

（1）取調べの録音・録画に係る取組

①　取調べの録音・録画の試行の拡充


警察では、平成21年4月に全ての都道府県警察において、裁判員裁判対象事件について、取調べの録音・録画の試行を開始し、現在では、知的障害、発達障害、精神障害等の障害を有する被疑者についても、同試行を実施している。


また、刑事訴訟法等の一部を改正する法律により、逮捕又は勾留をされている被疑者を裁判員裁判対象事件等について取り調べる場合には、原則として、その全過程を録音・録画することを義務付ける制度が、31年6月までに施行されることを見据え、警察庁では、28年9月に新たな取調べの録音・録画の試行指針を策定した。


同指針は、取調べの録音・録画制度の対象となる取調べ及び弁解録取手続について、原則として、その全過程を録音・録画することなどを内容としており、都道府県警察では、同年10月から、同指針に基づく新たな試行（以下「新試行」という。）を開始している。


警察においては、取調べの録音・録画制度に適切に対応できるよう、同指針に基づき、取調べの録音・録画の試行に更に積極的に取り組むことなどにより、録音・録画の下での取調べの経験の蓄積及び技能向上に努めているほか、録音・録画装置の計画的な整備に努めるなど、必要な準備を進めている。

②　取調べの録音・録画の試行の実施状況


裁判員裁判対象事件に係る取調べの録音・録画の試行（28年10月からは新試行）の実施状況については、図表2-58及び図表2-59のとおりであり、取調べの録音・録画制度の施行に向けて、原則全過程の録音・録画の実施の徹底に努めている。

　

図表2-58　裁判員裁判対象事件に係る取調べの録音・録画の試行の実施件数の推移（平成21～28年度）
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図表2-59　裁判員裁判対象事件に係る取調べの録音・録画実施事件1件当たりの平均実施時間の推移（平成21～28年度）
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（2）証拠収集等への協力及び訴追に関する合意制度


証拠収集等への協力及び訴追に関する合意制度は、一部の財政経済犯罪（注）と薬物銃器犯罪について、弁護人の同意の下、検察官と被疑者・被告人との間で、被疑者・被告人が他人の犯罪事実を明らかにするための供述をすることなどの協力を行い、検察官が被疑事件・被告事件について不起訴処分や軽い求刑等をすることを内容とする合意をすることができる制度であり、平成30年6月までに施行される。


本制度では、合意に向けた協議における必要な行為は、検察官から授権された司法警察員もその授権の範囲で行うことができることとされており、警察としては、本制度に関する指導・教育を徹底するなど、必要な準備を進め、検察官とも緊密に連携を図りつつ、本制度が適正かつ効果的に運用されるよう努めることとしている。

注：文書偽造、贈収賄、詐欺、横領、租税に関する法律違反、金融商品取引法違反等

（3）通信傍受の合理化・効率化


刑事訴訟法等の一部を改正する法律により、通信傍受法（注1）も改正され、平成28年12月から、特殊詐欺や組織窃盗、暴力団等の犯罪組織による殺傷事件等の一般国民に重大な脅威を与えている組織犯罪についても新たに通信傍受が活用できることとなった（注2）。


また、現行法では、通信傍受を行う際の通信事業者職員等による立会いが義務付けられているほか、通信事業者の施設において傍受を行うこととなるため、多数の捜査員を相当期間派遣する必要があるなど、通信事業者、捜査機関双方に大きな負担が生じていたところ、31年6月までには、通信内容の暗号化等の技術的措置を講ずることで通信傍受の適正性を担保しつつ、通信事業者による立会い・封印を不要とし、また、警察の施設での通信傍受を可能とする手続を新たに導入するなど、手続の合理化・効率化が図られることとなる。


通信傍受は、他の捜査手法のみでは困難な組織的犯罪の全容解明や真に摘発すべき犯罪組織中枢の検挙に有用な捜査手法となり得ることから、警察では、引き続き法の定める厳格な要件・手続に従いつつ、通信傍受の有効かつ適正な実施に努めていくこととしている。

注1：犯罪捜査のための通信傍受に関する法律

注2：新たに対象犯罪に追加されたのは、殺人、傷害、逮捕・監禁、略取誘拐、人身売買、窃盗、強盗、詐欺、恐喝、爆発物の使用、児童ポルノ等の不特定多数者への提供等。また、追加された犯罪で通信傍受を実施するためには、従来の実施要件に加え、一定の組織性（当該犯罪があらかじめ定められた役割の分担に従って行動する人の結合体により行われたと疑うに足りる状況があること）を有することを要する

（4）その他


上記のほか、刑事訴訟法等の一部を改正する法律には証拠の一覧表の交付手続の導入等を内容とする証拠開示制度の拡充（注1）、被疑者国選弁護制度の対象事件の拡大（注2）等を内容とする弁護人による援助の充実や、ビデオリンク方式による証人尋問の拡充（注3）等を内容とする犯罪被害者等及び証人を保護するための措置等の新たな制度が盛り込まれており、全ての制度を一体として整備することにより、時代に即した新たな刑事司法制度が構築されることとなる。

注1：平成28年12月に施行

注2：30年6月までに施行

注3：30年6月までに施行











第3節　人身の安全を確保するための取組

1　ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等への対応

（1）現状


ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等（注1）の相談等件数の推移は図表2-60のとおりである。ストーカー事案の相談等件数は近年増加傾向にあり、また、28年中の配偶者からの暴力事案等の相談等件数は、配偶者暴力防止法（注2）の施行以降、最多となった。


注1：平成25年6月に成立した配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴い、26年1月3日以降、生活の本拠を共にする交際（婚姻関係における共同生活に類する共同生活を営んでいないものを除く。）をする関係にある相手方からの暴力事案についても計上している。


注2：配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律

　

図表2-60　ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等の相談等件数の推移（平成19～28年）

[image: 図表2-60　ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等の相談等件数の推移（平成19～28年）]

（2）対策


ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等の恋愛感情等のもつれに起因する暴力的事案（注1）を始めとする人身の安全を早急に確保する必要の認められる事案（以下「人身安全関連事案」という。）は、加害者の被害者に対する執着心や支配意識が非常に強いものが多く、また、加害者が、被害者等に対して強い危害意思を有している場合には、検挙されることを顧みず大胆な犯行に及ぶこともあるなど、事態が急展開して重大事件に発展するおそれが大きいものである。


このため、警察では、人身安全関連事案に一元的に対処するための体制を確立し、被害者等の安全の確保を最優先に、ストーカー規制法（注2）や配偶者暴力防止法その他の法令の積極的な適用による加害者の検挙のほか、被害者等の安全な場所への避難や身辺の警戒、110番緊急通報登録システム（注3）への登録、ビデオカメラや緊急通報装置等の資機材の活用等による被害者等の保護措置等の組織による迅速・的確な対応を推進している。また、被害者等からの相談に適切に対応できるよう被害者の意思決定支援手続（注4）等を導入している。


注1：恋愛感情等のもつれに起因する各種のトラブルや事件であって、被害者やその親族等に危害が及ぶおそれのある事案

注2：改正ストーカー規制法を踏まえたストーカー事案への対応については、54頁（トピックスII　ストーカー規制法の改正を踏まえたストーカー事案への対応について）参照


注3：あらかじめ電話番号を登録した被害者等から通報があった場合、被害者等からの通報であることが自動表示されるもの

注4：104頁参照

　
図表2-61　ストーカー事案への対応状況の推移（平成24～28年）
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図表2-62　配偶者からの暴力事案等への対応状況の推移（平成24～28年）

[image: 図表2-62　配偶者からの暴力事案等への対応状況の推移（平成24～28年）]

①　一元的に対処するための体制の確立


人身安全関連事案に的確に対処するため、警視庁及び道府県警察本部において、事案の認知の段階から対処に至るまで、警察署への指導・助言・支援を一元的に行う生活安全部門と刑事部門を総合した体制を構築している。また、警察署においても、人身安全関連事案への対処を統括する責任者及び事案対処時の要員をあらかじめ指定することにより生活安全部門と刑事部門を総合した体制を構築している。


こうした体制の下、事案認知時において危険性・切迫性を見極めるために、被害者等からの相談対応に当たっては、生活安全部門の担当者と刑事部門の捜査員が共同で聴取するなど、組織による的確な対応を徹底しており、個別の事態に応じて、誘拐事件や立てこもり事件の捜査に関する専門的知識を有した刑事部捜査第一課特殊班や機動力をいかした捜査活動を行う機動捜査隊を積極的に投入している。

　
図表2-63　体制の確立

[image: 図表2-63　体制の確立]


事例


平成27年12月、女性から、元交際相手の男（20）が別れ話に納得しないなどの相談を受理した。同男は、警察から数度にわたる口頭注意を受けたにもかかわらず、その後も同女性に対してSNSのメッセージ機能を利用してメッセージを送信する、電話をかけるなどのつきまとい行為を続けていた。28年4月、同女性の自宅付近を警戒していた警察署員が、駐車中の同男の使用車両を発見し、同男が行方不明になっていたことから、同女性の身辺警戒及び同男の発見のため、警察本部から派遣された現場支援員が、警察署員と連携して同女性の自宅を訪れたところ、同男が同女性の自宅の押し入れ内に潜伏しているのを発見し、同男を住居侵入罪で現行犯逮捕した（新潟）。



②　被害者の意思決定支援手続


被害者の意思決定支援手続は、事案の危険性やストーカー規制法等に基づき警察がとり得る措置等を被害者等に図示しながら分かりやすく説明し、被害者等が求める対応についての意思決定を支援するためのものである。警察では、この手続により被害者等の意思を明確にすることで、被害者等と共通認識を持って、より迅速・的確な事案対応を図っている。

　
図表2-64　ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等に関する手続の流れ
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③　関係機関・団体と連携したストーカー対策


実効性のあるストーカー対策を行うためには、社会全体での取組が必要である。警察庁では、27年3月にストーカー総合対策関係省庁会議が策定したストーカー総合対策、同年12月に閣議決定された「第4次男女共同参画基本計画」等に基づき、関係機関・団体と連携して、ストーカー被害防止のための広報啓発、加害者に関する取組等を推進している（注）。

注：55頁参照

④　いわゆるリベンジポルノ等への対応


近年、交際中に撮影した元交際相手の性的画像等を、撮影対象者の同意なくインターネット等を通じて公表する行為（いわゆるリベンジポルノ等）により、被害者が多大な精神的苦痛を受ける事案が発生している。


28年中の私事性的画像（注1）に関する相談等の件数（注2）は1,063件であった。このうち、被害者と加害者の関係については、交際相手（元交際相手を含む。）が69.2％、インターネット上のみの関係にある知人・友人が11.1％を占めており、また、被害者の年齢については、20歳代が41.6％、19歳以下が22.2％を占めている。さらに、私事性的画像被害防止法の適用による検挙件数は48件、脅迫罪、児童買春・児童ポルノ禁止法（注3）違反、強要罪等の他法令による検挙件数は238件であった。


警察では、このような事案について、被害者の要望を踏まえつつ、違法行為に対して厳正な取締りを行うとともに、公表された私事性的画像記録の流通・閲覧防止のための措置等の迅速な対応を講じている。また、広報啓発活動等を通じて、被害の未然防止を図っている。


注1：私事性的画像記録の提供等による被害の防止に関する法律（以下「私事性的画像被害防止法」という。）第2条第1項に定める性交又は性交類似行為に係る人の姿態等が撮影された画像をいう。


注2：私事性的画像記録又は私事性的画像記録物に関する相談のうち、私事性的画像被害防止法やその他の刑罰法令に抵触しないものも含む。


注3：児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに児童の保護等に関する法律

　
図表2-65　私事性的画像に係る相談等の状況（平成28年）

[image: 図表2-65　私事性的画像に係る相談等の状況（平成28年）]


事例


飲食店経営者の男（59）は、28年3月、衣服の一部を着けていない元交際相手の画像を加工した写真を電柱に貼り付けて掲示し、公然と陳列した。同年4月、同男を私事性的画像被害防止法違反（私事性的画像記録物公然陳列）で逮捕した（京都）。




事例


28年5月、女性から、元交際相手の男（46）からメールを送り付けられるなどの嫌がらせを受けているとの相談を受理した。同男のSNS上に衣服を着けていない同女性の画像が投稿されているのを発見したことから、同年6月、同男を私事性的画像被害防止法違反（私事性的画像記録物公然陳列）で逮捕した（福井）。













2　子供の安全を守るための取組

（1）子供を犯罪から守るための取組

①　子供が被害者となる犯罪


13歳未満の子供が被害者となった刑法犯の認知件数（以下「子供の被害件数」という。）は、図表2-66のとおりである。子供の被害件数は、平成14年以降は減少傾向にあり、28年中は1万7,252件と、前年より2,854件（14.2％）減少した。刑法犯の認知件数に占める子供の被害件数の割合の高い罪種は、28年中は略取誘拐が46.5％（認知件数228件のうち106件）、強制わいせつが14.4％（認知件数6,188件のうち893件）であった。

　

図表2-66　子供（13歳未満）の被害件数及び罪種別被害状況の推移（平成19～28年）
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②　子供の生活空間における安全対策

ア　学校や通学路の安全対策


警察では、子供が被害者となる犯罪を未然に防止し、子供が安心して登下校することなどができるよう、通学路や通学時間帯に重点を置いた警察官によるパトロールを強化するとともに、退職した警察官等をスクールサポーターとして委嘱し学校へ派遣するなど、学校と連携して学校や通学路等における子供の安全確保を推進している。

イ　被害防止教育の推進


警察では、子供に犯罪被害を回避する能力等を身に付けさせるため、小学校、学習塾等において、学年や理解度に応じ、紙芝居、演劇やロールプレイング方式等により、危険な事案への対応要領等について子供が考えながら参加・体験できる防犯教室、地域安全マップ作成会等を関係機関・団体と連携して開催している。また、教職員に対しては、不審者が学校に侵入した場合の対応要領の指導等を行っている。

ウ　情報発信活動の推進


警察では、子供が被害に遭った事案等の発生に関する情報を子供や保護者に対して迅速に提供できるよう、警察署と教育委員会、小学校等との間で情報共有体制を整備するとともに、都道府県警察のウェブサイトや電子メール等を活用した情報発信を行うなど、地域住民に対する情報提供を実施している。

エ　ボランティアに対する支援


警察では、「子供110番の家」として危険に遭遇した子供の一時的な保護と警察への通報等を行うボランティアに対し、ステッカーや対応マニュアル等を配布するなどの支援を行っているほか、防犯ボランティア団体との合同パトロールを実施するなど、自主防犯活動を支援している。

③　子供女性安全対策班による活動の推進


警察では、21年4月、子供や女性を対象とする性犯罪等の前兆とみられる声掛け、つきまとい等の事案に関する情報収集、分析等により行為者を特定し、検挙・指導・警告等の措置を講ずる子供女性安全対策班（JWAT（注））を警視庁及び道府県警察本部に設置した。従来の検挙活動等に加え、これらの先制・予防的活動を積極的に推進していくことによって、子供や女性を被害者とする性犯罪等の未然防止に努めている。

注：Juvenile and Woman Aegis Teamの略


事例


28年5月、帰宅途中の女子高校生が、自転車に乗った見知らぬ男から卑わいな言葉を掛けられ、つきまとわれるという事案が発生した。同年6月、子供女性安全対策班が、同男（66）を宮城県迷惑防止条例違反（卑わいな行為の禁止）により逮捕した（宮城）。



④　子供対象・暴力的性犯罪出所者の再犯防止措置制度の強化


警察では、13歳未満の子供を被害者とした強制わいせつ等の暴力的性犯罪で服役して出所した者について法務省から情報提供を受け、各都道府県警察において、その出所者の所在確認を実施している。また、23年4月からは、必要に応じて当該出所者の同意を得て面談を行うなど、再犯防止に向けた措置の強化を図っている。

（2）児童虐待対策

①　検挙・通告の状況


平成28年中の検挙件数は1,081件、検挙人員は1,113人と、統計をとり始めた11年以降、過去最多となった。近年の態様別検挙件数をみると、身体的虐待が全体の7割以上を占めている。


また、児童虐待又はその疑いがあるとして警察から児童相談所に通告した児童数は年々増加し、28年中は過去最多となった。態様別では、特に心理的虐待の増加が著しく、28年中は3万7,183人と全体の6割以上を占めている。

　
図表2-67　児童虐待事件の態様別検挙件数の推移（平成24～28年）
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図表2-68　警察から児童相談所に通告した児童数の推移（平成24～28年）

[image: 図表2-68　警察から児童相談所に通告した児童数の推移（平成24～28年）]

②　関係機関と連携した取組


児童を迅速かつ適切に保護するためには、関係機関がそれぞれの専門性を発揮しつつ、連携して対処することが重要となる。警察では、児童虐待を受けたと思われる児童を発見した際の児童相談所への確実な通告の実施、通告に際しての事前照会の徹底等、児童相談所等との情報共有を図るとともに、必要に応じて地域の要保護児童対策地域協議会（注）に参加するなど、関係機関との緊密な連携を保ちながら、児童の生命・身体の保護のための措置を積極的に講じている。


注：児童福祉法第25条の2において、地方公共団体は、単独で又は共同して、要保護児童の適切な保護又は要支援児童若しくは特定妊婦への適切な支援を図るため、関係機関、関係団体及び児童の福祉に関連する職務に従事する者その他の関係者により構成される要保護児童対策地域協議会を置くように努めなければならないとされている。


事例


28年4月、小学校の教員が生徒の顔にやけどがあるのを発見したため、同生徒から事情を聴いたところ、同生徒が父親から暴行を受けた旨を説明したことから、スクールソーシャルワーカー（注）を通じて警察署に連絡した。同警察署では、同生徒について児童相談所に通告するとともに、児童相談所及び検察庁と協議して三者の代表者により同生徒から事情聴取を行い、同年5月、同生徒の父親（49）を傷害罪等で逮捕した（福島）。


注：教育機関等において、教育分野に関する知識に加えて、福祉の専門的な知識・技術を用いて児童生徒を支援する者



（3）いじめ事案への対応


近年のいじめ（注）に起因する事件数は図表2-69のとおりであり、28年は149件であった。また、28年中の検挙・補導人員は267人であり、その約7割を中学生が占めている。


警察では、いじめ防止対策推進法の趣旨に基づき、少年相談活動やスクールサポーターの学校への訪問活動等により、いじめ事案の早期把握に努めるとともに、把握したいじめ事案の重大性及び緊急性、被害少年及びその保護者等の意向、学校等の対応状況等を踏まえ、学校等と緊密に連携しながら、的確な対応を推進している。


注：平成25年以降の数値は、「いじめ」の定義を、25年6月に制定されたいじめ防止対策推進法第2条に定める「児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているもの」としている。また、24年以前の数値は、「いじめ」の定義を「単独又は複数で、単数又は複数の特定人に対し、身体に対する物理的攻撃又は言動による脅し、いやがらせ、無視等の心理的圧迫を一方的に反復継続して加えることにより苦痛を与えることをいい、暴走族等非行集団間における対立抗争に起因する事件を含まないもの」としている。

　

図表2-69　いじめに起因する事件数と検挙・補導状況の推移（平成24～28年）
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図表2-70　警察によるいじめ事案への対応

[image: 図表2-70　警察によるいじめ事案への対応]

（4）少年（注1）の福祉を害する犯罪への対策と有害環境対策


警察では、福祉犯（注2）の取締り、被害少年の発見・保護、インターネット上の違法情報・有害情報の取締り等少年を取り巻く有害環境の浄化対策を推進している。このうち、児童買春、児童ポルノの製造等の子供の性被害（注3）に係る対策については、平成28年4月以降、国家公安委員会が政府内における同対策の企画・立案及び関係機関との総合調整の業務を行っており、政府全体の取組を推進している。

注1：20歳未満の者

注2：少年の心身に有害な影響を与え、少年の福祉を害する犯罪をいう。例えば、児童買春・児童ポルノ禁止法違反、児童福祉法違反（児童に淫行をさせる行為等）、労働基準法違反（年少者の危険有害業務等）等が挙げられる。


注3：児童に対する性的搾取（児童に対し、自己の性的好奇心を満たす目的又は自己若しくは第三者の利益を図る目的で、児童買春、児童ポルノの製造その他の児童に性的な被害を与える犯罪行為をすること及び児童の性に着目した形態の営業を行うことにより児童福祉法第60条に該当する行為をすること並びにこれらに類する行為をすることをいう。）及びその助長行為（児童買春の周旋、児童買春等目的の人身売買、児童の性に着目した形態の営業のための場所の提供及び児童ポルノの提供を目的としたウェブサイトの開設等をいう。）をいう。

①　少年の福祉を害する犯罪への対策


福祉犯の被害少年数は図表2-71のとおりであり、23年以降は減少しているが、スマートフォン等の普及により、インターネットの利用に起因する福祉犯が発生するなど、深刻な状況にある。


被害少年を早期に発見・保護するとともに、新たな被害を発生させないため、警察では積極的な取締りと被害少年に対する支援のほか、援助交際を求めるなどのインターネット上の不適切な書き込みをサイバーパトロールによって発見し、書き込みを行った児童と接触して直接注意・助言するサイバー補導を推進している。

　
図表2-71　福祉犯の検挙件数等の推移（平成24～28年）

[image: 図表2-71　福祉犯の検挙件数等の推移（平成24～28年）]

ア　悪質性の高い福祉犯


近年、コミュニティサイト（注）等を利用して児童買春の周旋を行う事犯や、児童の性に着目した形態の営業に児童を従事させる事犯等、児童の心身に有害な影響を与える事犯が発生しており、中には、暴力団の資金獲得活動として行われる場合もある。このような悪質性の高い福祉犯に対して、警察では、実態の把握と情報の分析、積極的な取締り等を推進している。

注：138頁参照


事例


27年12月頃から28年4月にかけて、暴力団構成員の男（26）らは、家出中の少女をマンションに住み込ませた上、出会い系サイト等で募った不特定多数の客を相手に売春をさせた。同年7月、同男ら4人を児童福祉法違反（児童に淫行をさせる行為）等で逮捕した（神奈川）。




事例


28年6月頃、「学生カウンセラー」と称して女子高校生と個室で会話するサービスを提供する店舖を経営する男（57）らは、少女（17）らを雇い入れ、店舗内において男性客を相手に性的な業務に従事させた。同年9月、同男ら2人を児童福祉法違反（児童に淫行をさせる行為）等で逮捕した（大阪）。



イ　児童ポルノ


児童ポルノ事犯は近年増加傾向にあり、28年中の検挙件数は2,097件、検挙人員は1,531人、被害児童（注）数は1,313人と、いずれも過去最多となった。被害態様別でみると、だまされたり、脅されたりして児童が自分の裸体を撮影させられた上、メール等で送らされるもの（以下「自画撮り被害」という。）が約4割を占め、被害児童数は24年以降4年連続で増加している。自画撮り被害については、スマートフォンを使用したコミュニティサイトの利用に起因するものが約7割を占めている。また、小学生以下の被害児童のうち、約4割が強姦・強制わいせつの手段により児童ポルノの製造の対象とされているなど、児童ポルノをめぐる情勢は深刻な状況にある。


警察では、このような情勢を踏まえ、関係機関・団体と緊密な連携を図りながら、低年齢児童を狙ったグループや児童ポルノ販売グループによる悪質な事犯等に対する取締りの強化、国内サイト管理者等に対する児童ポルノ画像の削除依頼、被害児童に対する支援等を推進している。


また、警察庁では、29年2月、国内外の関係機関・団体が参加する子供の性被害対策に関するセミナーを開催し、政府の取組を紹介するとともに、関係機関・団体との情報交換を行うなどの連携強化に努めている。さらに、プロバイダによる閲覧防止措置（ブロッキング）について、アドレスリスト作成管理団体に情報提供や助言を行うなどの流通・閲覧防止対策を推進している。

注：児童ポルノ事犯の検挙を通じて、新たに特定された被害児童

　
図表2-72　児童ポルノ事犯の検挙状況等の推移（平成24～28年）

[image: 図表2-72　児童ポルノ事犯の検挙状況等の推移（平成24～28年）]


事例


25年1月から28年10月頃にかけて、低年齢児童を狙ったグループのメンバーであるダンサーの男（27）らは、男児を自宅等に誘い込み、わいせつな行為をし、その状況を撮影して児童ポルノを製造した上、互いに児童ポルノを提供し合うなどしていた。ICPO（注）から提供された情報等に基づいて、29年3月までに、同男ら14人を児童買春・児童ポルノ禁止法違反（児童ポルノ製造）等で検挙した（京都、大阪）。

注：International Criminal Police
Organization（国際刑事警察機構）の略



②　少年を取り巻く有害環境の浄化対策


近年、スマートフォン等の普及に伴い、コミュニティサイト等のインターネットの利用に起因する少年の犯罪被害が増加しているほか、繁華街等において児童の性に着目した新たな形態の営業が出現しているなど、少年を取り巻く社会環境は深刻な状況にある。


警察では、インターネットの利用に起因する少年の犯罪被害の発生状況を踏まえ、関係機関・団体等と連携し、保護者に対する啓発活動、児童に対する情報モラル教育、携帯電話事業者等に対するフィルタリング（注）等の普及促進のための要請等の取組を推進している。


また、児童の性に着目した新たな形態の営業については、少年の保護と健全育成の観点から、あらゆる警察活動を通じて、各地域の実態の把握に努めるとともに、これらの営業において稼働している女子高校生等に対する補導、立ち直り支援等の取組を推進している。


このほか、少年に有害な商品等を取り扱う店等に対して、少年の健全育成のための自主的措置が促進されるよう指導・要請を行うなど、有害環境の浄化に努めている。


注：インターネット上のウェブサイト等を一定の基準に基づき選別し、青少年に有害な情報を閲覧できなくするプログラムやサービス



コラム　「児童の性的搾取等に係る対策の基本計画」（子供の性被害防止プラン）の策定


我が国では、児童ポルノ事犯に係る被害児童数が近年増加しており、コミュニティサイト等の利用に起因して性的な被害に遭う児童も多く認められるほか、児童の性に着目した新たな形態の営業が出現しているなど、子供の性被害をめぐる情勢は引き続き深刻な状況にある。


こうした認識の下、平成29年4月、犯罪対策閣僚会議において「児童の性的搾取等に係る対策の基本計画」（子供の性被害防止プラン）が策定された。


同計画には、警察の主な施策として、子供の性被害に係る事犯に対する取締りの強化等の厳正な対応、児童や保護者等が相談しやすい環境の整備、コミュニティサイト及び出会い系サイトに対する事業者対策等が盛り込まれており、警察では、同計画に即し、関係機関・団体と協力して対策を推進している。




事例


愛知県では、児童の性に着目した新たな形態の営業による性犯罪被害等を防止するため、27年に愛知県青少年保護育成条例を改正し、青少年を接客業務に従事させる行為を禁止するなど、いわゆるJKビジネスと呼ばれる営業に対する規制を開始した。また、警察、地方公共団体、学校、事業者等が連携して「JKビジネス撲滅等非行防止キャンペーン」を開催し、同営業の撲滅に向けた気運の醸成を図っている。


また、東京都においても、同営業の届出義務、青少年を接客業務に従事させる行為の禁止等を内容とする特定異性接客営業等の規制に関する条例が29年7月に施行され、同営業に対する規制が強化されている。

　
[image: JKビジネス撲滅等非行防止キャンペーン]

JKビジネス撲滅等非行防止キャンペーン



（5）少年の犯罪被害への対応


警察では、犯罪の被害に遭った少年に対し、少年補導職員（注）を中心としてカウンセリング等の継続的な支援を行うとともに、大学の研究者、精神科医、臨床心理士等の専門家を被害少年カウンセリングアドバイザーとして委嘱し、支援を担当する職員が専門的な助言を受けることができるようにしている。


注：特に専門的な知識及び技能を必要とする活動を行わせるため、その活動に必要な知識と技能を有する警察職員（警察官を除く。）のうちから警視総監又は道府県警察本部長が命じた者で、少年の非行防止や立ち直り支援等の活動において、重要な役割を果たしている。平成29年4月1日現在、全国に約890人の少年補導職員が配置されている。

　
図表2-73　被害少年の支援

[image: 図表2-73　被害少年の支援]


事例


秋田県警察では、秋田市内に借り受けた畑を「チャイルド・ファーム」と命名して被害少年の支援に活用しており、警察官や大学生ボランティアが被害少年やその家族と共に農業を体験するなどして、被害少年の精神的被害の回復に向けた継続的な支援活動を行っている。













第4節　地域住民の安全安心確保のための取組

1　相談業務の充実強化

（1）相談取扱いの現状


相談取扱件数の推移及び相談内容については、図表2-74から図表2-76までのとおりである。平成28年中の相談取扱件数は202万3,615件と、前年より約1万4,000件（0.7％）増加し、近年増加傾向にある。主な相談内容としては、犯罪等による被害防止、家庭・職場・近隣関係、刑事事件に関するもの等が挙げられる。

　
図表2-74　相談取扱件数の推移（平成19年～28年）

[image: 図表2-74　相談取扱件数の推移（平成19年～28年）]

　
図表2-75　相談内容の内訳（平成28年）
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図表2-76　主な相談内容とその推移（平成24～28年）

[image: 図表2-76　主な相談内容とその推移（平成24～28年）]

（2）相談受理体制


警察では、国民から寄せられた相談に対し、迅速・確実な組織対応を行うことができるよう、警視庁及び道府県警察本部並びに各警察署の総・警務部門にそれぞれ相談の総合窓口を設置している。


総合窓口には、警察職員のほか、経験豊富な元警察職員等の警察安全相談員の配置を進め、体制の充実に努めている。


また、警視庁及び道府県警察本部の総合窓口に全国統一番号の警察相談専用電話（「#（シャープ）9110」番（注））を設置し、電話をかければ発信地を管轄する警察本部等の総合窓口に接続されるようにしているほか、都道府県警察のウェブサイト上でも相談を受け付けている。


注：携帯電話からも利用できる。なお、ダイヤル回線及び一部のIP電話では利用できないので、相談専用の一般加入電話番号を警察庁ウェブサイト等で広報している。

　
[image: 「♯（シャープ）9110」番の広報活動]

「♯（シャープ）9110」番の広報活動

（3）相談内容に応じた適切な対応の推進

①　相談への組織的な対応


寄せられた相談に対しては、相談内容に応じて、関係する部署が連携して対応し、指導、助言、他の専門機関の教示、相手方への警告、検挙等、犯罪等の被害の発生の有無にかかわらず、相談者の不安等を解消するために必要な措置を講じている。


相談者等の生命又は身体に危害が及ぶおそれのあるもの等緊急の対応を要する相談事案を認知した場合には、直ちに幹部へ報告がなされる体制を構築するなど、組織的な対応を強化している。

②　相談に対応する職員への研修の実施


多種多様な相談に適切に対応できる職員を育成するため、都道府県警察では、相談に対応する職員に対し、各部門の業務担当者による事案ごとの相談受理・対応要領の講義や様々な専門的知識を有する部外講師による講義等、実務に直結する研修を実施している。

③　関係機関・団体等との連携の推進


警察以外の機関・団体等で取り扱うことが望ましい相談や警察以外の機関・団体等との緊密な連携が必要な相談への適切な対応を図るため、関係機関・団体等との連絡会議を開催して意見交換を行うなど、関係機関・団体等との連携強化に努めている。


事例


平成28年10月、児童が利用する通学路の付近に居住する男性から、「自宅の近所で、子供の通学時間帯に自動車が暴走している」との相談を受理した。直ちに通学時間帯における交通指導取締りを行ったところ、同年11月、著しく制限速度を超過して走行する自動車を発見したことから、同自動車を運転していた男（37）を道路交通法違反（速度超過）で逮捕し、地域住民の不安を解消した（静岡）。




事例


28年9月、女性から「夫から暴力を受けたので助けてほしい」との相談を受理した。事情聴取を行ったところ、同女性の生命又は身体に危害が及ぶおそれがあったことから、沖縄県女性相談所と連携し、同女性を民間シェルターに避難させた上、同女性の夫（46）を傷害罪で逮捕した（沖縄）。



（4）認知症に係る行方不明者等への対策


平成28年中の認知症に係る行方不明者届の受理件数は1万5,432件であり、統計をとり始めた24年以降、増加を続けている。


警察では、地域における認知症高齢者等の見守りネットワークの活用や、関係機関・団体等と緊密に連携した行方不明者発見活動を推進しているほか、認知症サポーター養成講座等の部外有識者による講習会等を通じて、認知症の特性や対応要領等について、職員の理解を深める取組を行っている。

　
[image: 認知症講習会]

認知症講習会

　
図表2-77　認知症に係る行方不明者届の受理件数の推移（平成24～28年）
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2　事件・事故への即応


交番、駐在所等の警察官は、事件、事故等が発生した際、直ちに現場に向かい、被疑者の逮捕等の措置をとっている。警察では、警察官が迅速に現場に駆けつけられるよう、110番通報の受理や警察署等への指令を行うシステムを整備するとともに、パトカー等の活用による機動力の強化に努めている。

（1）110番通報


平成28年中の110番通報受理件数（注）は、約909万件と前年より約14万件減少した。これは約3.5秒に1回、国民約14人に1人の割合で通報したことになる。また、携帯電話等の移動電話からの110番通報が71.5％を占め、過去最高を記録した。


警察では、110番通報の適切な利用の促進のため、事件・事故等の緊急の対応を必要とする場合にはためらわずに110番通報を利用する一方、緊急の対応を必要としない相談等の通報については「♯9110」番や各種相談電話を利用するよう呼び掛けている。

注：無応答、いたずら、かけ間違い等は計上していない。

　
図表2-78　110番通報受理件数の推移（平成19～28年）

[image: 図表2-78　110番通報受理件数の推移（平成19～28年）]

（2）通信指令

①　通信指令システム


110番通報に迅速かつ的確に対応するため、都道府県警察には通信指令室が設けられている。110番通報を受理した通信指令室では、直ちに通報内容を警察署等に伝え、地域警察官を現場に急行させるとともに、必要に応じて緊急配備（注1）の発令等を行っている。平成28年中の緊急配備の実施件数は、前年と比べ46件（0.7％）増加し、6,982件となった。


また、28年中に警察本部の通信指令室で直接受理した110番通報に対するリスポンス・タイム（注2）の平均は、7分5秒であった。


警察では、増加する携帯電話等からの110番通報に的確に対応するため、携帯電話等で110番通報した際に、音声通話と同時に発信者の位置情報が通知されるシステム（位置情報通知システム）を全都道府県警察において運用するなど通信指令システムの高度化を図っている。


注1：重要事件等が発生した際に、迅速に被疑者を検挙するため、警戒員を配置して行う検問、張り込み等

注2：通信指令室が110番通報を受理し、パトカーに指令してから警察官が現場に到着するまでの所要時間

②　携帯型端末を活用した初動警察活動


警察では、音声通話機能及びデータ通信機能を有する携帯型端末を整備し、各都道府県警察において運用している。


同端末の活用により、通信指令室で受理した110番通報の内容、各種事案の現場で撮影した画像、GPSで測位された警察官の位置情報等の情報を、通信指令室、警察署及び現場の警察官が組織的に共有し、的確な初動警察活動に当たっている。

　
図表2-79　携帯型端末の概要（代表例）

[image: 図表2-79　携帯型端末の概要（代表例）]

③　外国語による110番通報への対応


警察では、日本語を解さない者からの110番通報への適切な対応が図られるよう、外国語に通じた警察官を通信指令室に配置するほか、通訳センター等の警察職員を含めた三者通話を行うなどして対応している。

（3）初動警察活動の強化

①　通信指令を担う人材の育成強化


警察では、110番通報の受理、指令及び無線報告の技能を競う全国通信指令・無線通話技能競技会を開催するなど、通信指令技能の向上を目的とした教育訓練を行うとともに、通信指令の知識・技能に関する検定制度を設け、組織的な人材育成に努めている。


また、卓越した通信指令の技能を有する者として選抜された、警察庁指定広域技能指導官や都道府県警察の技能指導官等が、実践的な指導等を通じて後進の育成に当たっている。

②　実践的な訓練の実施


警察では、事案対応能力の更なる強化を図るため、無差別殺傷事件その他の重大事案の発生を想定した実践的かつ効果的な訓練を継続的に実施している。

（4）鉄道警察隊の活動


鉄道警察隊は、鉄道事業者等と連携し、列車内における警乗（注）、駅等の鉄道施設及びその周辺のパトロールや警戒警備を実施している。また、痴漢の被害者から相談を受理した場合は、被害者に同行して身辺の警戒を行うなどしている。


注：列車内における公安の維持を図るため、警察官が列車に乗務して、列車内における犯罪の予防、被疑者の検挙、事故の防止等に当たること。

　
図表2-80　痴漢事犯の検挙状況等の推移（平成24～28年）
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（5）パトカー及び警察用船舶の活用


警察では、全国の警察本部や警察署に配備したパトカーを活用して、管内のパトロールを行うとともに、事件・事故等の発生時における初動措置をとっている。また、全国に配備した警察用船舶を活用し、通信指令室やパトカーと連携の上、事件・事故発生時の情報の収集、救助活動等を行っている。

　
[image: 警察用船舶]

警察用船舶


事例


平成28年8月、花火見物をしていたプレジャーボートが防波堤に接触して沈没した事故が発生したことから、花火大会の警備を行っていた警察用船舶を現場に急行させ、付近にいた民間船舶と協力して、プレジャーボートの全乗員12人を救助し、桟橋で待機中の救急隊に引き継いだ（兵庫）。



（6）警察用航空機の活用


警察では、ヘリコプターテレビシステム（ヘリテレ）やホイスト救助装置（注）等の各種資器材が装備された警察用航空機（ヘリコプター）を全国に配備しており、通信指令室やパトカーと連携し、その機動力をいかしたパトロール、被疑者の追跡、災害や重大事件発生時におけるヘリテレを活用した情報収集、被災者の救助、被災地への人員物資の緊急輸送等を行っている。


注：航空機の機外に装着した電動装置を用いて、ワイヤーで人や物を昇降させるための装置

　
[image: 警察用航空機]

警察用航空機


事例


平成28年6月、走行中の盗難自動車を発見したことから、パトカーと共にヘリコプターで追跡を開始したところ、同自動車は、歩道走行や信号無視等の危険な運転を繰り返しながら逃走した。ヘリコプターが、ヘリテレを活用して同自動車の走行状況を通信指令室に逐次報告するとともに、パトカー及び捜査員を的確に誘導したことにより、運転手の男（21）らを逮捕した（愛知）。




コラム　山岳遭難に対する警察活動


平成28年中の山岳遭難の発生件数は2,495件、遭難者数は2,929人（うち死者・行方不明者は319人）であった。


28年から8月11日が「山の日」として国民の祝日になるなど、登山に対する国民の関心が高まる一方で、近年は、日本アルプス等の山岳地帯だけでなく、里山等の低山における山菜採りによる遭難やスキー場の管理区域外におけるいわゆるバックカントリースキーによる遭難等、様々な場所で山岳遭難が発生している。


警察では、関係機関・団体等と連携の上、ヘリコプター等を活用して遭難者の捜索救助に当たるとともに、増加傾向にある山岳遭難の防止を図るため、山岳パトロール、広報啓発活動等を実施している。

　
図表2-81　山岳遭難発生件数の推移（平成24～28年）
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[image: 山岳における訓練状況]

山岳における訓練状況













3　交番・駐在所の活動


交番・駐在所では、パトロールや巡回連絡等の様々な活動を通じて、地域住民の意見・要望等に応えるべく、管轄する地域の実態を把握し、その実態に即した活動を行っている。また、昼夜を分かたず常に警戒体制を保ち、様々な警察事象に即応する活動を行うことにより、地域住民の安全と安心のよりどころとなり、国民の身近な不安を解消する機能を果たしている。

平成29年4月1日現在、全国に交番は6,256か所、駐在所は6,380か所設置されている。

（1）パトロール、立番等

①　パトロール、立番等による警戒


地域警察官は、事件・事故の発生を未然に防ぐとともに、犯罪を取り締まるため、犯罪の多発する時間帯・地域に重点を置いたパトロールを行っている。パトロールに当たっては、不審者に対する職務質問、危険箇所の把握、犯罪多発地域の家庭や事業者に対する防犯指導、パトロールカード（注）による情報提供等を行っている。


また、交番の施設の外に立って警戒に当たる立番や、駅、繁華街等の人が多く集まる場所や犯罪が多発している場所において、一定の時間警戒する駐留警戒等を行っている。


注：パトロール中に気付いた防犯上の注意事項を伝えたり、空き巣等の被害者にパトロールを行っていることを知らせて安心してもらったりすることなどを目的として、地域警察官が管内の地域住民に配布するもので、交番名やパトロールを行った日時等が記載されている。

　
[image: 立番]

立番

②　職務執行力の強化


警察では、地域警察官の職務執行力を強化するため、職務質問、書類作成等の能力向上を目的とした研修・訓練を実施するとともに、卓越した職務質問の技能を有する者を選抜して、警察庁指定広域技能指導官又は都道府県警察の職務質問技能指導官等として指定し、実践的な指導等を通じて地域警察官全体の職務質問技能の向上に努めている。


平成28年中の地域警察官による刑法犯検挙人員は17万1,919人と、警察による刑法犯の総検挙人員の75.9％を占めている。

③　交番相談員の活用


29年4月1日現在、全国で約6,300人の交番相談員が配置されている。交番相談員は、警察官の身分を有しない非常勤の職員であり、地域住民の意見・要望等の聴取、拾得物・遺失届の受理、被害届の代書及び預かり、事件・事故発生時の警察官への連絡、地理案内等の業務に従事しており、その多くは、経験や知識を有する退職警察官である。

　
[image: 交番相談員]

交番相談員

（2）地域住民と連携した活動

①　巡回連絡


地域警察官は、担当する地域の家庭、事業所等を訪問し、犯罪の予防、事件・事故の防止等、地域住民の安全で平穏な生活を確保するために必要な事項の指導・連絡や、地域住民からの意見・要望等の聴取を行う巡回連絡を行っている。

　
[image: 巡回連絡]

巡回連絡


事例


北海道警察では、平成27年6月から28年3月にかけて、「おせっかいなおまわりさん作戦」と題して、地域警察官が、巡回連絡を通じて高齢者の特殊詐欺被害を防止するための取組を行った。例えば、高齢者宅で警察官自らが留守番電話のメッセージを録音したり、電話機付近に警告カードを貼り付けたりしたほか、高齢者と別居している家族へ巡回連絡時の高齢者の状況を知らせる手紙を送るといった家族の絆（きずな）を深める活動を行い、特殊詐欺被害を未然に防止するなどの効果を上げた。



②　交番・駐在所連絡協議会


29年4月1日現在、全国の交番・駐在所に約1万2,000の交番・駐在所連絡協議会が設置されている。そこでは、地域警察官が、地域住民と地域の治安に関する問題について協議したり、地域住民の警察に対する意見・要望等を把握したりすることにより、地域社会と協力して事件・事故の防止等を図っている。

（3）遺失物の取扱い


警察では、拾得物を速やかに遺失者に返還するため、拾得物・遺失届の受理業務を行っている。平成28年中に届出のあった拾得物は、特例施設占有者保管分（注）を含め約2,796万点に上っている。


なお、警察に提出された拾得物のうち、通貨については約124億円が、物品については約1,046万点が遺失者に返還されている。


注：一定の公共交通機関又は都道府県公安委員会が指定した施設占有者（特例施設占有者）は、拾得物に関する事項を警察に届け出たときは、その物件を自ら保管することができる。

　
図表2-82　拾得物・遺失届の取扱い状況の推移（平成24～28年）
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図表2-83　遺失物の取扱いの流れ

[image: 図表2-83　遺失物の取扱いの流れ]

（4）交番等における外国人への対応

①　機器等の整備及び活用


警察では、日本語を解さない外国人が急訴や各種届出等のために交番等を訪れた場合に、意思の伝達や手続が円滑に行えるよう、翻訳機能を備えた機器や外国語を併記した遺失届・拾得物の受理等の各種届出関係書類等の整備及び活用を図っている。


事例


島根県警察では、平成28年6月から、ブラジル人が多く居住する地域を管轄する出雲警察署において、遺失届・拾得物の受理に関するポルトガル語を併記した説明資料を整備し、ブラジル人への対応に活用している。

　
[image: 遺失届の受理の様子]

遺失届の受理の様子

　
[image: ポルトガル語を併記した説明資料]

ポルトガル語を併記した説明資料



②　電話通訳の活用


警察では、外国人への対応において通訳が必要となった場合、携帯型端末を利用するなどして電話通訳を行い、外国人との迅速・的確な意思の疎通を図っている。また、地域警察官に対し、電話通訳を行う手順や通訳を介した事情聴取の要領等に関する訓練を行っている。

③　外国語対応モデル交番の運用


警察では、観光地、繁華街・歓楽街、国際空港、大規模ターミナル駅等の外国人の来訪が多い地域を管轄する交番において、日本語を解さない外国人からの急訴等に外国語で対応することが可能な職員を配置した外国語対応モデル交番を運用している。


外国語対応モデル交番では、外国語対応が可能な交番であることを明示するなどして、日本語を解さない外国人からの急訴や各種届出、地理案内等に主に英語で対応するほか、隣接する交番等において外国語対応が必要な場合、電話により事情聴取を行うなどの支援を行っている。


事例


京都府警察では、28年10月から、外国人の来訪が多い観光地を管轄する東山警察署祇園交番を外国語対応モデル交番として運用を開始した。同交番には、英語による対応が可能な職員を常時配置するとともに、二次元コード及び英語を併記した地理案内用の説明資料を活用するなどにより、外国人との円滑な意思の疎通を図っている。

　
[image: 外国語対応モデル交番]

外国語対応モデル交番
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二次元コード及び英語を併記した地理案内用の説明資料













第5節　将来にわたる良好な治安確保のための基盤構築に向けた取組

1　犯罪抑止に向けた取組

（1）地域社会との協働


良好な治安は、社会・経済の発展の礎であるが、その確保は、独り警察のみによって達せられるものではない。警察は、地域社会や関係機関・団体等との連携の下、社会全体で良好な治安が保たれるよう取り組んでいる。

①　社会の犯罪予防機能の高度化

ア　安全安心なまちづくり


政府では、安全安心なまちづくりのための地域の自主的な取組を支援し、官民連携した取組を全国に展開する「安全・安心なまちづくり全国展開プラン」（平成17年6月犯罪対策閣僚会議・都市再生本部合同会議決定）や、「「世界一安全な日本」創造戦略」（注）（25年12月閣議決定）等に基づき、関係機関・団体等と連携して、全国で安全安心なまちづくりを推進している。

注：213頁参照

イ　安全安心なまちづくりを推進する気運を高めるための取組


犯罪対策閣僚会議において定められた「安全安心なまちづくりの日」（毎年10月11日）の前後の期間を中心に、安全安心なまちづくりの気運を高めるための様々な取組が行われており、政府では、その取組の一環として、安全安心なまちづくりに関し、顕著な功績等があった個人又は団体を内閣総理大臣が表彰する「安全安心なまちづくり関係功労者表彰」を毎年実施している。


また、警察庁では、28年10月、優れた活動を行う防犯ボランティア団体が取組内容を発表する「防犯ボランティアフォーラム2016」を開催し、全国的な自主防犯活動の活性化に取り組んでいる。

　
[image: 安全安心なまちづくり関係功労者表彰]

安全安心なまちづくり関係功労者表彰

ウ　繁華街・歓楽街の安全安心の確保に向けた総合対策の推進


警察では、健全で魅力あふれるまちづくりを推進するための施策を講じている。具体的には、繁華街・歓楽街の安全安心の確保に向け、商店街、商工会議所、商工会、地域住民、地方公共団体等と問題意識を共有し、地方公共団体が行うまちづくり事業に計画段階から積極的に関与するほか、客引きやスカウト行為、非行少年や不良行為者のい集、違法広告物の設置、ゴミや自転車の放置、違法駐車、落書き等の迷惑行為の取締り等を通して街並みの改善を図っている。


また、繁華街・歓楽街において犯罪組織が暗躍することのないよう、雑居ビル、広告宣伝媒体等から犯罪組織を排除する取組を推進するとともに、違法風俗営業等の風俗関係事犯や不法就労、人身取引事犯、少年の健全育成を阻害する事犯、組織的な資金獲得犯罪等の取締りを推進している。

②　防犯ネットワークの整備と活用促進


治安を取り巻く情勢が依然として厳しいことに加え、人口・家族構造の変化等により社会情勢が変化している中で、かつて良好な治安を支えてきた社会の連帯感が希薄化している。このような現状を踏まえ、警察は、地方公共団体、地域住民、事業者等の各主体を包括する防犯ネットワークを整備し、これを有効活用した積極的な情報交換や、地域住民による防犯パトロール等の防犯ボランティア活動、事業者による防犯に関するCSR（注）活動に対する支援等を行うことで、地域社会が一体となった犯罪抑止対策の推進を図っている。

注：Corporate Social
Responsibilityの略。企業の社会的責任と訳される。法令遵守、環境保護、地域貢献等、純粋に財務的な活動以外の分野において、企業が持続的な発展を目的として行う自主的取組

ア　防犯ボランティア団体の活動


28年末現在、警察が把握している防犯ボランティア団体は全国で4万8,160団体（注）となっている。これらの団体の多くは、町内会、自治会等の地域住民による団体や子供の保護者の団体であり、その構成員数は272万5,437人となっている。


多くの団体で防犯パトロールや通学路等における子供の見守り活動を行っているほか、最近の犯罪情勢を踏まえ、特殊詐欺の被害防止のため、警察と連携した金融機関を対象とする被害防止訓練や高齢者の居宅の訪問を通じた防犯指導等を実施している団体もみられる。


注：平均月1回以上の活動実績（単に意見交換や情報交換のみを行う会議を除く。）があり、かつ、構成員が5人以上の団体

　
図表2-84　防犯ボランティア団体・構成員の推移（平成19～28年）
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イ　自主防犯活動に対する支援


警察では、防犯ボランティア団体に対し、犯罪情報の提供や合同パトロールの実施等の活動支援を行っているほか、自主防犯パトロールに使用する自動車に青色回転灯を装備することができる仕組みづくりを行い、28年末現在、全国で9,760団体、4万5,396台の青色回転灯装備車が活動している。


また、警察庁ウェブサイト上に「自主防犯ボランティア活動支援サイト」（注）を開設し、防犯ボランティア団体相互のネットワークづくりを推進している。

注：https://www.npa.go.jp/safetylife/seianki55/

　
図表2-85　青色回転灯を装備した自動車数（平成19～28年）
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[image: 青色回転灯装備車]

青色回転灯装備車

ウ　犯罪情報や地域安全情報の提供


警察では、地域住民が身近に感じる犯罪の発生を抑止し、犯罪被害に遭わない安全安心なまちづくりを推進するため、地域住民に向けて、警察の保有する犯罪発生情報や防犯情報等を様々な手段・媒体を用いて適時適切に提供し、自主防犯活動の促進に努めている。


事例


青森県警察では、28年11月、青色回転灯装備車を用いて防犯パトロールを行う防犯ボランティア団体の活動の支援及び地域の安全安心なまちづくりの推進を目的として、犯罪が起こりやすい場所を判別する方法等を掲載した「青色防犯パトロールマニュアル」を作成し、防犯パトロールに従事する者に活用されている。

　
[image: 青色防犯パトロールマニュアル]

青色防犯パトロールマニュアル




コラム　事業者等による防犯に関するCSR活動について


近年、事業者等が自主的に行う地域に密着した防犯活動は、防犯CSR活動として注目されている。平成27年4月、防犯CSR活動や同活動を行う事業者等を支援するため、「全国防犯CSR推進会議」が設立された。28年10月、同会議は、独自に優良企業に対する表彰を行ったほか、全国初となる地域分科会として愛知部会を立ち上げるなど、その活動を活発化させている。



（2）犯罪防止に配慮した環境設計


犯罪を抑止するためには、都市の構造の在り方を見直し、都市のハード面から物理的に犯罪が行われにくい環境を創出することが重要であり、これにより犯罪が発生するリスクを長期にわたり抑制することができる。

①　公共施設や住宅の安全基準の策定等


警察庁では、犯罪防止に配慮した環境設計による安全安心なまちづくりを推進するため、住宅の防犯性能の向上や防犯に配慮した公共施設等の整備等に関する安全基準を策定し、その普及に努めている。

②　共同住宅や駐車場の防犯性能の認定・登録制度


警察では、関係団体と協力して、防犯に配慮した構造や設備を有するマンションや駐車場を防犯優良マンション、防犯モデル駐車場として登録又は認定する制度の普及を図っており、平成29年3月末現在、防犯優良マンション制度は24都道府県（注1）で、防犯モデル駐車場制度は13都府県（注2）で整備されている。


注1：北海道、埼玉、東京、千葉、神奈川、山梨、長野、静岡、福井、岐阜、愛知、三重、滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、鳥取、広島、山口、愛媛、熊本、大分及び沖縄。29年3月末現在、2,443件の登録又は認定がされている。


注2：東京、千葉、神奈川、福井、滋賀、京都、大阪、兵庫、鳥取、広島、愛媛、大分及び沖縄。29年3月末現在、288件の登録又は認定がされている。

③　街頭防犯カメラの設置


街頭防犯カメラは、被害の未然防止や犯罪発生時の的確な対応に有効である。警察では、29年3月末現在、28都道府県で1,715台の街頭防犯カメラを設置しているほか、民間事業者等による設置・運用について支援を行っている。

④　都市再構築の機会等を捉えた犯罪の起きにくいまちづくり


警察では、地方公共団体が主催する各種会議等に参画し、関係部門との意見調整等を継続的に行って、地方公共団体の安全安心な都市整備に向けた主体的行動を促すとともに、復興、防災等の観点から行われる都市再構築の機会を捉えた犯罪の起きにくいまちづくりを推進している。

⑤　防犯設備関連業界との連携


警察では、最新の犯罪情勢や手口等を事業者に提供するなどして社会のニーズに応じた優良な防犯設備の開発を支援している。また、防犯設備に関する知識・技能を有する専門家として公益社団法人日本防犯設備協会が認定している防犯設備士等（注）と協働し、防犯設備の効果的な設置及び適正な管理に向けた取組を推進している。


注：防犯設備士（29年4月3日現在2万6,738人）、総合防犯設備士（同344人）


事例


福岡県警察では、28年5月、宅地造成事業を運営する地元企業との間において、防犯環境に優れたまちづくりの推進、防犯性能に優れた住宅等の普及促進及び犯罪被害の防止に関する広報啓発活動の推進を内容とする「犯罪の起きにくい社会づくりに関する協定」を締結した。これにより、同企業が手掛ける大規模な住宅地の造成の計画段階から、子供が安心して遊べる公園の設置、街路灯や防犯カメラの効果的な配置等について必要な情報提供や助言を行うなど、犯罪の起きにくいまちづくりを推進している。

　
[image: 「犯罪の起きにくい社会づくりに関する協定書」調印式]

「犯罪の起きにくい社会づくりに関する協定書」調印式



（3）地域の犯罪情勢に即した犯罪抑止対策


犯罪情勢や社会構造の変化に伴って、警察に対する国民の要請が多様化している。これに応えるため、警察では、地域の犯罪情勢に即して警察活動を戦略的に展開し、地域住民の不安感を生じさせる身近な事案や事件に迅速かつ的確に対応することを目的とし、警察署及び警察本部において犯罪抑止計画を策定している。警察署については、相談、警ら、捜査その他の警察活動により収集した情報等を分析し、その管轄区域において重点的に抑止すべき種類の犯罪を定め、警察本部については、全国的な犯罪情勢を勘案し、関係する警察本部及び警察署が連携して広域的な抑止活動を行う必要がある種類の犯罪を定めている。


また、治安上の脅威に対して十分な耐性のある地域社会を構築するためには、地域住民、事業者、関係機関・団体、地方公共団体等と連携協働した取組が必要不可欠であるため、犯罪抑止計画には、犯罪抑止における地域住民等の役割や、警察が行う地域住民等に対する地域の犯罪情勢等の情報提供等の支援について、できる限り具体的に定め、広範な連携協働関係の構築を目指すこととしている。


コラム　相模原市の障害者支援施設における事件に伴う対応について


平成28年7月、相模原市の障害者支援施設の元職員の男（26）が同施設に侵入し、同施設の入所者及び職員45人を死傷させる事件が発生した。

同事件を受けて、同年8月、厚生労働省において、有識者から構成され、警察庁等の関係機関が参画した
「相模原市の障害者支援施設における事件の検証及び再発防止策検討チーム」が設置され、同事件の事実関係の検証及びそれを踏まえた再発防止策の検討が行われた結果、同年12月に報告書が取りまとめられた。


警察では、地域社会における安全安心の確保を図るための措置を引き続き推進するとともに、報告書を踏まえ、社会福祉施設等における防犯のための取組等を推進している。













2　生活安全産業の育成と活用

（1）警備業の育成

平成28年末現在、全国の警備業者数は9,434業者、警備員数は54万3,244人となっている。


警備業は、施設警備、雑踏警備、交通誘導警備、現金輸送警備、ボディガード等の種々の形態を有しており、特に各種センサー、非常通報装置等の警備業務用機械装置を使用して、住宅、事務所、店舗、駐車場等における盗難等の事故の発生を警戒し、防止する機械警備業務（注）の需要が近年増加傾向にあるなど、国民に幅広く生活安全サービスを提供している。また、空港や原子力発電所等の重要施設での警備も行っているほか、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の警備対策においても大きな期待が寄せられるなど、警備業に対する社会的な需要は増大している。


警備業法においては、専門的な知識等を要し、事故発生時に不特定又は多数の者の生命、身体又は財産に危険を生ずるおそれがある警備業務に関し、警備員等の知識等に関する検定が設けられており、当該警備業務のうち一定のものについては、検定に合格した警備員の配置が義務付けられている。具体的には、空港保安警備業務、施設警備業務、雑踏警備業務、交通誘導警備業務、核燃料物質等危険物運搬警備業務及び貴重品運搬警備業務について、それぞれ1級及び2級の検定が行われており、17年以降、1級検定合格証明書が3万3,049件、2級検定合格証明書が24万2,254件交付されている。


警察では、警備業が果たすこうした役割に鑑み、警備業法に基づき、警備業務の質の向上を図るとともに、警備業者に対する指導監督を行うなどして、警備業務の実施の適正と警備業の健全な育成を図っている。

注：警備業法第2条第5項で規定されている警備業務

（2）古物商・質屋を通じた盗品等の流通防止と被害回復


古物商や質屋においては、その営業の中で古物や質物として盗品等を扱うおそれがあることから、古物営業法及び質屋営業法では、事業者に対し、これらの営業に係る業務について必要な規制等を定め、窃盗その他の犯罪の防止を図っている。警察では、これらの法律に基づく品触れ（注）や指導監督等により、盗品等の流通防止と被害の迅速な回復に努めている。


注：警察本部長等が盗品等の発見のために必要があると認めたときに、古物商等に対して被害品の特徴等を通知し、その有無の確認及び届出を求めるもの

　
図表2-86　古物営業及び質屋営業許可件数の推移（平成19～28年）

[image: 図表2-86　古物営業及び質屋営業許可件数の推移（平成19～28年）]











3　少年非行防止に向けた取組

（1）少年非行の現状

①　少年非行情勢


平成28年中の刑法犯少年の検挙人員は3万1,516人と、前年より7,405人（19.0％）減少し、13年連続の減少となった。しかし、同年齢層人口1,000人当たりの検挙人員は4.5人で成人（1.9人）と比べ、引き続き高い水準にある。

28年中の触法少年（刑法）及び不良行為少年の補導人員は、いずれも減少傾向にある。

　
図表2-87　刑法犯少年の検挙人員・人口比の推移（昭和24年～平成28年）
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図表2-88　触法少年（刑法）及び不良行為少年の補導人員の推移（平成19～28年）

[image: 図表2-88　触法少年（刑法）及び不良行為少年の補導人員の推移（平成19～28年）]

②　平成28年中の少年非行の主な特徴

ア　刑法犯少年


28年中に検挙した少年の包括罪種別検挙人員は図表2-89のとおりであり、ほぼ全ての罪種で減少傾向にある。

　
図表2-89　刑法犯少年の包括罪種別検挙人員の推移（平成19～28年）

[image: 図表2-89　刑法犯少年の包括罪種別検挙人員の推移（平成19～28年）]

イ　再犯者（注）


28年中の刑法犯少年の再犯者数は、13年連続で減少したが、刑法犯少年全体に占める再犯者の割合は19年連続で増加し、28年は37.1％と、昭和47年以降で最も高くなった。


注：非行を犯した者であって、当該非行の以前に、非行を犯し、処分を受けたことのあるものをいう。処分の未決・既決は問わず、触法少年時に受けた処分や警察限りの扱いも含む。

　
図表2-90　刑法犯少年の再犯者数・再犯者率の推移（平成19～28年）

[image: 図表2-90　刑法犯少年の再犯者数・再犯者率の推移（平成19～28年）]

ウ　中学生及び高校生の検挙・補導人員（刑法）


中学生及び高校生の検挙・補導人員の推移は、図表2-91のとおりであり、いずれも減少しているが、19年以降、中学生が高校生を上回っている。

　

図表2-91　中学生・高校生の検挙・補導人員（刑法）の推移（平成19～28年）

[image: 図表2-91　中学生・高校生の検挙・補導人員（刑法）の推移（平成19～28年）]


事例


28年8月頃、無職の少年（16）らは、共謀の上、少年を河川敷において蹴ったり頭部を押さえつけて川に沈めたりするなどの暴行を加えて殺害した。同月、同少年ら5人を殺人罪で逮捕した（埼玉）。



（2）非行少年を生まない社会づくり


警察では、都道府県警察に少年サポートセンターを設置し、少年補導職員を中心に非行防止に向けた取組を行っている。また、少年の規範意識の向上及び社会との絆の強化を図るため、非行少年を生まない社会づくりに取り組んでいる。

①　少年相談活動


少年や保護者等の悩みや困りごとについて、専門的な知識を有する職員等が面接や電話、電子メール等で相談に応じ、指導・助言を行っている。

②　街頭補導活動


少年のい集する繁華街や公園等において、少年警察ボランティア等と共同で、喫煙や深夜はいかい等をしている少年に指導・注意を行う街頭補導活動を実施している。

③　継続補導・少年に手を差し伸べる立ち直り支援活動


少年相談や街頭補導活動を通じて関わった少年に対し、本人や保護者等の申出に応じて指導・助言等を行う継続補導を実施している。また、問題を抱え非行に走る可能性がある少年及びその保護者に対して警察から積極的に連絡し、継続的に声を掛けるほか、体験活動等への参加促進、就学・就労の支援等を行い、再び非行に走りかねない少年の立ち直りを支援する活動を推進している。

　
[image: 社会奉仕活動を通じた立ち直り支援活動]

社会奉仕活動を通じた立ち直り支援活動

④　広報啓発活動


学校で非行防止教室、薬物乱用防止教室等を実施するなどして、地域の非行情勢や非行要因等について情報発信し、少年警察活動等についての理解を促している。

（3）学校その他関係機関との連携確保

①　学校と警察との連携


教育委員会等と警察の間で締結した協定等に基づき、非行少年等問題を有する児童・生徒に関する情報を学校と警察が相互に通知する学校・警察連絡制度が、全ての都道府県で運用されている。また、警察署の管轄区域、市町村の区域等を単位に、平成29年4月現在、全ての都道府県で約2,300の学校警察連絡協議会が設けられている。

②　スクールサポーター


退職した警察官等をスクールサポーターとして警察署等に配置し、学校からの要請に応じて派遣するなどして、いじめ等の学校における少年の問題行動等への対応、巡回活動、相談活動、児童の安全確保に関する助言等を行っている。29年4月現在、44都道府県で約860人が配置されている。

③　少年サポートチーム


個々の少年の問題状況に応じた的確な対応を行うため、学校、警察、児童相談所等の担当者から成る少年サポートチームを編成し、それぞれの専門分野に応じた役割分担の下、少年等への指導・助言を行っている。

（4）少年警察ボランティアとの連携


警察では、平成29年4月現在、少年警察ボランティアとして、全国で少年補導員（注1）約5万1,000人、少年警察協助員（注2）約240人及び少年指導委員（注3）約6,400人を委嘱しており、協力して少年の健全育成のための活動を推進している。また、同年3月現在、大学生ボランティア約5,000人が全国で活動しており、少年と年齢が近く、その心情や行動を理解しやすいなどの特性をいかし、学習支援活動や少年の居場所づくり活動等にも取り組んでいる。


注1：街頭補導活動及び環境浄化活動を始めとする幅広い非行防止活動に従事している。

注2：非行集団に所属する少年を集団から離脱させ、非行を防止するための指導・相談に従事している。

注3：風営適正化法に基づき、都道府県公安委員会から委嘱を受け、少年を有害な風俗環境の影響から守るための少年補導活動や風俗営業者等への助言活動に従事している。

　
[image: 大学生ボランティアによる少年の居場所づくり活動]

大学生ボランティアによる少年の居場所づくり活動

（5）少年事件対策


警察では、集団的不良交友関係（注）の実態に係る情報を収集・分析し、少年事件対策に活用するとともに、警視庁及び道府県警察本部に少年事件捜査指導官を置き、個々の少年の特性に応じた取調べや客観的証拠の収集等による非行事実の厳格な特定等に努めるよう、捜査員等に対して指導・教育を行うことにより、少年事件の厳正かつ的確な捜査・調査に努めている。

注：非行集団等及びその構成員又はこれに準じる2人以上の交友関係











警察活動の最前線


「おかげさま」の山岳警備活動



富山県警察本部生活安全部地域課山岳係

山田　智敏（やまだ　ちとし）　巡査部長

　
[image: 立山くん]

立山くん




富山県警察山岳警備隊は、昭和40年に発足してから現在に至るまでの52年もの長い歴史の中で、地元の山岳ガイドから伝授された登山、遭難者の救助・ケア等の技術を先輩隊員から後輩隊員へ脈々と受け継いできました。


救助活動は、想像を絶する過酷な自然環境において、人員や装備が限られた条件下で行われるため、山小屋関係者を始め、山で働く民間の方々との協力が欠かせません。特に、山小屋の方々には、日々変化する登山道や雪渓の説明、防寒着の確認等の登山者へのアドバイスをしていただいていますが、救助活動が行われる際には、山岳警備隊員と一緒に救助現場に駆けつけ、身動きの取れなくなった遭難者を交代で背負って搬送していただくこともあります。また、救助活動が難航し、夜間に及んだときなどは、山岳警備隊員が道に迷わないように、山小屋の建物の明かりを煌（こう）々と灯し、隊員の帰還を待ってくれているのです。


こんなとき、誰とはなしに「おかげさま」という言葉が交わされます。これは、救助活動において、山岳警備隊、民間の方々を問わず皆が力を結集し、尊い命が救われるという思いから自然に交わされるものなのだと思います。


我々山岳警備隊は、今後も民間の方々と力を合わせて、安全・迅速・確実な救助活動を行い、県内外から訪れる登山者の安全安心の確保に努めてまいります。

　
[image: 富山県警察本部生活安全部地域課山岳係　山田　智敏（やまだ　ちとし）　巡査部長]




特殊詐欺根絶のために



警視庁刑事部捜査第二課特別捜査第14係（現　警視庁葛西警察署交通課）

原　直隆（はら　なおたか）　警部

　
[image: ピーポくん]

ピーポくん




特殊詐欺の被害者は、お金だけではなく、人を信じる気持ちまでも失うことになります。特殊詐欺は、被害者のその後の人生までも狂わせる卑劣な犯罪です。


私は、担当した事件の被害者の方から以前お手紙を頂いたことがあり、そこには、「困っている人を助けてあげたいという優しい気持ちにつけ込まれ、家族の介護に使うはずだった大切なお金をだまし取られてしまった」という悔しさや絶望感、被害後の苦しい生活状況等が切々とつづられていました。


私は、失意の中で涙ながらに被害の状況を語っていたこの方の姿を思い出し、思わず目頭を押さえました。しかし、お手紙を読み進めると、自らがつらい状況にあるにもかかわらず、親身になって被害の相談を受けてくれた地元の警察官への感謝や、犯人の検挙を伝えた私たち捜査員に対する激励の言葉も書かれており、私は胸を熱くするとともに、被害者の思いに応えるべく、犯人検挙への決意を新たにしました。


特殊詐欺は、他者への思いやりや道徳心につけ込む悪質な犯罪です。私は、全国警察と共に、特殊詐欺の根絶に向け、全身全霊を傾けて捜査に邁（まい）進していきたいと思います。

　
[image: 警視庁刑事部捜査第二課特別捜査第14係（現　警視庁葛西警察署交通課）　原　直隆（はら　なおたか）　警部]



注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。











第3章　サイバー空間の安全の確保

第1節　サイバー空間の脅威


インターネットが国民生活や社会経済活動に不可欠な社会基盤として定着し、今や、サイバー空間は国民の日常生活の一部となっている。こうした中、インターネットバンキングに係る不正送金事犯等のサイバー犯罪が多発しているほか、重要インフラ（注1）の基幹システム（注2）を機能不全に陥れ、社会の機能を麻痺させるサイバーテロ（注3）や情報通信技術を用いて政府機関や先端技術を有する企業から機密情報を窃取するサイバーインテリジェンス（サイバーエスピオナージ）といったサイバー攻撃が世界的規模で頻発するなど、サイバー空間における脅威は深刻化している状況にある。


注1：情報通信、金融、航空、鉄道、電力、ガス、政府・行政サービス（地方公共団体を含む。）、医療、水道、物流、化学、クレジット、石油の各分野における社会基盤


注2：国民生活又は社会経済活動に不可欠な役務の安定的な供給、公共の安全の確保等に重要な役割を果たすシステム

注3：重要インフラの基幹システムに対する電子的攻撃又は重要インフラの基幹システムにおける重大な障害で電子的攻撃による可能性が高いもの

　
図表3-1　サイバー空間をめぐる脅威

[image: 図表3-1　サイバー空間をめぐる脅威]

（1）サイバー犯罪の検挙状況


平成28年中のサイバー犯罪の検挙件数は8,324件と、前年より228件（2.8％）増加し、過去最多を記録した。

①　不正アクセス禁止法（注）違反


28年中の不正アクセス禁止法違反の検挙件数は502件と、前年より129件（34.6％）増加した。また、検挙人員は200人と、前年より27人（15.6％）増加した。

注：不正アクセス行為の禁止等に関する法律

②　コンピュータ・電磁的記録対象犯罪等


28年中の刑法に規定されているコンピュータ又は電磁的記録を対象とした犯罪及び不正指令電磁的記録に関する罪（いわゆるコンピュータ・ウイルスに関する罪）の検挙件数は374件と、前年より134件（55.8％）増加した。このうち、コンピュータ・ウイルスに関する罪の検挙件数は58件であった。

③　ネットワーク利用犯罪（注）


28年中のネットワーク利用犯罪の検挙件数は7,448件と、前年より35件（0.5％）減少した。特徴として、ストーカー規制法違反の検挙件数が267件と、前年より41件（18.1％）増加した一方、詐欺の検挙件数は828件と、前年より123件（12.9％）減少した。

注：その実行に不可欠な手段として高度情報通信ネットワークを利用する犯罪

　
図表3-2　サイバー犯罪の検挙件数の推移（平成24～28年）

[image: 図表3-2　サイバー犯罪の検挙件数の推移（平成24～28年）]


コラム　身代金要求型ウイルス「ランサムウェア」


近年、「ランサムウェア」と呼ばれるコンピュータ・ウイルスによる被害が発生している。同ウイルスに感染したコンピュータは、機能が制限され、コンピュータの利用者は、その制限の解除と引換えに金銭を要求される。


平成29年5月、世界各国において政府機関、病院、銀行、企業等のコンピュータが、「WannaCry」等と呼ばれるランサムウェアに感染させられる事案が発生し、国内でも被害が確認された。


警察では、ランサムウェアによる被害の実態把握に努めるとともに、被害拡大防止対策に取り組んでいる。



（2）サイバー攻撃の情勢


インターネットが国民生活や社会経済活動に不可欠な社会基盤として定着する中で、インターネット上で観測される不審なアクセスの件数が年々増加しているほか、実際に我が国の政府機関、民間企業等に対するサイバー攻撃が発生している。特に、社会機能を麻痺させる電子的攻撃であるサイバーテロや、情報通信技術を用いた諜報活動であるサイバーインテリジェンスの脅威は、国の治安や安全保障に影響を及ぼすおそれのある問題となっている。

①　サイバー空間における探索行為等


警察庁がリアルタイム検知ネットワークシステム（注1）により観測した不審なアクセスの件数は増加傾向にあり、平成28年中は、インターネットとの接続点に設置したセンサーに対して、一つのセンサー当たり約50秒に1回の割合という高い頻度で、日本国内のみならず世界中から不審なアクセスが行われていることを観測した。これは前年の約2.3倍の頻度となっている。


特に、28年中は、インターネットに接続されたデジタルビデオレコーダー、ウェブカメラ等の家電等の機器が発信元とみられる不審なアクセスの増加が顕著であり、これらのアクセスを分析したところ、発信元の機器と同様の機器を不正プログラムに感染させることを企図したとみられる攻撃が行われていることが判明した。この攻撃を受けて家電等の機器が不正プログラムに感染すると、当該機器は攻撃者の命令に基づいて動作する「ボット」となり、不正プログラムの更なる感染拡大や、DoS（注2）攻撃等に悪用されるおそれがある。

注1：141頁参照

注2：Denial of
Serviceの略。特定のコンピュータに対し、大量のアクセスを繰り返し行い、コンピュータのサービス提供を不可能にするサイバー攻撃

　

図表3-3　1つのセンサーに対する1日当たりの不審なアクセスの件数の推移（平成24～28年）

[image: 図表3-3　1つのセンサーに対する1日当たりの不審なアクセスの件数の推移（平成24～28年）]

②　サイバーテロの情勢


情報通信技術が浸透した現代社会において、重要インフラの基幹システムに対する電子的攻撃はインフラ機能の維持やサービスの供給を困難とし、国民の生活や社会経済活動に重大な被害をもたらすおそれがある。我が国では、これまでサイバーテロは発生していないが、海外では、不正プログラムによって電力会社のシステムや原子力関連施設の制御システムの機能不全を引き起こす事案が発生している。


サイバーテロに用いられる手口としては、セキュリティ上のぜい弱性を悪用するなどして攻撃対象のコンピュータに不正に侵入するもの、不正プログラムに感染させることにより管理者や利用者の意図しない動作をコンピュータに命令するものなどがある。


事例


平成27年（2015年）12月、ウクライナにおいて大規模な停電が発生した。ウクライナ政府は、同停電がサイバー攻撃によるものとした上で、同国の電力会社の一社がシステムへの不正な侵入を受け、30か所の変電所との通信を切断されたことにより、8万の顧客が停電の影響を受けたと発表した。また、平成28年（2016年）12月、これに関連するとみられるサイバー攻撃による停電が同国の首都・キエフ近郊で発生したと報道された。



③　サイバーインテリジェンスの情勢


近年、情報を電子データの形で保有することが一般的となっている中、軍事技術への転用も可能な先端技術や、外交交渉における国家戦略等の機密情報の窃取を目的として行われるサイバーインテリジェンスの脅威が、世界各国で問題となっている。


サイバーインテリジェンスに用いられる手口としては、市販のウイルス対策ソフトでは検知できない不正プログラムを添付して、業務に関連した正当なものであるかのように装った電子メールを送信し、これを受信したコンピュータを不正プログラムに感染させるなどして、情報の窃取を図る標的型メール攻撃が代表的である。また、このほかにも、対象組織の職員が頻繁に閲覧するウェブサイトを改ざんし、当該サイトを閲覧したコンピュータに不正プログラムを自動的に感染させる水飲み場型攻撃も発生するなど、その手口はますます巧妙化・多様化している。さらに、我が国に対する国際テロの脅威が正に現実のものとなっていることを踏まえると、物理的なテロの準備行為として、重要インフラ事業者等のシステムに侵入し警備体制に関する情報を窃取するなどのサイバーインテリジェンスが行われるおそれがある。

　
図表3-4　サイバーインテリジェンスの手口

[image: 図表3-4　サイバーインテリジェンスの手口]


事例


平成28年（2016年）6月、北朝鮮が、平成26年（2014年）7月から平成28年（2016年）2月にかけて、複数の韓国企業等のコンピュータ約13万台に不正プログラムを感染させ、軍事情報を含む4万件以上の文書を窃取していたと報道された。




事例


平成28年（2016年）6月、米国大統領選挙に関連して、民主党全国委員会に対するサイバー攻撃により、共和党のトランプ候補（当時）に関する調査資料等が窃取されたことが報道された。また、同年7月には、民主党のクリントン候補（当時）の陣営がサイバー攻撃を受けていたことが報道された。


同年10月、米国政府は、ロシア政府が米国大統領選挙の妨害を企図して、これらのサイバー攻撃を指示していたという旨の声明を発表し、同年12月、オバマ大統領（当時）は、ロシアに対する制裁措置を発表した。




事例


28年10月、富山大学水素同位体科学研究センターに対するサイバー攻撃により、同大学職員のコンピュータが不正プログラムに感染し、外部のサーバとの間で不審な通信が発生していたことが明らかとなった。













第2節　サイバー空間の脅威への対処

1　総合的なサイバーセキュリティ対策の強化

（1）警察におけるサイバー空間の脅威への対処体制


サイバー空間の脅威への対処は警察のいずれの部門にとっても大きな課題となっており、統一的な戦略の下で警察全体の対処能力を強化する必要があることから、警察庁では、サイバーセキュリティ対策全般の司令塔としての機能を強化するため、サイバーセキュリティの確保に向けた各種取組の総括・調整を行う長官官房審議官及び長官官房参事官を設置している。同審議官及び同参事官は、

・　サイバーセキュリティ戦略の策定

・　サイバー空間の情勢の総合的な分析

・　サイバー空間の脅威への総合的な対処方針の策定

・　部門横断的な捜査支援・技術支援の調整

・　捜査員等の人材育成に関する指針の立案

・　装備資機材の効果的な整備・活用の調整

・　民間事業者、外国機関等との連絡の総括

といった取組を推進している。

　
図表3-5　警察におけるサイバー空間の脅威への対処体制

[image: 図表3-5　警察におけるサイバー空間の脅威への対処体制]

（2）警察におけるサイバーセキュリティ戦略


社会情勢等の変化に的確に対応しつつ、サイバー空間の脅威に先制的かつ能動的に対処するため、警察では、平成27年9月に制定された「警察におけるサイバーセキュリティ戦略」に基づき、サイバー空間の脅威への対処に係る組織基盤を強化するなど、警察組織の総合力を発揮した効果的な対策を推進している。

　
図表3-6　警察におけるサイバーセキュリティ戦略の概要

[image: 図表3-6　警察におけるサイバーセキュリティ戦略の概要]

（3）サイバー空間の脅威への対処に係る組織基盤の強化

①　サイバー空間の脅威への対処に係る人材育成


警察では、サイバー空間の脅威への対処に係る人的基盤を強化するため、平成27年12月に策定した「サイバー空間の脅威への対処に係る人材育成方針」に基づき、職員の採用・登用、教育・研修、キャリアパスの管理等を部門横断的かつ体系的に実施している。また、28年8月、「警察庁サイバー人材確保・育成計画」を策定し、サイバー空間の脅威への対処に係る人材の裾野の拡大及び能力の向上を図ることとしている。

　
図表3-7　サイバー空間の脅威への対処に係る人材育成
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コラム　サイバーセキュリティコンテストの開催


警察庁では、平成28年11月から29年2月にかけて、各都道府県警察の捜査員等を対象に、サイバー空間の脅威への対処に関する知識・技能を競うサイバーセキュリティコンテストを初めて開催した。同コンテストを通じて、捜査員等の知識・技能の向上を図るほか、全国の優秀な人材の発掘に取り組んでいる。

　
[image: サイバーセキュリティコンテストの状況]

サイバーセキュリティコンテストの状況



②　サイバーセキュリティ対策研究・研修センターの取組


警察大学校に設置されているサイバーセキュリティ対策研究・研修センターは、解析研究室と捜査研究室の2室で構成され、両室は相互に連携しつつ、以下の取組を実施している。

ア　犯罪の取締りのための情報技術の解析に関する研究


解析研究室においては、サイバー犯罪等に悪用され得る最先端の情報通信技術に関する研究及び各種電子機器等の解析手法の確立に向けた研究を行うとともに、大学、民間企業等との共同研究を行うなど、警察・民間双方の知見を融合・活用した研究活動を行っている。

イ　警察全体の対処能力向上に必要な研修


捜査研修室においては、解析研究室で得られた成果を活用しつつ、各都道府県警察においてサイバー犯罪対策やサイバー攻撃対策に専従する捜査員を始めとする全部門の捜査員を対象に、実際の事案を想定した高度かつ実践的な研修を行っている。

　
図表3-8　サイバーセキュリティ対策研究・研修センター

[image: 図表3-8　サイバーセキュリティ対策研究・研修センター]











2　サイバー犯罪への対策

（1）インターネットバンキングに係る不正送金事犯への対策

①　発生状況


不正送金事犯の被害額は、平成25年に約14億600万円、26年に約29億1,000万円と急増し、27年には約30億7,300万円と、過去最高となった。しかし、不正プログラムに感染したコンピュータからのアクセスを検知するウイルス対策ソフトを活用した対策等による信用金庫の被害の減少等を受けて、28年の被害額は大きく減少し、約16億8,700万円（前年比45.1％減少）となった。


一方、28年中は、新たな不正送金ウイルスが検出されたほか、インターネットバンキングの電子決済サービスにおいて電子マネー等が不正に購入されるといった被害が多発するなど、予断を許さない状況にある。また、不正送金先の口座名義人については中国籍の者の割合が高いことが特徴として挙げられる。

　

図表3-9　インターネットバンキングに係る不正送金事犯の被害額の推移（平成24～28年）

[image: 図表3-9　インターネットバンキングに係る不正送金事犯の被害額の推移（平成24～28年）]

②　不正送金事犯に対処するための取組

ア　不正送金事犯に関与した者の検挙状況


警察では、28年中、不正送金事犯に関連して、金融機関のサーバに不正アクセスして不正送金を行った者を始め、他人に利用させる意図を隠して口座を開設した者、口座を売買した者、不正に送金された資金を引き出した者、現金を回収した者、これらを指示した者等合計117人を検挙した。

イ　金融機関等と連携した抑止対策


警察では、金融機関に対し、フィッシングサイト対策やモニタリング（注1）等の被害防止対策の強化を要請しているほか、不正送金に利用されたレンタルサーバや口座に関する情報、JC3（注2）と連携して把握したフィッシングサイトに関する情報等を提供するなどしている。


注1：金融機関が、顧客があらかじめ登録した口座以外への送金等について、不正なものであるかどうかを確認すること。

注2：145頁参照

（2）コンピュータ・ウイルス対策


警察では、コンピュータ・ウイルスに関する罪の取締りを推進するとともに、民間事業者と連携したコンピュータ・ウイルスによる被害拡大防止のための対策を講じている。


警察庁では、犯罪捜査の過程で警察が把握した新たなコンピュータ・ウイルスに関する情報をウイルス対策ソフト事業者等に提供し、当該コンピュータ・ウイルスによる被害の拡大防止を図るための枠組み（注）を構築している。

注：144頁参照


事例


男子中学生（14）は、平成27年6月から同年8月にかけて、匿名掲示板に不正送金ウイルスや遠隔操作ウイルス等を販売する旨の書き込みを行って顧客を募り、購入を申し込んだ少年らにコンピュータ・ウイルスを提供するなどした。同年11月から28年3月にかけて、同男子中学生を不正指令電磁的記録提供罪等で逮捕するとともに、コンピュータ・ウイルスの提供を受けた少年ら6人を不正指令電磁的記録取得罪で検挙した。また、同年5月、同男子中学生の依頼を受けて、コンピュータ・ウイルスの動作の検証等を行った大学職員の男（26）を、不正指令電磁的記録提供幇助罪等で逮捕した（警視庁、福島、千葉、愛知、滋賀）。



（3）不正アクセス対策

①　発生状況等


平成28年における不正アクセス行為の認知件数（注）は1,840件であり、これを不正アクセス行為後の行為別にみると、「インターネットバンキングでの不正送金」が1,305件（70.9％）と最多であった。


また、検挙した不正アクセス禁止法違反における不正アクセス行為の手口は、「利用権者のパスワードの設定・管理の甘さにつけ込んだもの」が244件（52.8％）と最多であった。


注：不正アクセス被害の届出を受理した場合のほか、余罪として新たな不正アクセス行為の事実を認知した場合、報道を踏まえて事業者等に不正アクセス行為の事実を確認した場合その他関係資料により不正アクセス行為の事実を確認することができた場合において、被疑者が行った犯罪構成要件に該当する行為の数をいう。

　
図表3-10　不正アクセス行為後の行為別認知件数（平成27、28年）

[image: 図表3-10　不正アクセス行為後の行為別認知件数（平成27、28年）]

　

図表3-11　検挙した不正アクセス禁止法違反における不正アクセス行為の犯行手口の内訳（平成27、28年）

[image: 図表3-11　検挙した不正アクセス禁止法違反における不正アクセス行為の犯行手口の内訳（平成27、28年）]

②　不正アクセス防止対策に関する官民連携


不正アクセス防止対策に関する官民意見集約委員会（注1）における「不正アクセス防止対策に関する行動計画」に基づき、情報セキュリティに関する情報を掲載した情報セキュリティ・ポータルサイト「ここからセキュリティ！」（注2）を公開するなど、不正アクセスを防止するための官民連携した取組を実施している。


注1：23年6月、警察庁、総務省及び経済産業省が主体となって、社会全体としての不正アクセス防止対策の推進に当たって必要となる施策に関して、現状の課題や改善方策について官民の意見を集約するため、民間事業者等と共に設置した委員会


注2：https://www.ipa.go.jp/security/kokokara/


事例


無職の少年（17）らは、28年1月から同年5月にかけて、他人のID・パスワードを用いるなどして、佐賀県教育情報システムに不正アクセスを行った。同年6月、同少年ら2人を不正アクセス禁止法違反（不正アクセス行為の禁止）で検挙した。また、佐賀県教育委員会にシステムのぜい弱性に関する情報を提供するなど、被害の再発防止対策を推進した（警視庁、佐賀）。



（4）通信事業者における通信履歴等（ログ）の保存


通信履歴等（ログ）は、サイバー空間における事後追跡可能性を確保するために必要であるが、我が国では事業者に平素からログの保存を義務付ける制度が存在しておらず、サイバー犯罪捜査等を行う上で大きな課題となっている。


警察では、ログの保存が許容される期間を具体的に例示した総務省による「電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン」の解説を踏まえ、総務省と連携し、関係事業者における適切な取組が推進されるよう、必要な対応を行っている。

（5）インターネット上の違法情報・有害情報対策


インターネット上には、児童ポルノや覚醒剤等規制薬物の販売に関する情報等の違法情報や、違法情報には該当しないが、犯罪や事件を誘発するなど公共の安全と秩序の維持の観点から放置することができない有害情報が氾濫している。

①　インターネット・ホットラインセンターにおける取組等


警察庁では、一般のインターネット利用者等から、違法情報等に関する通報を受理し、警察への通報やサイト管理者等への削除依頼を行うインターネット・ホットラインセンター（IHC）を運用している。平成28年中にIHCが削除依頼を行った違法情報1万7,106件のうち1万6,838件（98.4％）が削除された。


IHCに通報された違法情報等の中には、外国のサーバに蔵置されているものがある。このうち児童ポルノについては、各国のホットライン相互間の連絡組織であるINHOPE（注）の加盟団体に対して、削除に向けた措置を依頼している。

注：現在の名称はInternational Association of Internet
Hotlinesであるが、旧名称のInternet Hotline Providers in Europe
Associationの略称を現在も使用している。11年に設立され、29年5月末現在、IHCを含む52団体（47の国・地域）から成る国際組織

　
図表3-12　インターネット・ホットラインセンターにおける取組

[image: 図表3-12　インターネット・ホットラインセンターにおける取組]

②　効果的な違法情報等の取締り


警察では、サイバーパトロール等により違法情報・有害情報の把握に努めるとともに、IHCからの通報に対して全国協働捜査方式（注）を活用し、効率的な違法情報の取締り及び有害情報を端緒とした取締りを推進している。


また、警察では、合理的な理由もなく違法情報の削除依頼に応じない悪質なサイト管理者については、検挙を始めとした積極的な措置を講じている。


注：IHCから警察庁に通報された違法情報について効率的な捜査を進めるため、違法情報の発信元を割り出すための初期捜査を警視庁が一元的に行い、捜査すべき都道府県警察を警察庁が調整する捜査方式。23年7月から本格実施している。

（6）コミュニティサイト等に起因する事犯への対策

①　コミュニティサイト等に起因する事犯の発生状況


コミュニティサイト（注1）に起因して犯罪被害に遭った児童の数は、平成20年以降増加傾向にあり、28年中の被害児童数は1,736人で、過去最多となった。


一方、出会い系サイト（注2）に起因して犯罪被害に遭った児童の数は、20年の出会い系サイト規制法の改正以降、届出制の導入により事業者の実態把握が促進されたことや、事業者の被害防止措置が義務化されたことなどにより減少傾向にあり、28年中の被害児童数は42人となった。


注1：SNS、プロフィールサイト等、ウェブサイト内で多数人とコミュニケーションがとれるウェブサイト等のうち、出会い系サイトを除いたものの総称


注2：面識のない異性との交際（以下「異性交際」という。）を希望する者（以下「異性交際希望者」という。）の求めに応じ、その異性交際に関する情報をインターネットを利用して公衆が閲覧することができる状態に置いてこれを伝達し、かつ、当該情報の伝達を受けた異性交際希望者が電子メールその他の電気通信を利用して当該情報に係る異性交際希望者と相互に連絡することができるようにする役務を提供するウェブサイト等

　

図表3-13　コミュニティサイトに起因する事犯の被害児童数の推移（平成20～28年）
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図表3-14　出会い系サイトに起因する事犯の被害児童数の推移（平成19～28年）

[image: 図表3-14　出会い系サイトに起因する事犯の被害児童数の推移（平成19～28年）]

②　被害児童の状況


28年中、被害児童の最も多い罪種は、コミュニティサイトに起因する事犯では、青少年保護育成条例違反662人（38.1％）、出会い系サイトに起因する事犯では、児童買春29人（69.0％）となっている。


また、28年中、コミュニティサイトに起因する事犯では、フィルタリングの利用の有無が判明した被害児童のうち、約9割がフィルタリングを利用していなかった。

　

図表3-15　コミュニティサイト及び出会い系サイトに起因する事犯の罪種別の被害児童数及び割合（平成28年）

[image: 図表3-15　コミュニティサイト及び出会い系サイトに起因する事犯の罪種別の被害児童数及び割合（平成28年）]

③　コミュニティサイト等への対策


警察では、コミュニティサイトに起因する児童の犯罪被害の防止に向けた対策として、サイト事業者の規模や提供しているサービスの態様に応じて、投稿内容の確認を始めとするサイト内監視の強化や実効性あるゾーニング（注1）の導入に向けた働き掛けを推進している。また、出会い系サイトに起因する児童の犯罪被害の防止に向けた対策として、無届け等の悪質出会い系サイト事業者や、出会い系サイトにおいて禁止誘引行為（注2）を行った者に対する取締り等を徹底している。


さらに、コミュニティサイト等において、サイバー補導（注3）を実施しているほか、関係機関・団体等と連携し、スマートフォンを中心としたフィルタリングの普及促進や、児童、保護者、学校関係者等に対する児童の犯罪被害の防止に関する広報啓発等の取組を推進している。


注1：サイト内において悪意ある大人を児童に近づけさせないように、利用者年齢情報を活用し、大人と児童の間のやり取りや検索を制限すること。


注2：出会い系サイト規制法第6条各号に掲げる行為

注3：109頁参照

（7）サイバー防犯ボランティアに対する支援


サイバーパトロールにより発見した違法情報・有害情報をIHCやサイト管理者等に通報する取組やインターネット利用者に対する講演活動等を行うサイバー防犯ボランティアは、全国で202団体、8,598人（平成28年末現在）となっており、警察では、研修会の開催等を通じて、こうした活動を行う団体の拡大と取組の活性化を図っている。











3　サイバー攻撃への対策


警察庁及び各都道府県警察では、サイバー攻撃対策を担当する組織を設置しているほか、各部門が連携し、サイバー攻撃の実態解明や被害の未然防止等を推進している。また、各国治安情報機関との捜査や情報収集に関する協力を強化したり、民間事業者等との協力関係を確立して被害の未然防止を図ったりするなど、サイバー攻撃をめぐる新たな情勢に対処するための対策に取り組んでいる。

（1）サイバー攻撃対策の推進体制


警察庁では、サイバー攻撃対策官が、都道府県警察が行う捜査に対する指導・調整、官民連携や各国治安情報機関との情報交換に当たるとともに、これを長とするサイバー攻撃分析センターにおいて、サイバー攻撃に係る情報の集約・分析を実施している。


また、政府機関、重要インフラ事業者、先端技術を有する事業者等が多く所在する13都道府県警察には、サイバー攻撃特別捜査隊を設置している。サイバー攻撃特別捜査隊は、サイバー攻撃に係る捜査に関する専門的な知識、技能及び経験をいかし、設置された都道府県におけるサイバー攻撃対策のみならず、他の都道府県警察に対して技能・技術・体制面の支援を行うことにより、サイバー攻撃事案に対する警察全体の捜査能力の向上を図っている。このほか、情報収集活動の推進や民間事業者等との協力関係の確立においても、中核的な役割を果たしている。


さらに、警察では、サイバー攻撃対策の技術的基盤として、警察庁及び地方機関（注）にサイバーフォースと呼ばれる技術部隊を設置しており、都道府県警察に対する技術支援を実施している。また、警察庁のサイバーフォースセンターは、全国のサイバーフォースの司令塔の役割を担っており、サイバー攻撃発生時においては技術的な被害状況の把握、被害拡大の防止、証拠保全等を行う拠点として機能するほか、24時間体制でのサイバー攻撃の予兆・実態把握、標的型メールに添付された不正プログラム等の分析、全国のサイバーフォースに対する指示等を行っている。


注：管区警察局情報通信部、東京都警察情報通信部、北海道警察情報通信部、府県情報通信部及び方面情報通信部

　
図表3-16　サイバー攻撃対策の推進体制

[image: 図表3-16　サイバー攻撃対策の推進体制]

（2）サイバー攻撃の予兆・実態の把握

①　実態解明の推進


警察では、違法行為に対する捜査を推進するとともに、サイバー攻撃を受けたコンピュータやサイバー攻撃に使用された不正プログラムを解析するなどして、攻撃者及び手口に係る実態解明を進めている。また、各国治安情報機関との情報交換を行うとともに、ICPOを通じるなどして、海外の捜査機関との間で国際捜査協力を積極的に推進している。


事例


平成27年11月、地方公共団体が管理していたウェブサイトが、大量のアクセスにより閲覧が不可能になる事案（DoS攻撃事案）が発生した。28年5月、電子計算機損壊等業務妨害罪で男子高校生（16）を検挙した（大阪）。




コラム　世界的会合等における情報交換


警察では、サイバー攻撃の実態解明に資する情報の収集等のため、国内外のサイバーセキュリティに関する会合に参加するなどして、積極的な情報交換を行っている。

平成28年8月、警察庁職員が、サイバーセキュリティに関する世界最大級の会合である「Black Hat
USA
2016」において、標的型メール攻撃に使用される文書ファイル形式の不正プログラムの従来とは異なる効果的な検出手法について講演するとともに、参加者との情報交換を行った。

　
[image: 講演の状況]

講演の状況



②　リアルタイム検知ネットワークシステム


サイバーフォースセンターでは、インターネットとの接続点に設置したセンサーに対するアクセス情報等を集約・分析することで、DoS攻撃の発生や不正プログラムに感染したコンピュータの動向等の把握を可能とするリアルタイム検知ネットワークシステムを24時間体制で運用している。このシステムにより分析した結果をインターネット観測結果として重要インフラ事業者等への情報提供に活用するほか、警察庁ウェブサイト「＠police」（注）で広く一般に公開している。

注：https://www.npa.go.jp/cyberpolice/

　
[image: サイバーフォースセンターにおけるリアルタイム検知ネットワークシステムの運用状況]

サイバーフォースセンターにおけるリアルタイム検知ネットワークシステムの運用状況

　
[image: 「＠police」]
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4　技術支援と解析能力の向上

（1）犯罪の取締りへの技術支援


コンピュータ、スマートフォン等の電子機器が普及し、これらがあらゆる犯罪に悪用されており、こうした犯罪の取締りにおいても高度な技術的知見が必要となっている。


このため、警察では、警察庁及び地方機関に情報技術解析課を設置し、都道府県警察に対して、捜索差押え現場でコンピュータ等を適切に差し押さえるための技術的な指導や、押収したスマートフォン等から証拠となる情報を取り出すための解析を実施する技術支援を行っている（注）。


また、近年、不正プログラムを悪用したサイバー犯罪・サイバー攻撃の多発等により、不正プログラムの解析の需要が増大していることに加え、手口の巧妙化・多様化により、その解析には極めて高い技術力が求められていることから、警察では、警察庁高度情報技術解析センターを中心に、組織の総合力を発揮して不正プログラムの解析に取り組んでいる。

注：98頁参照

　
図表3-17　犯罪の取締りへの技術支援

[image: 図表3-17　犯罪の取締りへの技術支援]

（2）解析能力の向上に向けた取組

①　スマートフォン等への対応


スマートフォン等の記憶容量の増大やアプリの多様化・複雑化により、これらの解析がますます困難になっているところ、警察では、最新の電子機器に対応できる資機材の充実や関係機関と連携した解析手法の開発を進めるなど、スマートフォン等への対応力を強化している。

②　最先端の情報通信技術の研究


近年、最先端の情報通信技術を用いたサイバー攻撃への対応が求められているところ、警察では、警察大学校サイバーセキュリティ対策研究・研修センターにおいて、匿名化通信技術（注）等の犯罪に悪用され得る最先端の情報通信技術の研究を行っている。


注：インターネット上で匿名性を確保し、利用者の発信元を特定されずに通信を行うために使用される技術

③　国内外研究機関への職員派遣


警察では、電子機器の解析やサイバー攻撃への対策に資する最先端の研究を行っている国内外の研究機関に職員を派遣し、最新の電子機器及び不正プログラムの解析手法や、今後悪用され得る情報システム及びインターネット上のサービス等に関する調査及び研究を実施し、解析能力の向上に努めている。











5　国際連携の推進

（1）国際捜査共助


国境を越えて行われるサイバー犯罪・サイバー攻撃について、国内における捜査で犯人を特定できない場合は、外国捜査機関の協力を求める必要がある（注1）。


警察庁では、サイバー犯罪に関する条約（注2）、刑事共助条約（協定）（注3）、ICPO、サイバー犯罪に関する24時間コンタクトポイント（注4）等の国際捜査共助の枠組みを活用し、国境を越えて行われるサイバー犯罪・サイバー攻撃に対処している。


注1：平成28年中の外国捜査機関との連携によるサイバー犯罪・サイバー攻撃への被害防止対策の事例については、53頁（トピックスI　サイバー犯罪・サイバー攻撃への被害防止対策）参照


注2：サイバー犯罪から社会を保護することを目的として、コンピュータ・システムに対する違法なアクセス等一定の行為の犯罪化、コンピュータ・データの迅速な保全等に係る刑事手続の整備、犯罪人引渡し等に関する国際協力等につき規定している。24年11月1日に我が国について発効した。


注3：214頁参照

注4：平成9年（1997年）12月のG8司法内務閣僚会合で策定された「ハイテク犯罪と闘うための原則と行動計画」等に基づき設置されたもので、29年1月現在、73の国・地域に設置されている。

（2）国際会議・協議等


警察庁では、多国間における情報交換や協力関係の確立等に積極的に取り組んでおり、平成28年中は、シンガポール内務省等が主催したサイバーセキュリティに関する国際会議のほか、G7ローマ／リヨン・グループ（注1）に置かれたハイテク犯罪サブグループ、ICPO及びEuropolが共催するサイバー犯罪会議等の国際会議に参加した。


また、日米サイバー対話や日韓サイバー協議等の関係省庁の代表が参加する国際会議や、オランダ国立法科学研究所を始めとする外国捜査機関等との二国間における協議等を通じ、サイバー空間の脅威に関する情報の共有や、国際捜査共助に係る連携強化等を推進している。


さらに、アジア大洋州地域サイバー犯罪捜査技術会議を12年度から毎年度開催し、解析技術やサイバー犯罪捜査に係る知識・経験等の共有を図っている。28年度は、アジア大洋州地域の国等の情報技術解析担当官やサイバー犯罪捜査官のほか、この分野で先進的な取組を行うフランス国家憲兵隊、ICPO、FBI（注2）、国内外の学術機関等が参加し、不正プログラム等の解析技術や、サイバー犯罪対策に係る人材育成、国際連携及び官民連携に関する発表・討議、情報技術解析に関する演習等を実施した。

加えて、海外にリエゾンオフィサーを派遣するなどして、外国捜査機関等との連携を強化している。


注1：昭和53年（1978年）にボン・サミットを契機に発足したG8テロ専門家会合（G8ローマ・グループ）と平成7年（1995年）にハリファックス・サミットで設置されたG8国際組織犯罪対策上級専門家会合（G8リヨン・グループ）が、平成13年（2001年）の米国における同時多発テロ事件以降合同で開催されているもので、国際組織犯罪対策やテロ対策等について検討している。なお、平成26年（2014年）3月より、G7として実施している。


注2：Federal Bureau of Investigation（米国司法省連邦捜査局）の略

　
[image: アジア大洋州地域サイバー犯罪捜査技術会議]

アジア大洋州地域サイバー犯罪捜査技術会議











6　官民連携の推進


サイバー空間の脅威に対処するためには、民間事業者との連携が重要であり、警察では、人事交流や新種の不正プログラムの情報共有枠組みの構築等の各種取組を行っている（注）。


注：平成28年中の民間事業者との連携によるサイバー犯罪・サイバー攻撃への被害防止対策の事例については、52頁（トピックスI　サイバー犯罪・サイバー攻撃への被害防止対策）参照

（1）サイバーテロ対策協議会


警察では、サイバー攻撃の標的となるおそれのある重要インフラ事業者等との間で構成するサイバーテロ対策協議会を全ての都道府県に設置し、サイバー攻撃の脅威や情報セキュリティに関する情報提供、民間の有識者による講演、参加事業者間の意見交換や情報共有を行っているほか、サイバー攻撃の発生を想定した共同対処訓練等を行っている。

　
[image: サイバー攻撃の発生を想定した共同対処訓練]

サイバー攻撃の発生を想定した共同対処訓練

（2）サイバーインテリジェンス情報共有ネットワーク


警察では、情報窃取の標的となるおそれの高い先端技術を有する全国7,520の事業者等（平成29年1月現在）との間で、情報窃取を企図したとみられるサイバー攻撃に関する情報共有を行うサイバーインテリジェンス情報共有ネットワークを構築しており、このネットワークを通じて事業者等から提供された情報を集約するとともに、これらの事業者等から提供された情報及びその他の情報を総合的に分析し、事業者等に対し、分析結果に基づく注意喚起を行っている。

（3）不正プログラム対策協議会


警察では、ウイルス対策ソフト提供事業者等との間で、不正プログラム対策協議会を設置しており、不正プログラム対策に関する情報共有を行っている。特に、警察からは、市販のウイルス対策ソフトで検知できない新たな不正プログラムに関する情報や未知のぜい弱性に関する情報を提供し、情報セキュリティ対策の向上を図っている。

（4）不正通信防止協議会


警察では、セキュリティ監視サービス又はセキュリティ事案に対処するサービスを提供する事業者との間で、サイバーインテリジェンス対策のための不正通信防止協議会を設置しており、標的型メール攻撃等に利用される不正プログラムの接続先等の情報を共有することにより、我が国の事業者等が不正な接続先へ通信を行うことを防止している。

（5）共同対処協定の締結


サイバー犯罪の潜在化の防止、捜査活動の効率化及び再発防止を図るため、平成24年7月から、警察では、民間事業者等との共同対処協定の締結を推進している。事業者と信頼関係を構築し、サイバー犯罪の警察への通報の促進等を図るため、28年末までに、オンラインゲーム事業者や銀行等、全国で554事業者・団体と本協定を締結している。

（6）日本サイバー犯罪対策センターとの連携


我が国における新たな産学官連携の枠組みとして平成26年から業務が開始された一般財団法人日本サイバー犯罪対策センター（JC3（注））においては、産学官の情報や知見を集約・分析し、その結果等を還元することで、脅威の大本を特定し、これを軽減及び無効化することにより、以後の事案発生の防止を図ることとしている。警察では、捜査関連情報等をJC3において共有し、産学におけるサイバーセキュリティに関する取組に貢献するとともに、JC3において共有された情報を警察活動に迅速・的確に活用することにより、安全安心なサイバー空間の構築に努めている。

注：Japan Cybercrime Control Centerの略

　
図表3-18　日本サイバー犯罪対策センター（JC3）の概要
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（7）都道府県警察における産学官連携による中小事業者対策


警察では、中小事業者が有する先端技術に関する情報の窃取や、中小事業者の保有するサーバ等がサイバー攻撃の踏み台として悪用されることなどを防止するため、商工会議所、学術機関、地方公共団体等と連携し、中小事業者における適切な対策を促すための広報啓発活動等を実施している。

（8）高度な研究開発を行う大学に対するサイバー攻撃への対策の推進


近年、高度な研究開発を行う大学に対するサイバー攻撃が発生していることから、警察では、当該サイバー攻撃に関する情報収集・分析を強化するとともに、大学と連携し、サイバー攻撃をめぐる最新の情勢や被害防止対策等に関する情報共有、サイバー攻撃の発生を想定した共同対処訓練等を実施することなどにより、高度な研究開発を行う大学に対するサイバー攻撃への対処能力の強化を図っている。











警察活動の最前線


サイバー空間の安全安心を目指して



福島県警察本部生活安全部生活環境課サイバー犯罪特捜第一係

松﨑　則夫（まつざき　のりお）　警部補

　
[image: 福ぼうしくん　福ぼうしさん]

福ぼうしくん　福ぼうしさん




私は、現在サイバー犯罪の捜査を行っており、これまでウェブサイトの改ざん、インターネットバンキングに係る不正送金事犯、動画投稿サイトを利用した著作権法違反等の事件を担当してきました。


サイバー犯罪は、犯行現場で犯人の姿を確認することはできません。また、犯人によって犯行の痕跡を消去されることがあるほか、時には国境を越えた先にいるであろう犯人までたどり着くことができず、悔しい思いをすることもありました。したがって、他の都道府県警察の捜査員と共に捜査を行い、それぞれが持つ知恵を出し合うことによって犯人にたどり着き、犯人を検挙できたときの喜びは格別なものがあります。


最近では、コンピュータをウイルスにより使用できない状態にさせ、そのコンピュータを直すために金銭を要求する手口のサイバー犯罪が発生するなど、その犯行手口はますます巧妙になっています。インターネットが生活に不可欠な基盤となっている中で、深刻化するサイバー犯罪を徹底的に検挙し、インターネット利用者の被害防止を図るため、日々業務に励んでいきたいと考えています。
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サイバー攻撃対策の推進と堅牢な情報セキュリティの実現



関東管区警察局神奈川県情報通信部情報技術解析課技術支援第一係（現　警察庁情報通信局情報通信企画課）

柳原　忠明（やなぎわら　ただあき）　技官

　
[image: 警視庁ロゴマーク]




私は神奈川県警察サイバー攻撃対策プロジェクトチームの一員として、サイバーテロ対策及びサイバー犯罪対策に取り組んでいます。近年は政府機関、地方公共団体、企業等を狙ったサイバー攻撃が多発し、サイバー空間の脅威に対する対処能力の強化が喫緊の課題となっています。


このような状況の中、平成28年に、神奈川県警察の情報セキュリティ対策を担当する神奈川県警察CSIRT（シーサート）（注）が、全国に先駆け、県警察の部門を横断してサイバー攻撃対処訓練を実施しました。私たちの部署は、日頃は県警察と共に重要インフラ事業者等に対する個別訪問や標的型攻撃メール対策の共同対処訓練、情報セキュリティ研修等を実施していますが、県警察を対象とする訓練は初めての試みでした。私は、今回の訓練の実施に先立つ自らの経験や知識をいかし、訓練参加者に技術的な指導や助言を行うことで、より実践的な訓練に寄与することができたと思います。


警察のみならず、産学官が連携して、このような訓練を行ってサイバー空間の脅威に対する対処能力の強化を図り、より堅牢な情報セキュリティを実現することで、安全安心なサイバー空間を構築できるものと信じています。

注：199頁参照
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右側が本人



注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。











第4章　組織犯罪対策

第1節　暴力団対策

1　暴力団情勢


暴力団は、繁華街や住宅街における拳銃を使用した凶悪な犯罪や、自らの意に沿わない事業者を対象とする、報復・見せしめ目的の襲撃等事件を敢行したり、組織の継承等をめぐって銃器を用いた対立抗争事件を引き起こしたりするなど、自己の目的を遂げるためには手段を選ばない凶悪性が見られ、依然として社会にとって大きな脅威となっている。


また、近年、暴力団は伝統的な資金獲得活動や民事介入暴力、行政対象暴力等に加え、その組織実態を隠蔽しながら、建設業、金融業、産業廃棄物処理業や証券取引といった各種の事業活動へ進出して、企業活動を仮装したり、共生者（注）を利用したりするなどして、一般社会での資金獲得活動を活発化させている。


さらに、公共事業に介入して資金を獲得したり、各種公的給付制度を悪用した詐欺事件を多数敢行したりするなど、社会経済情勢の変化に応じた多種多様な資金獲得活動を行っている。


警察では、社会経済情勢の変化にも留意しつつ、暴力団犯罪の取締り、暴力団対策法の効果的な運用及び暴力団排除活動を推進している。


注：暴力団に利益を供与することにより、暴力団の威力、情報力、資金力等を利用し自らの利益拡大を図る者

（1）暴力団構成員及び準構成員等の推移


暴力団構成員及び準構成員等（注1）の推移は、図表4-1のとおりであり、その総数は、平成17年から減少している。


また、暴力団構成員及び準構成員等の総数のうち主要団体（注2）の占める割合は7割以上に及んでいるが、27年8月の六代目山口組の分裂に伴い、神戸山口組が結成されて以降、暴力団構成員及び準構成員等の総数のうち六代目山口組が半数弱を占めていた一極集中の状態から、変化が生じている（注3）。


注1：暴力団構成員以外の暴力団と関係を有する者であって、暴力団の威力を背景に暴力的不法行為等を行うおそれがあるもの、又は暴力団若しくは暴力団構成員に対し資金、武器等の供給を行うなど暴力団の維持若しくは運営に協力し、若しくは関与するもの


注2：26年までは、六代目山口組、稲川会及び住吉会をいい、27年以降は、六代目山口組、稲川会、住吉会及び神戸山口組をいう。

注3：六代目山口組の分裂に伴う六代目山口組及び神戸山口組の対立抗争については、58頁（トピックスIV　六代目山口組・神戸山口組対策について）参照

　
図表4-1　暴力団構成員及び準構成員等の推移（平成19～28年）
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（2）暴力団の解散・壊滅


平成28年中に解散・壊滅した暴力団の数は159組織であり、これらに所属していた暴力団構成員の数は544人である。このうち主要団体の傘下組織の数は138組織（86.8％）であり、これらに所属していた暴力団構成員の数は487人（89.5％）である。

（3）暴力団の指定


平成29年6月1日現在、暴力団対策法の規定に基づき22団体が指定暴力団として指定されている。28年中は、4月に新たに神戸山口組が指定を受けたほか、13団体（注）が9回目の指定を受けた。


注：六代目山口組、稲川会、住吉会、五代目工藤會、旭琉會、六代目会津小鉄会、五代目共政会、七代目合田一家、四代目小桜一家、五代目浅野組、道仁会、二代目親和会及び双愛会

　
図表4-2　指定暴力団一覧表（22団体）

[image: 図表4-2　指定暴力団一覧表（22団体）]











2　暴力団犯罪の取締り

（1）検挙状況


暴力団構成員及び準構成員その他の周辺者（以下「暴力団構成員等」という。）の検挙状況は、図表4-3のとおりであり、近年減少傾向にある。暴力団構成員等の総検挙人員のうち、覚せい剤取締法違反、恐喝、賭博及びノミ行為等（注）（以下「伝統的資金獲得犯罪」という。）の検挙人員が占める割合は3割程度で推移しており、これらが有力な資金源となっているといえる。他方、暴力団構成員等の検挙状況を主要罪種別にみると、図表4-4のとおりであり、暴力団の威力を必ずしも必要としない詐欺の検挙人員が占める割合が増加しており、暴力団が資金獲得活動を変化させている状況もうかがわれる。


注：公営競技をめぐって施行者以外の第三者が行う勝馬投票等類似行為等の競馬法、自転車競技法、小型自動車競走法及びモーターボート競走法違反

　

図表4-3　暴力団構成員等の検挙人員（伝統的資金獲得犯罪）の推移（平成19～28年）

[image: 図表4-3　暴力団構成員等の検挙人員（伝統的資金獲得犯罪）の推移（平成19～28年）]

　
図表4-4　暴力団構成員等の罪種別検挙人員の状況（平成19年、28年）

[image: 図表4-4　暴力団構成員等の罪種別検挙人員の状況（平成19年、28年）]

（2）暴力団等によるとみられる事業者襲撃等事件（注）及び対立抗争事件等


近年の暴力団等によるとみられる事業者襲撃等事件、対立抗争事件等の発生状況は、図表4-5のとおりであり、これらの事件は、銃器が使用されたものもあり、市民生活に対する大きな脅威となるものであることから、警察においては、重点的な取締りを推進している。


注：暴力団構成員、暴力団準構成員、総会屋、政治活動標ぼうゴロ、社会運動標ぼうゴロ、会社ゴロ、新聞ゴロ等が、その意に沿わない活動を行う企業（株式会社等の会社、信用組合、医療法人、学校法人、宗教法人その他の法人をいう。）その他の事業者に対して威嚇、報復等を行う目的で、当該事業者又はその役員、経営者、従業員その他の構成員若しくはこれらの者の家族を対象として敢行したと認められる事件のうち、次のいずれかに該当するもの


1　殺人、殺人未遂、傷害、傷害致死、逮捕及び監禁、逮捕及び監禁致死傷又は暴行

2　上記1に該当しない次の事件

（1）銃器の使用

（2）実包（薬きょうを含む。）の送付

（3）爆発物の使用（未遂を含む。）

（4）放火（未遂を含む。）

（5）火炎瓶の使用（未遂を含む。）

（6）上記（1）から（5）までに掲げるもののほか、車両の突入によるなど人の生命又は身体に重大な危害を加えるおそれがある建造物損壊、器物損壊又は威力業務妨害

　

図表4-5　暴力団等によるとみられる事業者襲撃等事件の発生件数等の推移（平成24～28年）

[image: 図表4-5　暴力団等によるとみられる事業者襲撃等事件の発生件数等の推移（平成24～28年）]


事例


工藤會傘下組織幹部の男（50）らは、平成24年9月、暴力団員の立入りを禁止する標章を掲示していた飲食店経営会社役員を、殺意をもって、刃物様の物で複数回突き刺し、傷害を負わせた。28年6月、同男ら7人を殺人未遂罪等で逮捕した（福岡）。




コラム　工藤會対策


近年、工藤會総裁、同会長等の幹部を集中的に検挙したことなどにより、工藤會の組織基盤及び指揮命令系統に打撃を与えており、平成28年中は、工藤會によるとみられる事業者襲撃等事件の発生はなかったほか、福岡県警察による支援により、多数の者が工藤會から離脱した。今後とも、工藤會に対し、取締りの更なる強化を図るとともに、資金源対策を始め、構成員の離脱・就労支援、地域住民等による事務所撤去活動の支援等の諸対策を更に推進することとしている。



（3）資金獲得犯罪


暴力団は、企業や行政機関を対象とした恐喝・強要、強盗、窃盗等のほか、振り込め詐欺を始めとする特殊詐欺、各種公的給付制度を悪用した詐欺等、時代の変化に応じて様々な資金獲得犯罪を行っている。


また、実質的にその経営に関与している暴力団関係企業を利用し、又は共生者と結託するなどして、その実態を隠蔽しながら、一般の経済取引を装った貸金業法違反、労働者派遣法（注）違反等の資金獲得犯罪を敢行している。


警察では、巧妙化・不透明化する暴力団の資金獲得活動に関する情報を収集・分析するとともに、社会経済情勢の変化に応じた暴力団の資金獲得活動の動向にも留意しつつ、暴力団や共生者等に対する取締りを推進している。

注：労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律

　
図表4-6　暴力団の資金獲得活動の変遷

[image: 図表4-6　暴力団の資金獲得活動の変遷]


事例


六代目山口組傘下組織組長（38）らは、弁護士等を装って高齢者に電話をかけ、東日本大震災の復興支援に関する個人情報を漏えいしたなどと因縁をつけ、その紛争解決のため、「話をつけるのに400万円を用意してほしい」と虚偽の事実を告げるなどして、現金合計1,900万円をだまし取った。平成28年3月までに、同組長ら5人を詐欺罪等で逮捕した（北海道）。




事例


住吉会傘下組織組長（49）は、接骨院経営者の男（35）や歯科医院院長（58）らと共謀し、接骨院の施術日数や歯科医院の診療日数を水増しした虚偽の柔道整復施術療養費支給申請書や診療報酬明細書を作成するなどし、現金合計約660万円をだまし取った。28年2月までに、同組長ら25人を詐欺罪で逮捕した（警視庁）。




事例


稲川会傘下組織組長（55）は、法定の除外事由がないにもかかわらず、労働者3人を建設会社に供給し、福島県内の除染作業に従事させた。28年6月、同組長ら2人を職業安定法違反（労働者供給事業の禁止）で逮捕した（北海道）。













3　暴力団対策法の運用


指定暴力団員がその所属する暴力団の威力を示して暴力的要求行為（注）を行った場合等において、都道府県公安委員会は、暴力団対策法に基づき、中止命令等を発出することができる。


中止命令等の発出件数は図表4-7のとおり近年減少傾向にあり、暴力団がその威力をあからさまに示して行う資金獲得活動が困難化し、その活動を変化させていることがうかがわれる。

注：指定暴力団の暴力団員が指定暴力団の威力を示して行う不当な金品等の要求行為


事例


会津小鉄会傘下組織構成員の男（54）は、平成28年6月、公衆トイレ改修工事の発注元である京都市の職員に対し、「請負業者を指名停止にしろ、工事をやめさせろ」、「事務所に呼んで大声出す訳にもいかんからな」などと告げて、自己が所属する暴力団の威力を示して、同工事に係る業務委託契約を解除することをみだりに要求した。同年8月、京都府公安委員会は、同男に対し、暴力団対策法に基づき、暴力的要求行為を継続してはならない旨の中止命令を発出した（京都）。



　

図表4-7　暴力団対策法に基づく中止命令等の発出件数の推移（平成24～28年）
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4　暴力団排除活動の推進

（1）国及び地方公共団体における暴力団排除活動


国及び地方公共団体は、平成21年12月、犯罪対策閣僚会議の下に設置された暴力団取締り等総合対策ワーキングチーム（以下「ワーキングチーム」という。）における申合せ等に基づき、警察と連携して、受注業者の指名基準や契約書に暴力団排除条項（注）（下請契約、再委託契約等に係るものを含む。）を盛り込むほか、受注業者に対して、暴力団員等に不当に介入された場合の警察への通報等を義務付けるなどの取組を推進している。また、民間工事等に関係する業界及び独立行政法人に対しても同様の取組が推進されるよう所要の指導・要請を行っている。


注：法令、規約及び契約書等に設けられている条項であって、許可を取得する者、事務の委託の相手方、契約等の取引の相手方等から暴力団員等の暴力団関係者又は暴力団関係企業を排除する旨を規定する条項


事例


福岡県では、公共工事における暴力団排除のため、公共工事の発注者（地方公共団体等）と警察が、落札者の情報や、下請け・孫請け事業者を含めた受注事業者の情報を共有する枠組み等を構築し、28年4月から運用を開始した（福岡）。



（2）各種事業・取引等からの暴力団排除

①　各種事業における暴力団排除


近年、各種事業から暴力団関係企業等を排除するため、法令等において暴力団排除条項の整備が進んでおり、警察では、暴力団の資金源を遮断するため、関係機関・団体と連携して、貸金業、建設業等の各種事業からの暴力団排除を推進している。

②　各種取引における暴力団排除


近年、暴力団の資金獲得活動が巧妙化・不透明化していることから、企業が、取引先が暴力団関係企業等であると気付かずに経済取引を行ってしまうことを防ぐため、「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」（平成19年6月、犯罪対策閣僚会議幹事会申合せ）（注）及び22年12月のワーキングチームにおける申合せに基づき、警察では、関係機関・団体と連携を強化し、各種取引における暴力団排除を推進している。


注：企業が反社会的勢力による被害を防止するための基本的な理念や具体的な対応について取りまとめたもの


事例


知事部局からの依頼に基づき、建設業の許可の更新を申請した建設業者について調査したところ、同建設業者の役員等の1人が、稲川会傘下組織幹部であることが判明した。28年10月、警察からの回答を受けた知事部局が、同建設業者に申請を拒否する旨を伝えたところ、同建設業者は建設業の廃業届を提出した（北海道）。



（3）地域住民等による暴力団排除活動


警察では、暴力追放運動推進センター（以下「暴追センター」という。）及び弁護士会と緊密に連携し、適格暴追センター制度（注）も活用しながら、事務所撤去訴訟等に対する支援を実施するなどして、地域住民等による暴力団排除活動を支援している。


また、暴力団対策法における指定暴力団の代表者等の損害賠償責任に関する規定も効果的に活用しながら、暴力団犯罪に係る損害賠償請求訴訟に対する支援を実施するなどして、暴力団の不当要求による被害の防止、暴力団からの被害の救済等に努めている。


注：国家公安委員会から適格暴追センターとして認定を受けた暴追センターが、指定暴力団等の事務所の付近住民から委託を受けて、自己の名をもって事務所使用差止請求を行うことができる制度

　
[image: 全国暴力追放運動中央大会]

全国暴力追放運動中央大会


事例


極東会傘下組織構成員らにより恐喝又は詐欺の不法行為を受けたとして、多数の聴覚障害者が極東会会長らに対して損害賠償を求めた民事訴訟において、平成28年9月、東京地方裁判所は、同会長らに対し、暴力団対策法上の威力利用資金獲得行為に係る代表者賠償責任規定（注）を初めて適用するとともに、合計約1億9,700万円の支払を命じた（警視庁）。


注：指定暴力団の暴力団員が威力利用資金獲得行為を行うについて他人の生命、身体又は財産を侵害したときは、一定の場合を除き、当該指定暴力団の代表者等が損害賠償責任を負うという規定



（4）地方公共団体における暴力団排除に関する条例の運用


各都道府県は、地方公共団体、住民、事業者等が連携・協力して暴力団排除に取り組む旨を定め、暴力団排除に関する基本的な施策、青少年に対する暴力団からの悪影響排除のための措置、暴力団の利益になるような行為の禁止等を主な内容とする暴力団排除に関する条例の運用に努めている。


各都道府県では、条例に基づき、暴力団の威力を利用する目的で財産上の利益の供与をしてはならない旨の勧告等を実施している。平成28年中における実施件数は、風俗営業者が用心棒代を暴力団幹部に渡したなどとして勧告した事例が74件、不動産業者が暴力団事務所として使用されることを知りながら物件を賃貸したなどとして指導した事例が2件、暴力団員が立入禁止標章（注1）の掲示店舗に立ち入ったなどとして中止命令を発出した事例が10件、暴力団員が暴力団排除特別強化地域（注2）の風俗店経営者等に対して金員を要求したことにつき、更に反復して行うおそれがあるとして再発防止命令を発出した事例が1件、条例で定める禁止区域内に暴力団事務所を開設したなどとして検挙した事例が8件となっている。

注1：暴力団員の立入りが禁止された特定の営業所に掲示される標章

注2：暴力団の排除を徹底することにより、地域住民及び来訪者にとって一層安全で安心なまちづくりを特に強力に推進する地域

（5）暴力団構成員の社会復帰対策の推進


暴力団を壊滅するためには、構成員を一人でも多く暴力団から離脱させ、その社会復帰を促すことが重要であるところ、全ての都道府県で、警察のほか、暴追センター、関係機関・団体等から構成される社会復帰対策協議会が設立されるとともに、警察では、暴力団から離脱しようとする者に対して個別に指導・助言を行うなどしている。


コラム　社会復帰対策に係る広域連携に関する協定


暴力団構成員の社会復帰においては、暴力団から離脱した者のために安定した雇用の場を確保することが重要であるが、離脱した暴力団からの報復を恐れ、地元での就労をためらう者も多い。そこで、暴力団から離脱した者を雇用する事業者に関する情報を共有するなどして、暴力団から離脱した者の就労を広域的に支援するため、平成28年2月、14都府県の社会復帰対策協議会で「暴力団から離脱した者の社会復帰対策の連携に関する協定」が締結され、29年5月末現在で21都府県（注）が参加している。


注：青森、茨城、群馬、東京、神奈川、新潟、静岡、岐阜、愛知、三重、大阪、兵庫、鳥取、広島、徳島、愛媛、高知、福岡、佐賀、熊本及び鹿児島













第2節　薬物銃器対策

1　薬物情勢


平成28年中の薬物事犯の検挙人員は1万3,411人と、引き続き高い水準にあるほか、船舶を利用した覚醒剤の大量密輸入事犯が相次いで検挙されるなど、我が国の薬物情勢は依然として厳しい状況にある。

　
図表4-8　薬物事犯の検挙人員（平成28年）
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（1）各種薬物事犯の状況

①　覚醒剤事犯


平成28年中の覚醒剤事犯の検挙人員（注1）及び押収量（注2）は図表4-9のとおりである。検挙人員は前年より減少したが、全薬物事犯の検挙人員の78.0％を占めている。また、押収量は1,495.4キログラムと、前年より1,065.7キログラム（248.0％）増加し、過去最多となった11年（1,975.9キログラム）に次ぐ押収量となった。近年の覚醒剤事犯の特徴としては、検挙人員のうち半数程度を暴力団構成員等が占めていることのほか、他の薬物事犯と比べて再犯者の占める割合が高いことや30歳代以上の検挙人員が多いことが挙げられる。


注1：国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を助長する行為等の防止を図るための麻薬及び向精神薬取締法等の特例等に関する法律（以下「麻薬特例法」という。）違反の検挙人員のうち、覚醒剤事犯に係るものを含む。


注2：覚醒剤の押収量は、錠剤型覚醒剤を含まない。

②　大麻事犯


28年中の大麻事犯の検挙人員及び押収量は図表4-9のとおりである。検挙人員は2,536人と、前年より435人（20.7％）増加し、最近5年間で最多となった。また、全薬物事犯の検挙人員の18.9％を占めており、覚醒剤事犯に次ぐ高水準で推移している。近年の大麻事犯の特徴としては、全検挙人員のうち初犯者や20歳代以下の若年層の占める割合が高いことが挙げられる。

③　その他の薬物事犯


最近5年間のMDMA（注）等合成麻薬事犯、あへん事犯等の各種薬物事犯の検挙人員及び押収量は、図表4-9のとおりである。


注：化学名「3,4-メチレンジオキシメタンフェタミン（3,4-Methylenedioxymethamphetamine）」の略名。本来は白色粉末であるが、様々な着色がなされ、文字や絵柄の刻印が入った錠剤の形で密売されることが多い。

　
図表4-9　各種薬物事犯の検挙状況の推移（平成24～28年）

[image: 図表4-9　各種薬物事犯の検挙状況の推移（平成24～28年）]

（2）薬物密輸入事犯の状況


平成28年中の薬物密輸入事犯の検挙件数は201件と、前年より39件（16.3％）減少し、検挙人員は217人と、前年より32人（12.9％）減少した。


覚醒剤密輸入事犯の検挙状況の推移は、図表4-10のとおりである。28年には、いわゆる運び屋（注）による航空機を利用した覚醒剤密輸入事犯のほか、洋上取引や海上コンテナ貨物の利用等の巧妙な手口により覚醒剤を大量に密輸入する事犯を相次いで検挙したことなどにより、覚醒剤の押収量は大幅に増加した。


その背景には、我が国に覚醒剤に対する根強い需要が存在していることのほか、国際的なネットワークを有する薬物犯罪組織が、アジア・太平洋地域において覚醒剤の取引を活発化させていることがあるものと考えられる。


注：航空機等を利用して薬物を密輸する役割を担う者をいい、薬物犯罪組織とつながりの薄い者がこれに当たることが多い。

　
図表4-10　覚醒剤密輸入事犯の検挙状況の推移（平成19～28年）

[image: 図表4-10　覚醒剤密輸入事犯の検挙状況の推移（平成19～28年）]


事例


中国（台湾）人の男（37）らは、28年7月、照明器具に覚醒剤を隠匿し、中国から海上コンテナで密輸入した。同年8月までに、同男ら中国（台湾）人4人、日本人1人及び中国人1人を覚せい剤取締法違反（営利目的輸入）等で逮捕し、覚醒剤約168.4キログラムを押収した（警視庁、神奈川）。

　
[image: 覚醒剤が隠匿された照明器具]

覚醒剤が隠匿された照明器具



（3）薬物犯罪組織の動向

①　薬物事犯への暴力団の関与


平成28年中の暴力団構成員等による覚醒剤事犯の検挙人員は5,067人と、前年より645人（11.3％）減少したものの、覚醒剤事犯の全検挙人員の48.5％を占めていることから、依然として覚醒剤事犯に暴力団が深く関与していることがうかがわれる。また、28年中の暴力団構成員等による大麻事犯の検挙人員は649人と、前年より58人（9.8％）増加し、大麻事犯の全検挙人員の25.6％を占めていることから、暴力団構成員等が薬物事犯に幅広く関与していることがうかがわれる。

②　来日外国人による薬物事犯


28年中の来日外国人による薬物事犯の検挙人員は465人と、前年より55人（13.4％）増加した。国籍・地域別でみると、ブラジル、フィリピン及び台湾の比率が高く、合わせて全体の39.6％を占めている。また、28年中の来日外国人による覚醒剤事犯の営利犯（注）の検挙人員は37人と、前年より18人（94.7％）増加した。国籍・地域別でみると、イランの比率が最も高く、全体の51.4％を占めており、イラン人による覚醒剤の密売ルートが根強く存在していることがうかがわれる。

注：営利目的所持、営利目的譲渡し及び営利目的譲受け











2　薬物対策

（1）供給の遮断


我が国で乱用されている薬物の大半が海外から流入していることから、警察では、これを水際で阻止するため、税関、海上保安庁等の関係機関との連携を強化するとともに、捜査員の派遣、国際会議への参加を通じた情報交換等による国際捜査協力を推進している。平成29年2月には、警察庁のODA事業として、31の国・地域及び4国際機関の参加を得て、第22回アジア・太平洋薬物取締会議（ADEC）を東京都で開催し、薬物情勢、捜査手法及び国際協力に関する討議を行った。


また、薬物犯罪組織の壊滅を図るため、通信傍受等の組織犯罪の取締りに有効な捜査手法を積極的に活用し、組織の中枢に迫る捜査を推進している。さらに、薬物犯罪組織に資金面から打撃を与えるため、麻薬特例法の規定に基づき、業として行う密輸・密売等（注1）やマネー・ローンダリング事犯の検挙、薬物犯罪収益の没収・追徴等の対策を推進している。


このほか、インターネットを利用した薬物密売事犯対策として、サイバーパトロールやIHC（注2）からの通報等により薬物密売情報の収集を強化し、密売人の取締りを推進するとともに、インターネットを利用した薬物密売事犯を検挙した場合には、サイト管理者等に対して警告及び再発防止指導を行っている。


注1：通常の密輸・密売等より重く処罰することができ、また、一連の行為を集合犯としてとらえ、その間の薬物犯罪収益総体が没収・追徴の対象となる。


注2：138頁参照

（2）需要の根絶

①　薬物乱用の取締り


薬物乱用は、乱用者自身の精神や身体をむしばむばかりでなく、幻覚、妄想等により、乱用者が殺人、放火等の凶悪な事件や重大な交通事故等を引き起こすこともあるほか、薬物の密売が暴力団等の犯罪組織の資金源となることから、その乱用は、社会の安全を脅かす重大な問題である。警察では、薬物乱用者を厳しく取り締まるとともに、広報啓発活動を行い、社会全体から薬物乱用を排除する気運の醸成を図っている。

　
[image: 薬物乱用防止キャンペーン]

薬物乱用防止キャンペーン

②　薬物再乱用防止に向けた取組


警察では、薬物事犯で検挙された者やその家族等の希望に応じて、薬物乱用防止のための相談先等を記載した資料を配付するなど、薬物再乱用防止に向けた相談活動の充実を図っている。

（3）危険ドラッグ（注）対策


平成28年中の危険ドラッグ事犯の検挙人員は920人と、5年ぶりに減少した。警察では、医薬品医療機器法を始めとする各種法令を駆使して危険ドラッグ事犯の取締りを徹底するとともに、関係機関との情報共有や乱用の拡大防止に向けた広報啓発活動を強化している。また、危険ドラッグやその原料となる物質の流入を水際で阻止するため、国内外の関係機関との連携を強化している。


注：規制薬物（覚醒剤、大麻、麻薬、向精神薬、あへん及びけしがらをいう。）又は指定薬物（医薬品医療機器法第2条第15項に規定する指定薬物をいう。）に化学構造を似せて作られ、これらと同様の薬理作用を有する物品をいい、規制薬物及び指定薬物を含有しない物品であることを標ぼうしながら規制薬物又は指定薬物を含有する物品を含む。

　
図表4-11　危険ドラッグ事犯の検挙人員の推移（平成24～28年）

[image: 図表4-11　危険ドラッグ事犯の検挙人員の推移（平成24～28年）]











3　銃器情勢とその対策

（1）銃器情勢


平成28年中の銃器情勢は、六代目山口組と神戸山口組との対立抗争に起因するものを始め、暴力団等によるとみられる銃器発砲事件（注1）が繁華街や住宅街において相次いで発生し、銃器使用事件（注2）も112件発生するなど、厳しい状況にある。


注1：銃砲を使用して金属性弾丸を発射することにより、人の死傷、物の損壊等の損害が発生したもの及びそのおそれがあったものをいう（過失及び自殺を除く。）。


注2：銃砲及び銃砲様の物を使用した事件。「銃砲」とは、「けん銃、小銃、機関銃、砲、猟銃その他金属性弾丸を発射する機能を有する装薬銃砲及び空気銃」（銃刀法第2条第1項）をいう。「銃砲様の物」とは、銃砲らしい物を突き付け、見せるなどして犯行に及んだ事件において、被害者、参考人等の供述等により、銃砲と推定されるものをいう。

　
図表4-12　銃器発砲事件の発生状況の推移（平成19～28年）

[image: 図表4-12　銃器発砲事件の発生状況の推移（平成19～28年）]

　
図表4-13　銃器発砲事件による死傷者数の推移（平成19～28年）

[image: 図表4-13　銃器発砲事件による死傷者数の推移（平成19～28年）]

（2）銃器対策


警察では、犯罪組織の武器庫の摘発や拳銃の密輸・密売事件等の摘発に重点を置いた取締りを行うとともに、関係機関・団体と連携した活動等により、銃器犯罪の根絶と違法銃器の排除を広く国民に呼び掛け、国民の理解と協力の確保に努めるなど、総合的な銃器対策を推進している。


拳銃の押収丁数の推移は、図表4-14のとおりである。近年、暴力団からの押収丁数（注）は減少傾向にあるが、その背景には、暴力団の組織防衛の強化による情報収集の困難化や、拳銃の隠匿方法の巧妙化等があるものと考えられる。

注：暴力団が管理している拳銃と認められるものの押収丁数

　
図表4-14　拳銃押収丁数の推移（平成19～28年）

[image: 図表4-14　拳銃押収丁数の推移（平成19～28年）]











第3節　来日外国人犯罪対策

1　来日外国人犯罪の情勢

（1）全般的傾向


来日外国人（注）犯罪の検挙状況の推移は、図表4-15のとおりである。平成の初期から増加傾向にあった来日外国人犯罪は、検挙件数については、ピークであった平成17年から28年にかけて、4万7,865件から1万4,133件へと大きく減少しており、検挙人員についても、ピークであった16年から28年にかけて、2万1,842人から1万109人へと大きく減少している。


注：我が国に存在する外国人のうち、いわゆる定着居住者（永住者、永住者の配偶者等及び特別永住者）、在日米軍関係者及び在留資格不明者を除いた外国人

　
図表4-15　来日外国人犯罪検挙状況の推移（平成元～28年）

[image: 図表4-15　来日外国人犯罪検挙状況の推移（平成元～28年）]

　
図表4-16　来日外国人犯罪検挙状況の推移（平成19～28年）

[image: 図表4-16　来日外国人犯罪検挙状況の推移（平成19～28年）]

（2）国籍・地域別検挙状況


平成28年中の来日外国人犯罪の検挙状況を国籍・地域別にみると、図表4-17のとおりである。検挙人員は、中国が最も高い割合を占めており、最近ではベトナムの割合も高くなってきている。また、刑法犯検挙件数（罪種別）をみると、侵入窃盗では中国が高い割合を占めているほか、自動車盗や万引きではベトナムが最も高い割合を占めているなど、罪種によって高い比率を占める国が異なっている。

　
図表4-17　来日外国人犯罪の国籍・地域別検挙状況（平成28年）

[image: 図表4-17　来日外国人犯罪の国籍・地域別検挙状況（平成28年）]











2　国際犯罪組織の動向

（1）来日外国人犯罪の組織化の状況


平成28年中の来日外国人による刑法犯の検挙件数に占める共犯事件の割合は31.4％と、日本人（11.2％）の約3倍に上り（注）、共犯事件の割合が極めて高い。罪種別にみると、住宅を対象とした侵入窃盗で79.4％と日本人（13.7％）の約6倍に上る。


このように、来日外国人による犯罪は、日本人によるものと比べて組織的に敢行される傾向がうかがわれる。


注：来日外国人と日本人の共犯事件については、主たる被疑者の国籍・地域により、来日外国人による共犯事件であるか、日本人による共犯事件であるかを分類して計上している。

　
図表4-18　来日外国人と日本人の刑法犯における共犯率の違い（平成28年）

[image: 図表4-18　来日外国人と日本人の刑法犯における共犯率の違い（平成28年）]

（2）日本で活動する国際犯罪組織（注）の特徴


国際犯罪組織のうち、来日外国人で構成される犯罪組織についてみると、出身国や地域別に組織化されているものがある一方で、より巧妙かつ効率的に犯罪を敢行するため、様々な国籍の構成員が役割を分担するなど、構成員が多国籍化しているものがあるほか、暴力団と連携する例もみられる。


また、犯罪行為や被害の発生場所等の犯行関連場所についても、日本国内にとどまらず2、3か国に及んだり、被疑者や被害者との関係を有しない地域であったりするものがある。


特に近年は、他国で敢行された詐欺事件による詐取金の入金先口座として日本国内の銀行口座を利用し、詐取金入金後にこれを日本国内で引き出してマネー・ローンダリングを敢行するといった事例があるなど、世界的な展開がみられる。


さらに、これらの犯罪組織の中には、短期滞在の在留資格等により来日し、犯行後は本国に逃げ帰るいわゆるヒット・アンド・アウェイ型の犯罪を敢行するものもある。


注：外国に本拠を置く犯罪組織、来日外国人犯罪グループその他犯罪を目的とした多人数の集合体で国際的に活動するもの


事例


短期滞在の在留資格により来日した中国（台湾）人の男（22）らは、平成28年5月から同年10月にかけて、東京都内の銀行において、偽造デビットカード等を使用して現金合計約1,500万円を不正に引き出して窃取した。同月までに、同男ら中国（台湾）人4人を不正作出支払用カード電磁的記録供用罪等で逮捕した（警視庁）。



（3）国際犯罪組織に利用される犯罪インフラ（注1）の実態


国際犯罪組織は、犯罪インフラを利用して各種犯罪を効率的に敢行している。国際犯罪組織が関与する犯罪インフラ事犯には、地下銀行（注2）による不正な送金、偽装結婚、偽装認知、不法就労助長（注3）、旅券・在留カード等偽造（注4）等がある。

注1：96頁参照

注2：地下銀行は、不法滞在者等が犯罪収益等を海外に送金するために利用されており、近年は、送金依頼を受けた資金で中古重機や農機具等を購入し、正規の貿易を装って輸出して現地で換金するなど手口が巧妙化している。


注3：偽装結婚、偽装認知、不法就労助長は、不法滞在者等に在留資格を不正取得させたり、就労の機会を提供することで不法滞在等の犯罪を助長しており、これを仲介して利益を得るブローカーや、暴力団が関与するものがみられる。また近年では、在留資格の不正取得や不法就労を目的とした難民認定制度の悪用が疑われる例も発生している。


注4：偽造された旅券・在留カード等は、身分偽装手段として利用されるほか、違法に資金を得るために国際犯罪組織が偽造に関与し、不法滞在者等に販売されることもある。











3　国際組織犯罪に対処するための取組

（1）国内関係機関との連携


警察では、事前旅客情報システム（APIS）（注）等を活用して関係機関と連携した水際対策を行っている。法務省入国管理局との間では、被疑者が国外に逃亡するおそれのある場合の手配や、偽装滞在者等に対する合同摘発を行うなど連携を図っている。また、税関との間では、不正輸出入を防止するための合同摘発を行うなど連携を図っている。

注：Advance Passenger Information
Systemの略。航空機で来日する旅客及び乗員に関する情報と関係省庁が保有する要注意人物等に係る情報を入国前に照合するシステム

（2）外国捜査機関等との連携


複数の国・地域において犯罪を敢行する国際犯罪組織に対処するためには、関係国の捜査機関等との情報交換、捜査協力等が不可欠であり、警察では次のような取組を進めている。

①　ICPOを通じた国際協力


ICPOは、各国の警察機関を構成員とし、犯罪の捜査における国際的な協力を目的とした機関であり、平成29年3月末現在で190の国・地域が加盟している。ICPOでは、国際犯罪に関する情報の収集と交換、犯罪対策のための国際会議の開催や国際手配書の発行等が行われている。警察庁は、捜査協力の実施のほか、ICPOが開催する国際組織犯罪対策に関連する様々な会合への参加、事務総局等への職員の派遣、分担金の拠出等により、ICPOの活動に貢献している。

　
[image: 第85回ICPO総会（©INTERPOL）]

第85回ICPO総会（©INTERPOL）


また、フランスに本部を置く事務総局の機能を補完する組織として平成27年（2015年）4月に設置されたシンガポール総局（IGCI）（注）は、ますます巧妙かつ複雑になるサイバー犯罪に対抗するための研究や訓練を行うことを目的として設立された組織であり、初代総局長に警察庁から派遣された職員が就任している。


IGCIでは、サイバー犯罪対策、サイバーセキュリティ対策、加盟国の警察官やICPO職員の訓練等を行うこととされている。

注：INTERPOL Global Complex for
Innovationの略

②　外国捜査機関との捜査協力


警察庁では、ICPOルートのほか、外交ルート、刑事共助条約（協定）（注）を活用して、外国捜査機関に対して捜査協力を要請するなどしている。

また、外国捜査機関との間で開催される二国間協議等に積極的に参加し、連携の強化を図っている。

注：214頁参照


事例


ナイジェリア人の男（47）らは、26年5月から27年10月にかけて、米国等において敢行した詐欺事件における詐取金を日本国内の金融機関に開設した日本人名義の口座に送金させた上、正当な取引による送金であるかのように装って当該詐取金を引き出し、現金合計約5億6,000万円をだまし取った。米国との間で刑事共助条約を活用するなどし、29年2月までに、ナイジェリア人6人及び日本人9人を組織的犯罪処罰法違反（犯罪収益等隠匿）及び詐欺罪で逮捕した（大阪、新潟、滋賀、兵庫）。



（3）国外逃亡被疑者等（注1）の追跡

国外逃亡被疑者等の数の推移は、図表4-19のとおりである。


警察では、被疑者が国外に逃亡するおそれがある場合には、法務省入国管理局に手配するなどして、出国前の検挙に努めている。また、被疑者が国外に逃亡した場合には、関係国の捜査機関との捜査協力を通じ、被疑者の所在確認等を行っており、所在が確認された場合には、犯罪人引渡条約（注2）等に基づき被疑者の引渡しを受けるなどして、確実な検挙に努めている。


このような取組の結果、平成28年中は、出国直前の外国人被疑者17人のほか、国外逃亡被疑者90人（うち外国人34人）を検挙した。


このほか、事案に応じ、国外逃亡被疑者等が日本国内で行った犯罪に関する資料等を逃亡先国の捜査機関に提供するなどして、逃亡先国における国外犯処罰規定の適用を促し、犯罪者の「逃げ得」を許さないための取組を進めている。


注1：日本国内で犯罪を行い、国外に逃亡している者（以下「国外逃亡被疑者」という。）及びそのおそれのある者

注2：214頁参照


事例


26年12月、我が国において中国（台湾）人の女性からクレジットカード等を強取し、同女性を死亡させた中国（台湾）人の女（41）が犯行後に出国した。ICPOを通じて台湾警政署と情報交換を行った結果、同女は台湾において逮捕・起訴され、27年12月、本件について懲役14年8か月の刑が確定した（茨城）。



　
図表4-19　国外逃亡被疑者等の推移（平成19～28年）
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第4節　犯罪収益対策

1　犯罪収益移転防止法に基づく活動


暴力団等の犯罪組織を弱体化させ、壊滅に追い込むためには、犯罪収益の移転を防止するとともに、これを確実に剥奪することが重要である。警察では、犯罪収益移転防止法、組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法を活用し、関係機関、事業者、外国のFIU（注）等と協力しながら、総合的な犯罪収益対策を推進している。

注：Financial Intelligence
Unit（資金情報機関）の略。疑わしい取引に関する情報を集約・分析して捜査機関等に提供する機関として各国が設置している。我が国のFIUは、国家公安委員会・警察庁が担当している。

（1）犯罪収益移転防止法の適切な履行を確保するための措置


犯罪収益対策を効果的に推進するためには、犯罪収益移転防止法に基づき、顧客等の本人特定事項等の取引時確認、疑わしい取引の届出等の義務が特定事業者（注）により適切に履行されることが重要である。このため、国家公安委員会・警察庁は、関係機関と連携して、特定事業者を対象とした研修会等を利用して犯罪収益移転防止法に対する理解と協力の促進に努めている。また、国家公安委員会・警察庁は、特定事業者が義務に違反していると認めた場合、当該特定事業者に対して報告を求めるなどの必要な調査を行うとともに、特定事業者を所管する行政庁に対して、是正命令等を行うべき旨の意見陳述を行っている。

注：犯罪収益移転防止法第2条第2項で規定されている事業者

（2）疑わしい取引の届出


犯罪収益移転防止法に定める疑わしい取引の届出制度（注）により事業者がそれぞれの所管行政庁に届け出た情報は、国家公安委員会・警察庁が集約して整理・分析を行った後、都道府県警察、検察庁を始めとする捜査機関等に提供され、各捜査機関等において、マネー・ローンダリング事犯の捜査等に活用されている。


疑わしい取引の届出の年間受理件数は、図表4-20のとおりであり、平成28年中は40万1,091件と、前年と比べて1,583件（0.4％）増加した。


注：特定事業者のうち金融機関等、ファイナンスリース事業者、クレジットカード事業者、宅地建物取引事業者、宝石・貴金属等取扱事業者、郵便物受取サービス業者、電話受付代行業者及び電話転送サービス事業者は、業務で収受した財産が犯罪収益である疑いがあると判断した場合等に所管行政庁へその旨を届け出ることが義務付けられている。

　
図表4-20　疑わしい取引の届出状況の推移（平成24～28年）

[image: 図表4-20　疑わしい取引の届出状況の推移（平成24～28年）]

　

図表4-21　疑わしい取引に関する情報を端緒として都道府県警察が検挙した事件数の推移（平成24～28年）

[image: 図表4-21　疑わしい取引に関する情報を端緒として都道府県警察が検挙した事件数の推移（平成24～28年）]


コラム　仮想通貨対応のための犯罪収益移転防止法の改正


ビットコイン等の仮想通貨の取引については、G7及びFATF（注）において、仮想通貨がその利用者の匿名性の高さ等の特徴を有することから、マネー・ローンダリング対策及びテロ資金供与対策として規制を課すことが求められている。また、我が国においても、仮想通貨を支払手段として用いた薬物密売事件等、仮想通貨を犯罪に悪用した事例が検挙されている。


こうした情勢を踏まえ、平成28年5月、第190回国会において、「情報通信技術の進展等の環境変化に対応するための銀行法等の一部を改正する法律」が成立し、犯罪収益移転防止法が改正され、仮想通貨交換業者が特定事業者に追加された。同改正は、29年4月から施行された。

注：Financial Action Task
Force（金融活動作業部会）の略













2　マネー・ローンダリング関連事犯の検挙状況


マネー・ローンダリングとは、一般に犯罪によって得た収益を、その出所や真の所有者が分からないようにして、捜査機関による収益の発見や検挙を逃れようとする行為である。我が国では、組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法において、マネー・ローンダリングが罪として規定されている。


マネー・ローンダリング事犯の検挙事件数は、図表4-22のとおりであり、平成28年中は388件（前年比1件（0.3％）減少）であった。前提犯罪（注）別にみると、主要なものとしては窃盗に係るものが156件、詐欺に係るものが103件、ヤミ金融事犯に係るものが30件、賭博に係るものが16件、わいせつ物頒布等に係るものが13件となっている。


28年中におけるマネー・ローンダリング事犯の検挙事件数のうち、暴力団構成員等が関与したものは76件で、全体の19.6％を占めている。前提犯罪別にみると、主要なものとしては詐欺に係るものが22件、窃盗に係るものが15件、ヤミ金融事犯に係るものが11件、賭博に係るものが7件、売春防止法違反に係るものが5件となっているが、その他にも風営適正化法違反やわいせつ物頒布等に係るものなどがあり、暴力団が様々な犯罪から資金を獲得し、その資金についてマネー・ローンダリングを行っている実態がうかがわれる。

また、28年中における来日外国人が関与したマネー・ローンダリング事犯は35件であった。


注：不法な収益を生み出す犯罪であって、その収益がマネー・ローンダリングの対象となるもの

　
図表4-22　マネー・ローンダリング事犯の検挙状況の推移（平成19～28年）

[image: 図表4-22　マネー・ローンダリング事犯の検挙状況の推移（平成19～28年）]


事例


ウェブサイト上でわいせつDVDを販売していた東組傘下組織幹部の男（54）らは、28年5月、複数の顧客に対し、わいせつDVDの販売代金合計約230万円を同男らが管理する複数の他人名義の口座に振り込ませて隠匿した。同年6月、同男ら4人を組織的犯罪処罰法違反（犯罪収益等隠匿）等で逮捕した。


また、わいせつDVDの販売代金であり犯罪収益である現金及び同代金を振り込ませていた他人名義の口座に滞留する犯罪収益である貯金債権合計約230万円に対して、同法の規定に基づく起訴前の没収保全命令が発出された（滋賀、北海道）。













3　犯罪収益の剥奪


犯罪収益が、犯罪組織の維持・拡大や将来の犯罪活動への投資等に利用されることを防止するためには、これを剥奪することが重要である。警察では、没収（注1）・追徴（注2）の判決が裁判所により言い渡される前に犯罪収益の隠匿や費消等が行われることのないよう、組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法に定める起訴前の没収保全措置を積極的に活用して没収・追徴の実効性を確保している。

注1：物の所有権及び金融債権を剥奪して国庫に帰属させる処分を内容とする財産刑

注2：没収することができる物又は金融債権の全部又は一部を没収することができない場合に、その価額の納付を強制する処分

（1）没収・追徴の状況


第一審裁判所において行われる通常の公判手続における組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法の没収・追徴規定の適用状況は、図表4-23のとおりである。

　

図表4-23　組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法の没収・追徴規定の適用状況の推移（平成23～27年）
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（2）起訴前の没収保全


平成28年中における起訴前の没収保全命令は、組織的犯罪処罰法で風営適正化法違反、賭博、入管法違反、売春防止法違反、わいせつ物頒布等に関して183件（前年比37件（16.8％）減少）発出され、麻薬特例法で16件（前年比2件（14.3％）増加）発出されている。

　
図表4-24　起訴前の没収保全命令の発出状況の推移（平成24～28年）

[image: 図表4-24　起訴前の没収保全命令の発出状況の推移（平成24～28年）]


事例


会社役員の男（50）らは、24年11月頃から27年10月頃にかけて、不特定多数の顧客を相手にインターネットカジノを営んでいた。28年2月、同男ら3人を常習賭博罪等で逮捕するとともに、同男が保有する現金及び預金債権合計約1億2,700万円に対して、組織的犯罪処罰法の規定に基づく起訴前の没収保全命令が発出された（千葉）。













4　国際連携


国境を越えて敢行されるマネー・ローンダリングやテロ資金供与を防止するためには、各国が連携して対策を講ずることが不可欠である。このため、国際社会においては、FATF、APG（注）、エグモント・グループ等の枠組みの下、マネー・ローンダリング対策及びテロ資金供与対策の国際的基準の策定、普及等が行われており、警察庁もこれらの活動に積極的に参画している。

注：Asia/Pacific Group on Money
Laundering（アジア・太平洋マネー・ローンダリング対策グループ）の略

（1）FATFの活動と警察庁の参画状況


FATFは、マネー・ローンダリング対策及びテロ資金供与対策に関する国際協力を推進するため設置されている政府間会合であり、平成28年末現在、我が国を含む35の国・地域及び2国際機関が参加している。FATFは、マネー・ローンダリング対策及びテロ資金供与対策として、各国が法執行、刑事司法及び金融規制の各分野において講ずるべき措置を、「FATF勧告」として示している。また、FATFは、加盟国における勧告の遵守の徹底のため、順次、各加盟国に審査団を派遣して相互審査を実施しており、我が国に対しても20年に3回目の審査が実施された。

（2）APGの活動と警察庁の参画状況


APGは、アジア・太平洋地域のFATF非参加国・地域におけるマネー・ローンダリング対策等を強化・促進するために設置された機関であり、マネー・ローンダリング対策等に取り組む国・地域に対する支援等を行っている。平成28年末現在、我が国を含む41の国・地域が参加している。警察庁では、年次会合等に職員を派遣し、最新のマネー・ローンダリングの手口・傾向等についての議論に参画している。

（3）エグモント・グループの活動と警察庁の参画状況


エグモント・グループは、各国のFIU間の情報交換、研修、専門知識に関する協力等を目的として設置された機関であり、平成28年末現在、我が国を含む152の国・地域のFIUが参加している。警察庁では、年次会合及び作業部会にそれぞれ職員を派遣し、FIU間の情報交換に係る行動規範等に関する議論に参画している。

（4）外国のFIUとの情報交換


国境を越えて行われるマネー・ローンダリングやテロ資金供与を発見するためには、各国のFIUが保有する情報の積極的な交換が必要であることから、国家公安委員会・警察庁は、外国のFIUとの連携を強化し、活発な情報交換を実施している。

また、平成28年末現在、94の国・地域のFIUとの間で情報交換のための枠組みを設定している。

　
[image: ウズベキスタンFIUとの情報交換枠組みの設定]

ウズベキスタンFIUとの情報交換枠組みの設定

　

図表4-25　国家公安委員会・警察庁と外国のFIUとの情報交換件数の推移（平成24～28年）

[image: 図表4-25　国家公安委員会・警察庁と外国のFIUとの情報交換件数の推移（平成24～28年）]











警察活動の最前線


国際捜査のスペシャリストを目指して



埼玉県警察本部刑事部組織犯罪対策局国際捜査課国際捜査第二係

小野田　香純（おのだ　かすみ）　巡査部長

　
[image: ポッポくん　ポポ美ちゃん]

ポッポくん　ポポ美ちゃん




私は、平成15年に警察官として採用され、交通部門や警備部門で勤務した後、国際捜査部門を希望し、24年から国際捜査課で外国人犯罪捜査を担当しています。


私は以前、海外で日本人が被害に遭った強盗殺人事件で、捜査や被害者の御遺族の対応等に従事しました。


この事件においては、被害者の御遺体、証拠品等が全て国外にあり、ICPO等を通じて、発生国に捜査協力を求めましたが、最初は思うように捜査が進みませんでした。しかし、犯行後、日本に潜伏していた被疑者を割り出すとともに、発生国に捜査員が複数回出張捜査するなどした結果、徐々に発生国から協力が得られるようになりました。最終的には、発生国に我々の熱意が伝わり、被疑者を強盗殺人事件で逮捕することができました。


この捜査で、警察官が犯罪を憎む熱い気持ちは、国は違ってもまったく変わらないものであると感じ、国際捜査の醍醐（だいご）味を体験することができました。国際捜査課での勤務は5年になりますが、これからも刑事を希望した初心を忘れず、外国人による犯罪から日本の治安を守るため、全力を尽くしていきます。

　
[image: 埼玉県警察本部刑事部組織犯罪対策局国際捜査課国際捜査第二係　小野田　香純（おのだ　かすみ）　巡査部長]




犯罪収益対策に向けた取組について



岡山県警察本部刑事部組織犯罪対策第一課犯罪収益解明第一係

池田　健一（いけだ　けんいち）　巡査部長
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ももくん　ももかちゃん




「あっ係長！見つけました。100万円の束が1、2、3……、17束で合計1,700万円です。1,000万円の入金がある女性名義の通帳もありました」これは、賭博店経営者が愛人の家に売上金を隠しているという情報に基づき、愛人の家を捜索し、押し入れ内の金庫に隠された多額の売上金や預金通帳を発見したときの様子です。


私は、犯罪で得られた収益を没収保全するなど、犯罪者から犯罪収益を剥奪する業務に取り組んでいます。剥奪した犯罪収益は、犯罪被害財産として被害回復給付金となることがあり、被害者の被害回復の一助になります。刑事ドラマのように犯人を逮捕するという華々しさはありませんが、犯罪収益を剥奪することで、犯罪者に経済的な打撃を与えることができる、やりがいのある仕事です。


この仕事をする中で、犯罪収益が別の犯罪活動に流用されている実態を目の当たりにしてきました。こうした犯罪者に対し、資金面から打撃を与えるとともに、暴力団等の犯罪組織が有する資金源を封圧するためにも、今後も犯罪収益対策に全力で取り組んでいきます。

　
[image: 岡山県警察本部刑事部組織犯罪対策第一課犯罪収益解明第一係　池田　健一（いけだ　けんいち）　巡査部長]



注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。











第5章　公安の維持と災害対策

第1節　国際テロ情勢と対策

1　国際テロ情勢

（1）イスラム過激派


平成28年（2016年）中には、図表5-1のとおり、世界各地でテロ事件が相次いで発生するなど、イスラム過激派によるテロの脅威は依然として高い状況にある。


平成26年（2014年）にカリフ制国家の樹立を宣言したISILは、イラク及びシリアにおいて勢力を増大させるとともに、その過激思想に影響を受けた多くのイスラム教徒を世界中から引き付けた。また、北・西アフリカ、東南アジア等世界各地の多数のイスラム過激派組織がISILに対する忠誠や支持を表明すると、それらの一部をISILの「州」だと主張するなどして、国際テロ情勢を大きく変容させた。


しかし、その後ISILは、イラクにおいて、米国を中心とした「対ISIL有志連合」による空爆、軍事指導等の支援を受けたイラク軍及び民兵組織の攻撃により、イラクにおける支配地域の大部分を失い、シリアにおいて、平成27年（2015年）9月からロシアがアサド政権を支援するため空爆を開始したことなどの影響により、シリア北部等に広げていた支配地域の一部を失った。また、リビアにおいて、平成27年（2015年）末から平成28年（2016年）半ばにかけて勢力を拡大していたが、その拠点の一つであったリビア北部の都市シルテは、国連が支持する統一政府とこれに協力する民兵勢力等によってほぼ制圧されているとみられ、ISILのリビアにおける勢力維持は困難になっているとみられる。


一方、ISILは、インターネットを活用して過激思想を広めるとともに、中東地域からの難民等の中に紛れ込ませるなどして、ISILに参加した外国人戦闘員（注1）を「対ISIL有志連合」に参加する欧米諸国等に送り込んでいる。


その結果、ISILを始めとするテロ組織による扇動等に影響を受けて過激化した者や外国人戦闘員が、自らが居住する国やイスラム過激派が標的とする諸国の権益を狙ってテロを敢行する事件が欧米諸国等において発生している。また、ISILは、支持者に対して、爆弾や銃器が入手できない場合には石、ナイフ、車両等を用いてテロを実行するよう呼び掛けているところ、同年7月に発生したフランス・ニースにおける車両等使用テロ事件及びドイツ・ヴュルツブルクの列車内における襲撃テロ事件を始め、車両や刃物を用いたテロ事件が発生している。

　
[image: フランス・ニースにおける車両等使用テロ事件（AFP＝時事）]

フランス・ニースにおける車両等使用テロ事件（AFP＝時事）


一方、AQ（注2）及びその関連組織については、指導者アイマン・アル・ザワヒリが、反米・反イスラエル的思想を繰り返し主張し、AQ関連組織が欧米諸国等の権益を標的としたテロを企図するなど、いわゆるグローバル・ジハードの志向を持ち続けている。また、中東、アフリカ及び南アジアで活動を続けるAQ関連組織が、政府機関、国連平和維持活動（PKO）に従事する部隊等を狙ったテロを行っており、こうした地域では、依然として大きな脅威であり続けている。


注1：テロ行為を準備・計画・実行することやそのための訓練を受けることなどを目的として、居住国又は国籍国以外の国や地域に渡航する者


注2：Al-Qaeda（アル・カーイダ）の略

　
図表5-1　平成28年（2016年）に発生した主な国際テロ事件

[image: 図表5-1　平成28年（2016年）に発生した主な国際テロ事件]

（2）我が国に対する国際テロの脅威


平成28年（2016年）7月に発生したバングラデシュ・ダッカにおける襲撃テロ事件を始め、現実に我が国の権益や邦人がテロの被害に遭う事案等が発生していることから、今後も邦人がテロや誘拐の被害に遭うことが懸念される。

　
[image: バングラデシュ・ダッカにおける襲撃テロ事件（AFP＝時事）]

バングラデシュ・ダッカにおける襲撃テロ事件（AFP＝時事）


ISILは、オンライン機関誌「ダービク」等において、我が国や邦人をテロの標的として繰り返し名指ししている。


AQについても、平成24年（2012年）5月に米国が公開したオサマ・ビンラディン殺害時の押収資料によれば、「韓国のような非イスラム国の米国権益に対する攻撃に力を注ぐべき」と同人が指摘していたことが、明らかになった。また、米国で拘束中のAQ幹部のハリド・シェイク・モハメドの供述によれば、我が国に所在する米国大使館を破壊する計画等に関与したことなども明らかになっている。こうした資料や供述は、米軍基地等の米国権益が多数存在する我が国に対するイスラム過激派組織によるテロの脅威の一端を明らかにしたものといえる。


また、殺人、爆弾テロ未遂等の罪でICPOを通じ国際手配されていた者（注）が、過去に不法に我が国への入出国を繰り返していたことも判明しており、過激思想を介して緩やかにつながるイスラム過激派組織のネットワークが我が国にも及んでいることを示している。

これらの事情に鑑みれば、我が国に対する国際テロの脅威は正に現実のものとなっているといえる。


注：同人は、国際連合安全保障理事会アル・カーイダ制裁委員会から、制裁対象として指定されている。

（3）日本赤軍・「よど号」グループ

①　日本赤軍


東京地方裁判所は、平成28年11月、ジャカルタ事件（注1）に関与したとして、日本赤軍メンバー城﨑勉に懲役12年の実刑判決を下した（注2）。日本赤軍は、平成13年4月、最高幹部・重信房子（注3）が日本赤軍の「解散」を宣言し、後に組織も「解散」を表明した。しかし、いまだに、過去に引き起こした数々のテロ事件を称賛していること、現在も7人の構成員が逃亡中であることなどから、「解散」はテロ組織としての本質の隠蔽を狙った形だけのものに過ぎず、テロ組織としての危険性がなくなったとみることはできない。


警察では、国内外の関係機関と連携を強化し、逃亡中の構成員の検挙及び組織の活動実態の解明に向けた取組を推進している。


注1：昭和61年にインドネシア・ジャカルタにおいて日米両国大使館に爆発物が撃ち込まれるなどした同時多発テロ事件

注2：弁護側は判決を不服として即日控訴した。

注3：12年11月に潜伏先の大阪府内で逮捕され、22年8月、懲役20年の刑が確定した。

②　「よど号」グループ


昭和45年3月31日、故田宮高麿ら9人が、東京発福岡行き日本航空351便、通称「よど号」をハイジャックし、北朝鮮に入境した。現在、ハイジャックに関与した被疑者5人及びその妻3人が北朝鮮にとどまっているとみられており（注）、このうち3人に対し、日本人を拉致した容疑で逮捕状が発せられている。


警察では、「よど号」犯人らを国際手配し、外務省を通じて北朝鮮に対して身柄の引渡し要求を行うとともに、「よど号」グループの活動実態の全容解明に努めている。


注：ハイジャックに関与した被疑者1人及びその妻1人は死亡したとされているが、真偽は確認できていない。

　
[image: 国際手配中の日本赤軍と「よど号」グループ]

国際手配中の日本赤軍と「よど号」グループ

（4）北朝鮮

①　北朝鮮による拉致容疑事案

ア　拉致容疑事案等の捜査・調査状況


警察では、平成28年12月31日現在、日本人が被害者である拉致容疑事案12件（被害者17人）及び朝鮮籍の姉弟が日本国内から拉致された事案1件（被害者2人）の合計13件（被害者19人）を北朝鮮による拉致容疑事案と判断している。このうち、北朝鮮工作員等拉致に関与したとして8件に係る11人について逮捕状の発付を得て国際手配を行っている。


また、これらの事案以外にも、北朝鮮による拉致の可能性を排除できない事案（注）について、関係機関と緊密な連携を図りつつ、全国警察において徹底した捜査や調査を進めている。


注：警察が把握している北朝鮮による拉致の可能性を排除できない者は、29年5月末現在、883人である。

イ　日朝協議


26年5月にスウェーデン・ストックホルムで開催された日朝政府間協議において、北朝鮮が拉致被害者及び行方不明者を含む全ての日本人に関する包括的かつ全面的な調査を行うことで合意（以下「ストックホルム合意」という。）し、同年7月、北朝鮮が特別調査委員会を立ち上げ、調査を開始したことから、日本政府は、同月、日本が独自に講じている対北朝鮮措置の一部を解除した。


しかし、その後拉致問題に何ら進展がない中、北朝鮮は、平成28年（2016年）1月に核実験を行ったほか、同年2月には弾道ミサイルの発射を強行した。こうした状況を踏まえ、日本政府は、同月、26年7月に一部解除した対北朝鮮措置の内容を含む独自の対北朝鮮措置の実施を決定したが、これに対し北朝鮮は、ストックホルム合意に基づく調査の全面的中止及び特別調査委員会の解体を表明し、その後も核実験や弾道ミサイルの発射等の挑発行動を繰り返した。


日本政府は北朝鮮に対し、ストックホルム合意を破棄する考えはないことを伝え、引き続き全ての拉致被害者の一日も早い帰国を強く求めるとともに、拉致、核、ミサイルといった諸懸案を包括的に解決するため、28年12月、独自の対北朝鮮措置の強化を決定したが、現在までのところ、拉致被害者等の帰国は実現していない。

ウ　拉致の目的


北朝鮮の故金正日（キムジョンイル）国防委員長は、14年9月に行われた日朝首脳会談において、日本人拉致の目的について、「一つ目は、特殊機関で日本語の学習ができるようにするため、二つ目は、他人の身分を利用して南（韓国）に入るためである」と説明した。また、「よど号」事件犯人の元妻は、故金日成（キムイルソン）主席から「革命のためには、日本で指導的役割を果たす党を創建せよ。党の創建には、革命の中核となる日本人を発掘、獲得、育成しなければならない」との教示を受けた故田宮高麿から、日本人獲得を指示された旨を証言している。


これらを含め、諸情報を分析すると、拉致の主要な目的は、北朝鮮工作員が日本人のごとく振る舞うことができるようにするための教育を行わせることや、北朝鮮工作員が日本に潜入して、拉致した者になりすまして活動できるようにすることなどであるとみられる。

エ　拉致容疑事案等に関する取組


警察では、拉致容疑事案等に対する的確な捜査等を推進しているところであり、これらの事案等の真相を解明するために警察庁に設置されている特別指導班が、都道府県警察を巡回・招致して、捜査・調査を担当する職員への具体的な指導や同事案の実地調査、都道府県警察間の協力体制の構築等を行っている。また、将来、北朝鮮から拉致被害者に関連する資料が出てきた場合に、本人確認に役立ち得るなどの観点から、家族の意向等を勘案しつつ、積極的にDNA型鑑定資料の採取を実施しているほか、広く国民から情報提供を求めるため、家族の同意を得られたものについては、事案の概要等を各都道府県警察のウェブサイトに掲載している。


警察では、今後とも、拉致容疑事案等の全容解明に向けて、関係機関と緊密に連携を図り、関連情報の収集、捜査・調査に取り組むこととしている。

　
図表5-2　日本人が被害者である拉致容疑事案（12件17人）

[image: 図表5-2　日本人が被害者である拉致容疑事案（12件17人）]

　
図表5-3　日本人以外が被害者である拉致容疑事案（1件2人）

[image: 図表5-3　日本人以外が被害者である拉致容疑事案（1件2人）]

　
図表5-4　国際手配被疑者（拉致容疑事案関係）

[image: 図表5-4　国際手配被疑者（拉致容疑事案関係）]

②　北朝鮮による主なテロ事件


北朝鮮は、朝鮮戦争以降、南北軍事境界線を挟んで韓国と軍事的に対峙しており、これまで、韓国に対するテロ活動の一環として、工作員等によるテロ事件を世界各地で引き起こしている。中でも、昭和62年（1987年）に発生した大韓航空機爆破事件は、日本人を装った工作員により敢行された。











2　国際テロ対策


我が国における国際テロの脅威が正に現実のものとなっている中、平成27年2月、改めて我が国に対するテロの未然防止及びテロへの対処体制の強化に取り組むための諸対策を検討・推進することを任務とする警察庁国際テロ対策推進本部（注）を設置した。その後、警察庁では同推進本部を中心に諸対策の検討を行い、同年6月、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催までのおおむね5年程度を目途として推進していくべき施策を、「警察庁国際テロ対策強化要綱」として取りまとめ、決定・公表した。


警察では、同要綱に基づき、情報収集・分析、水際対策、警戒警備、事態対処、官民連携といったテロ対策を強力に推進している。


注：警察庁警備局長を本部長として設置されたが、27年6月の警察庁国際テロ対策強化要綱の策定と合わせて、次長を本部長とする体制に発展的に改組した。

（1）テロの未然防止のための具体策

①　官民一体の「日本型テロ対策」の推進


テロ対策は、警察による取組のみでは十分ではなく、関係機関、民間事業者、地域住民等と緊密に連携して推進することが望まれる。このため、警察では、テロ対策に関する様々な官民連携の枠組みに参画している。


例えば、東京都では、平成20年、「テロ対策東京パートナーシップ推進会議」を発足させた。同会議には、警視庁、東京都等の関係機関に加え、電力、ガス、情報通信、鉄道等の重要インフラに関わる事業者や、大規模集客施設を営む事業者等が加入し、「ソフトターゲット」と呼ばれる不特定多数の者が集まる大規模集客施設や公共交通機関等が諸外国においてテロの標的とされる中、「テロを許さない社会づくり」というスローガンの下、テロに対する危機意識の共有や大規模テロ発生時における協働対処体制の整備等が行われている。

　
[image: テロ対策東京パートナーシップ]

テロ対策東京パートナーシップ


また、テロリストが武器を入手できないようにするための取組も官民の連携により推進されている。警察では、銃砲刀剣類や火薬類を取り扱う個人や事業者に対し、銃刀法や火薬類取締法に基づく規制や指導を行っている。さらに、爆発物の原料となり得る化学物質を販売する事業者に対し、関係省庁と協力して、販売時の本人確認を徹底するよう指導したり、不審な購入者への対処要領を教示したりしている。このほか、旅館、インターネットカフェ、賃貸マンション等の事業を営む者に対しても顧客に対する本人確認の徹底等の働き掛けを行い、テロリストによる悪用の防止を図っている。

　
[image: 警察と薬局従業員とのロールプレイング型訓練]

警察と薬局従業員とのロールプレイング型訓練

②　核物質、特定病原体等の防護対策の強化


NBCテロ（注）の発生を未然に防止するため、警察では、核物質や特定病原体等を取り扱う事業所等に警察職員が定期的に立入検査を行うなどして、事業者の講ずる防護措置や盗難防止措置が適正なものとなるよう指導している。


注：N（Nuclear：核）B（Biological：生物）C（Chemical：化学）物質を使用したテロの総称

③　国際協力の推進


国際テロ対策を推進するためには、我が国一国のみの努力では限界があり、世界各国との連携・協力が必要不可欠であることから、警察庁では、諸対策に関する国際会議等に積極的に参加している。また、例年、独立行政法人国際協力機構（JICA）と共催している国際テロ対策セミナーにおいて、世界各国から招へいした実務担当者に対し、テロ事件の捜査技術に関するノウハウの提供を行っている。

④　テロ資金対策


大規模なテロの敢行やテロ組織の維持・運営には、そのための資金が必要であることから、テロを未然に防止するためには、テロリストがテロを実行するために資金その他の財産の提供を受け、又は財産を使用することを防ぐための取組が重要である。我が国では、テロ資金提供処罰法（注1）に基づき、テロリストに対するテロ資金の提供等を規制している。また、犯罪収益移転防止法に基づき、顧客等の本人特定事項等の取引時確認、疑わしい取引の届出等を特定事業者（注2）に対し求めている。さらに、外為法（注3）及び国際テロリスト財産凍結法（注4）に基づき、29年5月19日現在、396個人98団体の国際テロリストを財産の凍結等の措置をとるべき者として公告している。

注1：公衆等脅迫目的の犯罪行為のための資金等の提供等の処罰に関する法律

注2：164頁参照

注3：外国為替及び外国貿易法

注4：国際連合安全保障理事会決議第千二百六十七号等を踏まえ我が国が実施する国際テロリストの財産の凍結等に関する特別措置法

　
図表5-5　国際テロリスト財産凍結法の概要
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（2）テロ対処体制の強化

①　テロ対処部隊の充実強化


警察では、万一テロが発生した場合に備え、特殊部隊（SAT）、銃器対策部隊、NBCテロ対応専門部隊等の各種部隊を設置し、その充実強化を図っている。また、有事の際に迅速的確な対処を可能とするため、関係機関と連携して、日々訓練を実施している。

　
図表5-6　テロ対処部隊の概要

[image: 図表5-6　テロ対処部隊の概要]

②　スカイ・マーシャルの運用


航空機のハイジャックを未然に防止し、またハイジャックが発生した際に航空機内での犯人の制圧・検挙を可能とするため、警察では、国土交通省や航空会社等と緊密に連携して、平成16年12月から警察官が航空機に警乗するスカイ・マーシャルを運用している。

③　TRT-2（注1）の派遣


警察では、邦人や我が国の権益に関係する重大テロが国外で発生した場合には、情報収集や現地治安機関に対する捜査支援等を任務とするTRT-2を派遣することとしている。平成28年（2016年）7月のバングラデシュ・ダッカにおける襲撃テロ事件の発生に際しても、TRT-2として、外事特殊事案対策官（注2）等を現地に派遣し、関係国の治安情報機関との情報交換等を行った。

注1：Terrorism Response Team - Tactical Wing
for Overseas（国際テロリズム緊急展開班）の略

注2：平成25年（2013年）1月に発生した在アルジェリア邦人に対するテロ事件を受け、国外における邦人や我が国の権益に関係するテロ事件等の重大突発事案に対処するために設置された。

　
図表5-7　TRT-2の概要
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④　自衛隊等との共同訓練の推進


警察では、平素から防衛省・自衛隊と緊密な情報交換を行うとともに、都道府県警察及び陸上自衛隊が武装工作員等による不法行為が発生した場合を想定した共同訓練を実施しており、28年中は、実動訓練34回、図上訓練1回を実施した。また、内閣官房や都道府県が主催する国民保護法（注）に基づく関係機関との共同訓練に参加し、テロ等に対する対処能力の向上や関係機関との連携強化を図った。

注：武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律

　
[image: 自衛隊との共同実動訓練]

自衛隊との共同実動訓練

　
[image: 国民保護共同実動訓練]

国民保護共同実動訓練

（3）原子力関連施設におけるテロ対策

①　テロ関連情報の収集・分析等


警察では、原子力関連施設に対するテロを未然に防止するため、各国治安情報機関等との緊密な情報交換、関係省庁との連携による水際対策、不審人物や組織に関する情報の収集・分析等を実施している。

②　原子力関連施設における警戒警備


原子力関連施設に対する銃器を使用したテロ事案、爆発物使用事案、NBCテロ事案等への対処を行うため、サブマシンガン、ライフル銃、耐爆・耐弾仕様の車両、爆発物処理用具、生化学防護服等を装備した原発特別警備隊が、24時間体制で原子力関連施設の警戒警備に当たっている。

　
[image: 原子力関連施設の警戒]

原子力関連施設の警戒

③　関係機関等との連携


平成23年11月、政府は、原子力発電所等に対するテロを現実の脅威として再認識し、その未然防止対策を強化することを決定しており、その中で、警察庁、海上保安庁、防衛省等の関係省庁による継続的な連携強化が示された。これを受けて関係都道府県警察では、海上保安庁との合同訓練を定期的に実施しているほか、一般の警察力だけでは対応することができないと認められる事案が発生した場合を想定し、24年以降、原子力発電所の敷地を利用した自衛隊との共同実動訓練を実施している。

④　警察庁職員による立入検査


原子力事業者との間では、警察庁職員が事業所等に定期的に立入検査を行うとともに、治安当局の立場から自主警戒に関する指導を行うことなどにより、事業者による防護措置が実効あるものとなるよう努めている。











第2節　外事情勢と諸対策

1　対日有害活動の動向と対策


北朝鮮、中国及びロシアは、様々な形で対日有害活動を行っており、警察では、平素からその動向を注視し、情報収集・分析等を行っている。

（1）北朝鮮の動向

①　核・ミサイル開発をめぐる動向と対外情勢


北朝鮮は、核開発と経済建設を同時に行う「並進路線」を堅持し、平成28年（2016年）中には、核実験や弾道ミサイル発射を繰り返し行うなど、軍事力を誇示する姿勢を見せており、その核・ミサイル開発及び運用能力の向上は、我が国に対する新たな段階の脅威となっている。


北朝鮮は、同年1月に核実験、同年2月に「人工衛星」と称する長距離弾道ミサイルの発射をそれぞれ強行した。これに対し、同年3月、国際連合安全保障理事会（以下「国連安保理」という。）は、北朝鮮に対する新たな制裁を盛り込んだ決議を採択し、核実験や弾道ミサイル発射の自制を求めたが、北朝鮮は、同月以降も繰り返し弾道ミサイルを発射し、同年8月及び9月に発射された弾道ミサイルは、我が国の排他的経済水域に着弾した。


また、同月には、北朝鮮が新たに核実験を実施したことから、同年11月、国連安保理は、北朝鮮に対する更なる制裁を盛り込んだ決議を採択したが、北朝鮮は、平成29年（2017年）に入ってからも、2月以降、複数回にわたって弾道ミサイルを発射するなど、核・ミサイル開発を継続する姿勢を見せており、国際社会への対決姿勢を強めている。さらに、同月に金正恩（キムジョンウン）朝鮮労働党委員長の異母兄である金正男（キムジョンナム）氏がマレーシアにおいて殺害された事件では、北朝鮮の関与が指摘されており、国際社会からの孤立を深めている。


こうした中、軍事・経済両面で北朝鮮に影響力を有する中国は、米国からの批判等を受け、同月に北朝鮮産石炭の輸入の一時停止を発表するなど、国連安保理決議に基づく制裁を履行する姿勢を見せている。また、同年4月に行われた米中首脳会談においては北朝鮮に対する対応が協議され、米国は、北朝鮮に対する圧力を強めているが、北朝鮮は、核・ミサイル開発を継続する姿勢を示しており、朝鮮半島をめぐる情勢は緊迫感を増している。

　
[image: 故金日成主席の生誕105周年を祝賀する軍事パレード（29年4月）（SPUTNIK＝時事通信フォト）]

故金日成主席の生誕105周年を祝賀する軍事パレード（29年4月）（SPUTNIK＝時事通信フォト）

②　我が国における諸工作


北朝鮮は、我が国においても、潜伏する工作員等を通じて活発に各種情報収集活動を行っているとみられるほか、訪朝団の受入れ等、我が国における親朝世論を形成するための活動を活発化させている。


朝鮮総聯（れん）（注）は、28年2月、外為法違反事件に係る警察による朝鮮商工会館に対する強制捜査に関連し、機関誌への批判文の掲載等の抗議・けん制活動を行った。また、各種行事等に我が国の国会議員、著名人等を招待し、北朝鮮及び朝鮮総聯の活動に対する理解を得るとともに、支援等を行うよう働き掛けるなど、我が国の各界関係者に対して、諸工作を展開している。


警察では、北朝鮮による我が国における諸工作に関する情報収集・分析に努めるとともに、違法行為に対して厳正な取締りを行うこととしており、28年までに53件の北朝鮮関係の諜報事件を検挙している。

注：正式名称を在日本朝鮮人総聯合会という。

（2）中国の動向

①　中国国内の情勢等


平成28年（2016年）10月に北京で開催された中国共産党第18期中央委員会第6回全体会議（六中全会）においては、「習近平（しゅうきんぺい）同志を核心とする党中央」と明記した声明が採択された。中国共産党の歴代指導者のうち、毛沢東（もうたくとう）、鄧小平（とうしょうへい）及び江沢民（こうたくみん）の3人にのみ用いられた呼称である「核心」が習近平総書記にも用いられたことは、同人への権力集中が進んでいることを示すとみられる。


経済面では、同年3月に開催された第12期全国人民代表大会第4回会議において、同年からの5年間の国民経済や社会発展の中期目標を定めた「第13次5カ年計画」が公表され、今後5年間の国内総生産（GDP）成長率の目標が「第12次5カ年計画」の年平均7％から6.5％以上に引き下げられるとともに、鉄鋼や石炭等の産業分野において利益を出せない「ゾンビ企業」を淘（とう）汰し、国有企業改革を強力に推進する方針が示された。


外交面では、同年1月、習近平国家主席が設立を提唱し、中国が資本金の約3割を負担する新たな国際金融機関であるアジアインフラ投資銀行（AIIB）が開業した。同銀行の初めての融資は、4件中3件がアジア開発銀行（ADB）等と共同で行ったものであり、融資対象の4か国はいずれも「一帯一路」構想（注1）において中国との関係強化がうたわれた国であった。また、平成28年（2016年）7月、南シナ海の領有権をめぐり、フィリピンの提訴を受けたオランダ・ハーグの常設仲裁裁判所が、中国が領有権主張の根拠としてきた「九段線」（注2）を否定し、「資源について中国が主張する歴史的権利には法的根拠はない」などの仲裁判断を示した。南シナ海の領有権に関する中国の主張について、国際法に基づく仲裁判断が示されたのは初めてであり、同判断に関して、中国政府は、「中国が南シナ海の領有権を有している」などと改めて主張する声明を発表するとともに、習近平国家主席が、「中国は、仲裁判断に基づくいかなる主張及び行動も受け入れない」などと反発した。このほか、同年9月、浙江（せっこう）省杭州（こうしゅう）市でG20サミットが開催され、中国が初めて議長国を務めるとともに、習近平国家主席が日本、米国、ロシア等の首脳と会談した。


軍事面では、同年1月に人民解放軍全体の指導機構である「四総部」（注3）が、中央軍事委員会を頂点とする15部門へ改編されるなど、建国以来最大規模と評される人民解放軍の改革が進められている。また、同年の国防費が9,543億5,400万元（前年比7.6％増加）と公表され、増加率は6年ぶりに10％を下回ったが、依然として増加を続けており、軍事力の増強が図られている。


注1：平成25年（2013年）9月に習近平国家主席がカザフスタンを訪問した際に提唱した、中国から中央アジアを経由して欧州を結ぶ「シルクロード経済ベルト（一帯）」と、同年10月に同人がインドネシアを訪問した際に提唱した、中国から東南アジア、南アジア、中東、アフリカを経由して欧州を結ぶ「21世紀海上シルクロード（一路）」の2つから成る、中国と関係国との経済・貿易関係等を拡大・強化する構想


注2：中国が南シナ海のほぼ全域にわたる海域の領有権を主張するため、地図上に引いた9本の境界線

注3：人民解放軍の改編前に設置されていた総参謀部、総政治部、総後勤部及び総装備部の4部門

　
[image: 中国が一方的に開発を進める南シナ海のミスチーフ礁（28年5月）（デジタルグローブ・ゲッティ=共同通信イメージズ）]
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②　我が国との関係をめぐる動向


28年7月、李克強（りこくきょう）首相は、モンゴル・ウランバートルで安倍首相と首脳会談を行い、「戦略的互恵関係」の原点に立ち、日中関係を前進させていくことで一致した。また、同年9月には、習近平国家主席が、G20サミットに出席するために浙江省杭州市を訪問した安倍首相と首脳会談を行い、「戦略的互恵関係」の考え方に基づき、日中両国が直面する共通課題に関する対話や協力、各種交流を進めることで一致するなど、日中関係の改善に向けた動向がみられた。


一方、24年9月、日本政府が尖閣諸島の一部の島について所有権を取得して以降、尖閣諸島周辺海域で中国公船の出現が常態化するとともに、28年8月上旬には、約200隻から300隻の中国漁船が同海域に出現する中、中国公船が中国漁船に続いて我が国の領海に侵入を繰り返すなど、同時期には、最大15隻の中国公船が同時に接続水域に入域した。警察では、同海域において、関係機関と連携しつつ、情勢に応じて部隊を編成するなどして、不測の事態に備えている。

③　我が国における諸工作等


中国は、我が国において、先端技術保有企業、防衛関連企業、研究機関等に研究者、技術者、留学生等を派遣するなどして、巧妙かつ多様な手段で各種情報収集活動を行っているほか、政財官学等、各界関係者に対して積極的に働き掛けを行うなどの対日諸工作を行っているものとみられる。警察では、我が国の国益が損なわれることがないよう、こうした工作に関する情報収集・分析に努めるとともに、違法行為に対して厳正な取締りを行うこととしている。

（3）ロシアの動向


平成28年（2016年）中、ロシアは、北方領土をめぐり引き続き強硬な姿勢を示し、同年11月、プーチン大統領は、北方領土について「第二次世界大戦後、国際文書でロシアに主権があると承認された領土だ」と明言するなど、日本をけん制した。また、同月、ロシア軍は、国後島及び択捉島に移動式の最新型の地対艦ミサイルシステムを配備したと発表した。


一方、日露間の対話は継続しており、同年5月にはロシア・ソチ、同年9月にはロシア・ウラジオストク及び同年11月にはペルー・リマと相次いで日露首脳会談を行ったほか、同年12月にはプーチン大統領が7年ぶりに来日し、我が国での首脳会談が実現した。この結果、両首脳は、北方四島において共同経済活動を行うための特別な制度に関する協議を開始することに合意したほか、「8項目の協力プラン」に沿って、両国政府間及び民間で合計80件の協力を進めていくことで一致した。


ロシア国内では、欧米諸国による経済制裁や原油価格の下落等により経済状況が悪化したが、プーチン大統領は、平成26年（2014年）3月のウクライナのクリミア自治共和国及びセヴァストーポリ特別市の「併合」以後、愛国主義的傾向を強める国民世論の支持を背景として高い支持率を維持しており、平成28年（2016年）9月の下院議員選挙では与党「統一ロシア」が圧勝した。また、大統領直属の治安部隊組織「国家親衛隊」を創設したほか、長年の側近として仕えた大統領府長官を交替させるなど、政権基盤の強化と刷新を図った。


一方、同年5月、イタリアでロシア対外情報庁（SVR）の情報機関員が摘発されるなど、ロシア情報機関は世界各地において依然として活発に活動しており、我が国においても活発に情報収集活動を行っている。警察では、ソ連崩壊以降、これまでに9件の違法行為を摘発しており、今後もロシアの違法な情報収集活動により我が国の国益が損なわれることのないよう、厳正な取締りを行うこととしている。











2　大量破壊兵器関連物資等の不正輸出等の取締り

（1）技術情報等の流出防止


我が国の技術情報とそれにより生産される製品の中には、使用方法によっては軍事用途に転用可能なものも多く含まれる。警察では、産学官の連携等による技術情報等の流出防止に向けた取組を行っているほか、平成28年12月までに、大量破壊兵器関連物資等の不正輸出事件を33件検挙しており、過去には、軍用の化学兵器の製造や核・ミサイルの開発に用いられるおそれがある物質の不正輸出事件等を検挙している。これらの事件においては、第三国を経由した迂（う）回輸出の実態や摘発逃れを目的とした輸出名義人の偽装が確認されるなど、犯罪の手口が悪質化・巧妙化しており、警察では、国内外の関係機関との緊密な連携等を通じて、違法行為に対する取締りを更に徹底することとしている。


コラム　大量破壊兵器関連物資等の不拡散についての国際的な取組


警察では、大量破壊兵器関連物資等の拡散が国際社会における安全保障上の重大な脅威となっている情勢を踏まえ、これまでに、我が国や各国が主催したPSI（注）阻止訓練に都道府県警察のNBCテロ対応専門部隊等を派遣しており、28年9月には、シンガポールが主催した訓練「Deep
Sabre 16」に参加するなど、国際的な取組にも積極的に参加している。

注：Proliferation Security
Initiative（拡散に対する安全保障構想）の略。国際社会の平和と安定に対する脅威である大量破壊兵器関連物資等の拡散を阻止するために、国際法及び各国国内法の範囲内で、参加国が共同してとり得る移転及び輸送の阻止のための措置を検討・実践する取組のことで、105か国（平成28年末現在）がPSIの基本原則や目的に対する支持を表明している。



（2）対北朝鮮措置に関係する違法行為の取締り


我が国は、拉致、核、ミサイルといった諸懸案を包括的に解決するため、国連安保理決議に基づく対北朝鮮措置（武器等の輸出入の禁止、人的往来の禁止等）のほか、我が国独自の措置（北朝鮮籍船舶の入港禁止措置、北朝鮮との間の全ての品目の輸出入禁止等）を実施している。警察では、対北朝鮮措置の実効性を確保するため、対北朝鮮措置に関係する違法行為に対し、徹底した取締りを行っており、平成28年12月までに、36件の事件を検挙している。


事例


貿易会社役員の男（48）は、21年6月18日から北朝鮮を仕向地とした全ての貨物の輸出禁止措置がとられていたにもかかわらず、26年1月、経済産業大臣の承認を受けないで、日用品等をシンガポール及び中国・大連を経由して北朝鮮に輸出した。28年2月、同男を外為法違反（無承認輸出）で逮捕した（京都、山口、島根、神奈川）。

　
[image: 違法行為の取締り]













第3節　公安情勢と諸対策

1　オウム真理教の動向と対策

（1）オウム真理教の動向


オウム真理教（以下「教団」という。）は、麻原彰晃こと松本智津夫への絶対的帰依を強調する主流派（「Aleph（アレフ）」）と松本の影響力がないかのように装う上祐派（「ひかりの輪」）を中心に活動している。


主流派は、依然として松本を「尊師」と尊称し、同人の「生誕祭」を開催しているほか、肖像写真を拠点施設の祭壇に飾るなど、同人への絶対的帰依を強調する「原点回帰」路線を徹底させている。


一方、上祐派は、同派のウェブサイトに旧教団時代の反省・総括の概要を掲載して、「松本からの脱却」を強調するなど、松本の影響力がないかのように装って活動しているほか、著名人との対談やマスコミ取材を積極的に受け入れるなどし、「開かれた教団」や組織の刷新のアピールに努め、団体規制法（注）に基づく観察処分の適用回避に全力を挙げている。しかし、その実態は依然として、松本及び同人の説く教団の教義を基盤としているものと認められる。


また、教団は、海外においても、日本から渡航した幹部により、ロシア人信者等の指導に当たっており、平成28年（2016年）中、主流派がモンテネグロ及びロシアで捜査機関による取締りを受けたほか、ロシアではテロ組織に認定され、同国内での活動が禁止された。

注：無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律

　
図表5-8　オウム真理教の拠点施設等（平成28年末現在）

[image: 図表5-8　オウム真理教の拠点施設等（平成28年末現在）]

（2）オウム真理教対策の推進


警察では、無差別大量殺人行為を再び起こさせないため、引き続き、関係機関と連携して教団の実態解明に努めるとともに、組織的違法行為に対する厳正な取締りを推進しており、平成28年9月、公安調査庁の立入検査に際し、団体の活動状況を明らかにするために必要な検査対象物件を隠匿し検査を困難な状況にしたとして、団体規制法違反（検査忌避）で主流派出家信者ら2人を逮捕した（神奈川）。

　
[image: 教団施設の捜索状況]

教団施設の捜索状況


また、地域住民の平穏な生活を守るため、教団施設周辺の地域住民や関係する地方公共団体からの要望を踏まえるなどして、教団施設周辺におけるパトロール等の警戒警備活動を行っているほか、地下鉄サリン事件等教団による一連の凶悪事件に対する記憶の風化を防止するとともに、教団の現状について適切な理解を得るため、各種機会を通じ、教団の現状等について広報活動を行っている。











2　極左暴力集団の動向と対策

（1）極左暴力集団の動向


暴力革命による共産主義社会の実現を目指している極左暴力集団は、周囲に警戒心を抱かせないよう、暴力性・党派性を隠しながら大衆運動や労働運動に介入するなどして組織の維持・拡大をもくろんでおり、平成28年中も、憲法改正、沖縄米軍基地、原発再稼働等をめぐる問題を捉えて、反対運動に取り組んだ。また、同年5月の伊勢志摩サミットの開催及びオバマ・米国大統領（当時）の広島訪問に際しても、抗議活動に取り組んだ。


このうち、革マル派（注1）は、全日本鉄道労働組合総連合会（JR総連）及び東日本旅客鉄道労働組合（JR東労組）に相当浸透しているとみられるほか、中核派（党中央）（注2）は、各地で、中核派（党中央）が主導する国鉄動力車労働組合（動労）の傘下に労働組合を結成し、組織の拡大を図っている。

注1：正式名称を日本革命的共産主義者同盟革命的マルクス主義派という。

注2：正式名称を革命的共産主義者同盟全国委員会という。

（2）極左暴力集団対策の推進


警察では、極左暴力集団に対する事件捜査及び非公然アジト発見に向けたマンション、アパート等に対するローラーを推進するとともに、これらの活動に対する国民の理解と協力を得るため、ポスター等の各種広報媒体を活用した広報活動を推進している。その結果、平成28年中は、警察庁指定重要指名手配被疑者である大坂正明が過去に潜伏していたとみられる中核派（党中央）の非公然アジトを含む4か所の非公然アジトを摘発するとともに、極左暴力集団の活動家ら35人を検挙した。


特に、「伊勢志摩サミット爆砕」などと主張していた革労協反主流派（注）の非公然アジト3か所の一斉摘発においては、火薬、時限装置に使用するとみられる集積回路、偽造ナンバープレート等の多数の証拠品を押収した。同アジトは、同派非公然部門の最高幹部らが居住し、武器の研究開発や製造、対立する勢力への調査活動等の拠点として使用していたものとみられる。

注：正式名称を革命的労働者協会（解放派）という。

　
[image: 革労協反主流派の非公然アジトにおける押収品]

革労協反主流派の非公然アジトにおける押収品


コラム　警察官殺害事件の検挙


警察では、昭和46年に発生した警察官殺害事件（渋谷暴動事件）に関する警察庁指定重要指名手配被疑者である大坂正明が、中核派（党中央）の組織的な支援を受けながら逃亡、潜伏しているものとみて、平成28年11月に同事件を捜査特別報奨金制度の対象事件に指定したほか、同人の検挙に向けた各種対策を推進した。

　
[image: 渋谷暴動事件の状況（共同通信社）]

渋谷暴動事件の状況（共同通信社）


29年5月に大阪府警察が中核派（党中央）の非公然アジトを摘発した際に公務執行妨害罪で現行犯逮捕した男が、大坂正明であると判明したため、同年6月、警視庁は、同男を殺人罪等で再逮捕した。













3　右翼等の動向と対策

（1）右翼の動向

①　批判活動の展開

右翼は、平成28年中、領土問題、歴史認識問題等を捉え、活発な街頭宣伝活動等に取り組んだ。

　
[image: 右翼の街頭宣伝活動（8月、静岡）]

右翼の街頭宣伝活動（8月、静岡）


中国をめぐっては、同年7月、南シナ海の領有権に関するオランダ・ハーグの常設仲裁裁判所の判断を中国が受け入れない立場を表明したこと（注1）や、中国公船が尖閣諸島周辺の領海に繰り返し侵入していること（注2）を捉えた活動を行った。北朝鮮をめぐっては、核実験、ミサイル発射及び拉致問題を捉えた活動を行った。韓国をめぐっては、慰安婦問題や、竹島問題等を捉えた活動を、ロシアをめぐっては、北方領土問題等を捉えた活動をそれぞれ行った。右翼は、これらの活動により、関係国、日本政府等を批判した。

右翼が上記の街頭宣伝活動等に動員した団体数、人数及び街頭宣伝車数は、図表5-9のとおりである。

注1：179頁参照

注2：180頁参照

　
図表5-9　右翼による街頭宣伝活動等に伴う動員数（平成28年）

[image: 図表5-9　右翼による街頭宣伝活動等に伴う動員数（平成28年）]

②　右翼関係事件の状況


28年中は、皇室関連記事を掲載した月刊誌の出版社に抗議する目的で、同社事務所出入口ドアのガラスを割って室内に侵入し、黒色ペンキをまくなどした「テロ、ゲリラ」事件が発生し、右翼関係者1人を逮捕した（警視庁）。

近年の右翼による違法行為の検挙状況の推移は、図表5-10のとおりである。

　
図表5-10　右翼関係事件の検挙状況の推移（平成24～28年）

[image: 図表5-10　右翼関係事件の検挙状況の推移（平成24～28年）]


このうち、右翼運動に伴う事件（注）の検挙状況、右翼による恐喝事件や詐欺事件等の資金獲得を目的とした事件の検挙状況並びに右翼及びその周辺者からの銃器押収状況は図表5-11のとおりである。

注：右翼が街頭宣伝活動、抗議活動等を行う過程で引き起こした事件

　
図表5-11　右翼運動に伴う事件の検挙状況等（平成28年）

[image: 図表5-11　右翼運動に伴う事件の検挙状況等（平成28年）]

（2）右翼対策の推進

①　テロ等重大事件の未然防止


警察では、銃器犯罪や資金獲得等を目的とした違法行為に対し、様々な法令を適用した取締りを行い、右翼によるテロ等重大事件の未然防止に努めている。

②　街頭宣伝車対策の推進


警察では、右翼が街頭宣伝車を用いて行う活動のうち、国民の平穏な生活に影響を及ぼす悪質なものについては、様々な法令を適用して徹底した取締りに努めている。

　
図表5-12　街頭宣伝活動に対する取締り状況（平成28年）

[image: 図表5-12　街頭宣伝活動に対する取締り状況（平成28年）]

　
[image: 街頭宣伝活動に対する取締り状況（8月、東京）]

街頭宣伝活動に対する取締り状況（8月、東京）


事例


右翼団体代表（67）ら3人は、薬品販売会社の会長に対し、同社の取引先との取引自粛を求める「警告書」と題する文書を郵送するとともに、同社の販売店舗付近の路上において、政治団体名が表記された街頭宣伝車に装備された拡声機を用いて、「○○社は、暴力団と密接な関係にある悪徳企業と取引を行っている」などと演説し、同会長の名誉及び財産に危害を加えるような威勢を示し、団体の威力を示して脅迫した。平成28年4月、暴力行為等処罰ニ関スル法律違反で同代表らを逮捕した（埼玉、警視庁、千葉、長崎）。



（3）右派系市民グループをめぐる情勢と警察の対応


平成28年中、在特会（注）を始め、極端な民族主義・排外主義的主張に基づき活動する右派系市民グループは、韓国や北朝鮮との問題等を捉えたデモや街頭宣伝活動等に各地で取り組み、全国におけるデモは約40件に及んだ。


また、右派系市民グループの活動に対して抗議する勢力（以下「反対勢力」という。）が、参加者による過激な言動について、「ヘイトスピーチ」であると批判するなどして、抗議行動に取り組んだ。


このような情勢の下、同年6月、本邦外出身者に対する不当な差別的言動が許されないことを宣言し、その解消に向けた取組の基本理念を定めることなどを内容とする本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律が施行された。


警察では、引き続き、右派系市民グループと反対勢力とのトラブルに起因する違法行為の未然防止の観点から、厳正公平な立場で必要な警備措置を講じ、違法行為を認知した場合には、法と証拠に基づき厳正に対処するとともに、警察職員に対する必要な教育を推進することとしている。

注：在日特権を許さない市民の会

　
[image: 右派系市民グループのデモ（2月、大阪）]

右派系市民グループのデモ（2月、大阪）


事例


右派系市民グループ関係者の男（64）は、28年3月、東京都新宿区内においてデモ行進中、デモに抗議する男性の右肩部分を所持していたバッグで殴打する暴行を加えたことから、同関係者の男を暴行罪で現行犯逮捕した（警視庁）。













4　日本共産党等の動向

（1）日本共産党の動向

①　第24回参議院議員通常選挙の結果


日本共産党は、平成28年7月の第24回参議院議員通常選挙において、選挙区では「複数区のすべてで議席獲得」、比例代表では得票数850万票以上及び得票率15％以上の獲得と共に、「8議席を絶対に確保し、9議席に挑戦」を目標に掲げ、選挙区に14人（1人区（香川）1人、複数区13人）、比例代表に42人、合計56人の公認候補を擁立した。その結果、選挙区で1議席（東京）、比例代表で5議席を獲得し、改選前の3議席から3議席増の6議席となった。


これまで全選挙区での候補者擁立を基本方針としてきた日本共産党は、同選挙において、野党統一候補の擁立を優先し、1人区のほとんどで候補者を取り下げ、野党共闘を重視した選挙活動に取り組んだ。選挙区における野党統一候補は32の1人区全てに擁立され、このうち11選挙区（青森、岩手、宮城、山形、福島、新潟、山梨、長野、三重、大分及び沖縄）で議席を獲得した。


日本共産党は、同年9月の第6回中央委員会総会において、同選挙における野党共闘の成果を評価し、引き続き、野党共闘の枠組みを維持する方針を示した。

　
図表5-13　参議院議員通常選挙における日本共産党の獲得議席の増減

[image: 図表5-13　参議院議員通常選挙における日本共産党の獲得議席の増減]

②　野党連合政権構想の提唱


日本共産党は、28年11月に第7回中央委員会総会を開催し、第27回党大会決議案を採択して、野党と市民の共闘を発展させて現政権を打倒し、野党連合政権を樹立するとの構想を提唱した。志位和夫委員長は、同決議案について、「野党連合政権を先々の目標ではなくて、当面の焦眉の課題として位置づけ、その実現を呼びかけました。これは、この決議案の核心部分であります」と説明した。

（2）日本民主青年同盟の動向


日本民主青年同盟は、平成28年11月、静岡県内で第40回全国大会を開催し、27年11月の第39回全国大会後の1年間で704人の同盟員と674人の機関紙読者を獲得したことを明らかにした。


第40回全国大会には、日本共産党から田村智子副委員長が出席して挨拶し、「日本共産党は野党連合政権をめざしています。民青のみなさんと力を合わせて道を開いていきたい」と呼び掛けた。

（3）全国労働組合総連合の動向


全国労働組合総連合は、平成28年7月、都内で第28回定期大会を開催し、「戦争法を廃止し、安倍政権を退陣に追い込む」などの運動方針を採択した。


同大会には、日本共産党から小池晃書記局長が出席して挨拶し、「「安倍暴走政治」の全体にノーを突きつけ、ごいっしょに新しい日本をつくろうではありませんか」と呼び掛けた。











5　大衆運動への警察の対応


警察は、公共の安全と秩序の維持に当たるという警察の責務を遂行するため、大衆運動に伴う違法行為や事故を未然に防止するために必要な警備措置を講ずるとともに、違法行為が発生した際には、捜査等の必要な措置を講ずることとしている。

（1）反基地運動


沖縄県の普天間飛行場の名護市辺野古への移設をめぐり、移設に反対する団体等は、移設は新たな米軍基地の建設であるとして、米軍車両への立ち塞がり、道路での座込み等の妨害活動を行った。また、同県の北部訓練場のヘリコプター着陸帯の移設をめぐり、移設に反対する団体等は、移設は基地負担軽減ではなく訓練場の機能強化であるとして、移設先である東村（ひがしそん）、国頭村（くにがみそん）及びその周辺において、道路への飛び出し、駐車車両による道路封鎖等の工事関係車両等の通行に対する妨害活動を行ったほか、移設工事の現場で重機にしがみつくなどの妨害活動を行った。平成28年中、同県内の反基地運動に伴って発生した違法行為に関連して、公務執行妨害罪、傷害罪、器物損壊罪等で20件、延べ27人を検挙した。

（2）原子力政策をめぐる動向


原子力発電所の再稼動等を捉え、毎週金曜日の首相官邸前における抗議行動を始め、全国各地で反対集会、デモ等が行われた。都内では、平成28年3月26日の「原発のない未来へ！3.26全国大集会」に約3万5,000人（主催者発表）が参加し、同年9月22日の「さようなら原発さようなら戦争9・22大集会」には、約9,500人（主催者発表）が参加した。

　
[image: 原子力発電所の再稼働等に対する抗議集会（3月、東京）（時事）]

原子力発電所の再稼働等に対する抗議集会（3月、東京）（時事）


また、同年8月に愛媛県の伊方原子力発電所が再稼働した際には、同発電所の正門前等で3日間にわたって抗議行動が行われたほか、都内でも、首相官邸や四国電力東京支社の前で抗議行動が行われた。


警察では、これらの原子力政策をめぐる大衆運動に対して必要な警備措置を講じており、28年中、違法行為の検挙や事故の発生はなかった。

（3）我が国の捕鯨をめぐる動向

過激な環境保護団体「シー・シェパード（Sea
Shepherd）」は、和歌山県太地町において、イルカ漁の漁期中、同町に活動家を常駐させてイルカ漁に対する抗議活動を行った。


警察では、和歌山県警察において、太地町特別警戒本部を設置し、同町に設置した臨時交番を拠点に警戒活動を推進するとともに、海上保安庁等との合同警備訓練を実施した。また、法務省入国管理局等と連携して水際対策を強化しており、平成28年中、シー・シェパード関係者4人が上陸拒否された。

　
[image: シー・シェパード活動家に職務質問する警察官（10月、和歌山）]

シー・シェパード活動家に職務質問する警察官（10月、和歌山）











第4節　災害等への対処と警備実施

1　自然災害等への対処

（1）自然災害の発生状況と警察活動


平成28年中（注）は、地震、大雨、台風、強風等により、死者・行方不明者92人、負傷者3,267人等の被害が発生した。24年から28年にかけての自然災害による主な被害状況は、図表5-14のとおりである。

注：数値はいずれも29年5月15日現在のもの

　
図表5-14　自然災害による主な被害状況の推移（平成24～28年）

[image: 図表5-14　自然災害による主な被害状況の推移（平成24～28年）]


28年4月には熊本県熊本地方を震源とする地震が発生した。また、28年中は、26個の台風が発生し、うち6個が日本に上陸した。同年8月30日、台風第10号の上陸により岩手県と北海道で記録的な大雨となった。

①　平成28年熊本地震（注）


28年4月14日午後9時26分、熊本県熊本地方を震源とするマグニチュード6.5の地震が発生し、同県上益城郡益城町で震度7を観測した。また、その2日後の同月16日午前1時25分、同県熊本地方を震源とするマグニチュード7.3の地震が発生し、同県上益城郡益城町及び阿蘇郡西原村で震度7を、同郡南阿蘇村、菊池市、宇土市、菊池郡大津町、上益城郡嘉島町、宇城市、合志市及び熊本市で震度6強を、それぞれ観測した。その後も地震が続き、震度7を観測した2回の地震も含めて震度5強以上の地震が12回発生した。この一連の地震により、死者50人、負傷者2,767人等の被害が発生した。


警察では、41都府県警察から警察災害派遣隊延べ約2万8,000人及び19都府県警察から警察用航空機（ヘリコプター）延べ150機を熊本県警察及び大分県警察へ派遣し、被災者の避難誘導及び救出救助、行方不明者の捜索、被災状況についての情報収集、交通対策、応急通信対策、被災地における安全安心を確保するための諸活動等の災害警備活動に当たった。

注：数値はいずれも29年5月12日現在のもの

　
[image: 土砂崩れ現場における救出救助活動（熊本県）]

土砂崩れ現場における救出救助活動（熊本県）

　
[image: 避難所での相談対応（熊本県）]

避難所での相談対応（熊本県）

②　台風第10号


28年8月30日に岩手県へ上陸した台風第10号の影響により、東北地方から北海道にかけての各地で土砂災害、河川の氾濫等が発生した。特に、岩手県及び北海道において、河川の氾濫により住家や橋が流失するなどして、死者23人、行方不明者4人等の被害が発生した。


警察では、19都府県警察から広域緊急援助隊を中心とする警察災害派遣隊延べ約1,200人及び警察用航空機（ヘリコプター）延べ74機を岩手県警察へ派遣し、被害情報の収集、被災者の救出救助等を実施した。

　
[image: ヘリコプターによる救出救助活動（岩手県）（岩手日報）]

ヘリコプターによる救出救助活動（岩手県）（岩手日報）


コラム　東日本大震災への対応（注）

東日本大震災による被害は、死者1万5,894人、行方不明者2,551人等に上っている。


これまでに、岩手県警察、宮城県警察及び福島県警察に対し、全国から延べ約137万人の警察職員を派遣するとともに、震災から6年が経過した現在も、仮設住宅での防犯活動、行方不明者の捜索活動、避難指示区域等における警戒警ら等を継続して行っている。

注：数値はいずれも平成29年5月10日現在のもの

　
[image: 行方不明者の捜索状況（福島県）]

行方不明者の捜索状況（福島県）



（2）大規模災害への備え

①　危機管理体制の構築


警察では、東日本大震災における反省・教訓を踏まえ、災害に係る危機管理体制を構築するため、組織横断的な取組を行っている。


各都道府県警察においては、災害対処能力の向上や初動態勢の確立のための取組を計画的に進めているほか、南海トラフ地震、首都直下地震等の被害想定や局地的な豪雨による土砂災害等最近における災害の特徴を踏まえつつ、各都道府県の地理的特性に応じた災害対策を推進している。


また、災害対処能力の向上を図るため、初動対処や救出救助訓練、都道府県警察間での合同訓練等を実施しているほか、各種装備資機材の整備を進めている。

　
[image: 広域緊急援助隊合同訓練（鳥取県）]

広域緊急援助隊合同訓練（鳥取県）

②　災害警備訓練施設の運用


警察庁では、大規模な地震や大雨等による土砂災害等、我が国における災害の特性を踏まえ、より災害現場に即した環境で体系的・段階的な救出救助訓練を実施するための災害警備訓練施設を整備し、平成28年度から運用を開始した。

③　今後の災害対策の見直し


警察では、今後発生が懸念される南海トラフ地震、首都直下地震等の大規模災害における措置について、政府における各種計画の策定・見直し等を踏まえ、引き続き、部隊派遣計画等の具体的な検討を進めている。











2　警備実施

（1）警衛・警護警備

①　警衛警備


警察では、皇室と国民との親和に配意した警衛警備を実施し、御身辺の安全確保と歓送迎者の雑踏等による事故防止を図っている。

　
[image: 神武天皇二千六百年式年祭の儀山陵の儀に伴う警衛（4月、奈良）]

神武天皇二千六百年式年祭の儀山陵の儀に伴う警衛（4月、奈良）


平成28年中の国内での主な行幸啓は図表5-15、行啓は図表5-16のとおりである。海外へは、同年1月に天皇皇后両陛下が国際親善のためフィリピンを御訪問になったほか、皇族方が合計9回御訪問になった。

　
図表5-15　主な行幸啓（平成28年）

[image: 図表5-15　主な行幸啓（平成28年）]

　
図表5-16　主な行啓（平成28年）

[image: 図表5-16　主な行啓（平成28年）]

②　警護警備


警察では、テロ等違法事案の発生が懸念される厳しい警護情勢の下、的確な警護警備に向けた取組を推進して要人の身辺の安全を確保している。

　
[image: プーチン・ロシア大統領来日に伴う警護警備（12月）（AA/時事通信フォト）]

プーチン・ロシア大統領来日に伴う警護警備（12月）（AA/時事通信フォト）


28年中の首相の海外訪問は図表5-17、主な外国要人の来日は図表5-18のとおりである。

　
図表5-17　首相の主な海外訪問（平成28年）

[image: 図表5-17　首相の主な海外訪問（平成28年）]

　
図表5-18　主な外国要人の来日（平成28年）

[image: 図表5-18　主な外国要人の来日（平成28年）]


また、同年7月に施行された第24回参議院議員通常選挙では、多数の警護対象者が全国で遊説活動を行った。

（2）機動隊の活動


都道府県警察には、集団警備力によって有事即応体制を保持する常設部隊として機動隊が設置されているほか、管区機動隊、第二機動隊等が設置されている。


また、各種警察事案に対応できるよう、爆発物処理班や水難救助部隊、銃器対策部隊等の機能別部隊が編成されており、その専門能力をいかした人命救助活動や捜査活動等に従事している。

　
[image: 機動隊の訓練]

機動隊の訓練

　
図表5-19　機動隊の概要

[image: 図表5-19　機動隊の概要]

　
図表5-20　機動隊の活動

[image: 図表5-20　機動隊の活動]

（3）雑踏警備


祭礼等の行事に際して多数の人が集まることにより事故が発生するおそれがある場合には、雑踏事故の未然防止を図るため、警察ではあらかじめ行事の主催者や施設の管理者に対して必要な安全対策をとるよう要請しているほか、警察部隊の投入が必要と判断される場合には、所要の体制を確立し雑踏警備を行っている。

　
図表5-21　雑踏警備の流れ

[image: 図表5-21　雑踏警備の流れ]

　
[image: 雑踏警備の状況]

雑踏警備の状況











警察活動の最前線


助けを求める人の為に



大分県警察本部警備部機動隊

尾園　芳樹（おぞの　よしき）　巡査部長

　
[image: ピンキー　パンキー　パット　ロール]

ピンキー　パンキー　パット　ロール




私は、大規模災害発生時の被災者の救出救助活動や行方不明者の捜索を任務とする広域緊急援助隊員の指定を受け、機動隊員として日々の訓練に励んでいます。


平成28年4月14日深夜、「熊本県で大規模地震発生、倒壊家屋、生き埋め多数、熊本に向けて出動せよ」との指令を受け、私は広域緊急援助隊の一員として被災現場に急行しました。


私たちは直ちに行方不明者の捜索を開始し、不眠不休の活動を行う中、倒壊家屋の瓦礫（れき）の下で身動きができなくなっていた高齢の男性を発見しました。私は他の隊員と共に男性を励ましながら瓦礫を取り除き、4時間後、無事に男性を救出することができました。その際、男性の無事を祈っていた家族の方々からは、涙を浮かべながら「ありがとう」とお礼の言葉を掛けていただきました。


そのとき、私の両手の感覚は無くなり、男性を乗せた担架をしっかりと持つことができないほど体力が消耗していることに気付きましたが、休憩したいという気持ちには全くならず、別の行方不明者の捜索に向かいました。


災害現場で私たち機動隊員を突き動かしていたものは、助けを求める人を1分1秒でも早く助け出したい、国民の警察への期待に応えたいという強い気持ちでした。


私は、これからも、どんなに苦しくても諦めず最善を尽くし、助けを求める人に手を差し伸べ、救いの光となっていく所存です。

　
[image: 大分県警察本部警備部機動隊　尾園　芳樹（おぞの　よしき）　巡査部長]




期待が高まる機動警察通信活動



中国管区警察局広島県情報通信部機動通信課災害通信対策係

丸本　誠司（まるもと　せいじ）　技官

　
[image: 警視庁ロゴマーク]




私は、機動警察通信隊員として、災害や事故、重大事件、警衛・警護警備等の様々な現場において、警察通信を確保し、現場映像を伝送しています。平時の活動の多くは、事案発生時に現場に赴き、現場状況等を撮影して警察本部等に映像を伝送する業務です。映像は無線と違い、現場の状況が瞬時に伝わるという利点があります。捜査員等から「映像があると状況がよく分かる。非常に助かっている」などという声を聞くと、自分たちの活動が様々な警察活動に役立っていると感じます。


最近では、G7外務大臣会合及びオバマ・米国大統領（当時）の広島訪問に伴う警護警備等の大きな警備に携わりましたが、そのたびに、「機動警察通信隊なしでは警察活動は成り立たない」という声を聞くことがあり、機動警察通信隊の活動がますます重要になっていることを実感しました。プレッシャーもありますが、期待に応えられるよう日頃から各種事案を想定した実践的な訓練を継続的に行い、機動警察通信隊員としての知識・技能の向上を図っていきたいと考えています。

　
[image: 中国管区警察局広島県情報通信部機動通信課災害通信対策係　丸本　誠司（まるもと　せいじ）　技官]



注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。











第6章　警察活動の支え

第1節　警察活動の基盤

1　警察の体制

（1）定員


平成29年度の警察職員の定員は総数29万6,667人であり、このうち7,848人が警察庁の定員、28万8,819人が都道府県警察の定員である。

　
図表6-1　警察職員の定員（平成29年度）

[image: 図表6-1　警察職員の定員（平成29年度）]

（2）警察力強化のための取組


地方警察官については、平成13年度から28年度までの間に合計3万925人の増員を行ってきた（注）。刑法犯認知件数が15年以降14年連続して減少するなど、地方警察官の増員は、他の施策と併せ、犯罪の増勢に歯止めを掛け、治安の回復に効果をもたらしていると考えられる。


しかし、我が国の治安は、刑法犯認知件数等の指標が改善する一方で、ストーカー事案、配偶者からの暴力事案、児童虐待等の人身安全関連事案は後を絶たず、高齢者を中心に大きな被害が生じている特殊詐欺の認知件数が増加しているとともに、国際テロ情勢の悪化やサイバー空間の脅威の増大がみられるなど課題が山積している。また、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の成功に向けて、警察の事態対処能力を強化することが必要となっており、引き続き、時代に合わせて警察力の強化に努める必要がある。このため、警察では、大量退職期が到来していることを踏まえつつ、次のような警察力強化のための取組を強力に推進し、厳しい治安情勢に的確に対応することとしている。


注：東日本大震災に伴う、岩手県警察、宮城県警察及び福島県警察に対する750人の増員（23年度）を含む。

①　地方警察官の増員


人身安全関連事案対策の強化、特殊詐欺対策の強化及び我が国を取り巻く国際情勢の変化に対応するための事案対処能力の強化を図るため、29年度には地方警察官886人の増員を行った。

　
図表6-2　地方警察官の退職者数の推移（平成19～28年度）

[image: 図表6-2　地方警察官の退職者数の推移（平成19～28年度）]

②　退職警察職員の積極的活用


交番相談員、捜査技能伝承官等の非常勤職員を拡充し、また、再任用制度を積極的に活用することで、即戦力たる退職警察職員により現場執行力を補完するとともに、経験豊富な警察職員の優れた技能を若手警察職員に伝承している。

③　優秀な人材確保のための採用募集活動の強化


警察庁では、警察官という職業の魅力をアピールするため、合同企業説明会への参加、警察庁ウェブサイトや民間の就職サイトを通じた情報提供等を行い、都道府県警察の採用募集活動を支援している。

　
[image: 合同企業説明会における採用募集活動の様子]

合同企業説明会における採用募集活動の様子

（3）女性警察官の採用・登用の拡大


警察では、女性警察官の採用に積極的に取り組んでいる。毎年度1,000人を超える女性警察官を採用し、女性警察官数は年々増加している。平成28年度には1,783人（新規採用者総数に占める比率は17.0％）の女性警察官が採用された。


女性が被害者となる性犯罪や配偶者からの暴力事案等の捜査、被害者支援等、女性警察官の能力や特性をいかした分野のほか、強行犯捜査、知能犯捜査等の捜査全般、暴力団対策、警衛・警護等の分野でも活躍するなど女性警察官の職域は全ての分野に拡大しており、警察署長を始めとする幹部への登用も進んでいる。


また、都道府県警察では、25年5月に「警察における女性の視点を一層反映した対策の推進に関する検討会」から受けた提言を踏まえ、多様性のある社会のニーズに応えるため、女性の視点をいかした警察づくりに取り組んでおり、女性用仮眠施設の整備や装備資機材の改良、仕事と育児の両立を支援する制度の整備・拡充等の女性が活躍できる環境の整備に向けた様々な取組を推進している。


さらに、警察庁においても、様々な背景を持つ多様な人材が能力を発揮できる環境を整えることにより、警察組織を質的に強化するため、28年3月に「警察庁におけるワークライフバランス等の推進のための取組計画」（注）を策定し、更なる女性の採用・登用の拡大等に取り組んでいる。

注：https://www.npa.go.jp/sonota/jinji/20160310_wlbtorikumikeikaku.pdf

　

図表6-3　都道府県警察の女性警察官数及び地方警察官に占める女性警察官の割合の推移（平成20～29年度）

[image: 図表6-3　都道府県警察の女性警察官数及び地方警察官に占める女性警察官の割合の推移（平成20～29年度）]

　

図表6-4　都道府県警察で採用された女性警察官のうち警部以上の人数の推移（平成20～29年度）

[image: 図表6-4　都道府県警察で採用された女性警察官のうち警部以上の人数の推移（平成20～29年度）]


コラム　副署長として～今私にできること～

宮城県大和警察署副署長　寺嶋恭子警視


平成28年3月に警視に昇任し、副署長として勤務しています。これまでには、仕事の都合上、夫の実家に息子を預け、週に1、2回だけしか息子に会えないということもありました。しかし、そのようなときでも夫や夫の両親の支えもあって、育児と仕事の両立を続けることができました。


今は、仕事と育児を両立した経験や女性の視点をいかし、署員とのコミュニケーションを通じて各自が抱えている問題を把握し、仕事と家庭を両立できる職場環境づくりに取り組んでいます。私自身が、生き生きと勤務する姿を見せることで、困難に直面しても必ず乗り切れることを後輩の女性警察官に感じてほしいと思っていますし、男女を問わず、家庭を持ちながら勤務に励んでいる職員が、その実力を県民のために発揮できるように今後とも頑張りたいと思います。

　
[image: 宮城県大和警察署副署長　寺嶋恭子警視]



（4）教育訓練


警察職員には、適正に職務を執行するため、良識と確かな判断能力や実務能力が必要とされる。警察学校や警察署等の職場では、誇りと使命感に裏打ちされた高い倫理観と職務執行能力を兼ね備えた警察職員を育成するため、教育訓練の充実強化を図っている。

①　警察学校における教育訓練


都道府県警察の警察学校、警察庁の管区警察学校、警察大学校等では、対象者の階級及び職に応じて、次のような体系的な教育訓練を実施している。

　
図表6-5　警察学校における教育訓練体系

[image: 図表6-5　警察学校における教育訓練体系]

②　職場における教育訓練


警察署等の職場では、個々の警察職員の能力又は職務に応じた個人指導や研修会の開催等により、職務執行能力の向上を図っているほか、経験豊富な警察官や退職警察官の講義等を通じ、専門的な知識及び技能の伝承に努めている。また、職務執行の際に求められる高い倫理観を培うため、有識者による講習会等を行っている。

　
[image: 映像射撃シミュレーター]

映像射撃シミュレーター

③　術科訓練の充実強化


凶悪犯罪に的確に対処できる精強な執行力を確保するため、柔道、剣道、逮捕術、拳銃等の術科訓練を実施している。特に、様々に変化する状況に的確に対応する能力を培うため、映像射撃シミュレーター（注）等による拳銃訓練を始め、実際の現場で発生する可能性の高い事案を想定した実践的な訓練の充実強化を図っている。

注：スクリーン投影した映像に向け、レーザー光線で射撃を行う訓練装置

　
[image: 実践的な訓練]

実践的な訓練

（5）警察職員の殉職・受傷


警察官は、個人の生命、身体及び財産を保護し、公共の安全と秩序の維持に当たるため、自らの身の危険を顧みず職務を遂行し、その結果、不幸にして殉職・受傷する場合がある。


警察では、殉職・受傷した警察職員又はその家族に対して、公務災害補償制度による公的補償のほか、賞じゅつ金の支給等の措置をとっている。また、特記すべき職務執行に対しては、警察庁長官名による表彰を行っている。











2　警察の予算と装備

（1）警察の予算


警察の予算は、警察庁予算と都道府県警察予算から成る。このうち、警察庁予算には、国庫が支弁する都道府県警察に要する経費と補助金が含まれる。

　
図表6-6　警察庁予算（平成28年度最終補正後）

[image: 図表6-6　警察庁予算（平成28年度最終補正後）]

　
図表6-7　都道府県警察予算（平成28年度最終補正後）

[image: 図表6-7　都道府県警察予算（平成28年度最終補正後）]


平成28年度警察庁予算では、テロ対策と大規模災害対策の推進に要する経費等を、補正予算では、平成28年熊本地震からの復旧に要する経費等を措置した。

28年度の国民一人当たりの警察予算は約2万8,000円であった。

　
[image: 警察庁予算と都道府県警察予算]

（2）警察の装備

①　車両の整備

警察用車両として、パトカー、白バイ等が全国に約4万2,700台整備されている。

平成28年度は、サイバー犯罪の取締強化等のための車両を増強した。

　
[image: パトカー]

パトカー

②　装備品の整備

28年度は、テロ対策、大規模災害対策、暴力団対策等の推進を重点として、各種装備品を整備した。











3　警察の情報通信

（1）警察活動を支える警察情報通信


警察では、事件、事故又は災害がどこでどのように発生しても対応できるよう、各種の情報通信システムを開発し、それらを全国に整備するとともに、システムの高度化に努めている。


具体的には、独自に整備・維持管理している無線多重回線、電気通信事業者の専用回線、衛星通信回線等により構成される全国的なネットワークにより、警察庁、管区警察局、警察本部、警察署、交番等を結ぶほか、車載通信系（警察本部を中心に警察署、パトカー、警察用航空機等を結ぶ無線通信系）、署活系（警察署を中心に所属する警察官を結ぶ無線通信系）、携帯通信系（機動隊による部隊活動等、局所的な警察活動での無線通信系）といった各種の移動通信システムを構築することにより、警察業務を遂行する上で不可欠な情報の伝達を実現している。


また、指名手配被疑者、行方不明者、盗難車両等に関する情報を警察庁に登録することにより、第一線の警察官からの照会に即時に回答したり、運転免許証に関する情報を全国一元管理することにより、運転免許証の即日交付を実施したりするための警察情報管理システムを全国に構築することで、第一線の警察活動を支えるとともに、迅速な警察行政に貢献している。


これら警察情報通信の円滑な運営を図るため、国の機関である全国の情報通信部（注）に、情報通信に関する専門的な技術を有した職員を配置している。


注：管区警察局情報通信部、東京都警察情報通信部、北海道警察情報通信部、府県情報通信部及び方面情報通信部

　
図表6-8　警察活動を支える警察情報通信

[image: 図表6-8　警察活動を支える警察情報通信]

（2）機動警察通信隊の活動


全国の情報通信部には機動警察通信隊が設置されており、現場の警察活動の基盤となる通信を確保等するための様々な活動を行っている。具体的には、警衛・警護警備の実施時や事件、事故又は災害発生時に、警察本部と現場警察官との間の指揮命令や連絡等が円滑に行われるよう、無線の不感地帯対策のほか現場映像の伝送等の各種情報通信対策を講じている。

　
[image: 道路陥没事故の現場から伝送された映像]

道路陥没事故の現場から伝送された映像


平成28年においては、4月の熊本地震、5月の伊勢志摩サミット及びオバマ・米国大統領（当時）の広島訪問に伴う警護警備、8月の台風第10号による被害、11月の福岡市における博多駅前道路陥没事故等の際に出動した。


コラム　災害現場で活躍する機動警察通信隊


平成28年熊本地震において、熊本県、福岡県、大分県、宮崎県を始めとする各県情報通信部並びに九州及び近畿管区警察局情報通信部の機動警察通信隊は、発災直後から災害現場に出動した。機動警察通信隊は、現場の状況把握や広域緊急援助隊等の指揮のために、デジタル映像モバイル伝送システム、応急通信対策車（注）等を活用して、倒壊した家屋や損壊した道路の現場状況、広域緊急援助隊による捜索救助活動の状況等の映像をリアルタイムで警察本部、警察庁、首相官邸等に伝送した。


注：ヘリコプター等から撮影した映像を衛星通信を用いて警察本部等に伝送するための機器等を搭載した車両

　
[image: 捜索現場から伝送された映像]

捜索現場から伝送された映像

　
[image: 捜索状況の撮影]

捜索状況の撮影



（3）情報管理の徹底


警察では多くの機密情報を取り扱っていることから、警察庁は、警察情報セキュリティポリシー（注1）の策定・改正等により、情報セキュリティの向上のための総合的な対策を進め、厳格な情報管理に努めている。具体的には、警察内部ネットワークの外部ネットワークからの分離、外部記録媒体の利用制限等の情報流出等を防ぐための技術的環境を整備するとともに、警察職員の情報の取扱いに係る規範意識の向上のための取組を推進している。


また、警察庁及び全都道府県警察にCSIRT（シーサート）（注2）を設置し、警察情報管理システム等において情報セキュリティインシデント（注3）が発生した場合に、迅速かつ的確な情報の集約・分析、被害拡大を防止するための措置等を実施することとしている。さらに、これらの取組の実効性等を検証するため、都道府県警察等を対象とした情報管理業務監査及び情報セキュリティ監査を継続的に実施している。

注1：警察情報セキュリティに関する規範の体系

注2：Computer Security Incident Response Team の略

注3：不正プログラム感染事案等情報セキュリティの維持を困難とする事案











4　留置施設の管理運営

（1）留置施設の管理運営


平成29年4月1日現在、留置施設は全国で1,150施設（収容基準人員（注）2万1,351人）設置されている。警察では、刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律に基づき、捜査と留置の分離を徹底しつつ、被留置者の人権に配慮した処遇及び施設の改善を推進しており、月に2回の健康診断の実施、健康に配慮した食事の提供、冷暖房装置の整備等のほか、次のような取組を行っている。

注：留置施設の定員数

①　女性被留置者に対する適切な処遇


警察では、女性被留置者に対してより適切な処遇を行うという観点から、女性被留置者のみを留置し、女性警察官が常時看守業務に従事する女性専用留置施設の設置を推進しており、全国の同施設は、24年4月から28年4月にかけて、25施設が整備され合計89施設となった。さらに、留置施設への女性警察職員の配置を進めるなど、物的及び人的基盤の整備を進めている。

　
図表6-9　女性専用留置施設数の推移（平成24～28年）

[image: 図表6-9　女性専用留置施設数の推移（平成24～28年）]

　
図表6-10　留置業務に従事している女性警察職員数の推移（平成24～28年）

[image: 図表6-10　留置業務に従事している女性警察職員数の推移（平成24～28年）]

②　外国人被留置者に対する適切な処遇


警察では、外国人被留置者向けに、外国語版の告知書（注）を用意しているほか、被留置者の信仰する宗教を踏まえた食事の提供を行うなど、言語や宗教等の違いに配慮した処遇に努めている。


注：留置の開始に際し、留置施設での処遇について説明するための書面（29年6月末現在、11か国語を用意）

③　留置施設視察委員会


留置施設の運用状況の透明性を高めるため、警察部外の第三者から構成される機関として、留置施設視察委員会（以下「委員会」という。）が、警視庁、道府県警察本部及び方面本部に設置されている。委員会は、弁護士等の法律関係者や医師、地域住民等の委員で構成されている。各委員は、留置施設を実際に視察し、被留置者と面接するなどして留置施設の実情を把握した上で、委員会として留置業務管理者（警察署長等）に意見を述べるものとされており、警視総監、道府県警察本部長及び方面本部長は、委員会からの意見及びこれを受けて警察が講じた措置の概要を公表することとされている。

　
図表6-11　留置施設視察委員会委員の職業別割合（平成29年1月1日現在）

[image: 図表6-11　留置施設視察委員会委員の職業別割合（平成29年1月1日現在）]

（2）被留置者の収容状況


平成28年中の被留置者の年間延べ人員は、全国で約333万人（1日平均約9,100人）と、前年より約16万人（4.5％）減少した。

　
図表6-12　被留置者延べ人員の推移（平成19～28年）

[image: 図表6-12　被留置者延べ人員の推移（平成19～28年）]


留置施設の収容率（注）は、全体としては低下しつつあるが、一時的に過剰な収容状態となる場合が依然としてあることから、警察では、警察署の新築時等に十分な規模の留置施設を整備するとともに、拘置所等刑事施設への早期の移送を要請するなどにより、収容力の確保を図っている。また、留置施設の整備に当たっては、被留置者の居室を並列に配置し、居室前面の一部に遮蔽板を設けたり、留置施設内の風通しや採光に配慮するなど、被留置者のプライバシー保護や人権に配慮した設計を取り入れている。

注：留置施設の定員数に対する被留置者の割合

　
図表6-13　留置施設の収容基準人員の推移（平成19～28年）

[image: 図表6-13　留置施設の収容基準人員の推移（平成19～28年）]

　
図表6-14　留置施設の収容率の推移（平成19～28年）

[image: 図表6-14　留置施設の収容率の推移（平成19～28年）]

　
[image: 留置施設内（居室区画）の状況]

留置施設内（居室区画）の状況

　
[image: 留置施設内（浴室）の状況]

留置施設内（浴室）の状況











5　犯罪被害者支援

（1）警察による犯罪被害者支援

①　基本施策


犯罪被害者及びその遺族又は家族（以下「犯罪被害者等」という。）は、犯罪によって直接、身体的、精神的又は経済的な被害を受けるだけでなく、様々な二次的被害を受ける場合がある。そこで、警察では図表6-15のとおり、様々な側面から犯罪被害者支援の充実を図っている。また、各都道府県警察において、あらかじめ指定された警察職員が事件発生直後に犯罪被害者支援を行う指定被害者支援要員制度（注）が導入されている。


注：平成28年度末現在の要員総数　3万6,610人（29年5月1日時点の集計値）

　
図表6-15　犯罪被害者支援に係る主な施策

[image: 図表6-15　犯罪被害者支援に係る主な施策]

②　犯罪被害給付制度


犯罪被害給付制度は、通り魔殺人等の故意の犯罪行為により不慮の死亡、重傷病又は障害という重大な被害を受けたにもかかわらず、公的救済や損害賠償を得られない犯罪被害者等に対し、犯罪被害者支援法（注）に基づき、国が一定の給付金を支給するものである。この制度は、昭和56年1月に開始して以来、犯罪被害等の早期の軽減に重要な役割を果たしている。

注：犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する法律

　
図表6-16　犯罪被害者等給付金

[image: 図表6-16　犯罪被害者等給付金]

　
図表6-17　犯罪被害給付制度の運用状況

[image: 図表6-17　犯罪被害給付制度の運用状況]

③　被害者の特性に応じた施策


犯罪類型等によって犯罪被害者等には異なる特性があることから、警察では、性犯罪被害者、交通事故被害者（注1）、配偶者からの暴力事案の被害者（注2）、ストーカー事案の被害者（注3）、被害少年（注4）、暴力団犯罪被害者等について、その特性に応じた施策を推進している。

注1：47頁参照

注2：102頁参照

注3：54、55、102頁参照

注4：111頁参照

　
図表6-18　被害者の特性に応じた施策の例

[image: 図表6-18　被害者の特性に応じた施策の例]

④　関係機関・団体との連携


犯罪被害者等が支援を必要とする事柄は、生活、医療、公判等多岐にわたるため、全ての都道府県で、警察のほか、検察庁、弁護士会、医師会、臨床心理士会、地方公共団体の担当部局や相談機関等の関係機関・団体から構成される「被害者支援連絡協議会」が設立されている。


また、よりきめ細かな犯罪被害者支援を行うため、全国被害者支援ネットワークに加盟する民間の被害者支援団体が設立されているほか、全ての都道府県において、犯罪被害者支援法に基づき、都道府県公安委員会が犯罪被害等の早期の軽減に資する事業を適正かつ確実に実施できる団体を犯罪被害者等早期援助団体（注）として指定している。同団体では、犯罪被害者等の支援に関する広報・啓発活動、犯罪被害等に関する相談への対応、犯罪被害者等給付金の裁定の申請の補助及び物品の供与又は貸与、役務の提供その他の方法による犯罪被害者等の援助を行っている。

注：平成29年4月1日現在、全国で47団体


コラム　国外犯罪被害弔慰金等支給制度について


平成28年11月30日に国外犯罪被害弔慰金等の支給に関する法律が施行され、日本国外において行われた人の生命又は身体を害する故意の犯罪行為により、死亡した日本国籍を有する者（日本国外の永住者を除く。以下同じ。）の第一順位遺族（日本国籍を有せず、かつ、日本国内に住所を有しない者を除く。）に国外犯罪被害弔慰金として被害者一人当たり200万円が、障害等級第1級相当の障害が残った日本国籍を有する者に国外犯罪被害障害見舞金として一人当たり100万円が、それぞれ支給されることとなった。

当該支給の裁定は、都道府県公安委員会が行うこととされている。



（2）第3次犯罪被害者等基本計画の推進


犯罪被害者等基本法において、政府は、犯罪被害者等のための施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、犯罪被害者等のための施策に関する基本的な計画を定めなければならないこととされている。


これに基づき、平成17年には犯罪被害者等基本計画が、23年には第2次犯罪被害者等基本計画がそれぞれ策定されていたところ、28年4月、それまでの基本計画の推進による成果を踏まえつつ、28年度から32年度までの5年間を計画期間とする第3次犯罪被害者等基本計画が策定された。


犯罪被害者等基本計画の作成及び推進に関する事務を担う警察庁では、関係府省庁が推進する具体的施策について、その進捗状況を定期的に確認するとともに、年次報告等を通じて公表するなど、第3次犯罪被害者等基本計画の確実な推進を図っている。

　
図表6-19　第3次犯罪被害者等基本計画の概要

[image: 図表6-19　第3次犯罪被害者等基本計画の概要]


コラム　犯罪被害者週間について


政府では、毎年、犯罪被害者等基本法の成立日に合わせて11月25日から12月1日までの1週間を犯罪被害者週間として、犯罪被害者等が置かれている状況や犯罪被害者等の名誉又は生活の平穏への配慮の重要性等について集中的な広報啓発事業を実施している。


平成28年においては、犯罪被害者等に対する理解の増進等を図るため、12月1日に東京で犯罪被害者週間中央イベントを開催したほか、11月17日には北海道で、同月26日には山口県でそれぞれイベントを開催し、講演やパネルディスカッションを実施した。

　
[image: 犯罪被害者週間中央イベント]

犯罪被害者週間中央イベント













6　管区警察局・皇宮警察本部の活動

（1）管区警察局の活動

①　管区警察局の役割


警察庁には、その地方機関として7つの管区警察局、東京都警察情報通信部及び北海道警察情報通信部が設置されている。事務を能率的に処理するため、管区警察局は、警察庁の事務の一部を分担して所掌している。東京都と北海道の区域は、管区警察局の管轄外とされ、必要に応じ、警察庁が直接に指揮監督等を行う。

　
図表6-20　管区警察局の管轄区域

[image: 図表6-20　管区警察局の管轄区域]

②　管区警察局の主な業務

管区警察局では、主として次のような業務を行っている。

ア　府県警察に対する監察


管区警察局の監察機能は、平成12年以降の警察改革の一環として、各管区警察局に総務監察部（注）を設置することにより強化されている。総務監察部門が管区内の府県警察に対する監察を実施することで、警察事務の能率的運営と規律の保持に努めている。


注：東北管区警察局、中部管区警察局、中国管区警察局及び四国管区警察局は総務監察・広域調整部を設置している。

イ　府県の枠を超えた広域調整、災害対応


広域的な対処を必要とする重要事件の合同捜査・共同捜査、高速道路における広域的な交通規制、交通取締り等の実施等に関し、府県警察に対する指導・調整を行っている。


また、一府県警察のみでは対処が困難な大規模災害の発生時には、被災状況等に関する情報の収集・分析に当たるとともに、警察災害派遣隊の派遣等に関する調整を行うことで、国としての危機管理機能を発揮している。

ウ　情報通信における全国警察の連携の確保、府県警察への技術支援


管区警察局情報通信部では、府県情報通信部と連携して、警察庁や都道府県警察を結ぶネットワークの整備、管理等を行い、全国警察の有機的連携の確保に努めている。


また、府県警察の行う捜索差押え等の現場に臨場し、記録媒体内の電磁的記録の損壊防止、コンピュータの設定状況等の確認、証拠となる電磁的記録の抽出等の技術支援を行っている。

エ　府県警察職員を対象とした教育訓練


管区警察局に附置された管区警察学校では、主として警部補及び巡査部長の階級にある府県警察の職員を対象とした昇任時教育、専門的教育等を実施している。


事例


28年1月、災害時の救出救助能力の一層の向上を図るため、近畿管区警察学校内に全国初の災害警備訓練施設を整備した。地震、土砂・火山災害、水害等の災害に係る訓練エリアを整備し、12種の訓練施設を設置して、倒壊した建物からの救出救助訓練等の各種訓練を実施している。

　
[image: 災害警備訓練施設における訓練]

災害警備訓練施設における訓練



（2）皇宮警察本部の活動


警察庁に附置されている皇宮警察本部は、天皇陛下及び皇族方の護衛、皇居、御所等の警備等を行っている。

　
図表6-21　皇宮警察本部の活動地

[image: 図表6-21　皇宮警察本部の活動地]

①　天皇及び皇族の護衛


天皇陛下及び皇族方の安全を確保するため、護衛を担当する側衛官（注）が、皇居、御所等はもとより、国内外において御身辺の直近で護衛に当たっている。


平成28年中は、天皇皇后両陛下がフィリピンを御訪問になった際等に、海外に側衛官を派遣し、御身辺の安全を確保した。

注：皇宮護衛官のうち護衛を担当する者

②　皇居、御所等の警備


皇居、赤坂御用地、各御用邸、京都御所、正倉院等における安全を確保するため、1都1府4県（注）において警戒警備活動を行っている。28年は、同年から、観光立国の実現に向けた政府の各種取組の一つとして、皇居の一般参観の定員が拡大されたことなどから、これに必要な警戒警備を実施している。

注：栃木、東京、神奈川、静岡、京都及び奈良

　
[image: 皇居乾通り一般公開に伴う警備実施]

皇居乾通り一般公開に伴う警備実施

　
図表6-22　護衛警備を実施した主な行事（平成28年）

[image: 図表6-22　護衛警備を実施した主な行事（平成28年）]

③　国賓等の護衛


国賓として来日した外国要人の皇居参内や、信任状等の捧呈に伴う特命全権大使の皇居参内に際して、騎馬、サイドカー等で護衛に当たっている。


コラム　サイドカーによる護衛勤務


皇宮警察本部における特色ある護衛活動として、サイドカーによる護衛勤務がある。この勤務は、特別な被服「儀礼服」を着用し、儀容を整え、威儀を正して護衛する勤務であり、天皇陛下及び皇族方の特別な行事の際や、国賓及び特命全権大使の皇居参内の際に、御乗用車両の直近において、サイドカーによる護衛を行っている。

　
[image: 国賓の皇居参内に伴う護衛活動]

国賓の皇居参内に伴う護衛活動













7　研究機関の活動

（1）警察政策研究センター


警察大学校に置かれている警察政策研究センターは、様々な治安上の課題に関する調査研究を進め、政策提言を行うとともに、警察と国内外の研究者等との交流の拠点として活動しており、平成28年で発足から20年を迎えた。

①　フォーラムの開催


関係機関・団体等と連携し、国内外の研究者・実務家を交えて社会安全等に関するフォーラムを開催している。

　
[image: フォーラムの開催]

フォーラムの開催

　
図表6-23　フォーラムの開催状況（平成28年度）

[image: 図表6-23　フォーラムの開催状況（平成28年度）]

②　大学関係者との共同研究の推進


大学関係者と共同して研究活動を行っている。これまでに、例えば、慶應義塾大学大学院法学研究科との間で、テロ等の各種治安事象への対策を講ずるに当たり、憲法学的見地から、国民の自由と安全をいかにバランスよく保障していくかについて共同研究を行っている。

③　大学・大学院における講義の実施


警察政策に関する研究の発展及び普及のため、東京大学公共政策大学院・法科大学院、京都大学公共政策大学院・法科大学院、一橋大学国際・公共政策大学院、早稲田大学法科大学院、中央大学法科大学院、首都大学東京都市教養学部、法政大学法学部等に職員を講師として派遣している。

　
[image: 大学・大学院での講義（首都大）]

大学・大学院での講義（首都大）

④　警察に関する国際的な学術交流


海外で開催される国際的な学術会議に参加し、日本警察に関する情報発信を行っている。また、韓国警察庁警察大学治安政策研究所、フランス高等治安・司法研究所、フランス・トゥールーズ第一社会科学大学警察学研究センター及びドイツ・フライブルク大学安全・社会センターとの間で協定を締結し、警察に関する国際的な学術交流を実施している。


事例


28年7月、米国・ヒューストンで開催された第17回アジア警察学会に参加し、日本における薬物乱用の現状と対策について発表を行うとともに、同学会のカリキュラムの一環として地元警察署を訪れ、同署長と意見交換等を行った。




事例


28年11月、米国・ニューオーリンズで開催された第72回米国犯罪学会に参加し、日本における薬物乱用の現状と対策について発表を行った。

　
[image: 国際的な学術会議での発表（米国）]

国際的な学術会議での発表（米国）




事例


28年11月、公益財団法人日工組社会安全研究財団との共催により、都内において「女性に対する暴力対策の現状と今後を考える」をテーマとするフォーラムを開催した。カナダの大学教授、イタリアの首相府職員、科学警察研究所職員等がパネリストとして参加し、活発に意見交換した。



（2）警察情報通信研究センター


警察大学校に置かれている警察情報通信研究センターでは、警察活動に関わる情報通信技術について研究しており、その成果は、犯罪捜査の効率化や警察における情報通信システムの整備に活用されている。


例えば、犯罪捜査等の効率化のため、防犯カメラ等に記録された低照度・低画質な画像の鮮明化技術、多数の画像から人物や車両等を識別し画像を効率的に解析する技術、画像から人物等を特定する識別技術等の画像処理に関する技術の研究や、事件、事故又は災害の際に、明瞭な音声通話や迅速な現場映像の伝送が可能となる、小型で持ち運び可能な無線通信機器の高度化に向けた研究を行っている。

　
[image: 画像鮮明化処理の状況]

画像鮮明化処理の状況

（3）科学警察研究所


科学警察研究所は、警察活動を最新の科学技術に基づいて支えるため、警察庁に附置されている研究機関であり、その業務は、科学技術を犯罪捜査や犯罪予防に役立てるための研究、その研究成果を活用した鑑定・検査及び都道府県警察の鑑定技術職員に対する技術指導を行うための研修という3つの柱から構成されている。


科学警察研究所の研究領域は極めて広く、医学、生物学、薬学、化学、物理学、工学、心理学、社会学等の多様な専門性を有する約100名の研究員を擁している。

①　犯罪捜査等のための研究


科学技術を犯罪捜査や刑事事件の立証等に利用するためには、その有効性、信頼性等を厳格に検証する必要がある。科学警察研究所では、犯罪捜査を始めとする警察活動への実用化の観点から科学技術の研究を行うとともに、鑑定等に利用する技術、資機材等についての検証等を行っている。科学警察研究所の研究によって確立・実証された知識や技術は、犯罪捜査における鑑定・検査に活用されており、DNA型鑑定、違法薬物の分析、画像解析、ポリグラフ検査、プロファイリング等を通じて、事件の解明、被疑者の検挙等に貢献している。


また、良好な治安を確保するためには、事件・事故の発生を未然に防ぐことが極めて重要であることから、科学警察研究所では、社会学、心理学、工学等の知見を活用して、人身安全関連事案等の未然防止及び交通事故の被害軽減のための研究を行っている。


コラム　潜在指掌紋の可視化


指掌紋が光に反応して発光することを利用し、指掌紋が付着した資料にレーザー光線を当てることで、資料に接触する又は資料を破壊することなく指掌紋を検出することを可能にするための研究を行っている。この手法による検出は、従来の指掌紋の検出手法とは異なり、指掌紋が付着した資料の成分を変化させることがないため、検出後のDNA型鑑定、薬物鑑定等に影響を与えない指掌紋の検出が可能になると期待されている。

　
[image: レーザー光線を用いた指掌紋の検出]

レーザー光線を用いた指掌紋の検出




コラム　毛髪に取り込まれた薬物の検出


覚醒剤等の薬物は、摂取から数日経過すると尿や血液から消失するが、毛髪には長期間残存していることから、毛髪を微細に砕くことによって毛髪中の薬物を検出することを可能とするための研究を行っている。また、毛髪を一定の間隔で断片化し、検出された薬物の毛根からの距離から、摂取時期を特定する方法の研究を進めている。




コラム　火災のシミュレーション


建物等の大きな構造物の火災を実際の規模で再現実験することは多大な費用を要し、実施が困難な場合があるため、コンピュータを用いたシミュレーション技術を活用して、燃焼性状や煙の流れ等を実証的に推測することを可能とするための研究を行っている。

　
[image: 建物の燃焼性状に関するシミュレーション]

建物の燃焼性状に関するシミュレーション



②　鑑定・検査


科学警察研究所では、ミトコンドリアDNA検査（注）、薬物の微量成分分析等の高度な専門的知識や技術が必要とされる鑑定及び火災の再現実験等の特殊な設備や技術が必要とされる鑑定を実施している。また、偽造通貨及び銃器の弾丸・薬きょう類については、全て科学警察研究所が資料の鑑定を行っている。


注：細胞核ではなく、細胞内のミトコンドリアに存在するDNAの塩基配列を分析する検査。同配列は、男女を問わず母親の配列と同一となるため、母子や兄弟姉妹間の比較に有効とされる。


事例


土中から男性の遺体が発見された死体遺棄事件において、被疑者の居宅から押収したスコップに付着していた土砂及び遺体遺棄現場の土砂について、X線回折等を活用して異同識別を行い、両者が同一場所に由来する可能性があるという鑑定を行った。




事例


母親とその幼児に対する殺人事件において、両者の骨のDNA型鑑定を実施したが、母親の骨についてはDNA型を特定できたものの、約10年間遺体が土中に埋められていたことから、幼児の骨からはDNA型を特定することができなかった。このため、両者の骨について、ミトコンドリアDNA検査を実施し、両者が同一母系親族に由来するものとして矛盾しないという鑑定を行った。



③　法科学研修所における研修


科学警察研究所に置かれている法科学研修所では、主に都道府県警察の科学捜査研究所及び鑑識部門で勤務する職員を対象として、鑑定・検査及び鑑識活動に必要となる専門的知識に関する研修を行っている。また、国内外の大学、研究機関等に研修生を3か月から6か月の期間にわたって派遣し、専門性を高めるための研究に従事させることによって、新たな鑑定手法の開発等に役立てている。











第2節　国民の期待と信頼に応える強い警察

1　国民の期待と信頼に応える強い警察

（1）国民の期待と信頼に応える強い警察の確立のための取組

①　積極的かつ合理的な組織運営


警察では、平成25年9月に「国民の期待と信頼に応える強い警察」の確立に向けた取組を強化するとの方針を示し、積極的かつ合理的な組織運営を推進することとしている。


具体的には、警察の業務が多様かつ広範となっている中で、警察が国民から負託された責務を全うするため、警察署の業務を中心に大胆な合理化・効率化を進めるとともに、大量採用・大量退職期が到来していることを踏まえた若手警察職員の早期戦力化、女性の新たな分野への登用等を含めた人的基盤の強化に取り組んでいる。


また、非違事案に対して厳正に対処するとともに、原因・背景の分析に基づく、非違事案につながりにくい業務の仕組みの構築に向けた指導を行うなど、非違事案対策の高度化にも取り組んでいる。

　
[image: 若手警察職員による小集団討議]

若手警察職員による小集団討議


事例


千葉県警察では、「若手警察官育成プログラム」を策定し、若手警察官の効果的な早期戦力化に取り組んでいる。


本取組では、若手警察官の育成を担当する警察官により、地域警察官に必要な知識及び技能の指導を重点的に行うほか、職務質問の同行指導や実体験を基にした実践的な訓練を実施するなど、事案対処能力の向上を図っている。

　
[image: 若手警察官に対する職務質問の指導]

若手警察官に対する職務質問の指導



②　監察の実施と苦情をいかした業務改革の推進

ア　監察


警察では、その能率的な運営及び規律の保持に資するために、警察庁、管区警察局及び都道府県警察において、国家公安委員会が定める監察に関する規則に基づき、厳正な監察を実施している。


28年度中、警察庁及び管区警察局においては、都道府県警察等に対し、2,018回の監察を実施し、サイバー空間の脅威に対する部門間連携強化の推進状況について指導するなど業務改善を図った。

　
図表6-24　監察に関する規則（平成12年国家公安委員会規則第2号）

[image: 図表6-24　監察に関する規則（平成12年国家公安委員会規則第2号）]

イ　苦情を活用した業務改革の推進


都道府県警察では、職員の職務執行に対する苦情に誠実に対応するとともに、個々の苦情やその傾向を踏まえた業務改善策を策定するなど、苦情を活用した組織的な業務改革を推進している。


事例


岡山県警察では、「運転免許停止処分の出頭通知書に、出頭日を変更できることが記載されていない」との苦情があったことから、同通知書に「やむを得ない理由により出頭できない場合は、事前にお問い合わせください。」という記述を追加し、出頭日を調整できる旨を通知するよう業務改善を行った。



（2）適正な予算執行の確保

警察では、適正な予算執行を確保するため、次のような取組を行っている。

①　警察が行う会計監査


国家公安委員会が定める会計の監査に関する規則に基づき、警察庁長官、警視総監、道府県警察本部長及び方面本部長は、監査手法に改善・工夫を加えながら、一層適正な会計経理を推進するため、会計監査を実施している。


平成28年度は、図表6-25のとおり、警察庁の会計監査実施計画を作成し、54部署を対象に会計書類の点検を行うとともに、捜査費の執行に直接携わった捜査員1,040人を含む2,418人に対して聞き取りを実施するなどした。

　

図表6-25　会計の監査に関する規則（平成16年国家公安委員会規則第9号）と平成28年度会計監査実施計画

[image: 図表6-25　会計の監査に関する規則（平成16年国家公安委員会規則第9号）と平成28年度会計監査実施計画]

　
[image: 監査における職員からの聞き取り]

監査における職員からの聞き取り

②　会計業務の改善に係る取組


警察庁では、会計業務の改善に関する各種取組を全庁を挙げて推進するため、関係職員から構成される「警察庁会計業務改善委員会」及び外部有識者から構成される「警察庁会計業務検討会議」を開催して、行政事業レビュー、調達改善の取組等を通じ、会計業務の改善に努めている。

（3）情報公開制度


警察庁では、警察庁訓令・通達公表基準に基づいて、訓令及び施策を示す通達を原則として公表することとし、ウェブサイトに掲載している。また、窓口を設置し、行政機関の保有する情報の公開に関する法律に基づく開示請求を受け付けるとともに、警察白書や統計、報道発表資料等の文書を一般の閲覧に供している。


平成28年度中の国家公安委員会と警察庁に対する同法に基づく開示請求及びその開示決定等の件数は図表6-26のとおりである。

　
図表6-26　平成28年度中の開示請求等の件数（情報公開）

[image: 図表6-26　平成28年度中の開示請求等の件数（情報公開）]

（4）個人情報保護


警察庁では、警察庁における個人情報の管理に関する訓令を制定し、個人情報の管理体制を定めるなどして保有する個人情報の適正な取扱いに努めている。また、窓口を設置し、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律に基づく開示請求を受け付けている。


平成28年度中の国家公安委員会と警察庁に対する同法に基づく開示請求及びその開示決定等の件数は、図表6-27のとおりである。

　
図表6-27　平成28年度中の開示請求等の件数（個人情報保護）

[image: 図表6-27　平成28年度中の開示請求等の件数（個人情報保護）]











2　国民に開かれた警察活動

（1）警察署協議会


警察は、地域の犯罪や交通事故を防止するなどの様々な活動を行うに際して、地域住民の意見、要望等を十分に把握するとともに、地域住民の理解と協力を得ることが必要である。


このため、原則として全国の全ての警察署に警察署協議会が置かれており、警察署長が警察署の業務について地域住民の意見を聴くとともに、理解と協力を求める場として活用されている。その委員については、都道府県公安委員会が、警察署の管轄区域内の住民のほか、地方公共団体や学校の職員等、地域の安全に関する問題について意見、要望等を表明するにふさわしい者に委嘱しており、外国人や学生を含む幅広い分野等から委嘱された委員が全国で活躍している。平成29年4月1日現在、1,160署に協議会が設置され、総委員数は1万540人である。

　
図表6-28　委員の職業別構成

[image: 図表6-28　委員の職業別構成]

　
図表6-29　委員の年齢別構成

[image: 図表6-29　委員の年齢別構成]


コラム　地域の安全・安心のために

（警視庁小金井警察署協議会会長　石井　伸明）


小金井警察署協議会は、東京都小金井市及び国分寺市に居住又は勤務する9人で構成されており、日頃から地域の声を幅広く吸い上げ、協議会としての意見に反映しています。


一例として、署長から振り込め詐欺被害の防止対策に関する諮問を受けた際、高齢者らの目を引くよう地域の子供たちが描いた啓発ポスターの掲示を提案したところ、警察署が早期に管内の小学校及び駅に協力を依頼して下さり、小学生が描いた「母さん助けて詐欺被害防止ポスター」が、管内の各駅の構内に掲示されることとなりました。

　
[image: 駅の構内に掲示された啓発ポスター]

駅の構内に掲示された啓発ポスター


この施策により、地域住民から「家族で振り込め詐欺について話すきっかけになり、とても良かった」という意見を多く頂き、警察署協議会委員として地域の防犯活動に貢献できたことを嬉しく感じました。


また、警察学校の卒業式を見学させてもらうなど、警察署協議会としての様々な活動を通じて警察に対する理解を深めることができました。今後も地域住民が安全安心に生活できるよう地域の安全に関する問題等について積極的に意見を述べていきたいと思います。



（2）政策評価


国家公安委員会と警察庁は、3年ごとに策定する「国家公安委員会及び警察庁における政策評価に関する基本計画」を踏まえて、毎年、政策評価の実施に関する計画を策定し、政策評価を実施している（注）。平成28年度には、1件の実績評価書及び1件の事業評価書を作成・公表した。

注：https://www.npa.go.jp/policies/evaluation/index.html











3　犯罪対策閣僚会議の取組

（1）犯罪対策閣僚会議の開催


平成14年に刑法犯認知件数が過去最多の約285万件を記録するなど、治安情勢が危険水域に達し、国民が強い不安感を抱くようになったことを背景に、警察だけではなく、政府全体としての犯罪対策を進めることの重要性が認識された。そこで、「世界一安全な国、日本」の復活を目指し、政府では、15年9月から、首相が主宰し、全閣僚を構成員とする犯罪対策閣僚会議を開催している。同会議において、15年12月には「犯罪に強い社会の実現のための行動計画」、20年12月には「犯罪に強い社会の実現のための行動計画2008」が策定され、犯罪情勢に即した各種の施策を講じ、社会全体を犯罪に対して強いものにするための総合的な対策が推進されてきた。

（2）「世界一安全な日本」創造戦略


現在、我が国の治安は、刑法犯認知件数等の指標が改善する一方で、サイバー犯罪・サイバー攻撃、国際テロ、組織犯罪といった重大な脅威に直面している。また、良好な治安は、国民生活の安全を確保すると同時に、社会・経済の発展にも寄与するものである。こうしたことを踏まえ、平成25年12月、「「世界一安全な日本」創造戦略」が第21回犯罪対策閣僚会議において策定されるとともに、閣議決定された。


この戦略は、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を見据え、犯罪を更に減少させ、国民の治安に対する信頼感を醸成し、「世界一安全な国、日本」を実現することを目標としている。警察では、関係機関・団体と緊密に連携して、この戦略に基づく取組を推進していくこととしている。

　
図表6-30　「「世界一安全な日本」創造戦略」の概要

[image: 図表6-30　「「世界一安全な日本」創造戦略」の概要]











第3節　外国治安機関等との連携

（1）国際的な犯罪に対する外国治安機関等との連携

①　ASEAN加盟国、G7各国等との連携


警察庁では、国際テロ対策、サイバーセキュリティ対策等の分野においてASEAN加盟国等の外国治安機関等との協力関係の強化に取り組んでいる。


平成28年（2016年）7月にはマレーシアにおいて、ASEAN警察長官会合（ASEANAPOL）（注）の第36回会合が開催され、我が国から警察庁幹部が出席した。また、平成28年11月には広島において、平成29年（2017年）4月にはイタリアにおいて、G7ローマ／リヨン・グループ会合が開催され、我が国からは警察庁幹部等が出席し、国際組織犯罪対策やテロ対策について積極的に議論に参加した。


注：東南アジア地域の警察機関相互の交流促進を目的として昭和56年に結成されたもので、我が国は、中国、韓国等と共に議決権のない参加資格である「ダイアログ・パートナー」として参加している。

②　二国間等の連携


警察では、国際的な犯罪対策において我が国と関わりの深い国の治安機関との間で協議を行うなどして協力関係を深めている。28年11月には、韓国・仁川（インチョン）において、韓国警察庁との間で第5回日韓警察協議を、中国公安部及び韓国警察庁との間で第2回日中韓警察局長級会議を、それぞれ開催したほか、同年12月、東京において、ベトナム公安省との間で第4回日越治安当局次官級協議を開催した。また、29年1月には、東京において、中国公安部との間で第9回日中警察協議を開催した。さらに、国家公安委員会委員長が、ブラジル（28年3月）、マレーシア（同年5月）、ヨルダン（同年7月）、ウクライナ（同年10月）、ミャンマー（29年4月）等各国の治安担当大臣、駐日大使等と会談を行うなど、外国治安機関等との協力関係を強化した。

　
[image: 第4回日越治安当局次官級協議]

第4回日越治安当局次官級協議

　
[image: 国家公安委員会委員長とミャンマー内務大臣との会談の様子]

国家公安委員会委員長とミャンマー内務大臣との会談の様子

（2）治安に関係する国際約束の締結


刑事共助条約（協定）は、捜査共助の実施を条約上の義務とすることで捜査共助の一層確実な実施を期するとともに、捜査共助の実施のための連絡を外交当局間ではなく、条約が指定する中央当局間で直接行うことにより、手続の効率化・迅速化を図るものである。これまでに米国、韓国、中国、香港、EU及びロシアとの間で締結している。また、犯罪人引渡条約は、日本で犯罪を犯し国外に逃亡した犯罪人等を確実に追跡し、逮捕するため、一定の場合を除き、犯罪人の引渡しを相互に義務付けるものであり、これまでに米国及び韓国との間で締結している。このほか、平成26年2月、PCSC協定（注）が日米両政府間において署名され、引き続き同協定の発効に向けた協議を行っている。


注：重大な犯罪を防止し、及びこれと戦う上での協力の強化に関する日本国政府とアメリカ合衆国政府との間の協定（Agreement
between the Government of Japan and the Government of the United
States of America on Enhancing Cooperation in Preventing and
Combating Serious
Crime）の略称。日米査証免除措置の下で安全な国際的渡航を一層容易にしつつ、日米両国国民の安全を強化するために、重大な犯罪を防止し、及び捜査することを目的として、相互に必要な指紋情報等を交換するための枠組みを定めたもの

（3）国際協力の推進

①　海外の警察に対する支援


警察庁では、我が国の警察の知見や特質をいかし、外務省やJICAと協力して開発途上国等に専門家を派遣し、交番制度、現場鑑識活動等の分野で海外の警察に対する支援を行っている。平成28年中には、12人の専門家を新たに派遣した。

ア　インドネシア国家警察改革支援プログラム


13年以降、インドネシア国家警察改革支援プログラムを実施しており、国家警察長官アドバイザー兼プログラム・マネージャーを含む専門家を派遣している。24年以降、市民警察活動を全国展開させるため、交番制度、現場鑑識活動等に関するこれまでの協力の成果の一層の定着・展開を支援している。

　
[image: 山梨県警察におけるインドネシアの警察官への研修の様子]

山梨県警察におけるインドネシアの警察官への研修の様子

イ　東ティモール国家警察に対する協力


東ティモール政府からの要請に基づき、28年8月から10月にかけて専門家を派遣し、地域警察の現状を視察した上で、助言・指導を行うとともに、インドネシア国家警察と協力しながら、インドネシアにおいて、東ティモールの警察官に対して、巡回連絡の研修等を実施した。

ウ　ブラジルに対する地域警察活動普及支援


ブラジル政府からの要請に基づき、27年1月から専門家をブラジルに派遣するとともに、ブラジルの警察官に対して都道府県警察での実地研修を行い、交番制度を始めとした地域警察活動の質の向上及び全国展開に向けた支援を行っている。

エ　研修員の受入れ


警察では、知識・技術の移転及び諸外国との情報交換の促進を図るため、都道府県警察における実地研修、警察大学校国際警察センターにおけるセミナー等を行っている。28年中には、16回の研修でトルコ、インドネシア、ブラジル、東ティモール等各国の警察幹部を含む195人の研修員を受け入れた。

②　国際緊急援助活動


我が国は、外国で大規模な災害が発生し、被災国政府又は国際機関の要請があった場合、被災地に国際緊急援助隊を派遣しており、警察も国際緊急援助隊の救助チームの一員として国際緊急援助活動を行っている。


警察では、国際緊急援助隊の派遣に関する法律が施行された昭和62年以降、延べ265人の隊員を14の国・地域に派遣し、被災者の捜索・救助等を行った。


コラム　訪日外国人等の急増への対応について


観光立国の実現に向けた政府の各種取組等を受け、我が国を訪れる外国人数は急速に増加を続けているほか、政府の日本再興戦略に基づく高度外国人材の活用等により、我が国に滞在する外国人の更なる増加も見込まれる。また、近年の犯罪情勢をみると、刑法犯の認知件数は全体として減少傾向にある一方、外国人が主たる被害者となるものは平成26年以降僅かではあるが3年連続して増加している。


こうした状況を踏まえると、我が国の言語や制度に不慣れな外国人が何らかのトラブルに巻き込まれるケースや、事件・事故の被害に遭うケースの増加が懸念されることから、警察では、訪日外国人等が我が国の良好な治安を体感できるような環境を整備すべく、外国人とのコミュニケーションの円滑化、我が国警察の制度、各種手続等の分かりやすさの確保等訪日外国人等の増加に対応するための施策を推進している（注）。

注：33、35、119頁参照













警察活動の最前線


心の込もった通訳を



大阪府関西空港警察署地域交通課地域第二係（現　大阪府南警察署刑事課強行犯係）

枡田　景子（ますだ　けいこ）　巡査長

　
[image: フーくん　ケイちゃん]

フーくん　ケイちゃん




私は高校卒業後に渡米し、米国の大学を卒業しました。帰国後、英語をいかせる仕事に就きたいと考えていたところ、知人から警察官を勧められ、警察にも語学を必要とする職場があることを知り、平成24年に警察官として採用されました。現在は、「外国語対応モデル交番」である関西空港警察署ターミナル交番で英語の指定通訳員として勤務しています。


私は希望していた「語学をいかせる仕事」に就きましたが、当初は警察活動のどのような場面で語学がいかせるか実感が湧きませんでした。そのようなとき、飛行中の機内で乗客の1人が体調を崩し、関西国際空港に緊急着陸するという出来事がありました。結局、その方は帰らぬ人となり、残された御遺族は言葉も全く分からない日本で、不安と悲しみに打ちひしがれておられました。御遺族の帰国手続の通訳や翻訳を担当していた私は、できる限り御遺族に寄り添って声を掛けるよう努めていたところ、御遺族が「英語の分かるあなたが警察官で良かった。親切にしてくれてありがとう」と安心した様子で感謝してくださいました。私はこのとき初めて、どの国の人も困ったときに頼みにするのが警察官であり、自分のことを理解してくれる警察官がどれだけ心強いかということに気が付きました。


この経験から、私は、正確に通訳を行うだけでなく、心を込めた応接ができる警察官であることを心掛け、日々勤務に励んでいます。

　
[image: 大阪府関西空港警察署地域交通課地域第二係（現　大阪府南警察署刑事課強行犯係）　枡田　景子（ますだ　けいこ）　巡査長]




交番勤務員・音楽隊員としてできること



熊本県熊本東警察署地域課保田窪交番兼熊本県警察本部広報県民課

守下　寛（もりした　ひろし）　巡査長
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私は、地域警察官として交番で勤務する傍ら、音楽隊員として活動しています。昨年4月に熊本地震が発生し、音楽隊の活動は中断を余儀なくされ、昼夜を問わず救助活動や警戒活動等に当たる一方、「音楽隊員としても何かできることはないか」との思いを持ち続けていました。


地震発生から2か月が経過した頃、音楽隊の演奏を求める被災者の声が多く聞かれるようになり、被災地での演奏活動が7月からスタートすることとなりましたが、県警を挙げて震災対応に取り組む中で、私は十分な練習ができない状態でした。しかし、「これは音楽隊でなければできない活動だ。演奏を聴いた人々に安らぎと元気を与えたい」との一心で、僅かな時間を捻出して練習に励みました。


そして、当初は避難所での演奏が、その後、仮設住宅等への訪問演奏も行われることとなって、多くの被災者から感謝の言葉を頂いています。


私は、今回の経験で、交番勤務員として地域の安全を守るという職責の重さと音楽隊員として音楽を通じた警察活動の重要性を再認識することができただけでなく、警察官としての誇りとやりがいを強く感じることができました。

これからも、安全で安心して暮らせる熊本の実現のため、職務に全力を尽くしていきます。
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注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。











資料編

1　平成28年中の組織改正と法令の制定

平成28年中の主な組織改正

[image: 平成28年中の主な組織改正]

平成28年中の主な法律の制定（警察関係）
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平成28年中の主な政令の制定（警察関係）
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2　平成28年中の主な出来事
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3　平成28年都道府県別統計資料
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